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1 . はじめに 

1.1  調査目的と調査内容 

1.1.1 調査目的 

 我が国において、これまでの原子力発電の利用に伴って放射性廃棄物が発生しており、

その処理処分対策を着実に進める必要がある。高レベル放射性廃棄物の地層処分や長半減

期低発熱放射性廃棄物（ＴＲＵ廃棄物）をはじめとする低レベル放射性廃棄物の処理処分

等に係る政策立案や研究開発については、国や関係機関、処分実施主体（原子力発電環境

整備機構：ＮＵＭＯ）等の適切な役割分担のもとで進めていくことが重要である。 

 これらの背景を踏まえて、本事業では、平成 26 年度より 4 ヵ年の事業期間で高レベル放

射性廃棄物の地層処分を中心とした先進的な研究開発を実施するとともに、今後の我が国

の基盤研究開発の課題を検討することで、処分実施主体が将来処分事業を進めるにあたっ

て必要となる技術基盤の整備を図ることを目的として実施する。 

 

1.1.2 調査内容 

 上記の調査の目的を踏まえ本事業では、処分技術に関連する先進的な研究開発テーマ及

び研究実施者を公募したうえで選定し、当該テーマに関する研究開発を実施するとともに、

研究の実施に係る進捗管理や成果のとりまとめを行う。さらに、選定した研究開発テーマ

に関連して、「地層処分基盤研究開発に関する全体計画（平成 25 年度～平成 29 年度）」（以

下、全体計画という）に示される研究開発状況の中間評価、及びその後の研究開発状況の

チェックアンドレビューも合わせて行う。 

 

1.2  調査の計画立案と実施方針 

 前述した調査内容に基づき、平成 26 年度～平成 29 年度の具体的な作業内容について表

1.2-1 に示す。 

 

表 1.2-1 本事業における平成 26 年度～29 年度の作業内容 

（１）処分技術に関連する先進的な研究開発テーマの選定 

① 研究開発テーマの選定 

概ね平成 26 年 9 月までに、平成 25 年度放射性廃棄物共通技術調査等事業（放射性廃棄物

重要基礎技術高度化調査）における海外における地層処分や代替処分技術等の最新の研究
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開発動向調査結果（平成 25 年度放射性廃棄物共通技術調査等事業放射性廃棄物重要基礎技

術高度化調査報告書 

http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/rw/library/library05.

html にて公開）を踏まえてテーマを公募し、処分に見識がある有識者（5 名程度を想定）

による選考を経て、同年 10 月までに 5 テーマ程度を選定する。有識者の選定や選考委員会

の実施に当たっては、資源エネルギー庁と調整、相談の上、実施する。 

② 選定基準 

研究開発テーマの選考・選定にあたっては、前述した平成 25 年度の調査結果等を踏まえる

とともに、各分野別（地質環境調査技術、処分場の建設・操業・閉鎖にかかわる工学技術、

安全評価技術、使用済燃料直接処分技術）の検討委員会での議論や、総合資源エネルギー

調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会放射性廃棄物ワーキンググループでの議論（地

層処分の社会的受容性の拡大に資する技術（回収可能性、代替オプション検討等））を踏ま

えた選定とする。 

③ 研究実施者の公募 

選定した研究テーマについて公募を行い、研究実施者の決定及び実施に必要な事務手続き

などを行う。公募の手順等については、過去の実績を踏まえ以下の通りとする。 

・ 公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター（以下、原環センターという）の

ホームページ上にて公募要領を掲載する。その後 1 ヶ月程度公募を実施し応募者を募

る。その際、研究開発テーマに関連した学会のメーリングリストなども活用し広く情報

を伝えることに留意する。 

・ 公募期間後に応募者から提出された提案書等について、選考委員会に諮り書類審査を行

う（１週間程度）。 

・ 書類審査を通過した応募者を対象に、速やかに選考委員会を開催し二次審査を行う。二

次審査では、研究内容に関する応募者からのプレゼンを行い、最終的な研究実施者を決

定する。 

・ 研究実施者決定後、速やかに研究が開始できるよう、原環センターは研究実施者と再委

託契約を行う。なお、再委託契約に伴う全ての権利（知的財産権など）は、原環センタ

ーに原則帰属させるよう留意する。また再委託先は原環センターと同様に、秘密の保持

に留意し、漏えい防止の責任を負う。 
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 なお、公募に係る手続きなどは資源エネルギー庁の委託事業事務処理マニュアルに準拠

する。また、応募者がなかった研究テーマについては、選考委員会の有識者からの推薦に

より研究実施者を選定することも可とする。 

 

（２）（１）の研究開発に関する進捗管理・取りまとめ 

（１）の研究開発に対して、進捗管理や成果の取りまとめを実施する。具体的には、大学

等の外部有識者からなる検討委員会（親委員会及び分野別委員会（地質環境、工学技術、

性能評価、直接処分の 4 分野））を設置し、各委員会において、対応する（１）で選定した

研究開発内容・進捗状況に関する中間及び最終報告を研究実施者に行わせ、チェックアン

ドレビューを行う。検討委員会の委員の選定（各委員会で 6～8 名を委員として選定するこ

とを想定）や実施に当たっては、資源エネルギー庁と調整、相談の上、実施する。 

 また、検討委員会では、上記に関連する「地層処分基盤研究開発に関する全体計画（平

成 25 年度～平成 29 年度）」に示される平成 26 年度までの研究開発状況の中間評価も合わ

せて行うこととし、そのために必要な事務局（日程調整、会議場所の確保、資料の準備、

議事録の作成など）も務める。研究開発状況の中間評価に関する検討委員会は、上記 4 分

野の委員会を 3 回程度、親委員会を 2 回程度開催する。 

 

 表 1.2-1 に示した作業内容についてまとめると、以下のように整理される。 

（1）処分技術に関連する研究開発テーマの選定（平成 26 年度のみ実施） 

 研究開発テーマの選定（研究テーマについて選定委員会に諮り決定） 

 研究実施者の公募（実施者については選定委員会で審査・決定） 

 

（2）選定した研究開発に関する進捗管理・とりまとめ（平成 26 年度～29 年度の各年度実

施） 

 選定した研究開発テーマ実施に関する進捗管理・取りまとめを行い、その一環と

して検討委員会を設置し、研究者によるプレゼン報告（中間報告、最終報告）に

対してチェックアンドレビューを実施 

 研究管理の進捗・取りまとめに関連して、全体計画に係る研究開発状況に関して、

平成 26 年度に中間評価、及び平成 27～29 年度はチェックアンドレビューを検討

委員会にて行う。 
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次節で、平成 26 年度に実施する作業計画を整理する。 

 

1.2.1 処分技術に関連する先進的な研究開発テーマの選定に関する作業計画 

 前述の計画立案と実施方針を踏まえて、処分技術に関連する研究開発テーマの選定は以

下の手順で進める。 

① 処分技術に関連する研究開発テーマの選定 

② 選定された研究テーマについて原環センターのホームページ等を用いた公募 

③ 公募研究テーマに対して応募があった研究者について、有識者からなる委員会（選

定委員会）にて書類及びプレゼン審査による選考 

 

①については、最初に公募の基本的な考え方を整理した後に、最近の処分に係る政策や

審議会の提言等、各種の委員会におけるコメント、あるいは国際的な研究開発動向を踏ま

え、公募する研究テーマ（案）を取りまとめる。その後、研究テーマ（案）について選定

委員会に諮ることにより公募研究テーマを最終決定する。 

②については、公募研究テーマやその他の募集要領を原環センターのホームページに掲

載することにより、研究実施者の応募を受け付ける。また、関連する学会等を活用して公

募案内を周知する。 

③については、応募のあった研究実施者について、書類審査、及びプレゼン審査の 2 段

階の審査を実施し、研究テーマを実施する研究者を決定する。 

 

1.2.2 選定した研究開発に関する進捗管理・取りまとめに関する作業計画 

ここでは、以下を実施することを計画した。 

 

・選定した研究開発に関する進捗管理・取りまとめ 

① 検討委員会において中間報告・最終報告を行うことにより進捗管理を行う 

② 電子メールや研究者の所属する大学等への訪問し意見交換を実施することにより進

捗管理を行う 

③ 各研究者から提出された研究報告書の概要を取りまとめる 

 

・全体計画の中間評価 
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④ 地層処分基盤研究開発調整会議（以下、調整会議という）における全体計画の中間

評価対応や全体計画改訂のための作業について、事務局として支援 

⑤ 中間評価を行う検討委員会の運営 

 

 ①については、表 1.2-1 にも示したように、大学等の外部有識者からなる検討委員会（親

委員会及び分野別委員会（地質環境、工学技術、性能評価、直接処分の４分野））を設置し、

各委員会において、対応する研究開発内容・進捗状況に関する中間及び最終報告を研究実

施者に行わせ、チェックアンドレビューを行う。 

 ②については、上記のように、電子メールや各大学等への訪問により意見交換を実施し、

研究の進捗について管理する。特に研究開始初年度である今年度においては、委託費管理

の留意点について研究実施者に注意を払うようコミュニケーションをとる。 

 ③については、各研究者から 2 月頃に研究報告書のドラフト版を、3 月中旬に研究報告書

の最終版を原環センターに提出することにより、研究の進捗管理を行う。また、研究報告

書の概要をとりまとめる。 

 ④及び⑤については、調整会議における中間評価対応と全体計画改訂に向けて、及び検

討委員会の設置・運営に関して、以下のような事務局支援を計画した。 

 

・ 調整会議を活用した活動における各種会議等の開催に向けた調整 

・ 全体計画改訂版のドラフティングにおける関連情報等の取りまとめ支援 

・ 検討委員会における事務局機能、及び議事録取りまとめ等 

・ 改訂された全体計画の最終版の整備（体裁調整等） 

・ 全体計画の中間評価・見直しに資する海外文献の翻訳 
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2 . 処分技術に関連する先進的な研究開発テーマの選定 

 前述したように、本事業では、平成 26 年度より 4 ヵ年の事業期間で高レベル放射性廃棄

物の地層処分を中心とした先進的な研究開発を実施するとともに、今後の我が国の基盤研

究開発の課題を検討することで、処分実施主体が将来処分事業を進めるにあたって必要と

なる技術基盤の整備を図ることを目的としている。処分技術に関連する研究開発テーマの

選定については、1.2.1 で述べたような手順により進めた。 

 

2.1 処分技術に関連する研究開発テーマの選定 

 最初に、研究テーマの選定にあたり、大学等への委託研究の考え方について以下の方針

とした。 

・ 本事業は、国の基盤研究開発の一環として経済産業省資源エネルギー庁が実施するもの

であるため、大学等への委託研究テーマの設定にあたっては、基礎的な研究ではあるも

のの、国で実施する政策や事業に関連あるいは反映できるものであることが必要。 

・ 処分技術に関する 5 つの分野（地質環境、工学技術、性能評価、直接処分、及び社会的

受容性）で最低各 1 テーマを設定。 

・ 人材育成の観点から、公募対象者を原則 45 歳以下の研究者とする。 

 

 次に、公募する研究テーマについて、最近の処分に係る政策や審議会の提言等1,2,3を考慮

し、以下の①～③の視点にて選定することとした。 

 ガラス固化体の地層処分の技術的信頼性向上に寄与し、国の基盤研究開発で実施中の

事業の中で考慮することが難しく、かつ学術的知見が十分でないと思われる基礎的内

容 

 低レベル放射性廃棄物処分において重要であり、国の基盤研究開発として実施中の事

業の中で考慮することが難しく、かつ学術的知見が十分でないと思われる基礎的な内

容 

 地層処分の代替オプション技術として参考になりうるもの 

                                                  
1 エネルギー基本計画（平成 26 年 4 月閣議決定） 
2 総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会放射性廃棄物ワーキンググループ中間

取りまとめ（平成 26 年 5 月） 
3 総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会地層処分技術ワーキンググループ中間取

りまとめ（平成 26 年 5 月） 
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 また、研究テーマの抽出・検討については、上記に示すような国の政策や審議会の提言

の他に、以下の基盤研究開発に関連した議論を参考に、その分析から行った。 

・ 平成 25年度に実施された調整会議における研究開発マップ案レビュー時の分野別委員会

議事録 

・ 地層処分技術ワーキンググループで抽出された技術的信頼性向上のための研究開発課題  

・ 平成 25年度に実施された資源エネルギー庁事業の技術評価における外部専門家からの提

言 

・ 平成 25年度に実施された放射性廃棄物重要基礎技術高度化調査における海外の研究開発

動向 

 

図 2.1-1 に公募する研究テーマの抽出・選定に係るフロー図を示す。 

 

図 2.1-1 公募する研究テーマの抽出・選定に係るフロー図 

 

 図 2.1-1 に示す手順により公募する研究テーマの抽出を行った結果、地質環境分野、工学

技術分野、性能評価分野、直接処分分野、社会的受容性に係る分野の研究テーマ（案）に

ついて表 2.1-1～2.1-5 のように選定した。 
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表 2.1-1 地質環境分野における選定研究テーマ（案） 

研究テーマ
断層のバリア特性（主に水理・物質移動の観点）
火山の分布及び地熱活動の評価に反映するための、マグマ成因論に関する知見
の収集及びマントル内の熱対流モデルの評価手法 
天然現象の将来予測を行う上での前提となるプレートシステムの継続性の評
価のための、プレートシステムの変遷と地質学的イベントの関係の整理及び検
討 
深部流体及び非火山性熱水に関する形成・移動メカニズム等の調査事例の蓄積 
表層付近の酸化帯に関する調査事例の蓄積

 

表 2.1-2 工学技術分野における選定研究テーマ（案） 

研究テーマ
回収・モニタリングのためのセンシング技術
オーバーパック等の新素材の長期安定性評価手法

 

表 2.1-3 性能評価分野における選定研究テーマ（案） 

研究テーマ
ガラス溶解の長期挙動メカニズム
栄養塩の評価も含めた微生物バイオフィルムの影響
金属腐食（炭素鋼）への微生物の影響（TRU 廃棄物における硝酸塩イオンの
影響も含む）  
代替オプション（放射性廃棄物の管理という観点も含む）

 

表 2.1-4 直接処分分野における選定研究テーマ（案） 

研究テーマ
放射性核種の溶出挙動（瞬時放出と UO2マトリクスの溶解に伴う放出）  
無酸素条件における容器（銅等）の腐食に関する研究

 

表 2.1-5 社会的受容性における選定研究テーマ（案） 

研究テーマ
リスクコミュニケーション 
地層処分技術の社会との共有
地下生物圏（微生物）への放射線の影響

 

次に、選定した研究テーマ（案）の実施研究者を公募・選考するために本事業で設置し

た有識者からなる選定委員会（詳細は後述）において、選定した研究テーマ（案）の妥当

性について諮った。 

 選定委員会における議論の結果、公募にあたっては、実施する研究の視点を示した上で

研究テーマそのものも募集することとし、表 2.1-1～2.1-4 で示した研究テーマ（案）は「研

究テーマ例」として公募情報に掲載することとした。また、社会的受容性に関する分野の
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研究については、「社会的課題の解決に関する分野」と分野名を変更すること、また、社会

的課題の解決に関する分野に関しては研究テーマ案の例示についても省略し、社会的課題

解決に係る研究の考え方のみを示し、それに資する研究を幅広く募集することとした。 

 選定委員会での議論を踏まえて、実施する研究の視点は以下とした。 

 

 地層処分の技術的信頼性向上に寄与し、国の基盤研究開発で実施中の事業の中で考慮

することが難しく、かつ学術的知見が十分でないと思われる基礎的内容 

 低レベル放射性廃棄物処分において重要であり、国の基盤研究開発として実施中の事

業の中で考慮することが難しく、かつ学術的知見が十分でないと思われる基礎的な内

容 

 社会的な課題解決に関する内容※ 

※社会的課題解決に関する研究については、放射性廃棄物処分の問題が技術のみならず、社会的な意

思決定による課題解決を必要としていることから、国によるこのような取組みに資する研究実施を

期待。 

 

2.2 研究テーマと研究実施者の公募・選考 

 上記のように実施する研究の視点を示した上で、平成 26 年度より 4 ヵ年の事業期間の高

レベル放射性廃棄物の地層処分を中心とした基礎的な研究テーマ及び研究実施者の公募を

実施した。公募においては原環センターのホームページに公募案内を掲載し（図 2.2-1）、

また関連する学会のメーリングリスト等で案内することで公募の周知を図った。公募は平

成 26 年 9 月 5 日に開始し、約一カ月後の 10 月 6 日に応募を締切った。 
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図 2-2-1 原環センターHP に掲載した公募案内（一部。応募締切後はページを削除。） 

 

2.3 選考委員会による応募研究テーマと研究実施者の選定 

 本事業で実施する処分技術に関連する研究開発テーマの選定にあたり、以下の役割を担

う選定委員会（委員長：杤山修（原子力安全研究協会））を設置した。 

・ 公募研究テーマの選定の妥当性を諮る 

・ 応募者の選考（書類審査（一次審査）、プレゼン審査（二次審査）） 

 

 また選定委員会を以下のように 3回開催した。 

・ 第 1 回選定委員会（平成 26 年 9 月 4 日）－公募研究テーマの妥当性について諮る 

・ 第 2 回選定委員会（平成 26 年 10 月 22 日）－応募者の書類審査、プレゼン審査を受け

る研究者の決定 

・ 第 3 回選定委員会（平成 26 年 11 月 6 日）－プレゼン審査による研究実施者の決定 
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 前述したように、第 1 回選定委員会では、公募研究テーマ（案）の妥当性について諮っ

たが、委員会の議論の結果、実施する研究の視点を示した上で研究テーマそのものも募集

することとなった。 

 公募に対して応募された研究テーマ及び研究実施者の選考が第 2 回選定委員会（書類審

査）、第 3 回選定委員会（プレゼン審査）においてなされ、その結果、以下の 6 件の研究テ

ーマ及び研究実施者が採択された。なお、応募者と利害関係者となる委員については、該

当する研究テーマの審査には加わらないように留意した。 

 

・ 断層周辺の地下水流動特性および物質移行特性に関する包括的研究 

柏谷公希（京都大学） 

 

・ 岩石き裂の治癒作用を利用した不連続面のバリア性能向上に関する研究 

奈良禎太（鳥取大学） 

 

・ 天然バリアと人工バリアの力学特性を考慮した放射性廃棄物処分施設の長期的な力学

挙動予測システムの開発（処分施設の建設～操業～閉鎖～） 

金澤伸一（福島工業高等専門学校） 

 

・ 硝酸塩影響評価のための高イオン強度下におけるアクチノイドの溶液化学的研究 

小林大志（京都大学） 

 

・ 地層処分の性能評価の精緻化を目指した薄片状雲母を用いた核種の収着メカニズムに

関する基礎的研究 

千田太詩（東北大学） 

 

・ 高レベル放射性廃棄物処分に関わるアジェンダ・セッティング（政策課題設定）の基礎

的研究 

小松崎俊作（東京大学） 
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3 . 研究開発に関する進捗管理・取りまとめ 

 本事業で選定された処分技術に関連する 6 件の研究テーマについては、平成 29 年度まで

の毎年度、検討委員会を設置して研究開発内容・進捗状況に関する中間及び最終報告を研

究実施者に行わせ、チェックアンドレビューを行うこととしている。 

 平成 26 年度については、6 件の研究テーマの採択決定時期が 11 月となったこと等から、

中間報告は行わず年度末頃に最終報告のみを行うこととした。 

 選定した 6 件の研究テーマの進捗状況のチェックアンドレビューを実施するための検討

委員会（親委員会及び分野別委員会（地質環境、工学技術、性能評価、直接処分の４分野））

を設置した。なお、この検討委員会は、3.3 節で後述する全体計画の中間評価及び関係機関

における研究開発の進捗に関するチェックアンドレビューも実施することとなっている。 

 また、上記検討委員会によるチェックアンドレビューの他に、研究実施者との間で電子

メールや各研究者が所属する大学等を訪問して意見交換を行うことにより、進捗管理を実

施した。 

以下の 3.1 節において、6 件の選定された研究テーマの平成 26 年度の成果概要について

整理する。また、3.2 節において、設置した検討委員会による、各研究者から平成 26 年度

の研究成果、来年度の計画などの報告に対する評価について取りまとめる。 
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3.1 選定された研究テーマの平成 26 年度の成果概要 

 

3.1.1 実施研究 1 研究者：京都大学 柏谷公希 

研究テーマ：断層周辺の地下水流動特性および物質移行特性に関する包括的研究 

 

（背景・目的） 

 断層はその両側で変位の認められる割れ目もしくは割れ目ゾーンであり、一般に破砕帯

を伴うことが多く、破砕帯を構成する破砕物質はその粒径に応じて細粒なものは断層ガウ

ジ、粗粒なものは断層角礫と呼ばれている。一般に破砕帯は割れ目が発達していることで、

母岩と比較して高い透水性を示すことが多いが、主に断層ガウジからなる細粒粘土化帯は、

透水性が低く遮水構造として機能し、周辺の地下水流動を制限することが知られている。

このように、断層はその内部構造に応じて地下水流動や物質移行における主要な経路（パ

ス）と障壁（バリア）の両方の機能を有すると考えられている。断層の内部構造や不均質

性を踏まえ、断層破砕帯が周辺の地下水流動や物質移行に及ぼす影響を明らかにすること

により、より実現象に即した核種移行解析が可能となり、地層処分の安全評価における地

下水シナリオの評価を高度化する上で貢献すると考えられる。 

 上記を背景として本研究では、断層周辺の地下水流動および物質移行における断層のパ

スあるいはバリアとしての機能を明らかにすることを目的とする。さらに、断層の地下水

流動および物質移行におけるパス、バリアとしての機能を評価するための手法を構築する

ことを目的とする。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 26 年度の実施計画） 

 本研究では、断層周辺の地下水流動や物質移行に関わる物理的特性、，化学的特性の空間

分布を明らかにし、これら空間分布に基づいて地下水流動シミュレーションと反応輸送シ

ミュレーションを行う。シミュレーション結果は環境トレーサー分析の結果と比較するこ

とで検証する。 

 平成 26 年度は、日本に分布する断層を対象に文献調査を行い、研究対象となる断層を選

定する。本研究で研究対象とする断層に求められる条件として、断層角礫と断層ガウジを
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伴い、断層周辺の地下水流動や物質移行を制限する構造、密な時間的・空間的間隔で断層

周辺の測定地点が明らかな水文・水理・地質・地化学に関するデータが利用可能であるこ

と、露頭やコア試料で断層の観察・各種測定やサンプリングが可能であること、等が挙げ

られる。日本国内に分布する断層のうち上述の条件を満たす可能性のある断層として、月

吉断層・主立坑断層、跡津川断層系、野島断層について文献調査を行い概要を整理した。

また、近年地下水の環境トレーサーとして分析される機会が増えており、本研究では断層

周辺の地下水流動状態を把握し、シミュレーション結果の検証を行う上で有効な指標物質

となりことが期待される六フッ化硫黄を分析するための前処理装置を作製する。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 26 年度の成果概要） 

 主立坑断層と月吉断層の周辺では、日本原子力研究開発機構（JAEA）瑞浪超深地層研究

所を中心に様々な項目の調査・モニタリングが行われており、本研究で必要となる断層周

辺の水文・水理・地質・地化学などに関するデータが蓄積・公開されている。また、主立

坑断層の直近に研究坑道が位置しており、断層の観察・原位置計測・サンプリングが可能

である。さらに、広域的な地質構造や地下水流動状態に関するデータも得られており、断

層周辺のサイトスケールで解析を実施する上で境界条件を設定しやすい。以上を考慮し、

主に主立坑断層を対象に、月吉断層を比較対象として研究を実施することとした。 

 また、断層周辺における地下水流動と物質移行のシミュレーションと比較するための環

境トレーサー試験として用いる SF6 トレーサーの分析を行うための前準備として、Purge 

and trap GC-ECD 法による SF6分析で使用する分析前処理装置を作製し、分析のためのプ

ロトコールを整備した。次年度以降、本装置を用いた SF6 分析を本格的にスタートさせ、

まずは本装置で得られる分析値を他研究室の装置による分析結果と相互比較し、その信頼

性を検証する。また、繰り返し精度，定量下限濃度などの検証を行った上で地下水試料の

分析を開始する計画とする。 
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3.1.2 実施研究 2 研究者：鳥取大学 奈良禎太 

研究テーマ：岩石き裂の治癒作用を利用した不連続面のバリア性能向上に関する研究 

 

（背景・目的） 

 放射性廃棄物の地層処分においては、岩盤を天然バリアとして使用する。このことから、

岩盤には高い長期強度と遮蔽性が要求される。岩盤内では、き裂や空隙のネットワークが

流体の流路となるため、遮蔽性向上には、き裂の進展を防ぐとともに、き裂や空隙を閉塞

させることが効果的であると考えられる。日本では地殻運動が活発であり、地下には断層

や節理などの不連続面が数多く分布するが、巨視き裂を含む火成岩では、巨視き裂に断層

粘土を含めることにより、透水係数が低下することが期待される。また、岩石とコンクリ

ートを水中に一緒に保存すると、岩石表面にカルシウム化合物が析出することが示されて

おり、これらの効果を利用すれば、治癒した節理や断層を利用する形で岩石の遮蔽性を高

められる可能性があり、放射性廃棄物処分で大いに役立つ技術の可能性が期待される。た

だし現状では、節理や断層がどの程度バリア性能を有するかについては十分には検討され

ていない。 

 本研究では、岩石内の節理や断層の遮蔽性（バリア性能）を、破壊力学試験と透水試験

を用いて調べる。特に、岩石のき裂進展とその閉塞を同時に起こす試験を行い、さらに、

閉塞に寄与した析出物の同定を行うことにより、析出物の力学的耐久性を理解する。また、

節理や断層等の不連続面を有する試験片を用いて透水試験を行うことにより、断層や節理

のバリア性能を向上させ、その基礎情報を得ることを目標とする。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 26 年度の実施計画） 

 平成 26 年度は、破壊力学および透水試験を行う環境を整備し、予備試験を実施した。特

に、破壊力学試験法であるダブルトーション法による測定を予備実験として１～２週間程

度連続で行うことにより、長期連続測定によるき裂進展データ取得環境を整備した。透水

試験に関しては、岩石試料（花崗岩）を用いて透水試験の予備実験を行うことにより、岩

石の遮蔽性（バリア性能）に関するデータ取得環境を整備した。 
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＊＊＊＊＊ 

（平成 26 年度の成果概要） 

 破壊力学試験については、ダブルトーション試験装置を恒温恒湿器内に組み立てること

によって、長期間周辺環境を一定に保てる破壊力学試験装置を整備した。さらに、応力拡

大係数とき裂進展速度のデータを長期間にわたって取得できるようにするため、データ取

得間隔を長期にわたって制御できるデータロガーとデータ取得用のパソコンを試験装置に

接続することによって、長期間連続してダブルトーション試験を行えるように実験環境を

整備した。また、大島花崗岩を試料として用いて予備試験を行った結果、１０日間の連続

測定により、き裂進展限界の検出には至らなかったものの、従来よりも低いき裂進展速度

の測定に成功し、応力拡大係数とき裂進展速度の関係を得られることを確認した。 

 透水試験については、稲田花崗岩を試料として、トランジェントパルス法による透水試

験の予備試験を行った。その結果、試験装置が問題なく作動し、岩石の透水係数に関する

データが得られることを確認した。 

 今後は破壊力学試験については、き裂進展限界を検出するために、極めて低いき裂進展

速度を測定するとともに、き裂修復が起こりやすい環境で長期間にわたって試験を行う。

また、透水試験では、今後は不連続面を含む天然の試料を用いて透水試験を行い、実際の

断層が有する遮蔽性能を調べることとする。 
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3.1.3 実施研究 3 研究者：福島工業高等専門学校 金澤伸一 

研究テーマ：天然バリアと人工バリアの力学特性を考慮した放射性廃棄物処分施設の長

期的な力学挙動予測システムの開発 

 

（背景・目的） 

 地層処分施設の長期予測解析において、人工バリア（以下、ベントナイト緩衝材）の再

冠水時の不飽和状態での膨潤挙動と、その後の飽和時の圧密などの挙動は別々に検討され

ており、連続的に解かれた例がない。また、天然バリア（以下、岩盤）とベントナイト緩

衝材の相互関係の力学挙動を解析した例も無い。しかしながら、近年では個々の事象の予

測技術が開発・高度化され、岩盤を含めた処分施設の建設から超長期にわたる挙動を連続

的に解析できるところまできている。 

 本研究では、処分施設の建設から閉鎖までの期間に着目し、岩盤とベントナイト緩衝材

の力学特性を考慮できるモデルを組み込んだ、熱／土／水／空気連成有限要素解析を実施

し、建設から供用までの力学挙動を連続して解くことで、岩盤とベントナイト緩衝材の長

期的（数十万年オーダー）な力学的相互作用を把握することを目的とする。さらに、解析

条件の選定や解析結果の評価方法までの一連の流れを整備し、処分施設の長期的力学挙動

の予測システムを開発することを目標とする。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 26 年度の実施計画） 

 本年度は、ベントナイトに関する温度変化の影響を考慮した膨潤量・膨潤圧試験、温度

変化を考慮した圧密試験、温度変化による一軸強度データを取得する試験環境の整備を行

う。さらに、地下空洞の安定性に対する有限要素法（FEM）解析手法の確率に向けて、解

析に必要な初期条件・境界条件、さらにはパラメータの抽出を試みる。それに加え、岩盤

の長期挙動を表現できる構成モデルの定式化と解析コードへの組み込みを行う。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 26 年度の成果概要） 

 温度変化を考慮した圧密特性の把握のための試験機については、通常の圧密試験と同様
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の試験を行えながらも、高圧力まで荷重を与えられるように、かつ温度変化を考慮できる

よう圧密試験機を改良した。ベントナイト緩衝材の温度変化に伴う膨潤量・膨潤圧の特性

把握のため、温度変化（室温～99℃まで 10℃刻み）させて膨潤量・膨潤圧を測定できるよ

うに圧密試験機を改良した。さらに、ベントナイト緩衝材の温度変化にともなう一軸圧縮

強度を測定できるように試験環境を整えた。 

 解析シミュレータの開発・高度化については、地下空洞の安定性を確認するための FEM

解析のために、FEM 解析コードにコンプライアンス可変型構成式である大久保モデルを組

み込んだ。また、開発した解析コードの検証として、一軸圧縮試験解析を行ったところ、

通常の一軸圧縮試験と同様にピーク強度（正規化応力－正規化ひずみ）が表れ、その後軟

化する傾向が示された。このことから、コンプライアンス可変型を組み込んだプログラム

が正しく計算されていることが確認された。 
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3.1.4 実施研究 4 研究者：京都大学 小林大志 

研究テーマ：硝酸塩影響評価のための高イオン強度下におけるアクチノイドの溶液化学

的研究 

 

（背景・目的） 

 TRU 廃棄物の中で、濃縮廃液固化体等の主にグループ 3 の廃棄物は多量の硝酸塩を含み、

核種の収着性や核種の溶解度に影響を及ぼす可能性が指摘されている。TRU 廃棄物に含ま

れる硝酸塩が処分施設内や近傍においてアクチノイドの移行挙動に与える影響を定量的に

評価するため、高濃度硝酸ナトリウム溶液中でのアクチノイドの錯生成、酸化還元、コロ

イド挙動について検討するとともに、反応に関わる熱力学データを取得する。高イオン強

度下でのアクチノイドの熱力学モデルを提案し、硝酸塩影響下でのアクチノイドの化学的

挙動の理解及びその定量的評価につなげる。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 26 年度の実施計画） 

 本年度は、次年度において計画している高イオン強度下での 4 価アクチノイドの錯生成

反応に関連する文献の調査を行い、これまでの知見を整理する。また、高イオン強度下で

の実験に先立ち、幅広いイオン強度下での既知試料の pH および Eh を測定し、それぞれの

測定値のイオン強度補正について検討する。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 26 年度の成果概要） 

 本研究で対象とする 4 価ジルコニウム、トリウムおよびプルトニウムについて、硝酸錯

体および炭酸錯体の熱力学データに関する調査を行った。4 価金属と硝酸イオン」の錯生成

反応については、地下水条件下（中性～アルカリ性 pH）では硝酸錯体の寄与は低下するが、

イオン相互作用係数が寄与することが報告されていたことが明らかとなた。また、炭酸イ

オンとの錯体形成では、Zr、Th、Pu の種類によって異なる炭酸錯体化学種がほうこくされ

ていること、一方で、高イオン強度における実験値は不足しており、高イオン強度での炭

酸錯体を含む溶解度評価には、高イオン強度下での炭酸錯体の熱力学データが必要である
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ことが考えられた。さらに 4 価金属の加水分解反応のデータから、4 価水酸化物コロイド種

の挙動について、熱力学的な解釈が可能であることが示唆された。今後は高硝酸塩濃度条

件下での水酸化物コロイド種の生成や凝集等の挙動について熱力学的な解釈を可能とし、

溶解度熱力学モデルに反映することを目指す。 

 また、高イオン強度下での実験・測定に向けた予備実験として、高濃度の NaNO3 および

NaCl 溶液下での pH 測定および Eh 測定を行い、pH については実測値から水素イオン濃度

（pHc）を決定するための換算係数を各イオン強度において求めた。Eh については、安定

な酸化剤、還元剤の組み合わせである Fe(CN)6
3- / Fe(CN)6

4-の Eh 値を低濃度から高濃度まで

の NaNO3および NaCl 溶液下で測定した。その結果、Fe(CN)6
3- / Fe(CN)6

4-の場合、Eh 値の

イオン強度依存性は SIT により良く再現できることが分かった。 

 次年度は本年度の結果を元に、高イオン強度（NaNO3）下での溶解度実験を開始し、錯生

成反応およびコロイド生成挙動に及ぼす NaNO3 濃度の影響について検討を進める。 
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3.1.5 実施研究 5 研究者：東北大学 千田太詩 

研究テーマ：地層処分の性能評価の精緻化を目指した薄片状雲母を用いた核種の収着メ

カニズムに関する基礎的研究 

 

（背景・目的） 

 地層処分システムの天然バリアレファレンスとして使用されている花崗岩については、

構成鉱物の一つである黒雲母が高い核種収着性を示すことが知られており、このことによ

り花崗岩の有する核種移行遅延効果への寄与が大きいと考えられている。一方で、既往の

核種収着データのほとんどは一定粒径に粉砕された粉末試料を用いた収着試験によって取

得されているため、実際の地下環境における鉱物の物理的および化学的特性を十分に反映

できていないと考えられている。実際の地下環境においては、黒雲母は粉砕状態ではなく、

花崗岩内に薄片の形状で含有すると想定され、核種収着はその劈開面および断口部で異な

ると考えられている。 

 本研究では、雲母の異方性が核種収着挙動に与える影響について基礎的知見を取得し、

核種移行評価への反映方法を併せて提示することにより、天然バリア中の核種移行評価(地

層処分システムの性能評価)に資することを目的とする。具体的には、薄片状雲母を用いた

核種取り込みを実験的手法により調べ、雲母が有する異方性が核種収着挙動に与える影響

について基礎的知見を取得する。さらに、取得データをもとにした拡散・収着を考慮した

二次元数値解析を実施するとともに、雲母薄片への核種収着に重要となる因子を整理し，

核種移行評価への反映手法を提示する。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 26 年度の実施計画） 

 平成 26 年度は、黒雲母薄片および緑泥石を用いた Eu の収着試験に着手する。また、収

着試験後の黒雲母薄片を用いた蛍光分光分析および SIMS 分析について、本研究の収着試

験条件における黒雲母薄片内の Eu の拡散挙動観察に適した分析条件の設定を行う。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 26 年度の成果概要） 
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 黒雲母薄片を用いた Eu(III)の収着試験では、試験開始後に水溶液中の Eu 濃度が急激に

減少したが、その後減少は緩やかになた。試験結果から、固相表面に Eu(III)が収着した後

に、K とのイオン交換を伴いながら層間内部へ収着および拡散が進行するメカニズムが考

えられた。既往研究では粉砕した黒雲母試料に多量に存在する断口部への速やかな核種収

着が観察されたのみであるのに対し、実環境に近い形状である薄片状試料対しては収着と

拡散という二つの過程が存在すると考えられ、花崗岩表面に断口部が露出する確率が高い

黒雲母には更なる核種遅延効果が期待できる可能性が示唆された。また、蛍光分光分析お

よび SIMS 分析の測定条件検討は実施計画の予定通り進められ、次年度以降のデータ取得

に臨む準備が整えることができた。 

 次年度は、適切な経時変化取得を考慮しながら Eu(III)の収着試験を継続する。本年度に

開始した低 pH 領域の収着挙動に加え、次年度では実際の処分環境における地下水 pH を想

定した中性領域(pH 8 程度)における Eu(III)の収着挙動について調べる。また、蛍光分光分

析や SIMS 分析によって、収着挙動のメカニズムに関して検討する。 
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3.1.6 実施研究 6 研究者：東京大学 小松崎俊作 

研究テーマ：高レベル放射性廃棄物処分に関わるアジェンダ・セッティング（政策課題

設定）の基礎的研究 

 

（背景・目的） 

 東日本大震災および福島第一原子力発電所事故は、それまで気候変動対策やエネルギー

安全保障などの観点から世界各国で推進の気運が高まっていた原子力発電政策を大きく転

換するきっかけとなり、各国で改めて脱原発を含めたエネルギー政策論争が巻き起こって

いる。一方で、事故によって放射性廃棄物処分に対する社会的認知が高まったにも関わら

ず、最も重要な高レベル放射性廃棄物の最終処分施設立地についての政策的議論は、これ

までのところ実質的にはほぼ進展がなかった。高レベル放射性廃棄物処分を実現するため

には、社会全体が処分を「今意思決定・実施すべき政策である」という意識を共有するこ

と、すなわちアジェンダ・セッティング（政策課題設定）が不可欠である。 

 本研究では、処分事業に対する国民･社会の理解促進と信頼性向上をはかる上での前提条

件となるアジェンダ・セッティングについての研究を通じて、社会的意思決定に関わる研

究の効率的な進展に貢献し、処分事業の社会的側面に関する理解を深めることを最終目標

とする。そのために、本研究は（1）高レベル放射性廃棄物処分のためのアジェンダが設定

されるための要因を抽出し、（2）我が国における高レベル放射性廃棄物処分のために有効

なアジェンダ・セッティングのあり方を提示することを目的とする。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 26 年度の実施計画） 

 平成 26 年度は、既存の様々な分野におけるアジェンダ・セッティング成功事例について

政治過程分析を行い、アジェンダ・セッティングが起こる要因を抽出し、アジェンダ・セ

ッティングの類型化を試みる。そのために、既往研究のレビューや専門家らへの聞き取り

調査、アジェンダ・セッティングの類型化に関する仮説構築のための予備的社会調査を実

施する。 

 また、以前平成 22～24 年度に実施されたアンケート調査のデータについて社会心理学的

分析を行い、震災ならびに福島第一原子力発電所事故が高レベル放射性廃棄物処分政策や
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原子力政策に対するステークホルダーの態度に与えた影響を分析する。さらに、以前の調

査におけるパネルデータを維持しつつ、人々の態度形成やアジェンダ・セッティングに関

わる Web アンケート調査を実施する。 

 

＊＊＊＊＊ 

（平成 26 年度の成果概要） 

 アジェンダ・セッティングが行われた事例の全体像を把握するために、医師不足、郵政民

営化、ドイツのシュレーダー政権下における脱原発の決定等のアジェンダ・セッティングが行

われた事例を 10 個選定し、次に、それぞれの事例についてその政策過程を分析した。分析結

果をもとに、政策目標のパラダイムシフトが政府内において起きているか否かと、アジェン

ダ・セッティングを行った主たるアクターが政治アクターであるのか政策専門家であるの

かによって、アジェンダ・セッティングの類型化と事例を分類した。その結果から、本研

究で得た類型化（仮説）に基づけば、放射性廃棄物処分に関するアジェンダ・セッティン

グは、官僚ないし専門家が、当該政策課題とは離れた領域における小さな政策による波及

効果で起こすことを目指すというオプションが提示された。今後、引き続き原子力発電な

らびに放射性廃棄物分野におけるアジェンダ・セッティングの事例分析を深めて同分野の

特異性を明らかにするとともに、仮説的に得たアジェンダ・セッティングの類型を用いて

アナロジーによるアジェンダ・セッティングのデザイン手法を確立することを目指す。そ

れにより、アジェンダ・セッティングの可能性を精緻に検討し、より効果的なプロセスを

設計する。 

 また、人々の行政に対する信頼、公正感、高レベル放射性廃棄物（HLW）処分事業に対

する態度、科学・政治知識などについて検討するため Web を用いたアンケート調査を行っ

た。調査結果については、震災直前に実施したアンケート調査結果との比較を行い、震災・

原発事故の影響を推定するとともに、その経年変化を分析した。HLW 処分施設受け入れへ

の態度の変化については、震災後に一時受け入れに好意的に転じていた態度が、震災 2 年

後の 2013 年の調査では一転して大幅に低下（否定的に変化）していた。また、被害規模の

認知は事故後に有意に上昇した後は変化せず、また、原子力発電のメリットと従来考えら

れていた経済性認知は継続して低下し続けていた。このような原子力関連施設に対する認

識が、HLW 処分施設受け入れへの態度において否定的な結果につながっていることが示唆

された。 
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3.2 検討委員会による平成 26 年度の研究成果に対する評価 

 本年度選定した 6 件の研究テーマについて、設置した検討委員会（委員長：杤山修（原

子力安全研究協会））において 26 年度実施内容等のチェックアンドレビューを以下の日程

で行った。 

 

放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 平成 26 年度 第 1 回検討委員会（公募研究評価） 

日時：平成 27 年 3 月 12 日（木） 10：30～16：15 

場所：経済産業省本館 17 階第 6 共用会議室 

 

 各研究者から平成 26 年度の研究成果、来年度の計画等の報告について 30 分行い、その

後委員からの質疑応答・評価記入を 15 分行った。 

 評価では、以下の項目について評価点数を付け、また H26 年度の研究に対する意見、次

年度の研究の方向性等に対するアドバイス等を自由意見として記入する形式で行った。 

・ 実施研究は計画通りに進められているか。進められていない場合、改善のための工夫や

計画の変更を適切に行っているか。 

・ 初年度の研究として優れた研究成果が得られているか（※） 

・ 実施研究は新規性・独創性があるか 

・ 実施研究は地層処分への寄与が期待できるか 

・ 次年度以降の研究計画・スケジュールは妥当か 

・ 成果発表は十分か（※） 

（※）平成 26 年度は研究実施の初年度であるため、参考評価とした。 

 

 以下に、各研究テーマに対する評価結果を整理する。なお、研究実施者と利害関係者と

なる委員については、該当研究テーマに対する評価を参考扱いとし評価点数は使用せず、

平均評価点数は有効評価人数によって算出した。 
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平成 26 年度第 1 回検討委員会（公募研究評価）評価結果（その 1） 

研究 

テーマ 

断層周辺の地下水流動特性および物質移行特性に関する包括的研究 

柏谷 公希（京都大学） 

評価項目 評価 

・実施研究は計画通りに進められているか。進められていない場合、改善の

ための工夫や計画の変更を適切に行っているか。 
3.4 

・初年度の研究として優れた研究成果が得られているか（※） 3.0 

・実施研究は新規性・独創性があるか 3.4 

・実施研究は地層処分への寄与が期待できるか 3.8 

・次年度以降の研究計画・スケジュールは妥当か 3.8 

・成果発表は十分か（※） 3.0 

自由 

意見 

あまり安全評価シナリオの設定にとらわれずにタイトルの目的に沿って研究を

進めて下さい。 

 

断層破砕帯のバリア機能を導入するためのデータが取得できるか。（そもそもそ

れを求めているか） 

断層の描情（現在、過去、未来）を作成してほしい。 

 

既に存在する SF6を利用する点は非常に面白い。Sampling 時の圧力維持に留意

されると良いと思います。 

 

断層周辺における物質移動などのシミュレーション手法を、最終的に実環境中ト

レーサー濃度等を採取する際の工夫・留意点なども併せて整理して頂きたい。 

 

瑞浪の主立抗断層、月吉断層を対象として進めるにあたって、これまでの構造モ

デルにとらわれることなく、処分システム（特に処分パネルに取り込むための）

にどう反映するのかも併せて検討する方法、判断のクライテリアを提示できる/

することも実施していただきたい。期待しています。 

（注）評価点数は 5（高い）～1（低い） 

（※）平成 26 年度は研究実施の初年度であるため参考評価 
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平成 26 年度第 1 回検討委員会（公募研究評価）評価結果（その 2） 

研究 

テーマ 

岩石き裂の治癒作用を利用した不連続面のバリア性能向上に関する研究 

奈良 禎太（鳥取大学） 

評価項目 評価 

・実施研究は計画通りに進められているか。進められていない場合、改善の

ための工夫や計画の変更を適切に行っているか。 
3.4 

・初年度の研究として優れた研究成果が得られているか（※） 3.5 

・実施研究は新規性・独創性があるか 3.2 

・実施研究は地層処分への寄与が期待できるか 3.4 

・次年度以降の研究計画・スケジュールは妥当か 3.2 

・成果発表は十分か（※） 3.3 

自由 

意見 

「亀裂の修復」という言葉で何を見ようとしているのか、「修復」は自然におこ

るのか、人為的に起こそうとしているのか、全体のシステムの中でどのように効

果が現れると考えているのか、全体像を見て整理して下さい。 

 

亀裂の進展と液性の関係についても詳しく調査してほしい。 

亀裂鉱物の充填状態と透水係数の関係を明らかにしてほしい。 

EDZ 部の修復と元々の自然亀裂の修復とを区別して目的と手法を考えて欲しい。

 

亀裂媒体では亀裂の閉塞性と同時に亀裂同士の連結性が重要だと思っています。

亀裂の進展も面白いテーマですが、亀裂の閉塞に重点を絞ることも有意義かと思

います。その際、コンクリート支保工の溶解に伴うアルカリ・プルームによる岩

の溶解と亀裂修復の２つの相反する効果の競合反応になると思います。 

 

亀裂の修復について、修復とはどの状態を指すのかをより明確にする必要があり

ます。（透水係数が、「亀裂がない場合」に戻ることを指すのでしょうか？） 

現場レベルによる検証はご提案の様に大変重要だと存じます。 

是非に進めていただければと存じます。 

 

割れ目シーリングのメカニズムについての現状の仮定・仮説も踏まえた上で、実

験の手法検討、目的、ゴールの設定を再度、研究 Gr 内で検討されてはいかがで

しょうか。 

特に処分とどうリンクするかが明確になればユニークな研究になると考えます。

（注）評価点数は 5（高い）～1（低い） 

（※）平成 26 年度は研究実施の初年度であるため参考評価 
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平成 26 年度第 1 回検討委員会（公募研究評価）評価結果（その 3） 

研究 

テーマ 

天然バリアと人工バリアの力学特性を考慮した放射性廃棄物処分施設の 

長期的な力学挙動予測システムの開発 

金澤 伸一（福島高専） 

評価項目 評価 

・実施研究は計画通りに進められているか。進められていない場合、改善の

ための工夫や計画の変更を適切に行っているか。 
3.2 

・初年度の研究として優れた研究成果が得られているか（※） 3.0 

・実施研究は新規性・独創性があるか 3.2 

・実施研究は地層処分への寄与が期待できるか 3.2 

・次年度以降の研究計画・スケジュールは妥当か 3.4 

・成果発表は十分か（※） 3.0 

自由 

意見 

熱/土/水/空気の連成とは何をどのようにモデル化したものか、どのような根拠で

そうしたのか、十分な考察が必要と思います。 

 

熱の解析に関して、全体温度だけでなく廃棄体の発熱や外部熱（例えばマグマの

近接）等も評価できるようにすることが望ましい。 

ベントナイトの流出についても検討をお願いしたい。 

 

ヘンリー則の適用性について、ベントナイト層の内部間隙水と外部間隙水では化

学ポテンシャル（水の）が相当異なるので、ヘンリー定数そのものの再評価が重

要なのではないかと考えます。 

 

岩盤・ベントナイトの熱-土-水-空気 連成モデルについて、従来のツールとの違

いを明確にする必要があります。熱や深地層を連成考慮した計算するツールはあ

ると存じます。空気の地下水への溶解現象を扱うことが新しいのでしょうか？ 

再冠水は段階があり、埋戻しを行う前に緩衝材の冠水が始まり、（埋戻し前の）

坑道に空気が抜けることが考えられます。さらにベントナイトを固相として考え

るのであれば、（気相の液相への）溶存過程がヘンリー型の速度式に従うかは検

討を要すると思います。 

 

アプローチについてはチャレンジグで興味を持つ。一方で、モデルの積み上げ方

や、最終ゴールの確認方法（可能か否かも含め）疑問を持たざるを得ない部分も

あるので、その辺の検討も含め今後研究を進めて頂きたい。 

（注）評価点数は 5（高い）～1（低い） 

（※）平成 26 年度は研究実施の初年度であるため参考評価 
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平成 26 年度第 1 回検討委員会（公募研究評価）評価結果（その 4） 

研究 

テーマ 

硝酸塩影響評価のための高イオン強度下における 

アクチノイドの溶液化学的研究 

小林 大志（京都大学） 

評価項目 評価 

・実施研究は計画通りに進められているか。進められていない場合、改善の

ための工夫や計画の変更を適切に行っているか。 
4.0 

・初年度の研究として優れた研究成果が得られているか（※） 3.5 

・実施研究は新規性・独創性があるか 4.2 

・実施研究は地層処分への寄与が期待できるか 3.8 

・次年度以降の研究計画・スケジュールは妥当か 4.0 

・成果発表は十分か（※） 3.3 

自由 

意見 

4 価アクチノイドの溶液化学的評価は重要なので、進められている内容に同意し

ますが、NO3-の酸化還元影響は非常に大事なので、これについて調べるという目

的を忘れない様にして下さい。 

 

沈殿生成やコロイドの性質（ゼータ電位、粒径等）についての知見が期待される。

課題として、真性コロイドと疑似コロイドの区別等注意が必要。 

試薬中の不純物（Fe）にも注意が必要。 

 

コロイドの粒径とゼータ電位との関係に何らかの相関が得られると、今後の理論

展開の上で非常に有益な情報となることが期待できます。 

疑似コロイドの生成の理解に向けて検討して頂くと、尚良いと思われます。 

 

高濃度 NaNO3溶液下のアクチノイドの溶液化学の構築は地層処分の基礎的研究

において重要であり、SIT におけるイオン相互作用係数に及ぼす NO3-の影響に

言及していくなど興味深い。最終的に収着分配、移流分散モデルへ反映するので

あれば溶解度制限固相など固相共存における本研究の適用についても併せて考

えて頂ければより地層処分への寄与が明確になると考える。また酸化性と還元性

との違いについても言及してほしい。 

 

TRU、地層処分を（将来的に）意識した場合の地下環境あるいは処分坑道近傍環

境（例えばコンクリート）との反応後の核種移行として、TRU 廃棄物中のどう

いった元素（錯体）が鍵になるのか、etc の観点からもう少し追求されることを

期待します。 

（注）評価点数は 5（高い）～1（低い） 

（※）平成 26 年度は研究実施の初年度であるため参考評価 
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平成 26 年度第 1 回検討委員会（公募研究評価）評価結果（その 5） 

研究 

テーマ 

地層処分の性能評価の精緻化を目指した薄片状雲母を用いた 

核種の収着メカニズムに関する基礎的研究 

千田 太詩（東北大学） 

評価項目 評価 

・実施研究は計画通りに進められているか。進められていない場合、改善の

ための工夫や計画の変更を適切に行っているか。 
3.5 

・初年度の研究として優れた研究成果が得られているか（※） 3.7 

・実施研究は新規性・独創性があるか 3.5 

・実施研究は地層処分への寄与が期待できるか 3.3 

・次年度以降の研究計画・スケジュールは妥当か 3.8 

・成果発表は十分か（※） 3.7 

自由 

意見 

岩石に対する収着がどのような機構で実現されているのかを考える基礎的研究

であるとの認識で問題を整理されて、研究の意味を考えて下さい。 

 

雲母との Eu の収着についてイオン交換（K+⇄Eu3+）を確認できている。雲母の

変質を考慮した計画になっている。 

 

マクロスコピックな岩盤の亀裂と、黒雲母の層状構造とのサイズの違いが研究の

中で明確に区別して整理されると良いでしょう。 

 

花崗岩における水路は過去、熱水等による変質を受けた場合があることを考慮

し、緑泥石等にも言及する。今後、専門家などとも意見交換も深めて行ってほし

い。また性能評価上はマトリックス拡散とマトリックスにおける比較的変質を受

けていない鉱物との相互作用が大切になる。マトリックスへの拡散速度と雲母中

での核種の拡散係数とのバランスに着目することが望まれます。 

 

地下（水みちとしての）花崗岩（結晶質岩）への応用としての工夫をもう少し検

討されてはいかがでしょうか。基本的手法の開発アプローチとしては重要と考え

ますので、それでどう展開するかが、あとは重要になるかと思います。期待して

います。 

（注）評価点数は 5（高い）～1（低い） 

（※）平成 26 年度は研究実施の初年度であるため参考評価 
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平成 26 年度第 1 回検討委員会（公募研究評価）評価結果（その 6） 

研究 

テーマ 

高レベル放射性廃棄物処分に関わる 

アジェンダ・セッティング（政策課題設定）の基礎的研究 

小松崎 俊作（東京大学） 

評価項目 評価 

・実施研究は計画通りに進められているか。進められていない場合、改善の

ための工夫や計画の変更を適切に行っているか。 
3.6 

・初年度の研究として優れた研究成果が得られているか（※） 3.3 

・実施研究は新規性・独創性があるか 3.4 

・実施研究は地層処分への寄与が期待できるか 3.6 

・次年度以降の研究計画・スケジュールは妥当か 3.2 

・成果発表は十分か（※） 3.0 

自由 

意見 

社会心理学・政治心理学的観点を含めてアジェンダ・セッティングを考えるアプ

ローチは大変示唆に富んでいると思います。 

 

アクターにマスコミを入れるべきではないか？ 

高知（東洋町）での誘地の失敗原因についてどのように考えるか？ 

小・中・高 教育関係者へのアンケートはとられているか？ 

 

１F の事故前後の意識調査の結果に、予想外に変化が少なかった様に感じました。

ある意味で非常に面白いデータですが、その理由が何によるものなのか、分析が

進む事を期待します。 

 

１F の事故が HLW 処分の議論につながらない事が、これまでのアンケート調査

から明らかになるロジックがよく分かりません。 

H26 年度の成果として「当該政策課題と離れた領域における政策による波及」は

特に興味深いと思っております。その様な過去の事例を多く示して頂ければと存

じます。 

 

実施期間が限られていたこともありで、まだ直接的な調査はなされていない感が

あるが、今後のアジェンダ・セッティングのあり方には興味があり、成果を期待

したい。 

１つのコメントとして、アンケートの内容、実施方法についても次回説明をして

頂けたらと考える。 

（注）評価点数は 5（高い）～1（低い） 

（※）平成 26 年度は研究実施の初年度であるため参考評価 
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3.3 地層処分基盤研究開発に関する進捗状況の中間評価とチェックアンドレビュー 

平成 17 年 7 月に設置された調整会議の活動をとおして、わが国における地層処分に関す

る国の基盤研究開発に関する全体計画の初版が平成 18 年 12 月に公表された[1][2]（平成 21

年 7 月に改訂版公開）。また、平成 22 年には地層処分と TRU 廃棄物の地層処分に関する全

体計画が統合された改訂版の全体計画が公表された[3]。 

その後、平成 24 年度に、平成 25～29 年度における地層処分に関する国の基盤研究開発の

方針に関する全体計画[4]が策定され、さらに平成 25 年度において、その全体計画に沿って

展開される詳細な研究開発計画（研究開発マップ）[5]が策定された。 

 全体計画（平成 25 年度～平成 29 年度）では、地質環境、工学技術、性能評価分野につ

いて平成 26 年度に中間評価を行い、見直しを実施することとなっている（図 3.2-1 参照）。 

 

図 3.2-1 地層処分基盤研究開発に関する全体計画（平成 25 年度～29 年度）の研究開発課

題とマネジメント 

 

また、中間評価においては、全体計画に示されているフェーズ 2 の重点化課題及びフェ

ーズ 3 の課題について、それぞれ次の視点で評価を行うこととしている。 

 フェーズ 2 の重点化課題：平成 26 年度までの成果（予定）の確認と今後の継続の必要

性（他の課題への発展を含む） 

 フェーズ 3：平成 26 年度までの進捗状況の確認・レビューと計画・目標の見直しの必

要性 
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 上記を踏まえて本事業では、全体計画（平成 25 年度～平成 29 年度）に示された地層処

分基盤研究開発に関する研究開発課題の実施状況の中間評価・チェックアンドレビューを

実施することを目的として、検討委員会（親委員会及び分野別委員会（地質環境、工学技

術、性能評価、直接処分の４分野））を設置した。3 章冒頭で述べたように、検討委員会で

は、選定した処分技術に関する研究テーマの研究開発内容・進捗状況に関するチェックア

ンドレビューも実施する。 

 

・調整会議における中間評価実施のための対応 

 調整会議では、検討委員会による評価を受けるための検討に着手し、上記で示されてい

る 2 つの視点にあるように、フェーズ 2 の重点化課題の成果及び今後の継続の必要性につ

いて、また、フェーズ 3 の研究開発課題に関しては平成 26 年度までの進捗状況の確認・レ

ビューと計画・目標の見直しの必要性について整理することとした。 

また、全体計画の中間評価及び改訂について、以下の事項などを考慮しながら検討をする

こととした。 

 

 独立行政法人日本原子力研究開発機構（JAEA）の第 3 期中期計画との整合性 

 平成 26 年 9 月末までに策定される、精密調査の段階に資するための瑞浪及び幌延の調

査研究の成果とりまとめ、及び深地層の研究施設計画 

 エネルギー基本計画（平成 26 年 4 月閣議決定）、総合資源エネルギー調査会電力・ガ

ス事業分科会原子力小委員会放射性廃棄物ワーキンググループ及び同地層処分技術ワ

ーキンググループの中間とりまとめ（平成 26 年 5 月） 

 東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた取組に関連し、放射性廃

棄物の処理・処分に関する研究開発計画動向  

 平成 25 年度外部有識者委員会における委員の意見 

 ＮＵＭＯの技術開発ニーズ（特に、技術開発成果の取りまとめ関連） 

 

 なお、TRU 廃棄物処分技術分野に関する研究開発課題については、中間評価時点で工学

技術及び性能評価分野への完全な統合を行うこととしている。しかしながら、今回の改訂

において TRU 廃棄物処分技術分野の課題について性能評価分野、工学技術分野に統合する

方針としていたが、統合する作業に時間がかかるなどの事情のため、調整会議の各分野 WG
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（地質環境分野、工学技術分野、性能評価分野、直接処分分野）における全体計画の改訂

作業を平成 26 年度末までを目途に終了し、分野別委員会等における有識者レビューは平成

27 年度に入ってから実施することとした。 

 上記の結果、平成 26 年度は全体計画（平成 25 年度～29 年度）の中間評価に係る検討委

員会は開催せず、平成 27 年度に親委員会及び 4 つの分野別委員会（地質環境、工学技術、

性能評価、直接処分）からなる検討委員会を改めて設置し、中間評価及びその後の全体計

画の改訂を行うこととなった。 

 その他、全体計画の中間評価・見直しに資する海外文献の翻訳を行った。 
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1. 研究の背景と目的 

 

1.1 研究の背景 

 日本では，原子力発電により発生する使用済み核燃料を再処理し，ウランやプルトニウ

ムを回収することで再度発電に利用可能な核燃料とする核燃料サイクルに関する研究開発

が進められている。核燃料サイクルで発生する廃棄物は大きく高レベル放射性廃棄物と低

レベル放射性廃棄物に分けることができ，前者は使用済み核燃料の再処理によって発生す

る廃液をガラス材料と溶融・固化したもので，それ以外の廃棄物である低レベル放射性廃

棄物に比べて放射能が高い（長﨑・中山，2011）。放射性核種の崩壊によりガラス固化体の

放射能は徐々に低下するが，人体に悪影響を及ぼさないレベルとなるまでには非常に長い

時間を要する（図 1）。そのため，高レベル放射性廃棄物と，超ウラン元素を含む TRU 廃

棄物のうち長寿命核種を含むものは，「地層処分」として 300m 以深に埋設し処分すること

が計画されている（長﨑・中山，2011）。地層処分を行う目的は，「高レベル放射性廃棄物

および地層処分（相当の）低レベル放射性廃棄物を長期間にわたり生活環境から十分に離

された安定な地下深部に埋設し，また，廃棄物に含まれる放射性物質を閉鎖後の長期間に

わたり閉じ込めること」（原子力発電環境整備機構，2011）である。そのために，高レベル

放射性廃棄物は地下深部に，ガラス固化体，金属製のオーバーパック，ベントナイトとい

った人工バリアと，処分サイトを構成する岩盤である天然バリアからなる多重バリアを用

いて処分される。 
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図 1 ガラス固化体の放射能の経時変化（核燃料サイクル開発機構，1999a） 

 

 地層処分システムの安全性を担保するためには，処分実施後長期間にわたり，埋設され

た放射性廃棄物が生物圏を含む周辺環境にどのような影響を及ぼすのかを把握することが

必要となる。高レベル放射性廃棄物処分の安全評価では，地層処分された放射性廃棄物が

生物圏に悪影響を及ぼすプロセスとして，主に地下水シナリオと接近シナリオが考慮され

る（図 2，核燃料サイクル開発機構，1999b）。地下水シナリオは，埋設された放射性廃棄

物に含まれる放射性核種が地下水の作用によって移行し，人間環境に影響を及ぼすとする

シナリオである。一方で，接近シナリオは，マグマの貫入や処分場への人間の侵入などに

より，廃棄物と人間の物理的な距離が近づくことで悪影響を及ぼすとするシナリオである。

日本における地層処分技術の信頼性について検討した「第 2 次とりまとめ報告書」（核燃料

サイクル開発機構，1999b）では，地下水シナリオに基づく安全評価のため，図 3 のような

移行経路を仮定したモデルを用いた核種移行解析を行っている。その中で，天然バリア（岩

盤）中の核種移行については，処分場から漏出した核種が母岩中を 100m 移行した後，高

透水性の大規模な破砕帯を伴う断層を 800m 上向きに流れて浅部の帯水層に到達すると仮

定した（核燃料サイクル開発機構，1999b）。本モデルにおいて，母岩は 1 次元平行平板モ

デルの重ね合わせにより，断層破砕帯は 1 次元平行平板モデルによりそれぞれ表現され，

評価を保守的なものとするため，断層内部の不均質性や核種移行における断層粘土や亀裂
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充填鉱物による遅延効果は考慮していない。 

 

 

図 2 地層処分の安全評価で考慮されるシナリオ 

（核燃料サイクル開発機構，1999b） 

 

 
図 3 第 2 次とりまとめの地下水シナリオで考慮された核種移行経路 

（核燃料サイクル開発機構，1999b） 
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図 4 断層の内部構造（田中・井上，1995） 

 

 断層は，「その両側で変位の認められる割れ目もしくは割れ目ゾーンであり，一般に破砕

帯を伴うことが多い」と定義され，破砕帯を構成する破砕物質はその粒径に応じて細粒な

ものは断層ガウジ，粗粒なものは断層角礫と呼ばれる（田中・井上，1995）。一般に破砕帯

は割れ目が発達していることで，母岩と比較して高い透水性を示すことが多いが，主に断

層ガウジからなる細粒粘土化帯（図 4）は，透水性が低く遮水構造として機能し，周辺の地

下水流動を規制することが知られている（田中・井上，1995）。以上より，断層はその内部

構造に応じて地下水流動や物質移行における経路（パス）あるいは障壁（バリア）として

の機能，またはパスとバリア両方の機能を有するといえる。断層の内部構造や不均質性を

踏まえて，断層破砕帯が周辺の地下水流動や物質移行をどのように規制するかを明らかに

することで，より実現象に即した核種移行解析が可能となり，地層処分の安全評価におけ

る地下水シナリオの評価をより信頼性が高いものとする上で貢献すると考えられる。 

 

1.2 研究の目的 

 上述のような背景を踏まえ本研究では，モデルサイトとして日本国内に分布する断層を

選定し，断層周辺の地下水流動および物質移行における断層のパス，バリアとしての機能

を明らかにすることを目的とする。さらに，断層周辺の地下水流動および物質移行におけ

る断層のパス，バリアとしての機能を評価するための手法を構築することを目的とする。 

 大まかな研究の大まかな流れとしては，まずは文献調査を行い，本研究を進めるのに必

要な条件を満たす断層を選定する。研究対象とする断層が選定されたら，その断層周辺に

おける地下水の水理ポテンシャル，物理化学特性，岩盤の浸透率，鉱物組成，化学組成な

どの空間分布を推定する。断層の破砕構造や断層の内部構造の不均質性なども考慮して断

層周辺の水理地質モデルと反応輸送モデルを作成し，地下水流動と物質移行に関するシミ

ュレーションを行う。これと平行して，断層周辺で地下水試料を採取し，環境トレーサー

分析を行う。実サンプルの分析結果から推定された環境トレーサーの濃度や同位体比の空

間分布と，シミュレーションで推定された空間分布とを比較することで，シミュレーショ
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ン結果を検証する。以上を通して断層周辺の地下水流動状態と物質移行状態が明らかとな

る。また，地下水流動状態と物質移行状態を定量的に評価可能な断層周辺の水理地質モデ

ルと反応輸送モデルを構築し，その妥当性を検証する一連の手法が確立，実証される。 

 平成 26 年度は，日本国内に分布する断層を対象に文献調査を行い，本研究を実施するた

めに必要となる，1)断層角礫と断層ガウジを伴う，2)断層周辺の水文特性，水理特性に加え，

地下水の水質や物理化学特性，地質構造，岩石の鉱物組成，化学組成，破砕構造などに関

するデータが蓄積されている，3)露頭やコア試料で断層の観察，各種測定やサンプリングが

可能である，といった条件を満たす断層を明らかにし，研究対象とする断層を選定した。

また，近年大気，海水，陸水の循環状態を明らかにするための環境トレーサーとして分析

される機会が増えており，本研究では断層周辺の地下水流動状態を把握し，シミュレーシ

ョン結果の検証を行う上で有効な指標物質となりうることが期待される六フッ化硫黄を分

析するための前処理装置を作製した。 

 

2. 研究対象とする断層の選定 

 本研究では，断層周辺の地下水流動および物質移行における断層のパス，バリアとして

の機能を明らかにするため，水理地質モデルと反応輸送モデルを作成し，地下水流動シミ

ュレーションと物質移行シミュレーションを実施する。妥当性の高い水理地質モデルと反

応輸送モデルを作成するために，まずは断層周辺の水文，水理，地質，地化学などに関す

る特性の空間分布を把握する必要があり，特に，断層周辺の地下水の水理ポテンシャル，

物理化学特性，地化学特性や，岩石の浸透率，鉱物組成，化学組成，破砕構造などに関す

るデータが重要となる。本研究で研究対象とする断層に求められる条件として，断層角礫

と断層ガウジを伴い，断層周辺の地下水流動や物質移行を規制する構造と考えられること，

密な時間的，空間的間隔で断層周辺の水文，水理，地質，地化学に関するデータが取得さ

れており，これらのデータが公開され利用可能であること，また，データ取得地点も明ら

かとなっていること，露頭やコア試料で断層の観察，各種測定やサンプリングが可能であ

ること，などがあげられる。そこでまずは文献調査を行うことで，日本国内に分布する断

層のうち上述の条件を満たす断層を把握した。これまで総合的な調査研究が行われ，これ

らの条件を満たす断層は限られることが明らかとなった。以下に各断層の概要についてま

とめる。 

 

2.1 月吉断層，主立坑断層 

 月吉断層および主立坑断層は，日本原子力研究開発機構（JAEA）の瑞浪超深地層研究所

（岐阜県瑞浪市）周辺に分布する断層である（図 5）。研究所周辺の地質基盤は白亜紀後期
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に形成した土岐花崗岩であり，その上に中新統の瑞浪層群，鮮新統の瀬戸層群と第四系が

分布する（糸魚川，1974）。 

 月吉断層（図 5）は研究所の北側に位置しており，ほぼ EW 走向で，傾斜 70°S，見か

け累積変位が約 30m の逆断層である（窪島，2013）。正馬様用地（図 5 における Shobasama 

Site）から掘削されたボーリング孔（MIU-2 号孔，MIU-3 号孔，MIU-4 号孔）は土岐花崗

岩中の月吉断層を貫いており，MIU-2 号孔では深度 890〜915m に，MIU-3 号孔では深度

693〜719m に，MIU-4 号孔では掘削長 669〜孔底の 685m に月吉断層の破砕帯が観察され

た（石川ほか，1999；豊蔵ほか，2000；栗原ほか，2001）。MIU-3 号孔の断層コアはウル

トラカタクレーサイト，カタクレーサイト，プロトカタクレーサイトであり，破砕した岩

片が一定方向に配列する破砕流動組織や，緑色鉱物の配列が認められる面構造の発達が報

告されている（窪島，2013）。水理特性としては，上述の月吉断層を貫くボーリング孔で実

施された水理試験で，月吉断層下盤の地下水が被圧していることが明らかとなっており，

断層下盤で 10-7〜10-6m/s オーダーの比較的大きな透水係数が得られている（図 6，石川ほ

か，1999；豊蔵ほか，2000）。そのため，月吉断層は断層面に垂直な方向には低透水性で，

断層面に平行な方向には高透水性である透水異方性を示すと考えられている（例えば，毛

屋・竹内，2009）。 

 主立坑断層は，瑞浪超深地層研究所（図 5 における MIU Construction Site）周辺に分布

し，NW-SE 走向で鉛直に近い傾斜を示す断層系の一部であり，走向は N30-40°W で 80°

W-鉛直傾斜である（窪島，2013）。超深地層研究所の立坑は主立坑断層とその周辺の変質

帯中に掘削されており（図 7 および図 8），地質構造に関する詳細なデータが蓄積されてい

ることに加え（例えば，川本ほか，2012），密な空間配置で様々な項目の調査，モニタリン

グが継続されている。深度 300m ステージから掘削されたボーリング孔（10MI22 号孔）は

掘削長 76-111m で主立坑断層を貫いており（図 8），本孔で採取された断層コアは断層ガウ

ジ，断層角礫，プロトカタクレーサイトである（窪島，2013）。水理試験における水圧応答

や，周辺の研究坑道掘削に対する水圧や水質の応答が主立坑断層を境に異なることから，

本断層は遮水構造であると考えられていた（三枝ほか，2007；竹内ほか，2010；鶴田ほか，

2012）。上述の 10MI22 号孔で実施された揚水試験でも，主立坑断層の北東側と南西側に位

置する観測井で揚水に対する圧力応答が異なることが明らかとなり，研究所周辺に分布す

る複数の遮水性断層に囲まれた領域が水理学的なコンパートメントとなっている可能性が

指摘されている（図 9 および図 10，大丸ほか，2012）。 

 上述のように，瑞浪超深地層研究所の研究坑道は主立坑断層と主立坑断層に伴う変質帯

の中に位置しており，研究坑道から断層周辺部を対象とした各種原位置計測や試料採取が

可能である。また，研究坑道内や研究用地周辺には多くのボーリング孔が存在し，本研究
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で実施予定の環境トレーサー分析を行うための地下水試料も採取できる。さらに，これま

で得られた水文・水理，地質，地化学などに関する調査結果はコンパイルされ，一部生デ

ータも含めて公開されており，その利用が可能である。 

 

図 5 日本原子力研究開発機構瑞浪超深地層研究所周辺の地質図 

（糸魚川（1980）を簡略化，三枝ほか（2007）） 

 

図 6 MIU-2 号孔における深度と透水係数の関係 

（石川ほか（1999）を修正） 

月吉断層 

断層破砕帯 
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図 7 瑞浪超深地層研究所立坑周辺の地質断面図 

（大丸ほか，2012） 

 

図 8 瑞浪超深地層研究所立坑周辺の深度 300m 断面おける地質平面図 

（鶴田ほか，2012） 
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図 9 瑞浪超深地層研究所周辺における主立坑断層と観測井の位置関係 

（大丸ほか，2012） 

 

図 10 10MI22 号孔で実施した揚水試験に対する各観測井での水圧応答 

（大丸ほか，2012） 
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2.2 跡津川断層系 

 跡津川断層系は飛騨山地の北部に位置し，右横ずれを示す長さ 60〜70km の活断層系で

あり，並行に東北東—西南西方向にのびる跡津川断層，茂住・祐延断層，牛首断層などから

なる（竹内，1998）。跡津川断層では断層面のクリープ（1〜1.5mm/年）の可能性が指摘さ

れており（多田，1998），活火山である弥陀ヶ原火山と白山火山の間に分布すること，断層

沿いに微小地震が発生することが特徴とされている（竹内・丹保，2008）。竹内・丹保（2008）

で紹介されているように，跡津川断層系では古くから地形，地質構造や活動性に関する研

究が行われてきた。例えば，断層構造（宮腰ほか，1984；跡津川断層トレンチ発掘調査団

ほか，1989；ハスバートルほか，2001；丹羽ほか，2008；道家・竹内，2008），断層構成

物質とその空間分布（金折ほか，1982a；金折ほか，1982b；Isaacs et al., 2008；丹羽ほか，

2008；鏡味・渡辺，2009；Niwa et al., 2011；Oohashi et al., 2012），微視的スケールにお

ける破砕構造（金折ほか，1988；Kanaori et al., 1991；Niwa et al., 2011），地震活動履歴

（Takeuchi et al., 2003），物理探査による構造推定（Mamada et al., 2002, 2004）などの

報告がある。また，茂住祐延断層を対象に，「陸域地下構造フロンティア研究」の一環とし

て活断層調査のための地下坑道が掘削され，坑道が貫通する破砕帯などを中心に総合的な

調査研究が行われた（伊藤ほか，1998）。安藤・活断層研究チーム（2000）によってまとめ

られている通り，坑道内では，断層岩組織の観察や化学組成，鉱物組成の観察，トラップ

波の観測による断層破砕帯の深部構造推定，比抵抗，弾性波速度，岩盤のひずみ，間隙水

圧などの連続観測に加え，地下水の地化学特性に着目した地下水流動に関する検討も行わ

れた。その結果，地下水の水質が断層からの距離に応じて変化し，Na/Ca 比が断層帯で高

くなることが明らかとなった（Satake et al., 2003）。また，地下水のトリチウムや酸素同

位体の分析結果は，2 つの破砕帯で透水性が異なることを示唆し，断層の活動性の違いを反

映しているものと解釈された（Satake et al., 2003）。Forster et al. (2003)は，拘束圧条件

下で岩石試料の浸透率測定を行うとともに，地下水のフロンガス分析で推定された見かけ

滞留時間から浸透率を算出した。浸透率は 10-19〜10-13m2の範囲で，最大値，最小値はどち

らも断層帯で測定された。その結果，茂住・祐延断層は断層に沿った方向には浸透率が高

く，断層に垂直な方向には浸透率が低い Conduit-barrier system であるとした。Nohara et 

al. (2006)は本調査坑道において水理試験を行い，ほぼ垂直に分布する断層とほぼ水平な堆

積構造を示す低浸透率の頁岩が調査坑道北西側への表流水の涵養を妨げていること，断層

に沿うあまり粘土を含まない破砕部が，地下水の流動経路となっていることを指摘してい

る。 
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2.3 野島断層 

 野島断層は淡路島の北西岸に分布する長さ 9km の右横ずれ断層（高角逆断層成分を伴う）

で，NE-SW 走向，地表付近での傾斜は 75-85°S である（水野ほか，1990；牧本ほか，1995；

粟田・水野，1998）。1995 年 1 月 17 日に明石海峡付近の深さ 16.0km を震源として発生し

た地震（平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震）により，本断層に沿う地震断層が生じた（粟

田・水野，1998）。周辺の地質は，白亜紀の花崗岩を基盤とし，中新世の神戸層群，鮮新世

〜更新世の大阪層群，更新世〜完新世の段丘堆積物，完新世の海岸平野堆積物，谷底平野

堆積物などから構成される（粟田・水野，1998）。活断層の構造，断層周辺の応力・温度分

布，活動後の活断層における破砕帯の回復過程を明らかにする目的で，野島断層を貫くボ

ーリングが数本掘削されている（安藤ほか，1998）。これらボーリング孔を用いた原位置試

験，モニタリングや，岩石コアを用いた多岐にわたる計測，分析が実施されており，それ

らの成果を中心に，断層の水理特性に関する研究を以下に示す。 

 Kiguchi et al. (2001)は野島断層の浸透率を推定する目的で，ハイドロフォン VSP を用い

た調査をボーリング孔で実施した。断層ガウジを伴う断層帯に対応する深度が透水部であ

る結果となり，断層ガウジの浸透率として約 2×10-12m2が得られた。Tadokoro et al. (2001)

は注水実験に伴い発生する地震を観測し，注入した水が断層帯に沿って面状に流れると仮

定して浸透率を算出することで，10-14-10-15m2の浸透率を得た。Tanaka et al. (2001)は岩

石コア試料の観察に基づき，地震と地震の間の期間（interseismic period）と地震発生時お

よび地震発生後の期間（co-/post-seismic period）における断層周辺の流体挙動の概念モデ

ルを作成した。Interseismic period では，地表から供給される酸化的な流体は断層ガウジ

の働きで断層下盤に流入せず，上盤のみで岩石の酸化と溶解が生じるのに対して，

Co-/post-seismic period では断層ガウジのバリアが破壊することで，酸化的な流体が下盤に

も流入するとした。Fujimoto et al. (2007)は，炭酸塩鉱物の炭素同位体比と酸素同位体比の

特性が断層を境界に異なり，断層が水理学的なバリアとして働いていることを示した。

Kitagawa et al. (2007)は，ボーリング孔で 3 年ごとに実施された注水試験において，時間

経過とともに浸透率が低下したことを明らかにした。その原因として，地震の発生に伴い

形成された亀裂が，その後の回復過程で閉塞したためと解釈した。Mizoguchi et al. (2008)

は，地表の野島断層露頭から採取した岩石試料の浸透率測定を行った。拘束圧 180MPa を

載荷した状態で断層ガウジの浸透率は 10-20-10-19m2，断層角礫と破砕した母岩の浸透率は

10-18-10-14m2であり，断層ガウジとその周辺のダメージゾーンがそれぞれ流体のバリアとパ

スとして働くことを明らかにした。 
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2.4 研究対象とする断層の選定 

 主立坑断層と月吉断層の周辺では，JAEA 瑞浪超深地層研究所を中心に様々な項目の調

査，モニタリングが行われており，本研究で必要となる断層周辺の水文，水理，地質，地

化学などに関するデータが蓄積，公開されている。また，主立坑断層の直近に研究坑道が

位置しており，断層の観察，原位置計測，サンプリングが可能である。さらに，広域的な

地質構造や地下水流動状態に関するデータも得られており，断層周辺のサイトスケールで

解析を実施する上で境界条件を設定しやすい。以上を考慮し，主に主立坑断層を対象に，

月吉断層を比較対象として研究を実施することとした。 

 

 

3. 六フッ化硫黄分析前処理装置の作製 

 

3.1 背景と目的 

 六フッ化硫黄（SF6）は，無色，無臭で，無毒性，不燃性といった性質を示す化合物であ

る（Busenberg and Plummer, 2000）。1953 年にアメリカで産業的な合成が始まり（Maiss 

and Brenninkmeijer, 1998），主に電気設備の絶縁体として利用されている（Ko et al., 

1993）。六フッ化硫黄の大気中における滞留時間は 3200 年(Ravishankara et al., 1993)と

考えられていることからもわかるように，非常に化学的安定性が高い化合物である。図 11

に，アメリカ地質調査所 Groundwater Dating Laboratory によって公開されている大気中

の SF6 とフロンガス（CFC-12，CFC-11，CFC-113）の濃度変化を示す。フロンガスはオ

ゾン層の破壊や地球温暖化の原因となることから，モントリオール議定書によりその製造，

輸送，消費が制限されている。その結果，1990 年代以降大気中の濃度が上昇から減少に転

じた。SF6も温室効果ガスとして知られているが，他の物質で代替することが困難なことか

ら，現在も生産，使用が続けられており，フロンガスに比べるとその大気中濃度は低いも

のの急激な上昇を続けている。生産され，環境中に排出された SF6 やフロンガスは大気，

海水，陸水などとともに地球上を循環することから，それらの循環状態を把握するための

トレーサーとして用いられている（例えば，Kashiwaya et al., 2014）。 

 本研究では，断層周辺における水理地質モデルと反応輸送モデルを構築し，地下水流動

状態と物質移行状態に関するシミュレーションを行う。また，地下水試料を採取して環境

トレーサーの分析を行い，それらの濃度や同位体特性の空間分布を推定し，シミュレーシ

ョンで計算される空間分布と比較することによりシミュレーション結果の妥当性を検証す

る。上述のように，その難分解性と，現在も大気中濃度が増大していることを考慮すると，

SF6 はこのような検討に用いる環境トレーサーとして適していると考えられる。本年度は，
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水試料に含まれる SF6 の分析に使用する前処理装置を作製し，本装置を用いた分析手順を

整理した。 

 

図 11 大気中のフロンガス（CFC-12，CFC-11，CFC-113）濃度および SF6濃度の推移 

（The Reston Groundwater Dating Laboratory, 

http://water.usgs.gov/lab/software/air_curve/） 

 

3.2 SF6の分析原理および分析前処理装置の構成 

 水試料に含まれる SF6の濃度を求める場合，一般に Purge and trap GC-ECD 法が用いら

れる（Wanninkhof et al., 1991; Law et al., 1994; Busenberg and Plummer, 2000; 時枝ほ

か，2007）。本手法で使用される装置は，大きく分けて試料から分析対象である SF6を追い

出し（パージ），捕集する（トラップ）前処理部と，前処理部で捕集された SF6を検出する

ガスクロマトグラフからなる（時枝ほか，2007）。前処理部では，水試料に窒素ガスなどを

通気し，バブリングすることで水試料中の SF6 を追い出し，エタノールおよびドライアイ

スなどにより冷却されたトラップで捕集する。トラップを加熱し，トラップの吸着剤によ

り捕集された SF6 を脱着させ，ガスクロマトグラフに導くことで分離，検出する。検出器

には，ハロゲン化合物を含む親電子性物質に特異的な検出感度を有する電子捕獲型検出器
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（Electron Capture Detector, ECD）を用いる。今回は Busenberg and Plummer(2000)の

分析装置を参考に，一部改良を加えることで SF6 分析用前処理装置を作製した。装置の外

観写真を図 12 に，模式図を図 13 に示す。本装置を用いた分析手順の概要を以下に示す。 

 

3.3 分析手順 

3.3.1 窒素ガスによるフラッシング 

 図 11 に示した通り大気には SF6が含まれており，大気が分析ラインやサンプルに混入す

ることでコンタミが生じる。分析前に一定時間窒素ガスを流すことで，分析ライン中の SF6

を除去する（図 14）。 

 

3.3.2 標準ガスの分析による検量線の作成 

 V-1 に接続された標準ガス（SF6と窒素の混合ガスで，SF6濃度 100 pptv）を V-2 のルー

プに導入し，規定量の標準ガスを分取する（図 15）。ループ内の標準ガスを，エタノールお

よびドライアイスで冷却したトラップ 2 に導入し，ガス中の SF6を捕集する（図 16）。V-4

を操作することでトラップ 2 をガス流路から切り離した状態（Close）にしてトラップ 2 を

ホットバスに浸漬し，吸着剤に吸着した SF6を脱着させる。再び V-4 を操作してトラップ 2

をキャリアガス流路と接続し（Open），SF6を含む窒素ガスをガスクロマトグラフに導入す

る。プレカラムとメインカラムにより分離された SF6が ECD により検出される（図 17）。

クロマトグラムで SF6のピークが出現した後は，V-5 を操作し，プレカラムにおける窒素ガ

スの流動方向が逆転した状態（Flush）とすることで，バックフラッシュを生じさせる。こ

れにより，保持時間が長い化合物がメインカラムや ECD に入るのを防ぐことができる。V-2

のループを切り替えることで，同様の操作を 4 種類のガス容積（0.1mL，0.25mL，0.5mL，

0.75mL（0.25mL+0.5mL））で行い，クロマトグラムにおける SF6のピーク面積を求める。

ループに導入された標準ガスの体積と濃度から SF6 のモル数を算出し，クロマトグラムに

おけるピーク面積との関係をプロットすることで検量線を作成する。 
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図 12 SF6分析装置の外観写真 
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図 13 SF6分析用前処理装置模式図 
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図 14 フラッシング時の装置状態 

（青色の実線が超高純度窒素ガスの流動経路を示す。以下同様） 
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図 15 標準ガスループ導入時の装置状態 

（標準ガスがループに導入され，規定の容積を分取する。赤色の実線が，SF6を含むガスの流動経路を示す。） 



研究報告 1 - 19 
 

 

図 16 標準ガストラップ時装置状態 

（ループの標準ガスがトラップ 2 に導入され，標準ガスに含まれる SF6がトラップに捕集される） 
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図 17 SF6検出時装置状態 

（トラップ 2 に捕集された SF6をガスクロマトグラフに導入し，プレカラム，メインカラムで分離した後 ECD 検出する。） 
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3.3.3 未知試料の分析 

 試料は 1L のメジューム瓶に採取する。分析前処理装置は GL45 規格のねじ口によりメジ

ューム瓶を接続できる構造となっており，瓶内に超高純度窒素ガスを圧入し，内圧を上昇

させることで試料を脱気瓶へと移す。脱気瓶に水試料が移った後，V-B と V-C を操作する

ことでメジューム瓶に接続されたラインが切り離され（Close），窒素ガスが脱気瓶に導入

される。窒素ガスによるバブリングが生じることでサンプルに溶存する SF6 が脱ガスし，

エタノールとドライアイスで冷却したトラップ 1 によって捕集される（図 18）。トラップ 1

をホットバスに浸漬し，V-3 を Flush とすることで捕集された SF6がトラップ 2 へと導入

される（図 19）。トラップ 2 はエタノール，ドライアイスで冷却されており，キャリアガス

に含まれる SF6 が吸着される。後は標準ガスの場合と同様に，トラップ 2 をホットバスに

移すことで SF6を脱着させ，ガスクロマトグラフに導入することで SF6を検出する（図 20）。 

 クロマトグラムにおけるピーク面積を，標準ガスを用いて作成した検量線と比較し，未

知試料に含まれる SF6 のモル数を求める。脱気瓶に導入された試料の質量と，分析結果と

して得られた SF6のモル数より，未知試料における SF6の濃度が算出される。 

 

3.2.4 SF6大気濃度への換算および見かけ年代の推定 

 クロロフルオロカーボンの場合（Plummer and Busenberg, 2000）と同様に，ヘンリー

の法則に基づいて，分析で得られる水試料の SF6濃度（C）から，水試料が涵養時平衡状態

にあった大気の SF6濃度（p）を算出できる。なお，SF6のヘンリー定数（KH）は，Weiss 

(1970, 1974)の式（3.2）と Bullister et al. (2002)によって求められた係数（3.2 式の a〜f，

表 1）から算出する。 

 

lnܭH ൌ ܽ ൅ ܾ ൬
100
ܶ
൰ ൅ ܿ ln ൬

ܶ
100

൰ ൅ ܵ ቈ݀ ൅ ݁ ൬
ܶ
100

൰ ൅ ݂ ൬
ܶ
100

൰
ଶ

቉					ሺ3.2ሻ 

 

ここで T は温度（K），S は塩分濃度（‰）である。地下水の混合を考慮する必要がない場

合（ピストン流を仮定する場合），算出された平衡大気における SF6濃度を大気の SF6濃度

の経時変化（図 11）と比較することで，見かけの地下水涵養年を求めることができる。 
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表 1  Weiss (1970, 1974)の式（3.2）で SF6 のヘンリー定数を算出するための係数

（Bullister et al. (2002)） 

 

 

4. まとめおよび次年度の予定 

 本年度（平成 26 年度）は日本国内に分布する断層について文献調査を行い，本研究で求

められる条件（断層ガウジと断層角礫を伴い，地下水流動や物質移行を規制する構造と考

えられること，原位置における観察，各種計測や，岩石コア，地下水などのサンプリング

が可能であること，断層周辺の水文，水理，地質，地化学などに関するデータが蓄積，公

開されており，それらを用いた解析が可能であること）について検討した結果，本研究で

研究対象とする断層として岐阜県東濃地域に分布する主立坑断層と月吉断層を選定した。

断層に関する文献調査は今後も継続し，研究対象となりうる断層が見出された場合は上述

の断層と平行して調査研究を実施する。できるだけ多くの断層を対象とすることで，地下

水流動および物質移行における断層のパスおよびバリアとしての機能に関する一般性や各

断層の特性が明らかとなるものと期待される。また，Purge and trap GC-ECD 法による

SF6分析で使用する分析前処理装置を作製し，分析手順を整理した。 

 平成 27 年度は，選定された主立坑断層と月吉断層周辺に分布する岩石の浸透率測定と，

鉱物組成，化学組成の分析を行う。得られた浸透率，鉱物のモード値，元素濃度と，測定

地点の座標，あるいは試料採取地点の座標に基づいて，これら特性の三次元的な空間分布

を推定する。また，地下水の水理ポテンシャルについてもデータを収集し，空間分布を推

定する。断層周辺の岩石の破砕構造を踏まえて水理地質モデルを作成し，地下水流動シミ

ュレーションを実施する。また，本年度作製した SF6 分析前処理装置を用いた分析を開始

する。まずは本装置で得られる分析値の精度と再現性の検証のため，同一試料の繰り返し

分析や，他研究室の装置による分析結果とのクロスチェックなどにより，分析値の信頼性

を検証する。 
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図 18 未知試料のバブリング時およびトラップ時の装置状態 
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図 19 未知試料の分析におけるトラップ 1 からトラップ 2 への SF6の導入 
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図 20 未知試料の分析における SF6検出時の装置状態
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【要約】 

 

放射性廃棄物の地層処分においては、岩盤を天然バリアとして使用する。このことから、岩盤には高

い長期強度と遮蔽性が要求される。岩盤内では、き裂や空隙のネットワークが流体の流路となるため、

遮蔽性向上には、き裂の進展を防ぐとともに、き裂や空隙を閉塞させることが効果的であると考えられ

る。また、水は岩石の強さに顕著に影響し、含水率が高い場合、岩石の強さは低下する。そのため、遮

蔽性が高い領域で囲まれた岩盤は、水の流入が抑制されるため、強度が高い状態が確保されやすく、力

学的に安定しやすい状況になると考えられる。流路の形状が複雑なほど流れは抑制されるため、微細な

粒子が密に詰まった部分では遮蔽性は高くなる。日本では地殻運動が活発であり、地下には断層や節理

などの不連続面が数多く分布する。ゆえに、地下利用の際、不連続面を完全に避けることは困難である。

ただし、巨視き裂を含む火成岩では、巨視き裂に断層粘土を含めることにより、透水係数が低下するこ

とが示されている。また、岩石とコンクリートを水中に一緒に保存すると、岩石表面にカルシウム化合

物が析出することが示された。これらの効果を利用すれば、治癒した節理や断層を利用する形で岩石の

遮蔽性を高められる可能性があり、放射性廃棄物処分で大いに役立つ技術を確立できると考えられる。

ただし現状では、節理や断層がどの程度バリア性能を有するかについては十分には検討されていない。 

そこで本研究では、岩石内の節理や断層の遮蔽性（バリア性能）を、破壊力学試験と透水試験を用い

て調べる。特に、岩石のき裂進展とその閉塞を同時に起こす試験を行い、さらに、閉塞に寄与した析出

物の同定を行うことにより、析出物の力学的耐久性を理解する。また、節理や断層等の不連続面を有す

る試験片を用いて透水試験を行うことにより、断層や節理のバリア性能を向上させ、その基礎情報を得

ることを目標とする。 

平成 26 年度は、初年度として、破壊力学および透水試験を行う環境を整備し、予備試験を実施する

こととした。特に、破壊力学試験法であるダブルトーション法による測定を予備実験として１～２週間

程度連続で行うことにより、長期連続測定によるき裂進展データ取得環境の整備を実施した。透水試験

に関しては、岩石試料（花崗岩）を用いて透水試験の予備実験を行うことにより、岩石の遮蔽性（バリ

ア性能）に関するデータ取得環境の整備を実施した。 

破壊力学試験については、ダブルトーション試験装置を恒温恒湿器内に組み立てることによって、長

期間周辺環境を一定に保てる破壊力学試験装置を準備した。さらに、応力拡大係数とき裂進展速度のデ

ータを長期間にわたって取得できるようにするため、データ取得間隔を長期にわたって制御できるデー

タロガーとデータ取得用のパソコンを試験装置に接続することによって、長期間連続して行うダブルト

ーション試験を行えるようにした。その上で、大島花崗岩を試料として予備試験を行った。その結果、

１０日間の連続測定を無事に行えることを確認し、応力拡大係数とき裂進展速度の関係を得られること

を確認した。 

透水試験については、稲田花崗岩を試料として、トランジェントパルス法による透水試験の予備試験

を行った。その結果、試験装置が問題なく作動し、岩石の透水係数に関するデータが得られることを確

認した。 

破壊力学試験では、従来よりも低いき裂進展速度の測定に成功したものの、き裂進展限界の検出には

至らなかった。今後はき裂修復が起こりやすい環境下で長期間試験をするような工夫をすることが課題

であると考えられる。また、透水試験では、断層や節理のような不連続面を含む試料で透水係数を測定

できていないため、今後は不連続面を含む試料を準備し、透水試験を行う必要があると考えられる。ま
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た、天然系のき裂および断層粘土を含む試料を準備することによって、実際の断層が有する遮蔽性能を

調べることも今後の課題の一つである。 
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１．緒論 

 

放射性廃棄物の地層処分においては、岩盤を天然バリアとして使用する。このことから、岩盤には高

い長期強度と遮蔽性が要求される。 

長期強度の評価のためには、岩石の変形・破壊挙動の時間依存性に関する情報が必要である。ここで、

岩石の破壊は微視き裂の発生、伸長及び集積、局所化によって説明される。そのため、岩石内のき裂進

展に関する研究が重要であると考えられる。従来の破壊力学では、き裂先端の応力拡大係数がある臨界

値、すなわち破壊じん性に達したとき、き裂の進展が起こると考えられてきた。しかし、実際は、応力

拡大係数が破壊じん性に達していない状態においても、き裂は緩やかに進展する。このき裂進展現象は、

サブクリティカルき裂進展 1)と呼ばれ、き裂進展の時間依存性の代表的なものとして挙げられる。特に

ケイ酸塩岩石においては、引張応力を受けたき裂先端部のシロキサン結合が、水と化学反応を起こして

劣化・分断する現象である応力腐食が、サブクリティカルき裂進展の主要な機構であると考えられてい

る 1)。一般に、サブクリティカルき裂進展におけるき裂進展速度 da/dt と応力拡大係数 KIの関係は、次

の指数則 2)と累乗則 3)の２通りの関係でまとめられる。 










 


RT

KE
v

t

a I
‡

0 exp
d

d 
          (1) 

nAK
t

a
Id

d
                       (2) 

ここで、E‡は活性化エネルギー、R はガス定数、T は絶対温度であり、その他は実験より求められる定

数である。岩石破壊の時間依存性を考える場合には、上記のき裂進展速度と応力拡大係数の関係を求め

るとともに、上記の関係式から得られる定数について十分な情報を得る必要がある。これまで行われた

サブクリティカルき裂進展に関する研究では、測定されているき裂進展速度の範囲は、おおよそ 10-2～

10-8 m/s のオーダーである 1, 4, 5)。 

放射性廃棄物地層処分のように極めて長い期間岩盤を利用するようなことを考える場合、より低いオ

ーダーのき裂進展速度を測定し、応力拡大係数とき裂進展速度の関係をより明確にする必要があると考

えられる。また、一部の人工材料においては、き裂進展と修復が同時に起こることによって現れるサブ

クリティカルき裂進展限界に相当する応力拡大係数が認められている 2)。サブクリティカルき裂進展限

界が認められる場合のき裂進展速度と応力拡大係数の概要図を図１に示す。図１において、KIcは破壊じ

ん性、K0はサブクリティカルき裂進展限界を示す。しかしながら、岩石ではこのような応力拡大係数は

認められていない。サブクリティカルき裂進展限界を抽出するためには、極めて低いき裂進展速度を計

測する必要があるため、試験時間も長期にわたる必要がある。ゆえに、長期にわたるサブクリティカル

き裂進展計測を実現できる設備を開発し、実際に長期間にわたってき裂進展計測を行うことが、従来よ

り低いき裂進展速度の測定とサブクリティカルき裂進展限界の抽出において必要と言える。 

また岩盤内では、き裂や空隙のネットワークが流体の流路となるため 6)、遮蔽性向上には、き裂の進

展を防ぐとともに、き裂や空隙を閉塞させることが効果的であると考えられる。また、水は岩石の強さ

に顕著に影響し、含水率が高い場合、岩石の強さ 7)や破壊じん性 8)は低下する。そのため、遮蔽性が高

い領域で囲まれた岩盤は、水の流入が抑制されるため、強度が高い状態が確保されやすく、力学的に安

定しやすい状況になると考えられる。流路の形状が複雑なほど流れは抑制されるため、微細な粒子が密
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に詰まった部分では遮蔽性は高くなる。日本では地殻運動が活発であり、地下には断層や節理などの不

連続面が数多く分布する。ゆえに、地下利用の際、不連続面を完全に避けることは困難である。ただし、

巨視き裂を含む火成岩では、巨視き裂に断層粘土を含めることにより、透水係数が低下することが示さ

れている 9)。また、岩石とコンクリートを水中に一緒に保存すると、岩石表面にカルシウム化合物が析

出することが示された 10)。これらの効果を利用すれば、治癒した節理や断層を利用する形で岩石の遮蔽

性を高められる可能性があり、放射性廃棄物処分で大いに役立つ技術を確立できると考えられる。ただ

し現状では、節理や断層がどの程度バリア性能を有するかについては十分には検討されていない。 

そこで本研究では、岩石内の節理や断層の遮蔽性（バリア性能）を、破壊力学試験と透水試験を用い

て調べる。特に、岩石のき裂進展とその閉塞を同時に起こす試験を行い、さらに、閉塞に寄与した析出

物の同定を行うことにより、析出物の力学的耐久性を理解する。また、節理や断層等の不連続面を有す

る試験片を用いて透水試験を行うことにより、断層や節理のバリア性能を向上させ、その基礎情報を得

ることを目標とする。 

平成 26 年度は、初年度として、破壊力学および透水試験を行う環境を整備し、予備試験を実施する

こととし、特に次のことを検討項目とした。 

１）破壊力学試験法であるダブルトーション法による測定を予備実験として１～２週間程度連続で行う

ことにより、長期連続測定によるき裂進展データ取得環境の整備を実施する。 

２）岩石試料（花崗岩）を用いて透水試験の予備実験を行うことにより、岩石の遮蔽性（バリア性能）

に関するデータ取得環境の整備を実施する。 

 

図１ サブクリティカルき裂進展におけるき裂進展速度と応力拡大係数の関係の概要図 

KIc: 破壊じん性，K0: サブクリティカルき裂進展限界 
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２．破壊力学試験 

 

2.1 試験方法の概要 

 

 サブクリティカルき裂進展の測定のために用いられる代表的な破壊力学試験方法として、ダブルトー

ション（Double Torsion, DT）試験 11-13)が挙げられる。これらの試験方法のうち、DT 試験は、応力拡大

係数の評価にき裂の長さの計測が不要である、試験片形状が単純である、載荷形式が単純であるなどの

利点をもつことから、岩石のような、不透明な材料における試験法として広く用いられてきた試験方法

である。 

図２に、DT 試験で用いられる試験片の概要図を示す。この図に示されるように、DT 試験片の形状は、

長方形断面の薄板状である。試験片の中央部にき裂を進展させるために、試験片にガイド溝が形成され、

さらにイニシャルノッチが切り込まれることが多い。本年度の試験では、図２にあるような、ガイド溝

とイニシャルノッチを切り込んだ形状の試験片を用いた。また、DT 試験では、試験片は４点曲げの要

領で載荷され、下側の面に引張応力が作用して、き裂進展が起こるような試験方法である。 

本研究では、定変位法 12, 13)によるダブルトーション試験を行い、き裂進展速度と応力拡大係数の関係

を求めることとした。定変位法では、着力点の変位を一定に保ち、き裂進展に伴う荷重緩和を測定する

ことによって、き裂進展速度と応力拡大係数が評価される。この方法では、試験片に加えられる荷重が

時間の関数となり、き裂進展速度が荷重緩和速度から求められるので、１回の試験から広い範囲（通常

10-2～10-8 m/s）のき裂進展速度と応力拡大係数の関係が得られる。ゆえに、定変位法は、多くの研究者

によって用いられてきた 1)。 

以降の節において、応力拡大係数とき裂進展速度の評価原理について説明する。特に、き裂進展速度

については、定変位法に関して説明する。 

 

図２ ダブルトーション試験片の形状と載荷形式の概要図 
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2.2 応力拡大係数の評価原理 

 

DT 試験における評価原理を説明する。DT 試験片は、トルクを受けた 2 枚の薄板が組み合わされたも

のと考えることができる 12)。この薄板のねじりの様子を図３に示す。この薄板に加えられる荷重を P/2

（試験片に加えられる荷重が P）とすると、ねじれ角 θは、次のように表される 14)。 











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3
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2
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          (3) 

ここで、y は着力点の変位、wmはモーメントアーム、Tq はトルク、a はき裂の長さ、W/2 は薄板の幅（W

が DT 試験片の幅となる）、d は薄板の厚さ、G は材料の剛性率である。この式は、次のように書き換え

ることができる。 


GWd

aw

P

y m
3

23
         (4) 

ここで、λは試験片のコンプライアンス（DT 試験片に加えられる荷重と着力点の変位との関係を示す荷

重－変位曲線から求めたコンプライアンス）である。 

ひずみエネルギー解放率 g は、試験片のコンプライアンス λと、次のように関係づけられる 15)。 
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2

d

d
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P
g


         (5) 

ここで、Acはき裂の面積である。き裂前縁部の形状がき裂の長さに依存しないとすると、この式は次の

ようになる。 

図３ 薄板のねじり 
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
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d

d

2 n

2 
         (6) 

ここで、dnはき裂が進展している部分での板の厚さである。 

き裂が到達していない部分の変形量が無視できるものとすると、式(4)をき裂の長さ a に関して微分し、

式(6)に代入することによって、ひずみエネルギー解放率 g が、次のように表される。 

GdWd

wP
g

n
3

2
m

2

2

3
          (7) 

応力拡大係数 KIとひずみエネルギー解放率 g は、次のように関係づけられる 15)。 

EgK I             (8) 

ここで、E は材料のヤング率である。式(7)を式(8)に代入し整理すると、次の式が得られる。 

GdWd

wEP
K

n
3

2
m

2

I
2

3
       (9) 

ヤング率 E と剛性率 G は、次のように関係づけられる。 

)1(2  GE         (10) 

ここで、νは材料のポアソン比である。式(10)を式(9)に代入すると、次の式が得られる。 

n
m

dWd
PwK

3I
)1(3 

     (11) 

材料が等方性である場合、DT 試験における応力拡大係数は、この式によって評価される。DT 試験にお

いては、応力拡大係数はき裂の長さに依存しないことが、この式に表されている。 

続いて、材料が直交異方性を示す場合について述べる。直交異方性材料の薄板が図２のような方向で

載荷される場合、異方性材料の弾性コンプライアンス定数を sij（i, j = 1 ~ 6）とすると、薄板上の着力点

(x3, x1)の変位 y は、次のように与えられる 16)。 

03311
2

33314
2

11 MxMxMxLxxLxLy      (12) 

ここで、M0, M1, M2は、境界条件によって決まる係数である。また、L1, L3, L5は、次のように表される。 

8
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553311
m

mmm
P

DLDLDL


    ( m =1, 3 or 5)    (13) 

ここで、δmpはクロネッカーのデルタであり、次のように与えられる。 
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また、D*
nm（n = 1, 3 or 5）は、異方性材料の弾性コンプライアンス定数 sijおよび薄板の厚さ d と、次の

ように関係づけられる。 
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ここで、det(sij)は、sijの行列式を表す。式(15)では、sijについてはマトリックス表記を用いており、テン

ソルの総和規約は適用されない。 

(0, 0), (0, wm)および(a, 0)の３点が固定されるとき、式(12)は次のようになる。 

)()( 3m
2

333151
2

11 xwxLxxLaxxLy      (16) 

材料が直交異方性で、かつ異方性の主軸が薄板の座標軸と一致すると仮定すると、式(12)と式(13)から、

次の式が得られる。 
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これを式(16)に代入すると、着力点(a, wm)の変位 y および、試験片のコンプライアンス λ は、それぞれ

次のように表される。 
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き裂面の面積は a × dnで与えられるので、ひずみエネルギー解放率 g は、次のように与えられる。 
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ひずみエネルギー解放率 g と応力拡大係数 KIは、次の式で関係づけられる 17)。 
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したがって、直交異方性材料の DT 試験片での応力拡大係数は、次のように表される 13)。 
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ただし、この式は、図２に示されているような、き裂が軸 3 方向に進行し、軸 1 方向に開口するような

試験片における式であるため、き裂が他の方向に進行および開口する場合は、添字の変換を行えばよい。

また、式(22)の弾性コンプライアンス定数 sijが等方性を示し、式(9)で wm = W/2 である場合、式(9)と式(22)

は一致する。 

式(9)および式(22)で表されるように、DT 試験法では、応力拡大係数がき裂長に依存しない。そのた

め、岩石のような不透明でき裂の長さの正確な測定が困難な材料において非常に有効な試験方法である

といえる。 
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2.3 き裂進展速度の評価原理 

 

はじめに、材料が等方性である場合のき裂進展速度の評価原理について説明する。DT 試験片におい

ては、試験片のコンプライアンス λとき裂の長さ a との間には、次の関係が成り立つことが経験的に知

られている 18)。 














GWd

w
B

DBa
P

y

3

2
m3


          (23) 

ここで、D は実験的に求められる定数である。この式は、次のように変形できる。 

B

D

BP

y
a                (24) 

定変位法では、着力点の変位が一定に保たれ、き裂進展に起因する荷重緩和が起こる。このときの時

間と変位および荷重の関係の概要図を図４に示す。着力点の変位 y が一定であるとき、この式を時間 tに

関して微分することによって、次の式が得られる。 

t

P

BP

y

t

a

consty d

d

d

d
2










    (25) 

変位 y が一定であることから、式(23)より、次の関係式が成立する。 

ii PPy               (26) 

ここで、Piは荷重の初期値、λiは初期き裂長 aiにおける試験片のコンプライアンスである。この式を式

(25)に代入すると、次の式が得られる。 

 
図４ 定変位法における荷重と着力点の変位の時間変化の概要図 
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dt

dP

BP

P

dt

da

consty
2
ii









    (27) 

式(27)は、薄板の解に基づいているため、き裂前縁部の形状は直線的で、厚さ方向に垂直と取り扱わ

れる。しかしながら、DT 試験片では、クラックフロントは傾斜している 12, 19)。さらに、Williams & Evans12)

によって、き裂進展がき裂前縁部に垂直な方向に生じることが実験的に確認されている。したがって、

き裂前縁部の形状を考慮した校正係数が必要となる。ゆえに、定変位法におけるき裂進展速度は、次の

ように表される。 

dt

dP

BP

P
C

dt

da

consty
2
ii

a











      (28) 

ここで、Caは校正係数であり、次のように与えられる 19)。 

22
a

n

n

dc

d
C


          (29) 

ここで、Δc は試験片の下側の面でのき裂長と上側の面でのき裂長との差である。 

 続いて、材料が直交異方性を示す場合についてのき裂進展速度の評価原理について説明する。DT 試

験片においては、着力点の変位 y とき裂の長さ a との間には、次の関係が成り立つことが経験的に知ら

れている 18)。 

)( a DaBPy        (30) 

ここで、Baは定数である。一般に Ba >> D であるので、式(30)を式(18)と比較すると、Baは次のように表

される。 

3
55

a
2

3

d

ws
B m         (31) 

式(30)を時間 t について微分すると、次の式が得られる。 

t

a
PB

t

P
DaB

t

y

d

d

d

d
)(

d

d
aa      (32) 

 定変位法では、着力点の変位 y が一定であるので、式(32)に dy/dt = 0 を代入すると、次の式が得られ

る。 

t

P

PB

DaBP

t

a

consty d

d)(

d

d
2

a

a 










    (33) 

変位 y が一定であることから、次の式が成り立つ。 

iiiaia )()( PDaBPDaBPy      (34) 

したがって、式(31)と式(33)より、次の式が得られる。 

t

P

Pws

dP

t

a

consty d

d

3

2

d

d
2

m55

3
ii









    (35) 

前にも述べたように、DT 試験片では、き裂前縁部は傾いており、き裂進展はき裂前縁部に垂直な方向
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に生じる 12)。ゆえに、クラックフロントの形状を考慮するために、式(29)で与えられる校正係数 Caが必

要となる。この結果、直交異方性材料を用いた場合の定変位法 DT 試験におけるき裂進展速度は、次の

ように表される。 

t

P

Pws

dP
C

t

a ii

consty d

d

3

2

d

d
2

m55

3

a











         (36) 

弾性コンプライアンス定数 sijが等方性を示し、wm = W/2 となるとき、等方性仮定の評価式（式(28)）と

異方性仮定の評価式（式(36)）は一致する。 

なお、本研究では、Williams & Evans12)および Atkinson19)の研究を参考にして、Ca = 0.2 としてき裂進

展速度の評価を行った。 

 

2.4 試験装置 

 

定変位法では、着力点の変位を一定に保ち、亀裂進展に伴う荷重緩和を測定することによって、亀裂

進展速度が評価される。図４に示されるように、この方法では、試験片に加えられる荷重が時間の関数

となり、き裂進展速度が荷重緩和速度から求められるので、１回の試験から広い範囲（通常 10-2～10-8 

m/s）のき裂進展速度と応力拡大係数の関係が得られる。 

ただし、定変位法はき裂進展速度と応力拡大係数の関係を求めるのに好都合ではあるが、き裂進展以

外の要因による荷重緩和、例えば、試験装置や載荷ジグなどの変形に起因する荷重緩和に注意する必要

がある。定変位法では、き裂進展のみに起因する荷重緩和を測定するため、剛性の高い試験装置を用い

て、装置に起因する荷重緩和を極力抑制する必要がある。また、周辺環境の温度変化により、熱膨張・

熱収縮による装置の変形が起こる可能性があるため、試験中は、周辺環境の温度を一定にする必要があ

る。もしき裂進展以外の要因による荷重の変化が起こると、応力拡大係数およびき裂進展速度の評価値

に誤差が生じ、結果として、求められたき裂進展速度と応力拡大係数の関係の信頼性が低下する 20)。 

ゆえに、岩石のサブクリティカルき裂進展現象を詳細に検討する上で要求される定変位法ＤＴ試験装

置の要件として、試験装置の剛性を高くすることと、温度・湿度の制御が可能であり、試験片・装置を

含めて、試験中これらが一定に保たれることが極めて重要であるといえる。 

 上記の要件を考慮して作成した定変位法 DT 試験装置を図５に示す。図５a は装置の写真、図５b は概

要図である。この装置では、鉛直方向に動く電動シリンダーによって、試験片の上側から直径 4 mm の

ボールベアリングを介して２点で載荷して、試験片にねじりモーメントを加えるような仕組みになって

いる。モーメントアーム wmは 18mm である。また、電動シリンダーの軸と試験片はステンレス製であ

るため、岩石よりもはるかに剛性が高くなっている。なお、この試験装置は、温度と湿度が制御可能な

恒温槽（いすゞ製作所製・TPAV-120-20）の内部に設置している。恒温槽の写真を図６に示す。これに

より、試験中の温度変化を防げるため、装置の熱膨張や熱収縮に起因する荷重緩和を防ぐことができる

仕組みとなっている。 
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a : DT 試験装置の写真                        b : DT 試験装置の概要図（単位：mm） 

図５ ダブルトーション試験装置 

 

 
図６ DT 試験装置を設置した恒温槽の概観（高さ 1445mm） 
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 また、DT 試験では、試験片に初期き裂を導入することが必須である 21)。本研究では、初期き裂を導

入するための装置として、Nara & Kaneko22)によって用いられた装置を利用した。その装置の写真および

概要図を図７に示す。この装置では、DT 試験片の下にデジタルマイクロスコープを備え付けており、

試験片に引張応力がかかる面を載荷時に直接観察できるようになっている。つまり、試験片中を進展し

ているき裂を直接観察できるようになっている。デジタルマイクロスコープで観察された画像を図８に

示す。図８a は初期き裂導入前の画像、図８b は初期き裂導入後の画像である。これより、試験片への

初期き裂の導入が確実に行えていることがわかる。 

 

 

図８ デジタルマクロスコープで観察された画像 

（幅：2.3mm，高さ：2.0mm，試料：大島花崗岩） 

a: 初期き裂導入前 b: 初期き裂導入後 

図７ 初期き裂導入用の試験装置 
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2.5 試験手順 

 

初めに、DT 試験片に初期き裂を導入した。初期き裂の導入は、DT 試験片を試験装置に設置して、着

力点を約 4μm ずつ変位させた後変位を一定に保つという手順を繰り返すことによって行った。また、デ

ジタルマイクロスコープにより、この間のき裂伸長を観察し、き裂長が Trantina23)によって示されてい

る下限値に相当する 25mm に達するまで繰り返した。デジタルマイクロスコープにより観察された初期

き裂の画像は、図８b を参照されたい。 

初期き裂の導入後は、試験片を試験環境に馴染ませるために、試験片を無負荷状態で、試験時と同一

の環境条件下に約 20 時間静置させた。 

この後、き裂進展速度の計算に必要となる試験片のコンプライアンスの初期値 λi の測定を行った。λi

は、き裂のさらなる進展が起こらないように、着力点を約 4μm ずつ緩やかに変位させることによって

荷重と変位を測定し、荷重が 14Ｎに達するまでの着力点の変位と荷重との関係から評価した。λiの測定

で用いられた荷重と変位（２本の変位計の出力の平均）との関係の一例を、図９に示す。 

このような操作の後に、定変位試験を行った。定変位試験では、試験片に 13～14Ｎの予荷重を緩やか

に加えた後、着力点を急速に変位させ、その変位を約２時間一定に保った。予荷重を加えた後の着力点

の変位量は、Nara & Kaneko24)に従い、0.24mm とした。 

き裂進展速度の計算には、荷重 P とその低下率、すなわち荷重緩和速度 dP/dt が必要となる。荷重緩

和速度は、荷重緩和曲線の傾きに相当する。本研究では、荷重緩和曲線において、荷重が 0.4Ｎ減少す

る範囲のデータを、最小二乗法を用いて直線近似することによって評価した。荷重 P には、その範囲で

の荷重の平均値を用いた。本研究で得られた荷重緩和曲線を図１０に示す。 
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図９ DT 試験片に加えられた荷重と着力点の変位の関係 

このグラフの傾きがコンプライアンスに相当する 
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図１０ 荷重緩和曲線 

 

 

 

2.6 岩石試料 

 

本年度の破壊力学試験においては、愛媛県大島産の大島花崗岩を試料として用いた。図１１に、本研

究で用いた大島花崗岩の画像を示す。図１１a は花崗岩ブロックの写真、図１１b は偏光顕微鏡を用い

て直交ニコル下で撮影した画像である。 

一般に花崗岩の物理的・力学的性質には、先在微視き裂の分布の選択的配向性に起因した異方性があ

ることが知られており、しばしば直交異方性を示すことが報告されている 24)。大島花崗岩の場合にも、

先在微視き裂の分布により、「石目」と呼ばれる割れやすい面が存在することが知られている 25)。大島

花崗岩では、「目」と呼ばれる面が最も割れやすい面であり、それに直交する二番目に割れやすい面が

「二番」、これらに直交する割れにくい面が「しわ」と呼ばれる 25)。海外では、「目」「二番」「しわ」に

相当する面は、それぞれ「Rift Plane」「Grain Plane」「Hardway Plane」と呼ばれることが多い。本研究で

は、「しわ」を面１、「二番」を面２、「目」を面３と呼び、これらの面に垂直な方向を、それぞれ軸１、

軸２、軸３と呼ぶこととする。 

本研究で用いた大島花崗岩の岩石ブロックで測定した弾性波速度を表１に示す 26)。この表において、

Vii (i = 1, 2 or 3)は軸 i 方向に進む P 波の速度を表し、Vij (i ≠ j, i, j = 1, 2 or 3)は軸 i 方向に進行し、軸 j 方

向に振動する S 波の速度を表す。この表より、本研究で用いた大島花崗岩では、弾性波速度に異方性が
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認められることがわかる。すなわち、岩石内部の微視き裂の分布に選択的配向性があるといえる。また、

直交異方性材料においては、Vij = Vjiが成立する 27)。表１より、本研究で用いた大島花崗岩においても

この関係がほぼ成立していることから、本研究で用いた大島花崗岩は直交異方性材料であるとみなした。 

図１２に、本研究で使用した大島花崗岩のDT試験片の写真を示す。幅 45mm、長さ 145mm、厚さ 3mm、

ガイド溝の幅と深さはともに 1mm、イニシャルノッチの長さは 20mm としている。 

表２に、大島花崗岩の直交異方弾性定数を示す 26)。この表には、弾性コンプライアンス定数が示され

ている。これらの値を式(22)および式(36)に用いて、応力拡大係数とき裂進展速度を評価した。 

 

 

 

 

 

図１２ 大島花崗岩の DT 試験片の写真 

図１１ 大島花崗岩の画像 

a: 岩石ブロックの写真 

（幅・高さともに 30 mm） 

b: 偏光顕微鏡画像（直交ニコル） 

（幅：1.85 mm, 高さ：3.43 mm） 
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表１ 大島花崗岩における弾性波速度 26) 

 Elastic wave velocity [km/s] 

 V11 V22 V33 V21 V12 V23 V32 V13 V31 

Oshima 

granite 
4.91 4.61 4.51 2.91 2.97 2.81 2.82 2.82 2.81 

 

表２  大島花崗岩の弾性コンプライアンス定数 26) 

Elastic compliance sij [×10-12Pa-1] 

j 

1 2 3 4 5 6 

i 

1 16.7 −3.28 −3.28 0 0 0 

2 −3.28 18.9 −3.28 0 0 0 

3 −3.28 −3.28 19.7 0 0 0 

4 0  0  0  46.0 0 0 

5 0  0  0  0 43.4 0 

6 0  0  0  0 0 42.4

 

 

2.7 試験結果 

 

今回は、１０日間におよぶ定変位法による計測を行った。図１３および図１４に、大島花崗岩で得ら

れたき裂進展速度と応力拡大係数の関係を示す。図１３は大気中で得られた結果を、図１４は水中で得

られた結果を示している。また、これらの図において、a および b はそれぞれ、式(1)の指数則に基づく

片対数グラフでのき裂進展速度と応力拡大係数の関係、または、式(2)の累乗則に基づく両対数グラフで

のき裂進展速度と応力拡大係数の関係を示している。また、図１３a および図１４a 中に示されている定

数は、式(1)を変形して得られる下記の式に示される定数である。 


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d

d
ln




    (1’) 

なお、今回の試験では、き裂の進行方向は軸 3 に平行で、開口方向は軸 1 方向となるような場合につ

いて測定が行われた。この場合、「しわ」「Hardway plane」に沿ってき裂進展が生じることとなる 24, 28)。 

図１３および図１４より、大島花崗岩では、式(2)で示される関係式が良く成立していることがわかる。

また、この図より、10-10 m/s 程度のき裂進展速度まで測定できていることがわかる。これは、従来測定

されてきたもの（10-2 ~ 10-8 m/s）よりも低いオーダーのき裂進展速度である。ゆえに、長期間にわたる

測定によって、従来のオーダーよりも低いき裂進展速度を測定できることが示された。 

図１５に、大気中と水中双方で得られたき裂進展速度と応力拡大係数の関係を示す。この図より、水

中環境下では、一定の応力拡大係数におけるき裂進展速度が、大気中よりも高くなることがわかる。ゆ

えに、水がサブクリティカルき裂進展を促進するということが言える。 
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b: 両対数表示 

 

図１３ 大島花崗岩で得られた大気環境下でのき裂進展速度と応力拡大係数の関係 
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b: 両対数表示 

 

図１４ 大島花崗岩で得られた水中環境下でのき裂進展速度と応力拡大係数の関係 
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図１５ 大気中・水中双方の環境下で得られた大島花崗岩でのき裂進展速度と応力拡大係数の関係 

 

 

2.8 考察 

 

本研究より、大島花崗岩では、10-10 m/s のオーダーのき裂進展速度が測定された。このことから、10-10 

m/s オーダーの速度での緩やかなき裂進展が起こるといえる。 

サブクリティカルき裂進展の研究で一般に用いられる式(2)で裂進展速度と応力拡大係数の関係をま

とめた場合、サブクリティカルき裂進展指数 n の値は、大気中では 76.7 となった。この値は、Nara & 

Kaneko24)で、き裂進展が「しわ」「Hardway plane」に沿って起こる場合に測定されたときに得られた値

とよく一致している。一方、水中環境下でのサブクリティカルき裂進展指数の値は 51.6 と、大気中で得

られたものよりも低い値となった。この結果は、Nara et al.29)が報告しているもの、すなわち水中環境下

で火成岩でのサブクリティカルき裂進展指数が低くなるという傾向とよく一致している。 

なお、き裂進展速度と応力拡大係数の関係を示したグラフを見た限り、き裂進展速度の違いによる傾

きの違いはほとんど認められない。特に、速度が低い場合でも、傾きの値が大きくなるような部分は認
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められない。これは、本研究の条件下で測定されたき裂進展速度の領域では、き裂進展限界は存在しな

いということを示唆している。 

き裂進展限界は、一部の人工材料において認められている。例えば Wiederhorn & Bolz2)は、ホウ珪酸

ガラスやソーダ石灰ガラスを用いた水中でのサブクリティカルき裂進展計測において、10-8 m/s 以下の

き裂進展速度の領域で、き裂進展限界が検出されることを示している。Atkinson1)は、サブクリティカル

き裂進展限界は、固体表面への鉱物の析出によるき裂の修復によって、き裂進展が抑制されることによ

って生じると指摘している。したがって、岩石においてサブクリティカルき裂進展限界を検出するため

には、岩石表面に鉱物の析出が生じやすい環境下で、長期にわたって試験を行うことが重要であると考

えられる。特に、石英や長石のような岩石に一般的に含まれている鉱物表面において、カルシウム化合

物（炭酸カルシウム）の析出が認められていることから 30)、カルシウム濃度の高い水中環境下において

長期にわたって計測を行うことが必要であり、今後の課題であると考えられる。 
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３．透水試験 

 

3.1 試験方法の概要 

 

透水試験は材料の水理学的性質を評価するために行う試験であり、その材料の透水性により定水位法、

変水位法、フローポンプ法、トランジェントパルス法と四種類の透水試験法が一般に使用されている。

定水位法や変水位法は、比較的透水性の良い材料に対して使われる試験法で、試験片内を通る流体の流

量を測定することで透水性を評価する。それに対して、フローポンプ法やトランジェントパルス法は透

水性の低い材料に用いられる試験法である。本研究では、透水性の低い花崗岩を対象としているためト

ランジェントパルス法 31, 32)を採用した。そこで、以下ではトランジェントパルス法について説明する。 

トランジェントパルス法は、Brace et al.31)が高い拘束圧条件下で、花崗岩の透水係数を測定するため

に提案した透水試験方法である。以来、本手法は難透水性岩石の透水係数を測定するための一つの確立

した信頼性のある実験方法となっている 33)。トランジェントパルス法の基本的概念は、試験片の両端に

それぞれ圧力貯留槽を設置し、一方の貯留槽（上流側）に瞬時に圧力パルスを与え、試験片両端の差圧

の経時変化を測定することにより、試験片の水理学的性質を評価する方法である。 

 

3.2 透水係数の評価原理 

 

 トランジェントパルス法を含む主要な透水試験法では、均質等方多孔体における 1 次元浸透流の水理

拡散方程式を基礎式としている。水理拡散方程式は水に関する質量保存の式であり、一般に以下のよう

に書き表される。 

0



q
t


                     (37) 

ここで、 は間隙流体の体積増分（単位体積のコントロールボリュームに流入した流体の体積）である。

q, qiは単位時間に単位断面積を通過する流体の体積（ベクトル量）（m/s）である。 については次式の

ように表される。 

hS
V

VV fp 





                                    (38) 

ただし、間隙流体が圧縮性の場合、δVf = 0 である。 'S は非拘束比貯留率（1/m）である。また、ダルシ

ーの法則より qについては以下のように表される。 

h Kq                                    (39) 

ここで、h は水理水頭（m）、K は透水係数テンソル（2 階のテンソル）（m/s）である。したがって、水

理拡散方程式は次式のように書き換えられる。 

  0' 



h
t

h
S K                                  (40) 

上式をそのまま 1 次元浸透流に適用すれば、透水試験法における基礎式が次のように得られる。 

0'
2

2










x

h

t

h
S K                                      (41) 

この偏微分方程式を次の初期条件と境界条件の下で解くと、トランジェントパルス法の解析解が得ら
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れる。初期条件は次式で表される。 

lxxh  0,0)0,(                    (42) 

次に、下流側の境界条件は一定容積（一定貯留量）であるので、hdを下流側貯留槽内の水頭として、次

のように表される。 

0),(),0(  tthth d 　                     (43) 

　 0,0
0














t
x

h

dt

dh

KA

S

x

dd                (44) 

0)0( dh                          (45) 

ここで、Sdは下流側貯留槽の圧縮貯留量を表している。上流側の境界条件も一定容積であるので、 

0),(),(  tthtlh u                      (46) 
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



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

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
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uu                (47) 

Hhu )0(                          (48) 

と表される。ここで、 uh は上流側貯留槽内の水頭を、Suは上流側貯留槽の圧縮貯留量を表している。H

は実験開始直後の供試体両端間の水頭差（パルス水頭）である。 

式(42)の初期条件と式(43)～(48)の境界条件の下で偏微分方程式(41)を解くと、トランジェントパルス

法の解析解が次式のように求まる 32)。 
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ここで、 lx / 、 SlKt  2/ 、 aAlS / 、 ud SS / であり、それぞれ、ξは供試体内の無次元位置、

αは無次元時間、βは装置の圧縮貯留量に対する供試体の圧縮貯留量の比、γは上流側貯留槽の圧縮貯

留量に対する下流側貯留槽の圧縮貯留量の比である。また、ϕmは次の非線形方程式の根である。 










2

)1(
tan                        (50) 

なお、トランジェントパルス法を提案した Brace et al.31)は、供試体自体の圧縮貯留量が貯留槽の圧縮

貯留量に比べて無視できるくらい小さい場合、すなわち 0 のときに有効な近似解を次式のように導

出している。 
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ここで、hfは上流側と下流側の水頭が等しくなった（平衡に達した）ときの値であり、Vuと Vdはそれぞ

れ上流側と下流側の貯留槽の容積、ρ と λ はそれぞれ間隙流体の密度と圧縮率である。上式を用いて、

水頭差の経時変化を表すと次式となる。 
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したがって、透水試験で得られた水頭差のデータを片対数プロットしてその傾きを求めることにより、

上式を使って供試体の透水係数を評価することができる。 

 

3.3 試験装置 

 

トランジェントパルス試験装置を図１６に示す。図１６a は装置の概要図、図１６b は装置の写真で

ある。この装置は大きく分けて、間隙流体系、拘束流体系、制御・記録系および独立した温度制御系か

ら構成されている。 

拘束流体系には、試験片を設置する圧力容器、加圧用ポンプ、配管類が含まれる。今回使用した小型

圧力容器は 10MPa までの静水圧に耐えられる。配管類は、高圧条件下における水漏れを避けるため、超

高圧用のチューブやバルブを使用している。また、加圧用ポンプとしてはダブルプランジャーポンプを

利用している。 

間隙流体系は、貯留槽、間隙流体供給・圧力制御用シリンジポンプ、セパレート用バルブおよび圧力

パルス用バルブを含む配管類から成る。間隙水を供給し、間隙水圧を設定するために、上流側と下流側

それぞれにシリンジポンプを接続している。シリンジポンプは、一定圧力あるいは一定流量で流体流動

を制御可能であり、流量に関しては 50mL/min から 0.01μL/min の範囲を±3％の精度で、圧力に関して

は 1kPa の分解能で、最高で 69MPa まで制御できる。透水試験に際しては、シリンジポンプのシリンダ

ーが貯留槽の役割を担う。下流側の圧力を安定させるために、下流側シリンジポンプに追加の貯留槽も

接続されている。この貯留槽は必要に応じて使用可能であり、その容積は 850mL である。配管類は、高

圧条件下における水漏れを避けるため、超高圧用のチューブやバルブを使用している。 

制御・記録系には、データロガーとシリンジポンプ用コントローラーおよび各種計測計（差圧計、圧

力計、温度計）が含まれる。圧力計は差圧計も含めて 7 箇所で使用されている。拘束圧、上流側および

下流側配管内の間隙水圧、2 台のシリンジポンプ内の圧力、気圧、そして上下流配管の差圧が計測され

ている。差圧計は高線形性を有し、本実験で重要となる試験片の両端の圧力差を計測するために使われ

る。また、シリンジポンプ内蔵の圧力計は、配管内の圧力を計測するために使われ、配管の水漏れをチ

ェックする時にも使われる。 

独立した温度制御系は、エアコンと３つの側温抵抗体から成る。差圧計は温度変化に対して敏感であ

るので、試験装置は三重の断熱室内に設置した。断熱室は図１４a からわかるように、三重構造になっ

ている。差圧は温度変化に敏感に反応するので、トランジェントパルス試験では試験中の温度変化をな

るべく小さくする必要がある。圧力容器や計測器の一部は一番内側の断熱室の中に設置されておりそこ

に熱源となるものは置いていない。一番外側の断熱室内の温度はエアコンで調整されている。これらの

結果として、圧力容器周辺の温度変化は、試験中は±0.1℃以下に抑えられている。 
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a: 装置の概要図 

 

b: 装置の写真 

図１６ 透水試験（トランジェントパルス試験）装置 
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3.4 試験手順 

 

本研究におけるトランジェントパルス透水試験は、次のような手順で行われた。 

（１） 岩石試験片を水で飽和させる。ここでは、岩石をデシケーター内に蒸留水とともに保存し、真

空ポンプでデシケーター内を真空状態にして、１週間以上保存した。 

（２） 試験片を２つの間隙水供給用のエンドピースの間にはさみ、熱収縮チューブで側面を覆うこと

によって、間隙水以外との遮断を行う。それを固定円盤にはさみ、圧力容器の上蓋の裏側（内

側）に設置し、封圧媒体（本研究では水）で満たされている圧力容器内に収める。 

（３） ダブルプランジャーポンプで封圧を 1MPa 程度まで上げ、バルブを閉じて、それを一定に維持

する。 

（４） 真空ポンプを使い、配管や貯留槽内を脱気する。 

（５） シリンジポンプを使って、間隙水を供給し間隙水圧を 500kPa 程度まで上げる。 

（６） 断熱室内の温度変化や一定圧力で動作させているシリンジポンプの流量をモニタリングする。

これにより、室温の安定化を図ると同時に水漏れのチェックをする。先述した温度制御を達成

するまでには、この状態で数日を要する。また水漏れを発見した場合には、バルブ等の閉め具

合を確認し、漏れがなくなるまで監視を続ける。 

（７） 室温の変化と水漏れに関して問題がないと判断した時点で、ポンプを操作し封圧と間隙水圧を

所定の値に設定する。今回の実験では、封圧を 3MPa、間隙水圧を 1MPa とした。 

（８） 静かにセパレートバルブ（上流側と下流側を切り離すバルブ）を閉じる。このとき、もし前段

階で発見できなかった微小な水漏れが起こっていた場合には、それが差圧の変化に表れること

になる。この場合、（５）の手順に戻り、再度操作を実施する。なおセパレートバルブを閉じ

た後に試験片内の水頭分布が一様となるには、試験片の透水性にもよるが、数時間以上必要で

ある。 

（９） 差圧の変動が見られなくなっていれば、所定のパルス圧力を上流側に負荷する。差圧が、パル

スをかける前の状態に戻ったときに実験終了とする。今回は、パルス圧としておおよそ 90kPa

と 50kPa の 2 回の実験を行った。 

 

3.5 岩石試料 

 

本年度の透水試験においては、茨城県笠間市産の稲田花崗岩を試料として用いた。図１７に、本研究

で用いた稲田花崗岩の画像を示す。図１７a は花崗岩ブロックの写真、図１７b は偏光顕微鏡を用いて

直交ニコル下で撮影した画像である。 

前述したように、花崗岩の物理的・力学的性質には、先在微視き裂の分布の選択的配向性に起因した

異方性があり、稲田花崗岩の場合にもき裂分布に起因した異方性が報告されている 34)。稲田花崗岩の採

石場でも、割れやすい方向に関して固有の名称がつけられており、鉛直方向の最も割れやすい面が「目」、

それに直交する鉛直方向の面が「二番」、これらに直交する水平方向の面が「重ね」と呼ばれる 35)。今

回は、「二番」に垂直な方向から円柱形試験片を用意し、それを透水試験に用いることとした。 

図１８に、本研究で使用した稲田花崗岩の透水試験片の写真を示す。直径 50mm、長さ 25mm の円柱

形の試験片を用いた。円柱の軸方向に水が流れるように透水試験を実施した。 
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3.6 試験結果 

 

稲田花崗岩を供試体として実施したトランジェントパルス法による透水試験の結果を以下に示す。ま

ず、Brace et al.31) の近似解（式(52)）に基づき、無次元化した水頭差の片対数プロットに対して近似直

線を引き、その傾きから透水係数を求めた（図１９）。ここでは、直線性を示す 500s までのデータを用

いている。 

図１９と同じ実験データに対して、無次元化した水頭差の減衰曲線に対して非線形最小二乗法を用い

て Brace et al.31)の解（式(52)）をフィッティングした結果を図２０に示す。 

図２０と同様に、同じ実験データに対して、今度は Hsieh et al. (1981)の解析解（式(49)）をフィッティ

ングした結果を図２１に示す。 

表２に透水試験の結果をまとめる。これらの解析から得られた稲田花崗岩の透水係数は、封圧 3MPa、

間隙圧 1MPa で、パルス圧が 90kPa のときは 3.09～3.45×10−11 m/s であり、パルス圧が 50kPa のときは

2.90～3.05×10−11 m/s であった。 

図１７ 稲田花崗岩の画像 

a: 岩石ブロックの写真 

（幅・高さともに 30 mm） 

b: 偏光顕微鏡画像（直交ニコル） 

（幅：1.85 mm, 高さ：3.43 mm） 

図１８ 稲田花崗岩の透水試験片の写真 
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図１９ 透水試験結果（封圧 3MPa、間隙圧 1MPa、パルス圧 90kPa を与えた場合。青色の曲線が計測結

果、黒色の直線が Brace et al.31)の解の理論直線を表す。） 
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図２０ 透水試験結果（封圧 3MPa、間隙圧 1MPa、パルス圧 90kPa を与えた場合。青色の曲線が計測結

果、黒色の曲線が Brace et al.31)の解の理論曲線を表す。） 
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図２１ 透水試験結果（封圧 3MPa、間隙圧 1MPa、パルス圧 90kPa を与えた場合。青色の曲線が計測結

果、黒色の曲線が Hsieh et al.32)の厳密解の理論曲線を表す） 

 

 

表３ 透水試験の結果のまとめ 

試験 

番号 

封圧 

[MPa] 

間隙水圧 

[MPa] 

有効封圧 

[MPa] 

パルス圧

[kPa] 

透水係数

[m/s] 
用いた解 近似法 

 

1 

 

2.94 0.94 2.00 88 3.09×10-11 Brace et al.31) 線形近似 

2.94 0.94 2.00 88 3.45×10-11 Brace et al.31) 非線形最小二乗

2.94 0.94 2.00 88 3.43×10-11 Hsieh et al.32) 非線形最小二乗

 

2 

 

2.94 0.95 1.99 48 2.90×10-11 Brace et al.31) 線形近似 

2.94 0.95 1.99 48 3.05×10-11 Brace et al.31) 非線形最小二乗

2.94 0.95 1.99 48 3.04×10-11 Hsieh et al.32) 非線形最小二乗

 

 

3.7 考察 

 

花崗岩は、代表的な硬岩として，工学的利用価値が極めて高い岩石である。放射性廃棄物処分を考え

る上では、岩盤は天然バリアとして高い遮蔽性（低い透水性）が求められ、また高い力学的安定性（高

い長期強度）が求められる。フィンランドやスウェーデンに分布する花崗岩体は、先カンブリア代に生

成されたものであり、岩石内に含まれるき裂の密度が低いことが一般的に知られている。固体内では、
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き裂や空隙のネットワークが水の流路となるため 6)、き裂密度が低い岩石では，透水性は低くなる 36)。

フィンランドやスウェーデンに分布する花崗岩体はき裂密度が低いことから、天然バリアとしての高い

遮蔽性が期待でき、実際にフィンランドでは処分場が決定している 37)。 

一方、日本の花崗岩の場合、北欧の花崗岩よりもはるかにき裂密度が高いことが知られている 38)。ま

た、地下空洞の建設や坑道を掘削する際に、周辺岩盤には、き裂密度が高い掘削影響領域（Excavated 

Damaged Zone (EDZ)）が形成される。したがって、花崗岩のような緻密な岩石の場合でも、き裂密度に

よっては高い遮蔽性を実現できないこともありうる。ゆえに、日本の花崗岩における遮蔽性能の理解の

ためには、花崗岩を用いて透水試験を行い、先行研究と比較することが極めて重要であるといえる。 

これまでに、様々な研究者によって花崗岩での透水試験が行われている。例えば、稲田花崗岩の透水

係数は 10-10～10-12m/s のオーダーと報告されている 39-41)。また、Nara et al.42)によって大島花崗岩で得ら

れた透水係数（10-11m/s のオーダー）ともよく一致している。したがって、今回の実験で得られた稲田

花崗岩の透水係数は、これまでに報告されている花崗岩の透水試験の結果と同程度の値といえる。この

ことから、本研究で用いた試験装置は良好に作動していると考えることができる。 

日本のような変動帯の地下環境で放射性廃棄物処分を行うことを考える上では、き裂が多く含まれ、

かつそこにカルサイトのようなカルシウム化合物からなる析出物が充填されている状況や、粘土鉱物が

介在する条件下で試験を行い、バリア性能を評価することが重要であると考えられる。ゆえに、今後は

断層や節理のような不連続面にカルシウム化合物からなる析出物や粘土が充填されているような試料

を用意して試験を行うことが重要であると思われる。これについては今後の課題としたい。 
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４．結論 

 

本研究では、岩石内の節理や断層の遮蔽性（バリア性能）を、ダブルトーション試験法による破壊力

学試験と透水試験を用いて調べる。平成 26 年度は、初年度として、破壊力学および透水試験を行う環

境を整備し、予備試験を実施することとし、特に次のことを検討項目とした。 

１）破壊力学試験法である定変位ダブルトーション試験法による測定を、予備実験として１０日間連続

で行うことにより、長期連続測定によるき裂進展データ取得環境の整備を実施する。 

２）トランジェントパルス法による透水試験の予備実験を行うことにより、岩石の遮蔽性（バリア性能）

に関するデータ取得環境の整備を実施する。 

 

１）については、ダブルトーション試験装置を恒温恒湿器内に組み立てることによって、長期間周辺

環境を一定に保てる破壊力学試験装置を準備した。さらに、応力拡大係数とき裂進展速度のデータを長

期間にわたって取得できるようにするため、データ取得間隔を長期にわたって制御できるデータロガー

とデータ取得用のパソコンを試験装置に接続することによって、長期間連続して行うダブルトーション

試験を行えるようにした。その上で、大島花崗岩を試料として予備試験を行った。その結果、１０日間

の連続測定を無事に行えることを確認し、応力拡大係数とき裂進展速度の関係を得られることを確認し

た。 

２）については、花崗岩を試料として、トランジェントパルス法による透水試験の予備試験を行った。

その結果、従来得られてきた透水係数と同程度のものが得られ、試験装置が問題なく作動し、岩石の透

水係数に関するデータが得られることを確認した。 

 

ダブルトーション法を用いた破壊力学試験では、従来よりも低いき裂進展速度の測定に成功した。た

だし、き裂進展限界の検出には至らなかった。き裂進展限界の検出には、極めて低いき裂進展速度を測

定するとともに、き裂修復が起こりやすい環境で長期間にわたって試験を行う必要がある。ゆえに、極

めて高い精度の試験計測が要求される。この目的を達成するためには、今後き裂修復が起こりやすい環

境下で長期間試験をするような工夫をすることが課題であると考えられる。 

また、透水試験では、断層や節理のような不連続面を含む試料で透水係数を測定できておらず、今後

の課題といえる。今後は不連続面を含む試料を準備し、透水試験を行う必要があると考えられる。また、

天然系のき裂および断層粘土を含む試料を準備することによって、実際の断層が有する遮蔽性能を調べ

ることも今後の課題の一つである。 
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1．研究背景 

 

これまで我が国では，他国に依存しないエネルギー保有の観点から原子力発電が重要視

されてきた．原子力発電では放射性廃棄物の生成が避けられず，その放射性廃棄物の処分

方法として地中に埋設して処分する放射性廃棄物地層処分が検討されていたが，2011 年 3

月 11 日の東日本大震災を受けて，放射性廃棄物の処分方法の確立が急務となっている． 

現在，地層処分施設の長期予測解析において，人工バリア（以下，ベントナイト緩衝材）

の再冠水時の不飽和状態での膨潤挙動と，その後の飽和時の圧密などの挙動は別々に検討

され，連続的に解いたものは著者の知る限り見当たらない．さらに，天然バリア（以下，

岩盤）とベントナイト緩衝材の相互関係の力学挙動を解いたものも見当たらない．しかし

ながら近年では，個々の事象の予測技術が開発・高度化され，岩盤を含めた処分施設の建

設から超長期にわたる挙動を連続的に解析できるところまできている． 

そこで本研究では，施設の建設から閉鎖～に着目し，岩盤とベントナイト緩衝材の力学

特性を考慮できるモデルを組み込んだ，熱／固相／液相／気相連成有限要素解析を実施し，

建設から供用までの力学挙動を連続して解くことで，岩盤とベントナイト緩衝材の長期的

（数十万年オーダー）な力学的相互作用を把握する．さらに，解析条件の選定や解析結果

の評価方法までの一連の流れを整備し，処分施設の長期的力学挙動の予測システムを開発

する． 

 

2．研究目的 

 

本年度は，ベントナイトに関する温度変化の影響を考慮した膨潤量・膨潤圧試験，温度

変化を考慮した圧密試験，温度変化による一軸強度試験のデータを取得する環境を整備し，

予備試験を実施する．さらに，解析シミュレータの開発と高度化を実施する． 

 

1）圧密試験機，一軸試験機を用いた室内実験装置の整備 

吸水過程でのベントナイト膨潤量，膨潤圧の計測のため，圧密試験機を改良する．また

同様に，温度変化を考慮したベントナイトの圧密試験を実施する．さらに温度変化による

ベントナイトの一軸強度を計測するため，高強度まで計測できる一軸試験機に改良し，予

備試験および各種データ取得環境の整備を実施する．ただし，本年度は試験機の開発のみ

で試験環境を整えた。 

 

2）解析シミュレータの開発・高度化 

申請らが保有している 2 次元の有限要素解析コードに，コンプライアンス可変型構成モ

デル 1)を組み込む． 
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3）地層処分施設の長期挙動の解析条件の整備 

組み込んだモデルのパラメータの選定を行う．パラメータの選定には，岐阜県瑞浪市の

花崗岩に対して実施されてきた室内試験の実験データを利用する．また，第 2 次 TRU レポ

ートや地層処分研究開発第 2 次取りまとめ等を参考に，解析対象とする処分施設の形状や

人工バリアの解析パラメータの選定を行う．その際，TRU 処分施設や高レベル放射性廃棄

物処分施設などの複数の解析対象を設定する． 

 

3．本年度の実施内容 

 

1）温度変化を考慮した圧密特性の把握 

 

放射性廃棄物地層処分では，廃棄体をガラス固化体に封じ込め，さらにその周囲を緩衝材であ

るベントナイトで覆った後，坑道内の処分ピットに廃棄する（その後，冠水）方法が検討されて

いる．この方法であれば廃棄体からの放射線の漏れは抑えられるが問題点もある．廃棄体は地下

300m の応力（水圧も含め）状態にあり，また常に高温で接しているガラス固化体やベントナイ

トも 100～200℃ほどになるため，温度変化によるベントナイトの力学特性を把握することは急

務であると考える．処分ピット内のベントナイトは，冠水過程に温度変化の影響を受けなが

ら圧密されることとなる．そこで本実験では，温度変化を考慮したベントナイトの圧密試

験を実施し，高温状態に晒されるベントナイトの冠水における圧密特性の把握を試みる．

特に，圧密試験の結果から得られる間隙比－応力関係（e－log p’）が温度変化によってどの

ような影響を受けるか把握する．  

 

（1）試験機概要 

通常の圧密試験と同様の試験を行なうが，本研究では高圧力まで荷重を与えられ，さらに温度

変化を考慮できるよう試験機を改良する． 

 

①供試体作成用加圧装置 

・手動油圧ジャッキ方式 

・載荷枠 4 本主柱 耐圧 50KN 

・ジャッキ 油圧単動ジャッキ 50KN ストローク 100mm 

・ポンプ 手動ポンプ 70MPa 

②圧密ロードセル 2 個 

・型式  ストレーンゲージ式(4 枚ゲージ) 

・容量  50KN 

・出力  2mV/V 
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③圧密変位計 2 個 

・型式  ストレーンゲージ式 

・容量  25mm 

④圧密試験容器 容器 2 台とプランジャー1 本 

・供試体寸法 φ30x20mm 

・底板，圧密リング，ピストンガイドと加圧板より構成 

・供試体作製プランジャー1 本付 

・ポーラスメタル方式 

⑤圧密載荷枠 

・4 本主柱 ベローフラム方式(空気圧載荷) 

・ベローフラム φ100 ストローク 100mm 

・膨潤圧測定用ロック機能付 

・容量 5KN(空気圧 0.7MPa) 

 

（2）実験方法 

① ベントナイトを試料に用いた直径 3cm，高さ 2cm の供試体を作製する． 

② 供試体から含水比を測定する． 

③ 作製した供試体を圧密容器に入れ，温度管理ができる容器内にセットして周りを水で満たす． 

④ 温度を室温に設定して圧密を開始．変位計の読みと，その時の経過時間を測定する． 

⑤ ①～④の動作を，圧密時の温度を変化させながら繰り返す（室温～99℃まで約 20℃刻み）． 

⑥測定結果を用いて圧密係数や圧縮曲線，間隙比－応力関係（e－log p’）曲線を求め，圧密時

の特性が温度変化によりどのような影響を受けるのか検証する． 

 

2）温度変化を考慮した膨潤特性の把握 

地層処分では，処分ピット内において，廃棄体をガラス固化体の中に入れ，その周りをベント

ナイト緩衝材で封じ込め冠水させる．ベントナイトの特性として，非常に透水係数が小さく，水

分を吸収すると通常の土とは異なり自分の体積以上に膨張し，かつスライム状になるため放射線

が外に漏れなくなると考えられる．また膨潤することで岩盤との応力均衡が期待できる．しかし

ながら一方で，放射性廃棄物は 100～200℃ほどの高温であるため，ベントナイト緩衝材の温度

変化による膨潤圧・膨潤量の特性を把握することが急務である．そこで本実験では，処分ピット

である岩盤とベントナイトの応力均衡を把握するため，100～200℃ほどの高温に晒されることに

なるベントナイトの膨潤特性が温度変化によってどのように変化するのか把握する． 

 

（1）試験機概要 

 

①供試体作成用加圧装置 
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・手動油圧ジャッキ方式 

・載荷枠 4 本主柱 耐圧 50KN 

・ジャッキ 油圧単動ジャッキ 50KN ストローク 100mm ポンプ  

・手動ポンプ 70MPa 

②圧密ロードセル 2 個 

・型式  ストレーンゲージ式(4 枚ゲージ) 

・容量  50KN 

③圧密変位計 2 個 

・型式  ストレーンゲージ式 

・容量  25mm 

 

（2）実験方法 

通常の圧密試験の手順で温度変化を考慮しながら試験を行う．圧密試験機にベントナイトをセ

ットした後，周りを水で満たし温度を変化（室温～99℃まで 10℃刻み）させながら吸水させる． 

○膨潤圧試験 

・上部を固定しベントナイトの膨潤圧を測定する． 

○膨潤量試験 

・上部は固定せずベントナイトが膨潤することで起きる上部の変位量で膨潤量を測定する． 

 

3）ベントナイトの高温化における一軸強度の把握 

 本実験では，処分ピット内におけるベントナイト緩衝材の温度変化による強度を知るために一

軸圧縮試験を行う．一軸圧縮試験は，供試体に拘束圧を作用させない状態で圧縮し土の強度を求

める試験であり，本実験では温度変化に対応できる機構を備えたものである．強熱減量を用い

20～100℃の間で加熱した供試体を一軸圧縮試試験機にセットし一軸圧縮試験を行い，温度変化

時の供試体の強度を調べる． 

 

（1）試験機概要 

 

①一軸圧縮試験機 

 型式 電動スクリュージャッキ方式 

 容量 10KN 

 適用供試体 φ35×80，φ50×100 ㎜ 

 載荷速度 0.1mm/min～1mm/min(ダイヤル設定) 

 自動・手動切替 クラッチ方式 

  

4）解析シミュレータの開発・高度化 
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 表-1 に示すように，本研究でのシステムが考慮すべき事象をまとめた．そのため，地下空洞

の安定性に対する FEM 解析手法の確立に向けて，解析に必要な初期条件・境界条件，さら

にはパラメータの抽出を試みた．それに加え，岩盤の長期挙動を表現できる構成モデルの

定式化と解析コードへの組み込みを行った． 

 

表-1 考慮すべき事象 

 天然バリア 人工バリア（緩衝材） 

岩盤 ベントナイト系 セメント系 

建設～閉鎖（再冠水） 掘削影響領域：最適断面

クリープ 

 

不飽和弾塑性 

膨潤 

透水性 

せん断・引張破壊

ひび割れ 

透水性 

超長期 超長期クリープ 

支保のクリープ 

クラックの影響 

変質（Ca 型化など）

超長期クリープ 

熱（高レベル） 

透水性 

Ca 溶出 

超長期クリープ

熱（高レベル）

透水性 

 

 

（1）地下空洞の安定性を確認するための FEM 解析 

 

①コンプライアンス可変型構成式を導入した解析コードの開発 

 コンプライアンス可変型構成式である大久保モデルは 1 次元応力下で誘導されたモデル

である．一次元応力下でのひずみと応力の関係は，材料を弾性体とした最も単純な Hook の

式で以下の様に表される． 

    ････････････････････････････････････････････････････････････････ (1) 

ここで，はコンプライアンス（ E1  ）である．コンプライアンス可変型構成式

は，時間依存性を考慮するために，式(1)に示したコンプライアンスの値が時間とともに

増加するように取り扱うモデルである． 

 コンプライアンスの増加速度は，その時の応力に依存すると考え， 

 
g

dt

d
   ･･････････････････････････････････････････････････････････････ (2) 

とおく．この式(2)を考慮して式(1)を書き換えると， 

  
 g

dt

d

dt

d
  ････････････････････････････････････････････････････ (3) 

となる．大久保モデルは，式(2)で表されるコンプライアンスの増加速度を， 

     mnag
dt

d 
   ････････････････････････････････････････････････ (4) 
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という関数で表したものである． 

 FEM プログラムに大久保モデルを組み込む場合，式(1)～式(4)に示した 1 次元応力下の式

を，2 次元に拡張する必要がある． 

1 次元応力下では，コンプライアンスの増加速度が応力 のn 乗に比例するとしている

が，2 次元あるいは 3 次元に拡張する場合には，これを破壊限接近度
* の n 乗に比例する

と考える．式(1)～式(4)の大きな変更点はこの部分だけであるが，2 次元あるいは 3 次元に

拡張する場合にはこの他にポアソン比 が必要になる．また，実際に計算する場合には，式

(4)を無次元化すると取り扱いが容易である． 

式(4)を 2 次元に拡張すると，式(5)のように表される． 

   mn
a

dt

d **
*


   ････････････････････････････････････････････････････ (5) 

a  ： 強度を示すパラメータ 
*  ：  ひずみ  と応力  の比であるコンプライアンス 

（ E1  ）を初期値 0 で基準化した値（ EE0
*  ）．

なお，初期弾性係数 0E は入力値． 

*  ： 破壊接近度 

n  ： 時間依存性の程度を表す変数 

dt  ： 時間増分 

m  ： 破壊の進行性を表すパラメータ（入力値） 

 

なお，式(5)中の各変数については，以下の式で求められる． 

    

0

11

t

nm
a

mnm 
   ･･･････････････････････････････････････････････････ (6) 

0t  ： 定ひずみ速度試験を行ったときの，ピーク強度に達するまで

の時間（クリープ基準時間，入力値） 

 
0

31
nn

c

cf



 
   ･･･････････････････････････････････････････････････････ (7) 

c  ： 一軸圧縮強度（入力値） 

0n  ： 一軸応力下での n （入力値） 

 cf31

31*








   ･･･････････････････････････････････････････････････････ (8) 

1  ： 圧縮応力を正とした場合の最大主応力 

3  ： 圧縮応力を正とした場合の最小主応力 
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 cf31    ： 破壊強度 

また，2 次元あるいは 3 次元に拡張した場合，ポアソン比 が必要になる．ここでは，ポ

アソン比 を以下のように求める． 

*
05.0

5.0






   ･･･････････････････････････････････････････････････････ (9) 

 

非増分型計算の場合と同様に，コンプライアンスとポアソン比を求めて更新する．緩和

応力を算定するために，弾性係数の増分 dE とポアソン比の増分 d を求める 2)． 

式(1)に示したコンプライアンスの増加速度を，以下のように書き換える． 

   mn
a

dt

dE

dE

d

dt

d **
**


   ･････････････････････････････････････････ (10) 

ここで， 

2
00

*

E

E

E

E

dE

d

dE

d










 ･･･････････････････････････････････････････････････ (11) 

であることから，式(10)に式(11)を代入して， 

  dt
E

E
adE

E

E
m

n







 0*

2
0   ････････････････････････････････････････････ (12) 

となる．式(12)を整理すると，弾性係数の増分 dE は以下のようになる． 

  dtEEadE mmn
  21

0
*  ･･･････････････････････････････････････････ (13) 

なお弾性定数の増分 dE は，コンプライアンスの増分
*d と同様に，ステップ i における応

力 i と弾性係数 iE を用いて計算される． 

更新されるポアソン比 1i は，式(9)に EE0
*  を代入して， 

1
0

0

1
*

0
1

5.0
5.0

5.0
5.0 








 i

i
i E

E





  ････････････････････････････････････ (14) 

となり， 

 

dE
E

E
E

dEE
E

d

i

ii

0

0

0

0

0

0

5.05.0
5.0             

5.0
5.0

















 ････････････････････････････････････ (15) 

と置き換えられる．ゆえに，ポアソン比の増分 d は以下のようになる． 

dE
E

d
0

05.0 



  ･･･････････････････････････････････････････････････････ (16) 

式(13)に示したように，ポアソン比 はコンプライアンス
* の関数で表される．コンプラ

イアンス
* は弾性係数 E の関数であることから，微分すると， 
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dE

d

d

d

dE

d *

*




  ，

E

E0*   ，
2*

0
*

5.0





 


d

d
 ，

2
0

*

E

E

dE

d



  ･････････････ (17) 

となる．よってポアソン比の増分 d は， 

dE
E

dE
E

E
dE

dE

d

d

d
d 







0

0
2
0

2*

0
*

*

5.05.0 





  ･･････････････････ (18) 

となり，式(16)と同じ式が得られる． 

 

応力増分 σ とひずみ増分 ε を以下の式により求め， 

 rσεDσ   ･･････････････････････････････････････････････････････ (19) 

ステップ 1i における応力 1iσ とひずみ 1iε に加える． 

σσσ  1ii  ････････････････････････････････････････････････････････････ (20) 

εεε  1ii  ･････････････････････････････････････････････････････････････ (21) 

なお，式(19)におけるマトリックスDは，ステップ i におけるコンプライアンス i
* とポアソ

ン比 i を用いて計算されたものを使用する． 

式(19)における緩和応力 rσ について考える． 

   
    

1

111
**

111
*

1
*

        

,,        

,,












i

iiiii

iiiiiir

εD

εDD

εDεDσ





  ･･･････････････････････････････････ (22) 

と計算できる． 

 

また，式(22)における D は，     ,,* EDDD  より 

  


 ddE
E

E








DD

DD ,   ････････････････････････････････････････ (23) 

である．Dマトリックスを総和規約で書き直すと， 

    






 





 jkiljlikklijijkl

E
D 

 2

21

121
D  ･･････････････････ (24) 

となる．この式(24)より式(23)左辺の偏微分は， 

    






 










jkiljlikklijE


 2

21

121

1D
 ･･･････････････････････ (25) 

   
   



















 







jkiljlikklij

E 


2
2

22 2

1
221

121

D
  ･･･････ (26) 

となる． 
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なお，式(26)は， 

 





















 c

c

b

b

a

a

DDDD
   ･････････････････････････････････････････ (27) 

  jkiljlikklij cb
a

E  D  ，   jkiljlikklij cb
a

E

a
 




2

D
 

 klija

E

b



D

 ，  jkiljlika

E

c
 


D

 ，   1





 


b

 

      





4121121 2 









a

， 1
2

21







 






 


c

 

 

より求めている． 

 

2 次元平面ひずみ条件を仮定すると， 

  

   

 
 

 
















d
E

dE

















































2

2

2

22

5.0200

02221

02122

211
       

5.000

01

01

211

1
D

････････････････ (28) 

としているが，式(23)および式(26)，式(27)で 2 次元平面ひずみ条件を仮定すると同じ式が

求められる． 

なお， 
*

1
**  dii   ，  dii  1  ････････････････････････････････････････････ (29) 

であり， 

   
   
 





dd

dd iiii

iiii

,      

,,      

,,

*

11
*

1
*

1
*

11
**

D

DD

DDD











 ･････････････････････････････････ (30) 

である． 

 

②コンプライアンス可変型構成方程式の有限要素法への導入について 

 

・有限要素離散化 

コンプライアンス可変型構成方程式（以下，構成式）を有限要素解析コードに導入する
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際に用いる場の支配方程式は，釣合式，構成式，適合条件式である．まず，これらを弱形

式化し，有限要素法をもちいて空間離散化する．さらにオイラー法によって，時間離散化

する． 

 

場の支配方程式 

場の支配方程式をまとめると以下のようになる．ただし，圧縮側を正とし，微小変形を

仮定する． 

釣合式           div 0,T T  σ g σ σ ･････････････････････････ (1) 

構成式            : r σ D ε   ･････････････････････････････････ (2) 

適合条件式          1

2

S  ε u ･･････････････････････････････････ (3) 

ここで，構成式が速度型で与えられていることから，速度型として整合をとるために釣

合式，適合条件式をそれぞれ全微分し速度型（増分型）に書き直すと，以下のような初期

値・境界値問題が得られる． 

増分型釣合式        div 0,T T  σ g σ σ   ････････････････････････ (4) 

 構成式            : r σ D ε   ････････････････････････････････ (5) 

 増分型適合条件式         1 1

2 2

S T      ε u u u    ･････････････････ (6) 

 ここで，σ：全応力速度テンソル，D：弾性剛性テンソル，ε：ひずみ速度テンソル， r ：

緩和応力速度テンソル，u：変位速度ベクトル，上付きの s は( )内のテンソルの対称部分

を示す． 

・釣合式の弱形式化 

 

以下のような試験関数を与える． 

 1
: 0

2
T

uon S            
 

u ε u u u     　 　 ･･･････････････････････ (7) 
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この試験関数を釣合式に乗じ，領域V で体積積分を行う． 

div( ) : 0
V V

dV dV     σ u σ u    ･････････････････････････････････････ (8) 

式(8)右辺第 1 項にガウスの発散定理を用いると， 

: 0
S V

n dS dV      σ u σ u    ････････････････････････････････････････ (9) 

さらに，応力テンソルの対称性を考慮すると， 

: 0
S V

dS dV


    t u σ ε    ･･････････････････････････････････････････ (10) 

・空間離散化・時間離散化 

次に，離散化を行うにあたって以下の仮定を与える． 

a）アイソパラメトリック要素を用いるので，変位は各節点（ガウスポイント）でもたせる． 

b）ガラーキン法を適用する． 

c）増分量の評価に対して Euler 近似を適用する． 

 

・釣合式の空間離散化および時間離散化 

ここで節点変位に関する内挿関数マトリクスをN と仮定すると，次の関係式が得られる． 

Nu  Nu   

ここに， u ：要素の節点位置における節点変位，N ：節点変位に関する内挿関数マトリ

クス 

さらに， 

Nε Bu   

ここで，B ：節点変位からひずみを求めるマトリクス 

また構成式は， 

 
 

:

:

r

N
r





  



σ D ε

D Bu

  

 　=
････････････････････････････････････････････････････ (11) 

となる．さらに，ガラーキン法を適用すると， 

,N N    u N u ε B u    ･･････････････････････････････････････････････ (12) 

である．よって，式(52)は， 
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 T T T T T T
rS V V

dS dV dV


      u N t u B σ u B     ････････････････････････ (13) 

さらに，両辺から T
u  を除すると， 

 T T T
rS V V

dS dV dV


   N t B σ B   ･･･････････････････････････････････ (14) 

ここで， 

T

S
dS



 N t F ，
T

V
dV  B DB K  

とすると， 

 N T
rV

dV  F Ku B   ･･････････････････････････････････････････････ (15) 

ここで， t t から t t t   の間で，時間離散化を行う． 

N
N

t





u

u 　，
t




F

F 　， r t
 



σ

 より， 

 N
rT

V
dV

t t t

 
 

  UU

σF u
K B　 ･････････････････････････････････････ (16) 

よって， 

 N T
rV

dV    K u F B σ　 ･････････････････････････････････････････ (17) 

ここで，    r D    σ ･･････････････････････････････････････････ (18) 

以上，有限要素法を用いて空間・時間離散化を行った．式(59)を解くことで，未知数であ

る Nu の解を得る． 
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解析のアルゴリズム 

 

 

D マトリックス作成 

 iii  ,*DD   

コンプライアンス・ポアソン比の増分を計算、更新 
 11

*** ,  iiii dd σ 、  iii ddd *   

初期条件入力 
（材料定数、境界条件等） 

K マトリックス作成 

 V

T dVDBBK  

応力増分・ひずみ増分を計算 

 
V

dVuDBσ 、  
V

dVuBε  

コンプライアンス・ポアソン比を計算 

1
*

1
**

  iii d 、 11   iii d  

応力・ひずみを更新 
σσσ  1ii 、 εεε  1ii  

緩和応力ベクトル作成 

 
V r

T dVσBR  

変位増分の作成 
uKRF   

ΔD マトリックス作成 

 11
*

11
* ,,,  iiii dd DD  

緩和応力の計算 

1 ir εDσ  

コンプライアンス・ポアソン比を計算 

1
*

1
**

  iii d 、 11   iii d  
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③開発した解析コードの検証 

(a)一軸圧縮試験の解析 

コンプライアンス可変型構成方程式を導入した DACSAR の検証を行うため，一軸圧縮試

験の解析を行った（組み込んだモデルのチェックのみである）．解析に用いたパラメータを

表-2 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)解析結果 

 図-1 に一軸圧縮試験の応力－ひずみの結果を示す．通常の一軸圧縮試験と同様にピー

ク強度（正規化応力－正規化ひずみ）を示し，その後軟化傾向を示した．その結果，コン

プライアンス可変型を組み込んだプログラムが正しく計算されていることを確認した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 材料パラメータ 

 
飽和密度 ρ（Mg/m3）

一軸圧縮強度 qu（MPa）

弾性係数 E（MPa）

ポアソン比 ν

引張強度 σt（MPa）

n0

m

初期応力 σ（MPa）

2.67

115

37000

0.25

8.0

30

20

26.7

正
規
化
応
力

σ

ひずみ ε 
0 1 2

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

 

図-1 一軸圧縮試験結果 
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4．来年度の研究計画 

 次年度からは，ベントナイトに関する各種（膨潤量，膨潤圧，温度変化による一軸強度）

データを取得する．さらに，解析シミュレータの開発と高度化を図り，要素解析を実施す

る． 

（1）圧密試験機，一軸試験機を用いた室内実験の実施 

改良した試験機を用いて，吸水過程でのベントナイト膨潤量，膨潤圧の計測および，温

度変化によるベントナイトの一軸強度を計測する． 

（2）解析シミュレータの開発・高度化 

溶存溶解モデル（ヘンリーの法則を考慮した液相・気相の連続条件式）を解析コードに

組み込み，ベントナイト緩衝材内部の封入空気に与える影響を検討する． 

（3）実験データの再現解析 

実験結果との整合性を確認するため，ベントナイト緩衝材の室内試験（膨潤圧試験・圧密

試験等）の再現解析を行ない，用いるパラメータの妥当性を検討する． 

（4）地層処分施設の長期挙動の解析条件の整備 

瑞浪超深地層科学研究所で研究されてきた深地層の地盤状態（深度ごとの応力状態や水理

状態など）を地層処分施設の長期挙動解析に用いる初期条件・境界条件・解析ケースとし

て整理する． 

 

 

【参考文献】 

1) 大久保誠介, 何昌栄, 西松裕一: 一軸圧縮応力下における時間依存性挙動, 日本鉱業会誌, 

103, pp.177-181, 1987. 

2) 宮野前俊一, 野本康介, 森田篤, 松井幹雄, 梨本裕, 大久保誠介: 岩盤の時間依存性と施

工過程を考慮した掘削解析手法の提案, 土木学会論文集 No.791, Ⅳ-67, pp.97-109, 2005. 
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1. 背景と目的 

1.1 はじめに 

 放射性廃棄物の中で主に再処理工場や MOX 燃料加工工場から発生する長半減期低発熱

放射性廃棄物（TRU 廃棄物）は、ハル・エンドピースや濃縮廃液固化体、焼却灰、不燃物

セメント固化体などその性状が多岐にわたるとともに含まれる放射性物質の核種や濃度も

様々である。第 2 次 TRU レポートでは、これら廃棄物について、放射性物質濃度に応じた

適切な処分方法を採ることが述べられており、コンクリートピット処分対象となるものが

約 60%、余裕深度処分対象となるものが約 20%、地層処分対象となるものが約 20%程度と

されている[1]。TRU 廃棄物の中でも廃銀吸着剤やハル・エンドピース、濃縮廃液固化体な

どは含まれる放射能濃度が高いことから地層処分対象の廃棄物とされており、高レベル放

射性廃棄物の地層処分と同様、人工バリア・天然バリアからなる多重バリアによる長期的

な安全確保を行うことが求められている。 

 さらに、第 2 次 TRU レポートでは、TRU 廃棄物をその性状に応じて 4 つのグループに分

類している。グループ 1 および 2 は、それぞれ廃銀吸着剤のセメント固化体およびハル・

エンドピースの圧縮収納体であり、I-129 や C-14 など地下水により比較的移行しやすい核種

を含んでいることから止水性能の高い緩衝材をバリアとして設置するとされている。一方、

濃縮廃液固化体などのグループ 3 および焼却灰、不燃物セメント固化体などその他の廃棄

物であるグループ 4 については、緩衝材は設置せず、セメント系材料により埋め戻すこと

が検討されている[1]。グループ 3 に分類される濃縮廃液固化体には再処理工程の過程で用

いられる硝酸塩（主に NaNO3）が多量に含まれており、硝酸塩が廃棄体から溶出すること

により処分施設構成要素の機能や放射性核種の移行挙動に影響を及ぼす可能性が考えられ

る。放射性廃棄物処分の安全評価では、処分環境下における放射性核種の移行挙動を高い

信頼性により把握・予測する必要があり、硝酸塩影響は TRU 廃棄物処分の安全評価におい

て考慮すべき事象の一つである。 

 また、TRU 廃棄物の地層処分に関しては、高レベル放射性廃棄物との併置処分の技術的

成立性の検討が進められており、それぞれの処分施設の存在が他方の施設からの放射性核

種の移行挙動に影響を与える可能性のある因子（相互影響因子）を適切に評価することが

求められている。TRU 廃棄物のグループ 3 に含まれる硝酸塩は、硝酸塩溶液条件を形成す

ることにより核種の溶解度や収着分配挙動に影響を及ぼす可能性があり、評価すべき相互

影響因子の一つとされている。 

 

 

1.2 研究の背景 

 放射性核種の移行挙動に影響を及ぼす可能性がある硝酸塩影響として、第 2 次 TRU レポ

ートでは、硝酸イオンの化学的変遷および核種移行パラメータに対する硝酸塩の影響につ

いて検討が行われている[1]。また、平成 19～24 年度に行われた日本原子力研究開発機構に



研究報告 4 - 2 
 

よる「硝酸塩処理・処分技術高度化開発」[2]では、硝酸塩影響の評価システムの構築と硝

酸塩除去技術の開発が行われており、硝酸塩影響評価システム構築の中では、評価モデル

に基づいた解析ケースが示されている。 

 

 グループ 3 の廃棄物に含まれる硝酸塩から発生する硝酸イオン（NO3
－）は、処分施設内

に存在する還元性物質（金属及び有機物）により亜硝酸イオン（NO2
－）やアンモニアイオ

ン（NH4
+）に還元される可能性がある。これまでの報告では、金属（Fe）腐食に伴う NO3

－の化学的変遷の他、脱窒菌による NO3
－の還元作用も組み込んだ NO3

－の化学的変遷の評価

モデルの構築が進められており[1,2]、日本原子力研究開発機構により示された解析ケースで

は、硝酸塩濃度は処分開始時点において最大濃度となった後、時間とともに減少し、およ

そ 40000 年後には消失するような結果が示されている（図 1）。同報告による評価モデルで

は、NO3
－は主に微生物や黄鉄鉱（FeS）により還元されるため、併置処分への影響評価にお

いて現行の評価パラメータを用いた場合、高濃度の硝酸塩環境はグループ 3 の廃棄体周辺

数百 m 以内に限定され、高レベル放射性廃棄物処分施設付近では、NO3
－はほとんど NH4

+

に還元されると考えられている[2]。しかし、上述のように初期におけるグループ 3 の廃棄

体近傍では飽和濃度付近の NaNO3 溶液条件が形成されることが示唆されており、特にグル

ープ 3 に含まれる核種については、高濃度の NaNO3溶液条件下での溶解度や収着分配挙動

などを評価する必要があると考えられる。 

 

 

 

 

図 1 解析体系 X 軸上の硝酸イオン濃度分布[2]  
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図 2 はグループ 3 に含まれる主要な核種の放射能量の時間変化を表したものであり[3]、処

分後は Pu-241、Am-241、Pu-240、Pu-239、Np-237 などのアクチノイドが順次放射能量を支

配するとされている。廃棄体の位置関係や処分後の経過時間によって硝酸塩濃度は変化す

るため、硝酸塩影響の定量的な評価を行うためには、希薄濃度から高濃度まで NaNO3 溶液

条件下でのアクチノイドの移行挙動を予測可能な包括的な熱力学モデルの構築が不可欠と

考えられる。 

 

 

 
図 2 グループ 3 に含まれる主要な核種の放射能量の時間変化[3] 

 

 

 第 2 次 TRU レポートでは、核種移行パラメータに影響を及ぼし得る具体的な硝酸塩影響

として、酸化還元条件、錯体形成による影響および可溶性元素に対する影響などが想定さ

れている[1]。酸化還元条件は、処分場内部および近傍で高濃度の NO3
－が存在することによ

り雰囲気が酸化性条件になることを考慮したものであり、酸化還元に鋭敏な核種の酸化状

態が変化することにより核種の移行挙動が大きく影響を受ける可能性が指摘されている。

錯生成による影響は、NO3
－や還元生成物である NH4

+が核種と安定な錯体を形成することに

より、従来の核種の溶解度や収着分配挙動が変化するものである。第 2 次 TRU レポートで

は、4 価、5 価アクチノイドと NO3
－の錯体形成について検討が行われている。一方、NH4

+

はニッケル、パラジウム、ニオブ、鉛等と錯生成する可能性があり、これら核種のアンモ

ニア錯体形成についても影響評価が進められている。また、グループ 3 の廃棄体施設を中

心として、希薄濃度から高濃度までの NaNO3 溶液条件が形成されるため、イオン強度に応
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じて溶存化学種の活量が変化する。アクチノイドは地下水中で加水分解反応や地下水由来

の無機、有機配位子との錯生成反応を起こすが、これら関連する反応の平衡定数は活量変

化の影響を受ける。既往研究の多くは希薄溶液から中程度のイオン強度下で行われており、

活量変化の影響が顕著に表れる高イオン強度下については、これまで十分な実測データの

取得やその影響評価がなされているとは言い難いのが現状である。最後に、可溶性元素に

対する影響では、炭素や塩素、セシウムなど可溶性元素のセメントペースト硬化体や凝灰

岩に対する収着分配係数に対する硝酸濃度の影響が評価されている。 

 

以下では、特に、グループ 3 に含まれるアクチノイドに関わる硝酸塩影響として、酸化

還元、錯生成およびイオン強度影響に着目し、それぞれの知見について簡単に整理する。 

 

 

 

図 3 高濃度 NaNO3溶液下でのアクチノイドの溶液化学反応 

 

 

 

○酸化性条件 

 TRU 廃棄物のグループ 3 の処分施設内部および近傍では、高濃度の NaNO3溶液条件が形

成される。日本原子力研究開発機構では、ネプツニウム、ウラン、テクネチウムおよびセ
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レンを対象とし、各元素の還元性固相に種々の濃度の硝酸塩水溶液を添加することで不飽

和溶解度試験を行い、溶解度に及ぼす硝酸塩の影響が調べられている[2]。ネプツニウム、

ウランおよびセレンについては、NO3
－濃度の変化によって溶解度が大きく変化する様子は

確認されず（図 4）、酸化還元反応に及ぼす NO3
－の影響は限定的であると考えられた。また、

テクネチウムについては、一部の試料は難溶性の 4 価 TcO(OH)2 固相から可溶性の 7 価 TcO4

－へと酸化されたが（図 5）、明確な NO3
－濃度依存性は確認できず、寧ろ、溶液の酸化還元

電位（Eh）に従った酸化挙動であると考えられた[2]。また、NaCl 溶液下の Eh 値と NaNO3

溶液の Eh 値に大きな差異は見られず、NO3
－による酸化性条件を評価するためには、NO3

－

による酸化還元反応のメカニズムを明らかにする必要があると考えられる。 

 

 

 

図 4 白金触媒下における Np 溶解度の硝酸濃度依存性[2] 

 

 



研究報告 4 - 6 
 

 
図 5 NaNO3および NaCl 溶液中における pH-Eh 測定値および Tc 溶解度[2] 

 

 

○錯体形成（硝酸イオン） 

 硝酸塩環境下では、アクチノイドと硝酸イオンが錯体を形成することにより溶解度や収

着分配挙動が影響を受ける可能性がある。しかし、中性からアルカリ性 pH 条件下ではアク

チノイドの加水分解反応が優勢となり、第 2 次 TRU レポートでは、グループ 3 の処分施設

内外において、3 価および 4 価アクチノイドの硝酸錯体は支配的な化学種とはならないとさ

れている[1]。また、酸化性条件で生成する核種とされる 5 価ネプツニウムについても 10－6 M

から飽和濃度までの硝酸塩濃度範囲において、溶解度に対する有意な硝酸塩影響は報告さ

れていない[1]。一方、最近の研究では、3 価ネオジムおよびキュリウム（M(III)）について、

マグネシウムイオン、硝酸イオンを含む 3 元系において、複合錯体（Mg-M(III)-OH-NO3）

の存在可能性が指摘されている[4]。また、アクチノイドと硝酸イオンの相互作用の正確な

解釈については近年でも議論が行われており、アクチノイドと硝酸イオンの錯生成に基づ

く考え方とアクチノイドイオン（Anm+）は硝酸イオンと錯生成せず、Anm+と NO3
－のイオン

間の相互作用、即ち、活量の補正により両者の相互作用を解釈する考え方が示されている [5 

-7]。地下水条件の pH では、アクチノイドに対する硝酸イオンによる錯生成は、一般に水酸

化物イオンや炭酸イオンと比較すると弱く、アクチノイドの溶解度に顕著な影響を及ぼす

可能性は低い。しかし、アクチノイドと硝酸イオンの相互作用をイオン相互作用、即ち、

活量補正として解釈した場合は、中性からアルカリ性 pH 条件下においても“イオン強度影

響”として硝酸塩影響が表れる可能性がある。アクチノイドと硝酸イオンの相互作用（2 元
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系だけでなく、3 元系を含む）に関する正確な評価を行うためには、溶存化学種の化学量論

の決定や構造解析、活量補正など包括的な検討、考察が必要と考えられる。 

 

 

○イオン強度影響（錯生成／コロイド生成） 

 多価金属元素であるアクチノイドは、地下水中では強い加水分解反応により水酸化物錯

体や水酸化物沈殿を形成する。また、地下水中に存在する無機、有機配位子ともその種類

や濃度に応じて錯体を形成すると考えられ、地下水条件下でのアクチノイドの溶解度は、

加水分解種や無機、有機錯体によって支配される。特に、リファレンス地下水（全炭酸濃

度 10‐3 mol/dm3 程度）では、4 価アクチノイドの加水分解種や炭酸錯体、ヒドロキソ炭酸錯

体などが支配的な溶存種として設定されている（表 1）[1,2]。 

 

 

表 1 リファレンスケースにおけるアクチノイドの支配的溶存化学種 

核種 支配的な化学種 

Th Th(OH)4(aq), ThOH(CO3)4
5−, Th(OH)2(CO3)2

2− 

U UO2(CO3)3
4−, U(OH)4(aq), U(OH)2(CO3)2

2− 

Np Np(OH)4(aq), Np(OH)2(CO3)2
2− 

Pu Pu(OH)4(aq), Pu(OH)2(CO3)2
2−, PuIII(CO3)n

3−2n 

 

 

 これら加水分解種や錯体の存在量は、各化学種の生成反応における平衡定数（加水分解

定数、錯生成定数と呼ばれる）を用いて表すことが可能である。これら関連する錯体の平

衡定数は、熱力学データベースとして、現在、国内外でその整備が進められ、標準状態（25℃、

I（イオン強度） = 0）における推奨値の選定が行われている [7-9]。 

 

グループ 3 の廃棄体処分施設近傍で表れる高濃度 NaNO3溶液条件は、経過時間や施設か

らの距離により、飽和濃度から希薄濃度まで変化すると考えられることから、関連するア

クチノイドの加水分解定数や錯生成定数の値も NaNO3 濃度に起因するイオン強度に応じて

変化する。これは、溶液のイオン強度によりイオンや錯体種の活量が変化するためであり、

低濃度から高濃度までの NaNO3 溶液条件下でのアクチノイドの加水分解種や錯体の存在量

を把握するためには、反応の平衡定数だけでなく、活量補正に関わるパラメータを整備す

る必要がある。グループ 3 に含まれるプルトニウムやネプツニウムなどの 4 価アクチノイ

ドは加水分解反応が非常に複雑であるため、加水分解定数や炭酸錯体の錯生成定数につい

て、信頼性の高い値が十分得られていないのみならず、イオン強度補正法である SIT [7,8]

や Pitzer 法[10]を適用する際のイオン相互作用係数など強度補正に必要なパラメータ値も不
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足している。 

 

 さらに、4 価アクチノイドは加水分解反応により nm サイズの微小なコロイド種を形成す

ることが報告されている[11-14]。生成したコロイド種は、酸性から中性 pH において比較的

安定に水溶液中に存在し、4 価アクチノイドの見かけの溶解度を増加させる。一般に、コロ

イド種は、高塩濃度の溶液中では凝集、成長が進行すると考えられるが、既報では 4 価ト

リウムの水酸化物コロイドが高濃度の NaCl、MgCl2 溶液中においても安定に存在すること

が示されている[14]。nm サイズの微小なコロイド種の存在は、アクチノイドの見かけの溶

解度に大きく影響するため、その生成メカニズムや安定性について明らかにする必要があ

る。 

 

  

1.3 研究の目的および概要 

 第 2 次 TRU レポートおよび日本原子力研究開発機構による硝酸塩影響評価では、核種溶

解度や収着分配係数、実行拡散係数などが核種移行パラメータとして設定され、設定値に

基づいた評価が行われている[1,2]。報告書で述べられている硝酸塩影響下にある緩衝材間隙

水中におけるアクチノイドの溶解度は、6.0 mol/kg の NaNO3 濃度のみ増加し、1.0 mol/kg 以

下の NaNO3濃度では変化がなかった。そこで、1.0 mol/kg 以下の NaNO3 濃度条件下でのア

クチノイドの溶解度設定値は、NaNO3 濃度を 0 mol/kg または 1.0 mol/kg とした計算を行い、

保守的な値が得られる方が.採用されている。このような核種移行パラメータ設定の妥当性

を確保するためには、これまで述べてきたように、アクチノイドの溶解度を決定する酸化

還元反応、錯生成（硝酸／その他配位子）、コロイド生成挙動などについて、高濃度までの

幅広い濃度範囲の NaNO3 溶液に対して適用可能な熱力学モデルを構築する必要がある。本

研究では、TRU 廃棄物、特にグループ 3 に含まれるアクチノイドであるプルトニウムの

NaNO3 溶液下での溶解度に着目し、プルトニウムを用いた実験を実施するとともに、プル

トニウムのアナログ元素であるジルコニウムおよび 4 価アクチノイドとして安定なトリウ

ムを用いた実験を行う。 

  

 錯生成反応への硝酸影響の評価では、4 価ジルコニウムおよびトリウムの幅広い濃度範囲

の NaNO3 溶液下での溶解度試験を処分環境である中性からアルカリ性 pH 条件において行

う。さらに、炭酸イオンを共存させた Zr/Th-OH-NO3-CO3 系における溶解度を幅広い NaNO3

濃度条件下で測定する。炭酸イオン共存下での溶解度については、Altmaier らが 0.5 M NaCl

溶液における Th の溶解度を測定しており、Th(OH)(CO3)4
5－、Th(OH)2(CO3)2

2－などが支配的

な溶存種として提案されている[15]。 

 

 4 2 5
3 3 4Th OH 4CO Th(OH)(CO )          (1.1) 
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  4 2 5
3 3 4

4
114 114 Th OH CO Th(OH)(CO )

( )( )( ) /            

 (1.2) 

 4 2 2
3 2 3 2Th 2OH 2CO Th(OH) (CO )         (1.3) 

  4 2 2
3 2 3 2

2 2
122 122 Th OH CO Th(OH) (CO )

( )( ) ( ) /            (1.4) 

 

ここで、114および122は I = 0.5 における値、º114およびº122は I = 0 における値を示す。

イオン強度補正法として、SIT を用いた場合、それぞれの溶存種の活量γは 

 

 2
i i ij jlog z m    D       (1.5) 

 

と表される。ここで、zi はイオン i の電荷、D はデバイヒュッケル項、ij はイオン相互作用

係数、mj はイオン j のモル濃度を表す。式(1.5)に示されるように、生成する錯体の電荷の

絶対値が大きければ、イオン強度の増加に伴って活量も大きく変化する。既報では、Th 溶

解度の pH 依存性および CO3
2－濃度から錯体種の化学量論が求められているが、3 元系以上

の複雑な系ではイオン強度依存性も錯体種を決定する際の情報になりえると考えられる。 

実験では、飽和濃度までの NaNO3溶液中でのジルコニウムおよびトリウム溶解度を測定し、

関連する熱力学データおよびイオン強度補正パラメータを求めるとともに、4 価アクチノイ

ドの既報値との比較、検討を行う。特に、飽和濃度に近い高イオン強度は、SIT の適用範囲

外であり、高イオン強度まで適用が可能な Pitzer 法についても検討する。 

 

 コロイド種生成反応における硝酸塩影響の評価では、弱酸性から中性、アルカリ性 pH 条

件下で生成する 4 価アクチノイドの加水分解によるコロイド種の異なる硝酸塩濃度溶液中

での安定性に着目する。4 価アクチノイドの水酸化物コロイド種については、これまで 0.1 

~ 1.0 M NaClO4 溶液中における見かけの溶解度を異なる孔径のフィルターを用いてろ過す

ることにより粒径分布を求め、nm サイズの化学種が数カ月に及ぶ実験期間を通して溶液中

に安定に存在していることを示した[12,13]。また、4 価トリウムの水酸化物コロイドに関し

ては、限外ろ過および遠心沈降法による見かけの溶解度の違いから検討が行われており、

0.5 ~ 5 M NaCl 溶液中においてコロイド種が長期にわたって溶液中に存在することを示唆さ

れている[14]。このようなコロイド種の存在は、見かけの溶解度を増加させ、核種移行パラ

メータとしての溶解度設定の際に、高い設定値を与える原因となっているが、その安定性

の原因はこれまで明らかにされていない。コロイド種の粒径分布を調べるとともに、コロ

イド種の凝集や成長に関わる表面の状態についても調べる必要があると考えられる。 
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図 6 NaCl および MgCl2溶液中における Th(OH)4(am)溶解度 [14] 

 

 

そこで、本研究では、異なる NaNO3 溶液条件下における 4 価アクチノイド水酸化物のコ

ロイド種のゼータ電位に着目する。ゼータ電位はコロイド粒子が液体中を移動する際の滑

り面の電位であり、コロイド粒子が凝集する際の指標となる値である。 

 

 コロイド粒子（半径 a）がその電気二重層の厚さ（1/κ）に比べて十分に大きい場合（a>>1/κ）、

電気泳動移動度とゼータ電位の関係を Smoluchowski の近似式で表すことができる。粒子を

大きな平板とみなし、粒子に加えられる力を考えると、液体からの粘性力と電場からの力

が挙げられる。他に粒子の運動により引きつられて動く、粒子周囲の拡散電気二重層に働

く力-対イオンが多いため粒子の運動を妨げる向きに働く力や、拡散電気二重層が粒子に完

全に追随できず、旧対象からずれてしまうために生じる力（緩和効果）が考えられるが、

電気二重層の厚さ（1/κ）が粒子半径 a に比べて十分に小さく、また測定する系でのゼータ

電位が 60mV 以下で緩和効果を無視できるため、これらを無視し、粘性力と電場からの力

とのつり合いのみを考える。電気泳動する粒子の周りの液体の速度 v について、以下の 1

次元 Navie-Stokes の式を導くことができる。 
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2

2

d v
η ρ(x)E 0

dx
        (1.6) 

 

粒子表面であるすべり面での液体の速さは 0（v(0)=0）、粒子から無限に離れたところでの速

度は-V（x→∞で v(x)→-V）、さらに粒子から無限に離れたところでの速度勾配は 0 である。

平板の表面電位は φ0とし、粒子表面から十分に離れた場所での電位は 0 に近づく。これら

の境界条件のもとで式(1.6)を積分すると以下のようになる。 

 

 0 rη[ v(x) V] ε ε (x)E 0         (1.7) 

 

式(1.7)で x=0 とおき、すべり面での電気泳動移動度 u=V/E と電位との関係を求めると、以

下のようになる。 

 

 r 0
0

ε ε
u

η
         (1.8) 

 

多くの場合、表面電位 φ0をゼータ電位 ζ で置き換えることにより Smoluchiwski の近似式が

得られ、最も広く用いられている電気泳動の式である。25℃の水中では εr  = 78.5、η = 0.89 

mPa となる。 

 本研究では、NaNO3溶液における 4 価水酸化物コロイドのゼータ電位 ζを測定するとと

もに、ゼータ電位 ζの熱力学的な解釈を試みる。これまでの研究では、単核の加水分解種を

ユニットとするポリマーモデルによりコロイド種の粒径分布が説明できることを示してき

た[12,13]。単核の加水分解種は、溶解度積や加水分解定数などの熱力学データを用いて表す

ことができ、本研究では、その集合体であるコロイド種のゼータ電位の熱力学的な解釈の

可能性について検討する。溶液中でのコロイド種の挙動を表す指標となるゼータ電位 ζにつ

いて、熱力学的な解釈が可能であれば、コロイド種の生成や挙動予測に向けた重要な知見

になると考えられる。 

 

 酸化還元反応における硝酸塩影響の評価では、プルトニウムを対象とし、高濃度までの

硝酸塩溶液下での酸化還元挙動について、電位-pH 図に基づいた熱力学的な考察を進める。 
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2. 平成 26 年度実施内容 

 本年度は、次年度において計画している高イオン強度下での 4 価アクチノイドの錯生成

反応に関連する文献の調査を行い、これまでの知見を整理した。また、高イオン強度下で

の実験に先立ち、幅広いイオン強度下での既知試料の pH および Eh を測定し、それぞれの

測定値のイオン強度補正について検討した。 

 

 

2.1 既往研究の文献調査 

 本研究で対象とする 4 価ジルコニウム、トリウムおよびプルトニウムについて、硝酸錯

体および炭酸錯体の熱力学データに関する調査を行った。 

 

2.1.1 ジルコニウム 

 ジルコニウム硝酸錯体については、これまでの文献でいくつか報告値があり、NEA-TDB

では、既往データの再解析により推奨値を求めている[15]。ただし、既往データにおけるイ

オン強度は2または4 Mであり、I = 0における推奨値は既報値からの外挿値となっている。

このとき、イオン強度はSITにより補正されており、ε(Zr4＋, ClO4
− ) = 0.89± 0.10およびε(H＋, 

NO3
− ) = 0.07± 0.01からε(ZrNO3

＋, ClO4
− ) = (0.88 ± 0.11) kg·mol–1と求められている。 

 

 4 3
3 3Zr NO ZrNO      log º = 1.59±0.08   (2.1) 

 

同様に既往データを再解析することにより1:2錯体であるZr(NO3)2
2+の錯生成定数の値も求

められている[15]。再解析の中で存在の確定に至らなかった1:3錯体および1:4錯体について

は、推奨値を求めていない。なお、Zr(NO3)2
2+のイオン相互作用係数は、ZrCl2

2+のイオン相

互作用係数と同じ値（(0.84 ± 0.10) kg·mol–1）と仮定されている。Zrと硝酸イオンの1:1錯体

とZrと塩化物イオンの1:1錯体では、それぞれのイオン相互作用係数が類似した値であるこ

とから、Zrと硝酸イオンの1:2錯体においてZrCl2
2+のイオン相互作用係数を用いて構わない

とされている。 

 

 4 2
3 3 2Zr 2NO Zr(NO )     log º = 2.64±0.17   (2.2) 

 

 

 一方、Zrの炭酸錯体に関する文献は多くなく、特に定量的な解析が行われているものは少

ない。また、このうちの多くはK2CO3/KHCO3又はKOH/K2CO3系で行われた実験である。

NEA-TDBでは、Zrの加水分解が非常に強いことからZr-OH-CO3の3元錯体生成の可能性を指
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摘しているが、CO3
2-がZrに対して過剰に存在している条件では、Zr(CO3)4

 4-が支配的な溶存

種とし、既報値の再解析から錯生成定数を求めている[15]。 

 

 4 2 4
3 3 4Zr 4CO Zr(CO )      log º =42.9±1.0   (2.3) 

 

このときのイオン強度依存性については、既報値では1種類のイオン強度（I = 1）しかなく、

イオン相互作用係数ε(NH4
+, Zr(CO3)4

 4- )の値は、ε(Na+, U(CO3)4
 4- ) = －0.09± 0.20の値を用い

ている。Zr(CO3)4
4-の濃度は炭酸イオン濃度に対する傾きが4であり、CO3

2-濃度の低下とと

もにその寄与は急激に減少する。Zr(CO3)4
 4-の錯生成定数は、CO3

2-が過剰に存在する実験条

件下で設定されているため、比較的低濃度のCO3
2-濃度下でZr溶解度の熱力学計算を行うと、

Zrの炭酸影響は表れない評価となる。一方、4価アクチノイド(An(IV))では、An(IV)-OH-CO3

の3元錯体（An(IV)(OH)2(CO3)2
2-など）が支配的な炭酸錯体として考えられており、この場

合、炭酸錯体濃度のCO3
2-濃度に対する傾きが緩やかであるため、比較的低いCO3

2-濃度下で

も炭酸錯体が存在することになる。第2次TRUレポートにおける溶解度評価の設定の中で、

4価アクチノイドでは炭酸錯体が支配的な溶存化学種と設定されているのに対して、ジルコ

ニウムでは炭酸錯体が表れず加水分解種のみとなっているのは、このような炭酸錯体の設

定の仕方に違いがあるためであると考えられる。 

 

  Zr(CO3)4
 4-の生成反応を下式のようなZr(OH)4(am)からの溶解反応として考えた場合、 

 

 2 4
4 3 3 4Zr(OH) (am) 4CO Zr(CO ) 4OH        (2.4) 

 

SITを用いれば、イオン強度Imにおける平衡定数（K1,0,4）は、I = 0における値（K º1,0,4）を用

いて下式で表される。 

 

 
      

1,0,4 1,0,4

4 2
m 3 4 3

log log 4

Zr(CO ) , Na 4 OH , Na 4 CO , Na     

 

     

  D

I
 

         (2.5) 

 

一方、4価アクチノイドで設定されているような1:2:2の3元錯体の生成を仮定した場合、イ

オン強度Imにおける平衡定数（K1,2,2）は下式で表され、両者のイオン強度依存性は大きく異

なる。 

 



研究報告 4 - 14 
 

 2 2
4 3 2 3 2Zr(OH) (am) 2CO Zr(OH) (CO ) 2OH        (2.6) 

 
      

1,2,2 1,2,2

2 2
m 2 3 2 3

log log 2

Zr(OH) (CO ) , Na 2 OH , Na 2 CO , Na     

 

     

  D

I
 

         (2.7) 

 

Zrの炭酸錯体のような複雑な溶存化学種が想定されるような系では、従来のpH依存性や

CO3
2-濃度依存性だけでなく、イオン強度依存性も溶存化学種を推定する際の重要な知見に

なると考えられる。 

 

 

2.1.2 トリウム 

  Thの硝酸系については、いくつか報告がなされているが、NO3
−はThにとって弱い配位子

であり、Th-NO3系のデータを硝酸錯体の形成を仮定して扱うべきか、硝酸錯体の形成を仮

定せず、Th4+とNO3
−のイオン相互作用として扱うべきかを判断するのは難しい[7]。Th硝酸

錯体の錯生成定数を扱った既報データの中でNEAはNeck et al. 2006の溶媒抽出法による硝

酸錯体の錯生成定数測定のデータ[5]を採用しており、その結果に基づき、1:1および1:2硝酸

錯体の錯生成定数の値が選定されている。同文献では3 Mまでの異なるNaNO3濃度範囲にお

いて実験が行われており、錯生成定数とともにイオン強度依存性の解析からSITにおけるイ

オン相互作用係数の値も求められている。 

 

 4 3
3 3Th NO ThNO      log º = 1.3±0.2   (2.8) 

 4 2
3 3 2Th 2NO Th(NO )     log º = 2.3±0.4   (2.9) 

 

 ε(Th4+, NO3
− ) = ε(Th4+, ClO4

− ) = (0.70 ± 0.10) kg·mol–1,   (2.10) 

 ε(Th(NO3)3+, NO3
− ) = ε(Th(NO3)3+, ClO4

− )= (0.56 ± 0.14) kg·mol–1,  (2.11) 

 ε(Th(NO3)2
2+, NO3

− ) = ε(Th(NO3)2
2+, ClO4

− ) = (0.43 ± 0.18) kg·mol–1 (2.12) 

 

NEA-TDBでは、このときのイオン相互作用係数の値はTh4+とNO3
−の錯生成を仮定した中で

求められた値であり、OH−やCl−との硝酸溶液中での錯生成定数を決定する際に用いられる

ε(Th4+, NO3
− ) = (0.31 ± 0.12) kg·mol–1とは区別して用いられるべきであると述べられている

[7]。 
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  関連するThとNO3
−の相互作用に関する既報文献としてBernardo et al., 2011[6]およびNeck 

et al. 2006[5]の詳細を以下で紹介する。 

 

  Bernardo らは、マイクロカロリメトリーを用いて 4 価トリウム硝酸錯体の錯生成定数

（25℃、I＝1.0）を求めた[6]。このとき、1：1 トリウム硝酸錯体（Th(NO3)3+）の錯生成反

応は吸熱反応であり、エントロピーが大きく寄与していることが示されるとともに、他の 4

価アクチノイドとの比較から Th(NO3)3+は内圏型の錯体であることを示唆している。実験で

は、4 価トリウムの過塩素酸塩の母溶液は硝酸トリウムから調製されている。まず、硝酸ト

リウム（Th(NO3)4･xH2O）を純水に溶解した後、水酸化ナトリウムを加えることによりトリ

ウム水酸化物（Th(OH)4(s)）を沈殿させた。純水で数回沈殿を洗浄した後、過塩素酸に溶解

し、さらに過塩素酸ナトリウムによりイオン強度（I）を I = 1.0 に調整している。このとき、

トリウム濃度は EDTA 滴定により求めている。マイクロカロリメトリーは 25℃において恒

温マイクロカロリメータ（Thermometric 2277 Thermal Activity Monitor, nanoWater model）に

より毎秒 1μl の速度で行われている。滴定回数を 25 回とし、滴定ごとに反応セル内で発生

する熱量（Qexp）を測定した。滴定の際の混合熱（Qmix）を予め実験により求めておくこ

とで、トリウムと硝酸イオンの錯生成による熱量（Qcomplex）を求めている。異なる硝酸

イオン濃度の溶液（[NO3
－] = 375 – 900 mM）に対して、[Th4+] = 50 mM, [H+] = 100 mM およ

び[ClO4
－] = 1000 mM の混合溶液を滴定し、滴定ごとの熱量を測定した結果が示されている。

硝酸イオン濃度が増加するとともに熱量は負の方向に大きくなり、反応が吸熱であること

が指摘されている。このときの熱量変化から 1：1 トリウム硝酸錯体の生成を以下のように

仮定し、その錯生成定数および反応エンタルピーの値を決定している。 

 

 4 3
3 3Th NO Th(NO )         (2.13) 

  1 0.22 0.11         (2.14) 

  1 5.2 2.7 kJ/molH       (2.15) 

 

また、熱量滴定におけるパラメータである Nbar（Th(IV)に配位している硝酸イオンの平均個

数）を求め、同実験（[NO3
－] < 1 M）では、Nbarの値が 0.2 以下と小さく、トリウムと硝酸

イオンの錯生成が非常に弱いものであることを述べている。 

次に、イオン強度 1.0 で求めた錯生成定数の値を SIT により無限希釈溶液での値（I = 0）

に補正している。このとき、イオン強度補正係数εは、NEA-TDB Vol. 11 の値を用いている。

I = 0 での値は、 1log 0.86 0.30   となり、この値は NEA-TDB Vol. 11 での報告値

（ 1log 1.3 0.2   ）と比較するとかなり小さい値である。著者らはこの原因として、同実

験での溶液は 0.375 M NaNO3 / 0.625 M NaClO4の混合溶液であることを述べ、NaNO3のみや
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NaClO4 のみの場合とイオン強度補正係数が異なるためと考えている。さらに、反応エンタ

ルピー（
1 5.2kJ/molH  ）が正の値であることおよびエントロピー（

1S 5 3J /K mol   　 ）

の値が小さいことから Th(NO3)3+は内圏型の錯体であると述べている。ウランやネプツニウ

ム、プルトニウム等の 4 価アクチノイドに関しては、硝酸錯体の錯生成反応のエンタルピ

ーやエントロピーは報告されていないが、錯生成定数の報告値の間には、一致した傾向が

表れており、著者らはトリウムと同様、他のアクチノイドも内圏型の硝酸錯体を形成して

いる可能性を指摘している。また、硝酸イオンの配位の仕方については、3 価ランタニドや

4 価プルトニウムで硝酸イオンは 2 座配位しているとの報告があることから、4 価トリウム

についても硝酸イオンは 2 座配位しているのではないかと考えられている。 

 

 一方、Neck らは 10-50% TBP-n-ドデカン溶媒抽出法から NaClO4、NaNO3、NaCl 溶液中に

おける Th4+の活量を測定し、SIT におけるパラメータであるイオン相互作用係数について詳

細な検討を行っている[5]。中程度のイオン強度までに範囲において、イオン相互作用係数

を (Th4+, ClO4-) = 0.70±0.06 kg/mol、 (Th4+, NO3
-) = 0.31±0.12 kg/mol と求めている。得ら

れた (Th4+, NO3
-)の値は NEA-TDB で選定されている値（0.11±0.02 kg/mol）とはかなり異

なっている。一方、NaCl 溶液では 3 M NaCl 以下の条件では分配係数が小さく、SIT による

補正を行うことができなかったが、2.5~5.0 M NaCl での平衡定数は、NEA-TDB によるイオ

ン相互作用係数 (Th4+, Cl-) = 0.25±0.03 kg/mol により良く再現することができている。錯生

成していないMZ+イオンの各溶液中でのイオン相互作用係数 e (MZ+, NO3
-)、e (MZ+, Cl-)、(MZ+, 

ClO4
-)の間には線形関係が成り立っており、また、4 価アクチニドのイオン相互作用係数の

値はそれぞれのイオン半径に依存することが示されている。 

 彼らの実験では、溶媒抽出実験における水相は、0.05~3.0 M NaNO3、0.05~3.0 M NaClO4

および1.0~5.0 M NaCl溶液とし、それぞれ0.01または0.02 MのHClO4、HNO3、HClの酸濃度

とした。また、初期トリウム濃度は0.001~0.002 M (NaNO3およびNaClO4溶液)、または0.008 M

（NaCl溶液）とした。有機相は10-50%TBPとn-ドデカンを混合し、予め0.1 M NaOHと純水

により洗浄している。溶媒抽出では、水相および有機相2mlずつを接触させ、約20分間振と

うした後、遠心分離により２相を分けている。水相中のトリウム（Th-232）濃度はICP-MS

により定量しており、有機相中のトリウム濃度は逆抽出を行った後、同様にICP-MSによる

濃度測定を行っている。 

 NaClO4、NaNO3およびNaCl溶液中のTh4+のTBPによる抽出反応は以下の式で表される。 

 

 4
4 nTh (aq) 4X (aq) nTBP(org) ThX (TBP) (org)      (2.16) 

ここでX- = ClO4
-, NO3

-, Cl-である。このとき、抽出分配反応の平衡定数K’および*K’は以下

の式で定義される。 
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 4 n
4 4 n

[ThX (TBP) (org)]
K '

[Th (aq)][X (aq)] [TBP(org)]      (2.17) 

 

 n 4 n
4 4

[ThX (TBP) (org)]
*K ' K '[TBP(org)]

[Th (aq)][X (aq)]      (2.18) 

 

 SIT によるイオン強度補正を行う場合、イオン i の活量γi は以下の式で表され、 

 

 2
i i ij jlog z D m           (2.19) 

 

I = 0における平衡定数を*Kºとすると 

 

 4

X Na
log*K log*K ' 20D (Th ,X )m 4 (Na ,X )m 

          (2.20) 

 

と表せる。異なる濃度の NaClO4、NaNO3 および NaCl 溶液中での抽出分配平衡定数*K’を求

めることにより、イオン相互作用係数の値を決定している。 

 

 また、再処理により発生する硝酸塩により、処分場で高濃度の硝酸塩溶液条件（> 1 M）

が形成されることを背景とした 3 価アクチノイド/ランタノイドの溶解度研究も行われてい

る[4]。この研究では、NaCl-NaNO3 系、MgCl2-Mg(NO3)2 系および CaCl2-Ca(CO3)2 系におけ

る Nd(III)および Cm(III)の溶解度および溶存化学種の同定を行っている。Nd(OH)3(am)の溶

解度試験では、0.1～6.02 M の NaCl-NaNO3 溶液、0.25～5.2 M の MgCl2-Mg(NO3)2溶液およ

び 2.91/4.02 M の CaCl2-Ca(CO3)2溶液に、固相として Nd(OH)3(am)を 6-12 mg 程度添加し、

所定の期間後の pH および Nd 濃度を測定している。また、Cm(III)に対しては、～10-7 M の

Cm(III)を含む 5.61/6.02 MのNaCl-NaNO3溶液、0.25/4.1 MのMgCl2-Mg(NO3)2溶液および 4.02 

M の CaCl2-Ca(CO3)2溶液を調製し、Cm(III)の TRLFS 測定を行っている。Nd(OH)3(am)の溶

解度試験では、NaCl-NaNO3 溶液および CaCl2-Ca(CO3)2溶液において有意な硝酸影響は確認

できていない。しかし、MgCl2-Mg(NO3)2 溶液では、pH 8-9 の領域において NO3濃度 > 1.13 

M の条件では、Nd(III)溶解度が上昇しており、Mg-Nd-OH-NO3 の溶存錯体が形成している

と考えられた。Cm(III)の TRLFS 測定および EXAFS 測定の結果から、MgCl2-Mg(NO3)2 系の

み An(III)/Ln(III)-OH-NO3 錯体が形成している可能性が指摘されており、また、溶解度や

EXAFS の配位子間距離などから Mg2+イオンが錯体に関与しているとされている。そこで、

著者らは MgCl2-Mg(NO3)2系における錯生成反応として下記のような反応を考えている。 
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2

3 3

3
3 2

An(III) / Ln(III)(OH) (am) 2H NO Mg

Mg[An(III) / Ln(III)(OH)NO ] 2H O

  



  

 
   (2.21) 

 

 
2

3 3

2
2 3 2

An(III) / Ln(III)(OH) (am) H NO Mg

Mg[An(III) / Ln(III)(OH) NO ] H O

  



  

 
    (2.22) 

 

  Thの炭酸錯体に関する報告はこれまでに幾つかなされており、中でも代表的なものが

Altmaier et al. 2006である[16]。Na2CO3濃度を変えた溶液条件下でのTh溶解度を測定し、

ThOH(CO3)4
5−、Th(OH)2(CO3)2

2−が支配的な溶存種、その他Th(OH)2(CO3)(aq)、Th(OH)3(CO3) −、

Th(OH)4(CO3)2−などが存在すると考えられている。NEA-TDB[7]では同データを採用してお

り、第2次TRUレポートにおいて設定されているThの支配的な溶存種であるThOH(CO3)4
5−お

よびTh(OH)2(CO3)2
2−もこの報告に基づき設定されたものである。さらに、NEA-TDBでは、

それぞれの化学種のSITにおけるイオン相互作用係数の値を報告している。 

 

 ε(ThOH(CO3)4
5−, Na+ ) = (−0.25± 0.20) kg·mol–1,    (2.23) 

 ε(Th(OH)2(CO3)2
2−, Na+ ) = (−0.1± 0.2) kg·mol–1,      (2.24) 

 ε(Th(OH)2(CO3)(aq), Na+ ) = 0 kg·mol–1,       (2.25) 

 ε(Th(OH)3(CO3) −, Na+ ) = (−0.05± 0.20) kg·mol–1,      (2.26) 

 ε(Th(OH)2(CO3)2
2−, Na+) = (−0.1± 0.2) kg·mol–1,     (2.27) 

 ε(Th(CO3)5
6−, Na+ ) = (−0.30± 0.15) kg·mol–1     (2.28) 

 

ただし、これらの値は低イオン強度（I = 0.1 -0.4）におけるデータまたは他の元素の値を引

用したものであり、高イオン強度（高濃度NaNO3）下での適用性について確認する必要があ

る。 

 

 

2.1.3 プルトニウム 

 Pu(IV)の硝酸錯体に関する報告は、再処理等を背景としてこれまで数多く存在している。

NEA-TDBでは文献値のレビューから以下の硝酸錯体の錯生成定数を選定値として推奨して

いる[5]。 

 

 4 3
3 3Pu NO PuNO      log º = 1.95±0.15   (2.29) 

 

 Puの溶液実験およびそのデータの取り扱いについて最も困難かつ重要であるのがPuの酸

化状態の維持である。Puの炭酸系についても同様であり、酸化還元反応を考慮に入れた



研究報告 4 - 19 
 

Pu-OH-CO3系の包括的な熱力学モデルはこれまで構築されていない。NEA-TDBではPu(VI)、

Pu(V)およびPu(IV)それぞれの炭酸錯体の既報データを整理、レビューを行っている[5]。こ

こでは、特にPu(IV)の炭酸錯体について以下に述べる。 

CO3
2−存在下でのPu(IV)の炭酸錯体については、Capdevilaらが分光測定からPu(CO3)4

4−および

Pu(CO3)5
6−の存在を示唆しており[17]、下式で表される逐次錯生成定数の値を求めている。 

 

 4 2 6
3 4 3 3 5Pu(CO ) CO Pu(CO )         (2.30) 

 

NEAでは同データの再解析を行い、逐次錯生成定数の値を求めている。 

 

 log º = −(1.36±0.09)      (2.31) 

 

さらに、Raiらは幅広いpHおよびCO3濃度およびイオン強度下でのPuO2(am)溶解度試験を行

い、Pu炭酸錯体（Pu(CO3)5
6−およびPu(OH)2(CO3)2

2−）の錯生成定数およびイオン強度補正パ

ラメータの値（Pitzerパラメータ）を報告している[18]。 
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2.2 高イオン強度下における pH および Eh 測定 

 前節までで述べたような様々な NaNO3 濃度条件下での溶解度測定および電位-pH 図によ

る考察を行うためには、幅広いイオン強度下で pH および酸化還元電位（Eh）測定を行う必

要がある。 

 図 7 に Ag/AgCl 複合 pH 電極の模式図を示す。電極間の電位として測定される値（U）は、

図に示すように試料溶液とガラス膜間のポテンシャル（U1）、ガラス膜と内部電解液間のポ

テンシャル（U2）、内部電解液と参照電極間のポテンシャル（U3 ）、銀-塩化銀間のポテンシ

ャル（U4）および隔膜のポテンシャル（U5）の和として表される。 

 

 

 

図 7 複合 pH 電極の模式図 

 

 

 

ここで、U2、U3、U4および U5は電解質溶液の濃度が同じときは一定値であり、U は以下

のような式で表される。 

 

 U = U1 + U2 + U3  + U4 + U5  

    = U0 + 2.303 * RT / zF * log (aH+)     (2.32) 

 

ここで、U0は一定値、aH+は水素イオンの活量を表す。水素イオン濃度を xH+とすれば、aH+

は活量係数 γH+を用いて 

 

 aH+ = γH+ xH+       (2.33) 

U

U1
Potential: 
sample-glass 
membrane

U5

Diaphragm 
potential 

3 M KCl

U4

Ag/AgCl electrode;

AgCl + e-Ag +Cl-

aH+

U2

Potential: glass 
membrane-
inner electrolyte

U3

Potential: inner 
electrolyte – ref 
electrode
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となり、試料溶液の pH 測定値 U（V）と水素イオン濃度（pHc）の間には以下の式が成り

立つ。 

 

 U = U0 + 2.303 * RT / zF * log (γH+ xH) 

  = U0 + 2.303 * RT / zF * log (γH+) －pHc 

   = U0 + 0.059 * (log (γH+) －pHc)     (2.34) 

 

電極内部のポテンシャルである U0 と活量係数 γH+に関わる項は、イオン強度一定の下で一

定値とされる。同項の値はイオン強度によって変化するため、高イオン強度下において溶

液の pHc を測定する場合は、予め上記の補正項の値を求める必要がある。 

 一方、図 8 に Ag/AgCl 複合白金 Eh 電極の模式図を示す。Eh 電極の場合、電極間の電位

として測定される値（U）は、試料溶液に含まれる物質 Pt 電極表面における酸化還元電位

（U1）、銀-塩化銀間のポテンシャル（U4）および隔膜のポテンシャル（U5）の和として表

される。 

 

 

 

                         図 8 Eh 電極の模式図 

 

 

 

 pH 電極と同様、U4 および U5 は電解質溶液の濃度が同じときは一定値であり、U は以下

のような式で表される。 

 

U

U1
Pt electrode;

SredSox + ne-

U5

Diaphragm 
potential 

3 M KCl

U4

Ag/AgCl electrode;

AgCl + e-Ag +Cl-

aox

ared
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 U = U1 + U4 + U5  

    = U0 + 2.303 * RT / zF * log (aox / ared)    (2.35) 

 

ここで、U0 は一定値、aox および ared はそれぞれ酸化剤、還元剤となる物質の活量を表す。

式(2.35)に示されるように、高イオン強度下では、系の酸化剤、還元剤となる物質によって

Eh 測定値の補正項は変化する。安定な酸化剤、還元剤の組み合わせである Fe(CN)6
3- / 

Fe(CN)6
4-を例にとり、測定を行った結果を後述する。 

 

 pH 測定実験では、堀場製作所社製の pH メータ D-53 および温度補償型 pH 複合電極

（9615-10D）を用い（図 9）、予め pH 標準液（pH 4 および 7，堀場製作所社製）を用いて

校正した。HNO3 標準液（1.0 M，和光純薬工業）および NaOH 標準液（1.0 M、0.1 M，和光

純薬工業）を用いて、水素イオン濃度（pHc）が pHc = 1, 2, 3, 11, 12 および 13 となる試料溶

液を調製した。このとき、試料溶液のイオン強度を硝酸ナトリウム（99%，和光純薬工業）

により I = 0.1，0.5，2.5 および 5.0 に調整した。また、比較のため、水素イオン濃度（pHc）

を HCl 標準液（1.0 M、0.1 M，和光純薬工業）および NaOH 標準液により、イオン強度を 

 

 

 

 

図 9 高イオン強度下における pH 測定 
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塩化ナトリウム（99%，和光純薬工業）により調製した試料も作成した。NaNO3 溶液および

NaCl 溶液における pH 測定値（mV）と水素イオン濃度（pHc）の関係を図 10 および 11 に

示す。 

 

 
図 10 NaNO3 溶液中の pH 測定値および pHc の関係 

 

 

 

図 11 NaCl 溶液中の pH 測定値および pHc の関係 
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それぞれの溶液において pH 測定値と pHc の間には良い線形関係が見られており、得られた

結果から各イオン強度における pH 測定値から pHc への換算係数を求めた。 

 

 

 Eh 測定実験では、メトローム社製の pH メータ 826 型および複合白金リング電極を用い

た（図 12）。試料溶液はフェロシアン化カリウム（K4[Fe(CN)6]・3H2O，99%，和光純薬工業）

およびフェリシアン化カリウム（K3[Fe(CN)6] ，99%，和光純薬工業）の混合溶液とし、そ

れぞれの濃度を 1 mM および 0.1 mM とした。所定量の HNO3/NaOH を加えることにより pH

を 3 ~ 7 に調整し、NaNO3により試料溶液のイオン強度を 0.1、1.0 および 5.0 とした。また、

比較のため、NaCl 溶液を用いて同様の試料溶液を調製し、Eh 値を測定した。 

 

 

 

 

 
図 12 高イオン強度下における pH 測定 

 

 

 

各イオン強度において測定された結果を図 13 に示す。測定 Eh の値（mV）は下式により pe

値に変換した。 

 

 pe = (Eh + 208) / 1000/ 0.059     (2.36) 
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図 13 高イオン強度下における Fe(CN)6

3- / Fe(CN)6
4-の pe 測定値 

 

 

得られた pe の値は pH に対してはほぼ一定であり、イオン強度の増加とともに大きな値を

示している。また、NaNO3 系と NaCl 系の値は、概ね近い値となった。 

Fe(CN)6
3- および Fe(CN)6

4-の酸化還元反応およびその標準酸化還元電位[19]は下式のよ

うに表される。 

 

E = E° + 0.0592 (log K + log (Fe(CN)6
3-) - log (Fe(CN)6

4- )) (2.37) 

E° = 0.37 V      (2.38) 

 

ここで、本実験では、それぞれイオンの濃度比より、K = [Fe(CN)6
3-]/[ Fe(CN)6

4-] = 0.1 とす

る。Fe(CN)6
3- および Fe(CN)6

4-の活量を SIT により表すと、 

 

log  = -ZM
2 + *Im      (2.39) 

 

Fe(CN)6
3- のイオン相互作用係数を-0.17[5]、 Fe(CN)6

4-のイオン相互作用係数を-0.3 と仮定す
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ると Fe(CN)6
3- / Fe(CN)6

4-の酸化還元電位 E のイオン強度依存性は図 14 のように表される。 

 

 

 

 

図 14 高イオン強度下における Fe(CN)6
3- / Fe(CN)6

4-の pe のイオン強度依存性 

 

 

異なるイオン強度下における Fe(CN)6
3- / Fe(CN)6

4-の酸化還元電位（pe）の実験値は、E°の報

告値[19]を SIT により補正することにより非常に良く再現できることが分かった。Fe(CN)6
3- 

/ Fe(CN)6
4-のような比較的電荷が高いイオン同士の酸化還元反応の場合、Eh 測定値に対する

(2.35)式の右辺第 2 項（活量補正項）の寄与が U0に比して大きかったためである可能性が考

えられる。また、図 13 および 14 に示すように、NaCl 溶液および NaNO3 溶液で Fe(CN)6
3- / 

Fe(CN)6
4-の酸化還元電位の測定値にほとんど違いは見られなかった。 
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2.3 まとめ 

 TRU 廃棄物処分の安全評価における硝酸塩影響評価の信頼性向上に資するため、本研究

では、高イオン強度下でのアクチノイドの溶解度を決定する酸化還元反応、錯生成（硝酸

／その他配位子）およびコロイド生成挙動に着目し、高濃度までの幅広い濃度範囲の NaNO3

溶液に対して適用可能な熱力学モデルの構築を目指す。本年度は、関連する既往知見を整

理するとともに、高イオン強度下での実験・測定に向けた予備実験として、高濃度の NaNO3

および NaCl 溶液下での pH 測定および Eh 測定を行い、pH については実測値から水素イオ

ン濃度（pHc）を決定するための換算係数を各イオン強度において求めた。Eh については、

安定な酸化剤、還元剤の組み合わせである Fe(CN)6
3- / Fe(CN)6

4-の Eh 値を低濃度から高濃度

までの NaNO3 および NaCl 溶液下で測定し、そのイオン強度依存性について考察した。

Fe(CN)6
3- / Fe(CN)6

4-の場合、Eh 値のイオン強度依存性は SIT により良く再現できることが

分かった。一方、NaNO3および NaCl で Eh 測定値に顕著な違いは見られなかった。次年度

は本年度の結果を元に、高イオン強度（NaNO3）下での溶解度実験を開始し、錯生成反応お

よびコロイド生成挙動に及ぼす NaNO3 濃度の影響について検討を進める。 
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1.研究の背景と目的 

 

1.1 はじめに 

 本研究では，地層処分システムの天然バリアに豊富に含有する雲母鉱物について，薄片

状雲母を用いた核種取り込みを実験的手法により調べ，雲母が有する異方性が核種収着挙

動に与える影響について基礎的知見を取得する．さらに，取得データをもとにした拡散・

収着を考慮した二次元数値解析を実施するとともに，雲母薄片への核種収着に重要となる

因子を整理し，核種移行評価への反映手法を提示する． 

 

1.2 本研究の背景 

 高レベル放射性廃棄物の処分方法として，わが国を含め各国では，地下 300 m 以深の深

地層に埋設する地層処分が計画されている．地層処分では，ガラス固化体やオーバーパッ

ク，緩衝材といった人工バリアと，これらが埋設される安定した母岩による天然バリアを

組み合わせた多重バリアシステムを構築することで，放射性核種の閉じ込め性能を担保す

る．天然バリアの働きを期待する母岩としては，わが国では結晶質岩系と堆積岩系が分布

しており，各々について水理特性や核種移行遅延効果といった観点から活発な研究が進め

られている．このうち結晶質岩系については，わが国に広く分布する花崗岩が主に研究対

象とされており，地層処分の成立性を示した｢わが国における高レベル放射性廃棄物地層処

分の技術的信頼性－地層処分研究開発第２次取りまとめ－｣の安全評価解析におけるレフ

ァレンスケースとしても花崗岩の物性データが使用されている[1]．花崗岩は，堆積岩系と

比較して堅牢性が高く安定な状態を保てる等の長所に加え，核種移行を遅延させる核種収

着性能についても注目されており，花崗岩自体のみならず，花崗岩を構成する各鉱物種に

ついての核種収着データも図 1 のように取得されている[2]．図 1 に示すように，花崗岩の

構成鉱物の一つである黒雲母は高い核種収着性を示すことが知られており，花崗岩の有す

る核種移行遅延効果への寄与が大きいことから，本研究では黒雲母に対する放射性核種の

収着挙動に着目する．一方で，既往の核種収着データのほとんどは一定粒径に粉砕された

粉末試料を用いた収着試験によって取得されているため，実際の地下環境における鉱物の

物理的および化学的特性を十分に反映できていない場合があることを考慮する必要性が指

摘されている[3]． 

 本研究で注目する黒雲母は，一般に K(Mg,Fe,Al)3(Si,Al)4Si3O10(OH,F)2 の化学式で表さ

れ，(001)に平行な劈開が著しいケイ酸塩鉱物(粘土鉱物)である．黒雲母は，シリカ四面体

およびアルミナ等の八面体からなる層状構造をとり，層間には交換性の高い陽イオン(K)が

入る．この交換性イオンを有するために陽イオン核種を収着しやすく，地層処分を対象と

した研究のみならず，福島第一事故後の Cs 移行挙動評価においても黒雲母の Cs 収着性能

が着目されている．しかし，層状構造をとり劈開が著しい黒雲母についても，これまでの 
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図 1 花崗岩および主要構成鉱物へのユウロピウムの収着挙動[2] 

(液固比 10 mL/g，pH 4，Eu(III)濃度 7.5 ppm，いずれも粒径 75-150 μm の粉末) 
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図 2 黒雲母の異方性による収着挙動の違い 

 

研究では前述したように粉砕した粉末試料を用いて核種との相互作用が調べられている[4]．

黒雲母は図 2 に示すように劈開面と断口部があり，細かく粉砕した場合，黒雲母は図 2 中

の断口部の割合が非常に大きくなる．このような粉末試料では，黒雲母の断口部における

核種との相互作用が主に収着挙動を支配する．実際の地下環境において黒雲母は粉砕状態

ではなく，花崗岩内に薄片の形状で含有すると想定され，図 2 に示すように核種収着はそ

の劈開面および断口部で異なると考えられる．地下水に接する花崗岩表面では黒雲母の劈

開面および断口部がランダムに現れることを考慮すれば，その大部分が断口部となる粉末

試料による評価が天然バリア中の核種収着性能を適切に表現しているとは言い難い．そこ
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で本研究では，より実環境の状態に近い，粉砕していない薄片状の黒雲母を用いた核種収

着挙動検討を実施する．特に，黒雲母薄片の断口部においては，核種が収着した後に雲母

層間を拡散して内部へ浸入することが予想され，これを考慮した収着挙動評価が重要とな

る．これまでの粉末試料による黒雲母の核種収着評価ではこのような鉱物内への拡散効果

は考慮されておらず，花崗岩表面での黒雲母断口部への核種収着に加えて層状構造内部へ

の拡散が生じるのであれば，さらなる核種遅延効果が花崗岩に期待される．この効果は，

花崗岩表面においては確率的には劈開面より断口部が現れる頻度が高い予想されることか

らも，雲母内拡散の核種遅延効果への寄与は大きいと考えられる．このような黒雲母の異

方性を適切に核種移行評価に取り込むことは，処分システムの核種閉じ込め性能の説明性

向上に資する． 

 これまで花崗岩および黒雲母について述べてきたが，実際の地下環境においては，地下

水と接触している花崗岩表面が熱水等により変質している場合も想定される．水みちが形

成され熱水変質を受けた花崗岩表面では，本研究で注目する黒雲母は層状ケイ酸塩鉱物で

ある緑泥石(Chlorite, (Mg5Al)(Si3Al)O10(OH)8 (Clinochlore))への変質が確認されており，加

えて花崗岩に豊富に含有する長石類の変質により生成した雲母鉱物の一種である絹雲母

(Sericite, KAl2(Si3Al)O10(OH)2)が花崗岩表面を覆うことも報告されている[5-7]．このよう

な熱水に起因する変質は，花崗岩がマグマから固結した後に熱水が花崗岩表面や鉱物粒界

に接することにより生じると予想され，固結後に生じた比較的新しい亀裂(水みち)以外の地

下水接触面では広く分布する可能性がある．本研究では，核種収着挙動の異方性に注目す

る黒雲母とともに，熱水変質によって生成する緑泥石や絹雲母についても核種収着挙動を

調べ，比較検討する． 

 

1.3 本研究の目的および概要 

本研究では，雲母の異方性が核種収着挙動に与える影響について基礎的知見を取得し，

核種移行評価への反映方法を併せて提示することにより，天然バリア中の核種移行評価(地

層処分システムの性能評価)に資することを目的とする．この目的に向けて，実環境の状態

に近いと考えられる薄片状の黒雲母を用いた核種の収着試験を軸に，種々の分析および数

値解析を実施する． 

収着試験は，固相として主に黒雲母薄片を用い，窒素雰囲気下でバッチ式により行う．

収着元素には，Am の代替元素として Eu を主に使用するとともに，比較として Cs や Sr

の使用も検討する(いずれも安定同位元素とする)．液固比や pH，経時変化等を主なパラメ

ータとし，特に pH については Eu3+として存在する pH 3 程度から実環境の地下水を想定

した中性領域(pH 8，Eu の加水分解が生じる)の範囲を対象とする．液相中の Eu の濃度変

化を誘導結合プラズマ発光分析装置(ICP-AES)による測定から得ることで黒雲母への収着

性を調べる．さらに，黒雲母の層間の陽イオンが収着挙動に関連することが予想されるた

め，併せて層間の陽イオン(黒雲母では主に K)についても液相中の濃度変化を測定すること
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によりイオン交換に関する知見を得る． 

収着実験後の雲母薄片については，薄片内部への拡散に着目した分析を実施する．雲母

を粉砕した試料では大部分が断口部となるとともに，核種の収着性は断口面の収着サイト

を考慮した表面積で整理され得ると考えられる．しかし，雲母薄片では劈開面および断口

部の収着に加え，断口部からの薄片内部への拡散が生じると予想され，雲母薄片の直接分

析により内部拡散挙動を明らかにする．Eu イオンの化学状態については，蛍光分光分析に

より蛍光スペクトルや蛍光寿命から情報を取得する．また，TOF-SIMS では，イオンビー

ムを用いたスパッタにより試料を二次イオン化して分析することによりスパッタ深さ方向

の元素分布が得られるため，雲母薄片内部の Eu の収着および拡散を直接的に調べることが

可能である．さらに，収着試験の固相として黒雲母の他に，同じ層状ケイ酸塩鉱物である

ものの構造が若干異なる白雲母や金雲母，さらには花崗岩の熱水変質を考慮した緑泥石や

絹雲母を用いることにより，収着および内部拡散挙動を比較検討する． 

上述の実験的検討に加え，二次元の拡散・収着を考慮した数値解析を実施する．数値計

算といくつかの実験結果の比較から雲母層間内の拡散係数を導出するとともに，異なる実

験条件における収着実験での液相の元素濃度変化の再現を試みる．そして，これらの比較

検討により，雲母薄片への核種収着挙動を評価する上で重要となる因子を整理し，核種移

行評価への反映方法を提示する． 

 

1.4 本研究の実施計画 

本研究の各年度における実施計画を以下に示す． 

 

(1)H26 年度実施内容 

黒雲母薄片を用いた Eu の収着試験に着手する．Eu が Eu3+として存在する pH 3 程度の

酸性領域における Eu 濃度の経時変化から Eu の黒雲母への収着挙動を調べる．また，収着

試験後の黒雲母薄片を用いた蛍光分光分析および SIMS 分析については，まず各々につい

て本研究の収着実験条件における黒雲母薄片内の Eu 拡散挙動観察に適した分析条件の設

定を目指す．蛍光分光分析では，Eu の蛍光スペクトルや蛍光減衰の測定条件を確認する必

要がある．SIMS 分析では，イオンビーム選択や測定対象元素の質量干渉の有無を確認した

上で分析を実施する．また，黒雲母が変質した緑泥石についても併せて収着試験に着手す

る． 

 

(2) H27 年度実施内容 

 前年度に確認された収着試験系により，Eu の収着試験を継続する．前年度に開始した低

pH 領域の収着挙動に加え，当該年度では実際の処分環境における地下水 pH を想定した中

性領域(pH 8 程度)における Eu の収着挙動について，液固比や Eu 濃度を考慮しながら経時

変化を調べる．Eu は pH 6 以上では加水分解するためにコロイド状態の Eu(OH)3を形成す 
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ることが知られており(Am も同様)，この場合の黒雲母への収着を前年と同様に液相分析お

よび蛍光分光分析や SIMS の固相分析によって検討する．また，黒雲母薄片内の核種拡散・

収着について一次元の数学モデルで解析を行い，二次元数学モデルへの足がかりとする． 

 

(3) H28 年度実施内容 

 前年度に引き続き，収着試験を継続する．当該年度では Eu の他に，一価および二価の金

属イオンであり，線量評価においても寄与が大きい Cs や Sr を併せて収着元素として用い

る収着試験を予定する．三価の Eu と Cs および Sr の黒雲母への収着挙動は，価数の違い

から黒雲母層間におけるイオン交換や層間内の拡散挙動が異なることが予想され，これら

を系統的に整理することを目指す．また，前年度に着手した数学モデルによる解析につい

て，より雲母薄片と核種の相互作用を実現象に近い形で表現し得ると考えられる二次元数

学モデルにより，層間内の拡散係数評価，および取得した実験結果との比較検討を行う． 

 

(4) H29 年度実施内容 

前年度に引き続き，収着試験および数学モデル解析を継続実施する．収着試験について

は，黒雲母以外に同じ雲母族である金雲母や白雲母についても収着試験を試みる(なお，緑

泥石や絹雲母については当該年度に限らず随時収着試験を実施する)．いずれも黒雲母と同

様に劈開性を示し核種収着に対しても異方性があるものと考えられるが，層構造を構成す

る Si 四面体や Al や Mg 等の八面体の配置や層間距離が異なるため，これらに起因した収着

挙動および層間の拡散挙動の違いを観察することが期待できる．また，研究総括として，

当該年度までの雲母薄片を用いた収着挙動検討についてとりまとめ，花崗岩を想定した天

然バリアにおける核種遅延効果に影響が大きい因子を整理し，より実現象に即した核種移

行評価(処分システムの性能評価)に反映する手法を提示する． 

 

2.平成 26 年度の実施内容 

 

 平成 26 年度は，黒雲母薄片および緑泥石を用いた Eu の収着試験に着手した．また，収

着試験後の黒雲母薄片を用いた蛍光分光分析および SIMS 分析について，本研究の収着試

験条件における黒雲母薄片内の Eu の拡散挙動観察に適した分析条件の設定を行った． 

 

2.1 試験内容 

 

2.1.1 Eu(III)の収着試験 

 本研究では，黒雲母薄片および緑泥石への Eu(III)の収着についてバッチ式の収着試験を

行った．図 3 に収着試験の概要を示す．鉱物試料はいずれも株式会社ニチカより購入し，

黒雲母は Nellore, Andhra, Pradesh, India 産の約 5 mm×6 mm 程度の薄片試料を，緑泥
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石は長崎県西彼杵群三和町蚊焼産の粉末試料(取扱が粉末試料のみであったため)を使用し

た．図 4 は，収着試験に使用する前の黒雲母および緑泥石の SEM(Scanning Electron 

Microscope)画像である．SEM は日立ハイテクノロジーズ社製 TM3030 を使用した．図 4(a)

では，平滑な劈開部分と層状構造の端となる断口部が確認できる．また，図 4(b)では，粉

末試料ということもあり黒雲母ほど明確では無いものの，劈開の平滑な部分と層状構造を

示す断口部が観察される粒子も見られる．図5および図6は，EDS(Energy Dispersion X-ray 

Spectrometer，前出の TM3030 に付属)による黒雲母および緑泥石の元素分布分析の結果で

ある．いずれも，化学式に示される含有する元素が一様に分布していることがわかる．

Eu(III)溶液は，和光純薬工業製の硝酸ユウロピウム(III)六水和物から調整した．また，そ

の他の試薬についても和光純薬工業製の特級試薬を特に精製せずに使用した．超純水は，

日本ミリポア社製 Millipore (Milli-Q Labo)により精製した．PPCO(ポリエチレン共重合)

製の 10 mL ネジ蓋付遠沈管に硝酸および超純水で pH 3 に調整した 1.0 mM の Eu 溶液を 

 

振とう固相(雲⺟薄⽚) 液相

■パラメータ
pH，固液⽐，
経時変化など

■安定同位元素を使⽤
・主にEu(Amの代替)
・CsやSrとも⽐較

薄⽚内部での拡散
・蛍光分光分析
・TOF-SIMS

雲⺟薄⽚への収着
・添加した元素の測定
・雲⺟からの溶出元素の測定
・元素測定はICP-AES，原⼦吸光．

 

図 3 収着試験概要 

 

(a) 黒雲母薄片 (b) 緑泥石粉末
 

図 4 鉱物試料の SEM 観察画像 
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図 5 EDS 分析による黒雲母薄片の元素分布 

 

6.0 mL，および液固比(mL/g)が 10 になるように秤量した黒雲母薄片を加えて密封後，恒温

振とう機(EYELA 社製 MMS-1)により 25℃に保ち一週間に亘って振とうさせた．遠沈管へ

の添加から密封までは，窒素雰囲気下の簡易グローブボックス内で行った．実際の地下環

境では pH 8 程度であるが，Eu(III)は pH 6 程度から加水分解することが知られており，今

年度は第一段階として加水分解を起こさない pH 範囲で収着試験を実施した． 

 所定時間振とう後，メンブレンフィルタ(ADVANTEC社製，孔径 0.45 μm)で固液分離し，

黒雲母については液相の Eu(III)および K の濃度を誘導結合プラズマ発光分析装置

(ICP-AES，Seiko Instrument 社製，SPS7800)により定量した．K の測定は，黒雲母の層

間の交換性陽イオンであるKがEu(III)との交換により液相へ溶出することを想定したこと 
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図 6 EDS 分析による緑泥石粉末の元素分布 

 

による．また緑泥石については，Eu(III)測定と併せて，含有する Mg, Fe, Al, Si について

ICP-AES による測定を行った． 

 

2.1.2 蛍光分光分析 

 蛍光分光分析では，蛍光発光スペクトルの測定には分光蛍光光度計(日本分光社製

FP-6500，波長 394 nm キセノンランプで励起)を，蛍光の減衰挙動測定には高速蛍光寿命

測定装置 FluoroCube(堀場製作所製 3000U，波長 390 nm の LED で励起)を使用した．

FluoroCube は，パルス幅の短い LED を光源としており，測定物質を励起してからスペク

トルを測定するまでの時間を指定できる．このため，光源にキセノンランプを使用する分
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光蛍光光度計とは異なり，散乱光の影響を受けない時間帯を指定して蛍光の減衰挙動を測

定することが可能である．  

 Eu(III)溶液および黒雲母試料は 2.1.1 と同様のものを用い，Eu(III)に起因した蛍光発光

スペクトルおよび蛍光寿命取得の予備検討を行った．なお，本研究では蛍光分光分析に供

する溶液試料の調整には，純水(軽水)ではなく重水を使用した．これは，Eu イオンの周り

に配位する水分子が重水である場合，蛍光発光のエネルギーが OH 振動によって消費され

ないために，水分子の影響を受けない状態で Eu(III)の蛍光分光分析が可能となることによ

る． 

 

2.1.3 SIMS 分析 

 前述したように，黒雲母薄片の断口部に収着した Eu(III)は，層間内部へ拡散することが

予想される．この挙動を直接分析するために，二次イオン質量分析装置(SIMS，日立ハイテ

ク社製 TOF.SIMS5(ION-TOF))を使用した．質量分析方法には，一定の加速電圧を印加さ

れた二次イオンが検出器までの一定距離を飛行する時間を計測し，質量分離する飛行時間

型(TOF)が採用されている．2.1.1 と同じ試験条件(振とう期間のみ 1 日に変更)で Eu(III)を

収着させた黒雲母薄片を固液分離後に真空デシケーター内で十分乾燥させ，SIMS 分析に用

いた．本研究では，黒雲母薄片内部への Eu(III)の拡散を議論するため，図 7 に示すように

Edge 1，Edge 2 および Center の三点で測定を行うこととした． 

 

centeredge 2

黒雲母薄片
edge 1

 

図 7 SIMS 分析時の測定ポイント 

 

 

2.2 結果および考察 

 

2.2.1 Eu 収着試験結果および考察 

 図 8 は，黒雲母薄片への Eu(III)収着の経時変化である．図 8 からわかるように，時間の

経過に伴い液相中の Eu(III)濃度が減少しており，黒雲母薄片への収着が認められた．また，

0 日から 1 日の間の Eu(III)濃度の減少は，その後の Eu(III)濃度減少と比較して急な変化を 
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図 8 黒雲母薄片に対する Eu(III)収着と K 溶出の経時変化 

 

示した．これは，収着試験開始直後には黒雲母薄片表面において収着反応が速やかに起こ

り，その後は Eu(III)が黒雲母表面(主に断口部)から黒雲母内部へ拡散することにより，層

間の新たな収着サイトへの Eu(III)の収着が生じているためと考えられる．一般的に，固相

内の化学種の拡散は固相表面における収着反応と比較して時間を要することから，固相表

面への収着が速やかに進んだ後は，液相中の Eu(III)の濃度減少は層間内の拡散過程に支配

されて徐々に緩やかになると考えられる．図 1 に示した黒雲母粉末に対する Eu(III)の収着

と比較すると非常に緩やかな収着反応であり，7 日間の試験期間においても未だ定常に達す

ることなく収着反応が継続することが特徴的である．一方，K 濃度は，液相中の Eu(III)濃

度の減少に伴って増加した．ブランク試験として pH 3 の硝酸溶液に黒雲母を浸漬した場合

には K の溶出は確認できなかったことからも，黒雲母への Eu(III)の収着に伴って交換性の

陽イオンである K が液相へ溶出するものと考えられる．図 9 は，縦軸に液相中の K 増加量

を，横軸に Eu(III)減少量をとったものである．Eu(III)と K がイオン交換する際，当量とな

るには一つの Eu3+につき三つの K+を要する．図 9 中の実験値の線形近似から得られた傾き

は 3.3 であり，これらのことから pH 3 における黒雲母薄片への Eu(III)の収着は K とのイ

オン交換が支配的であると言える． 

 図 10 は，緑泥石粉末に対する Eu(III)収着試験結果である．収着試験開始直後に大きく

Eu(III)の収着が進み，その後 Eu(III)濃度の減少は緩やかになった．図 4(b)の SEM 観察で

見られたように，緑泥石も粉末ではあるものの層状構造を有しており，黒雲母薄片と同様

に固相表面への収着後に内部への拡散現象が生じている可能性がある．まだ定常に達して

いないものの分配係数 Kdは 168 mL/g と大きい値が得られ，比較的高い収着性能を示すと

言える．ただし，図 1 より得られる黒雲母粉末の Kdは 2×104 mL/g であり，黒雲母と比べ 
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図 9 黒雲母薄片に収着した Eu(III)と液相に溶出した K の関係 

 

 
図 10 緑泥石に対する Eu(III)収着と溶出元素の経時変化 

 

ると核種収着性能が低くなる可能性がある．黒雲母薄片の収着試験と同様に，緑泥石への

Eu(III)の収着も今回の試験期間では定常に至っていないため，今後，経時変化を含めて確

認する必要があると思われる．加えて，今回は緑泥石粉末の粒径を特に整えていないため，

比較検討には粒径を揃える必要があると考えられる．一方，緑泥石から浸出した元素とし

ては，Mg が比較的多く溶出しており(30 ppm 程度)，Eu(III)の収着と何らかの関連がある

可能性がある．しかし，Eu(III)を添加しないブランク試験においても Mg の有意な溶出が

あり(同じ溶液，液固比条件で 14 ppm 程度)，他の収着機構も考慮する必要がある．今後，

黒雲母薄片でも予定している pH 依存性や異なる価数の化学種の収着試験を通して，緑泥石
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の収着機構の検討を進める． 

 

 以上のように，黒雲母薄片への Eu(III)の収着試験に着手し，粉末試料とは異なる黒雲母

薄片内部への Eu(III)の収着および拡散に起因すると考えられる収着挙動が確認された．次

年度以降，本年度整備した試験系で種々のパラメータを反映させながら，データ取得を進

める．また，熱水変質を考慮した緑泥石や絹雲母についても，併せて収着試験を行う． 

 

2.2.2 蛍光分光分析の予備検討 

 本研究では，Eu(III)の蛍光発光スペクトルおよび蛍光の減衰挙動を取得することで，

Eu(III)の黒雲母への収着状態を検討する．本年度は，蛍光発光分析の概要をまとめるとと

もに，本研究の試験条件および黒雲母共存下における蛍光分光分析の予備検討を行った． 

 

Eu(III)の蛍光発光スペクトル 

 本研究では，Eu(III)の 4f 軌道内の電子遷移に起因した蛍光発光に注目した．図 11 は，

水溶液中における Eu(III)の 4f 電子のエネルギー準位図である[8-10]．図 11 のように，波

長 394 nm の光を照射した場合 4f 電子の軌道内遷移が起こり，5L6準位へと励起される．励

起された 4f 電子はエネルギーを赤外線放射または衝突エネルギーとして放出しながら 5D0

準位に遷移し，そこから蛍光を発しながら基底準位へ遷移する．本研究における蛍光発光

スペクトル取得では，比較的蛍光強度が大きい図 11 の 5D0→7F2 遷移(618 nm)および 5D0

→7F1遷移(592 nm)を含む範囲において測定を行うこととした．また，Eu(III)の 4f 軌道は

Euイオンの周辺の化学状態が変化しても電子のエネルギー状態がほとんど変化しないため，

蛍光発光スペクトルのピーク波長位置もまたほとんど変わらないことも分析上の利点とな

る．これは， Eu(III)の 4f 軌道が 2 個の電子が占有する 5s 軌道と 6 個の電子が占有する

5p 軌道の内側に位置するため，外部からの化学的因子の影響があったとしても 5s および

5p軌道の殻の中の4f軌道は大きな相互作用を起こすことができないことによる．著者らは，

既往の研究においてカルシウムシリケート水和物共存下の Eu(III)について蛍光分光分析を

同様に行っており[11]，ここで述べた蛍光発光スペクトルが得られることを確認している．

本年度は，収着試験における溶液条件，および黒雲母共存下においても同様に Eu(III)の蛍

光発光スペクトルが取得できるかを確認した． 

図 12 は，黒雲母薄片共存および非共存の 1.0×10-3 M の Eu(III)溶液の蛍光発光スペクト

ルである．黒雲母薄片共存のスペクトルは，液固比 10 mL/g になるように Eu(III)溶液に黒

雲母薄片を加え，一週間振とうした後の試料を用いて取得した．図 12 中の Eu(III)溶液の

みのスペクトルでは，前述の 5D0→7F2遷移(618 nm)および 5D0→7F1遷移(592 nm)のピーク

が確認できる．一方，黒雲母薄片共存条件では，592 nm のピークが非常に小さくなるとと

もに，618 nm のピークは確認できないスペクトルが得られた．592 nm のピークが見られ

ることにより Eu(III)が存在することは確認できるものの，618 nm のピークが確認できな 
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図 11 液相中の Eu(III)のエネルギー準位と蛍光発光スペクトル[8-10] 
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図 12 黒雲母薄片共存，および Eu(III)溶液のみの試料溶液の蛍光発光スペクトル 
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いことから，黒雲母薄片の共存，および黒雲母薄片への収着により，Eu(III)の化学形態に

何らかの変化が生じている可能性が示唆された．そこで，ピークが確認できる 592 nm の蛍

光発光スペクトルの減衰挙動も併せて調べることとした． 

 

Eu(III)の蛍光発光スペクトルの減衰挙動 

 図 13 は，Eu(III)の蛍光発光スペクトルの 592 nm における減衰挙動である．Eu(III)濃

度等の諸条件は図 12 の試料と同様である．図 13 からわかるように，Eu(III)溶液のみの場

合は蛍光強度が直線的に減衰するのに対し，黒雲母薄片共存では 1000 μs 程度まで曲線を

描いて減衰した後，Eu(III)溶液のみの場合と同様に直線的に減衰した．そして，蛍光強度

の減衰は黒雲母薄片共存下においてより速やかに進むことが確認された． 

 続いて，図 13 に示した減衰挙動から蛍光寿命を算出した．一般的に蛍光寿命は，蛍光の

減衰がある指数関数に従う場合に蛍光強度が e-1倍に減衰する時間として定義される．しか

し，図 13 の黒雲母薄片共存の蛍光発光スペクトルのように，蛍光強度の減衰が指数関数に

従わない場合は厳密に蛍光寿命を定義することはできない[12]．そこで本研究では，

Pointeau ら[13]の手法に従って，初期強度から e-1倍に減衰する時間(1st e-folding time)，

e-1 倍から e-2 倍に減衰する時間(2nd e-folding time)，e-2 倍から e-3 倍に減衰する時間(3rd 

e-folding time)のように定義し，各々の範囲で蛍光寿命を算出することとした．なお，蛍光

強度の減衰初期では散乱光の影響を受けやすいため，本研究では 2nd e-folding time と 3rd 

e-folding time について蛍光寿命を評価し，各々の評価範囲について図 13 に示した．表 1

に，算出した蛍光寿命をまとめた．Eu(III) 溶液のみの蛍光寿命をみると，2nd e-folding  
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図 13 蛍光発光スペクトルの減衰挙動(592 nm) 
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表 1 蛍光寿命 

2nd e‐folding time 3rd e‐folding time

黒雲母薄片共存 0.0431 0.7143

Eu(III)溶液のみ 3.333 3.333

(単位：ms)

 

 

time および 3rd e-folding time ともに同じ値が得られており，Eu3+の化学形態一種のみで

存在することが確認された．一方，黒雲母薄片共存の蛍光寿命を Eu(III)溶液のみの場合と

比較すると，黒雲母薄片共存では蛍光寿命が非常に短く，Eu(III)溶液のみの場合の 100 分

の 1 程度となった．これは，黒雲母薄片に Eu(III)が蛍光発光に必要なエネルギーを奪われ

ていること，すなわち Eu(III)が黒雲母薄片と密接に相互作用し固定化されていることを示

唆する．このことは，Eu(III)が断口部から層間内部へより入り込んでいることを併せて意

味する可能性がある．また，黒雲母薄片共存の場合では，2nd e-folding time と比べて 3rd 

e-folding time で蛍光寿命が長くなった．これは，黒雲母薄片に収着した Eu(III)と，液相

に溶存する Eu3+が混在することによるものと考えられる． 

 

 以上の予備検討から，黒雲母薄片への Eu(III)の収着挙動について蛍光発光分析により有

益な知見を取得する見通しを得た．次年度以降，今回の予備検討に基づいた蛍光発光スペ

クトル取得や蛍光寿命評価を行い，収着挙動の検討を進める． 

 

2.2.3 SIMS 分析の予備検討 

 本研究では，SIMS により黒雲母薄片内部への Eu(III)拡散を直接的に分析する．本年度

は，SIMS 分析の概要をまとめるとともに，予備検討を行った． 

 

SIMS 分析の概要 

 SIMS は，図 14 に示すように，個体試料表面に数百 eV～20 keV 程度に加速した一次イ

オンビームを照射することでイオンと固体との相互作用により二次イオンを放出させ，こ

れを質量分析することにより試料に含有する元素組成や化学構造を分析する手法である

[14]．一次イオンには，質量数が大きくクラスターの発生量が多い Bi が用いられる．SIMS

の測定法は，一次イオンのドーズ量により，ダイナミック SIMS(1×1016 ions/cm2以上)とス

タティック SIMS(1×1012 ions/cm2以下)に分類される．前者は一次イオンを連続ビームとす

るためドーズ量が大きく，短時間に多くの原子をスパッタリングすることができるため，

微量元素の高感度分析や深さ方向分析に用いられる．それに対しスタティック SIMSでは，

一次イオンをパルス化してドーズ量を対象表面の原子密度よりも非常に小さくすることで， 
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図 14 SIMS の分析概要と装置外観 

 

分子内結合よりも分子間結合が優先的に切断され分子状態での二次イオン化が可能になる

ため，元素組成のみならず化学構造の情報も得ることができる． 

本研究では，SIMS により黒雲母薄片内部の Eu(III)分布情報の取得を目指すが，一次イ

オンのみでは表面から数 nm 以下の情報しか得られないことが判明したため，スパッター

イオン(O2)を併用したデュアルビーム分析を行うこととした．これにより，ビーム照射面か

らの深さ方向の Eu(III)分布を取得できるようになったが，スパッターイオンを併用した場

合の分析は破壊分析に相当するため(前述のダイナミック SIMS に相当)，化学的な構造に関

する情報は取得できなかった．また，SIMS 分析では，データ取得に先立って分析対象とす

る元素が質量干渉を起こすかどうか確認する必要がある．Eu(III)を含む黒雲母薄片試料で

は，Eu 化学種のスペクトル付近にピーク分離できない他元素由来のスペクトルが僅かに出

現することが確認されたが，相対的に強度が非常に小さいものであったため，Eu(III)分布

取得には支障が無いものと判断した． 

 

SIMS 分析による Eu(III)分布取得 

 図 15 は，黒雲母薄片の Edge 1(図 7 参照)における SIMS 分析結果である．横軸がスパッ

タリングをかける時間，縦軸は検出器から出力された強度である．分析時に指定した元素

のプロファイルが一括して図 15 のように得られる．本研究では Eu(III)の黒雲母内部への

拡散，および K とのイオン交換に着目するため，これらの元素について Si で規格化したも

のが図 16 である．スパッタリング時に生成する二次イオン量は常に一定とは限らず，測定

対象の表面状態にも大きく依存するため，黒雲母内に均一に含有する Si で規格化すること

により，スパッタリングに起因した強度の揺らぎを補正した．また，図 16 の横軸をスパッ

タ深さ(μm)に置き換えた．これは，SIMS 分析後の黒雲母試料のスパッタリング箇所を原

子間力顕微鏡で観察したところ，10000 スパッタ時間(s)で約 1.8 μm の深さであったこと 
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図 15 SIMS 分析より得られた元素分布(Edge 1) 

 

から，スパッタ時間を深さに換算したものである． 

 図 16 の Eu(III)分布プロファイルの比較から，黒雲母薄片の劈開部に相当する Center よ

りも，断口部にあたる Edge 1 および 2 で Eu(III)量が多く分布することが確認できる．ま

た，図 16 中のスパッタ深さ 0.6 μm に付した矢印部の比較からもわかるように， Center

よりも，Edge 1 および 2 では深さ 0 μm との強度差が小さく，黒雲母内部へ Eu(III)が侵入

していることが確認された．一方，K の量はスパッタ深さの依存性は見られないものの，

各測定点における relative intensity には違いが生じており，Center と比べて Edge 1 およ

び 2 で減少していることが確認された．これは，2.2.1 で言及した Eu(III)の収着に伴って K

がイオン交換により液相へ放出する現象とも整合する． 

 今回の予備検討では，Eu(III)の収着期間として 1 日しか確保することができなかったが，

黒雲母薄片の劈開部や断口部における Eu(III)の収着量の違いや薄片内部への Eu(III)の拡

散を示唆する結果が得られた．ただし，固相層間内部への拡散および収着は比較的緩やか

に進行することが予想され，経時変化を確認できるよう今後の試験計画で考慮する． 

 

 以上の予備検討から，黒雲母薄片内部への Eu(III)の拡散侵入について，SIMS 分析によ

る元素分布プロファイルから有益な知見を取得する見通しを得た．次年度以降，今回の予

備検討に基づいた黒雲母内部の Eu(III)分布分析を行い，収着挙動の検討を進める．  
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図 16 収着試験後の黒雲母薄片内部の Eu(III)分布 
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3.平成 26 年度のまとめと次年度の予定 

 

 平成 26 年度は，鉱物試料を用いた Eu(III)の収着試験に着手した．黒雲母薄片を用いた

Eu(III)の収着試験では，固相表面に Eu(III)が収着した後に，K とのイオン交換を伴いなが

ら層間内部へ収着および拡散が進行するものと考えられる．既往研究では粉砕した黒雲母

試料に多量に存在する断口部への速やかな核種収着が観察されたのみであるのに対し，実

環境に近い形状である薄片状試料対しては収着と拡散という二つの過程が存在すると考え

られ，花崗岩表面に断口部が露出する確率が高い黒雲母には更なる核種遅延効果が期待で

きる可能性が示唆された．蛍光分光分析および SIMS 分析の測定条件検討は実施計画の予

定通り進められ，次年度以降のデータ取得に臨む準備が整えることができた． 

 平成 27 年度は，平成 26 年度に確認された収着試験系により，適切な経時変化取得を考

慮しながら Eu(III)の収着試験を継続する．前年度に開始した低 pH 領域の収着挙動に加え，

当該年度では実際の処分環境における地下水 pH を想定した中性領域(pH 8 程度)における

Eu(III)の収着挙動について調べる．Eu(III)は pH 6 以上では加水分解するためにコロイド

状態の Eu(OH)3を形成することが知られており(Am も同様)，この場合の黒雲母への収着お

よび層間内部への侵入を前年と同様に液相分析および蛍光分光分析や SIMS 分析によって

検討する．また，黒雲母薄片内の核種拡散・収着について一次元の数学モデルで解析を行

い，二次元数学モデルへの足がかりとする． 
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I.   研究題目 

高レベル放射性廃棄物処分に関わるアジェンダ・セッティング（政策課題設定）の基礎的研究 

 

II.   研究の背景・目的 

東日本大震災および福島第一原子力発電所事故は，それまで気候変動対策やエネルギー安全保

障などの観点から世界各国で推進の気運が高まっていた原子力発電政策を大きく転換するきっ

かけとなり，各国で改めて脱原発を含めたエネルギー政策論争が巻き起こっている．一方で，原

子力発電の継続の如何に関わらず，少なくとも過去の発電等で生じた放射性廃棄物について処分

政策を検討する必要があるのはどの国も同じであり，また我が国においては事故・除染由来の廃

棄物なども新たに発生し，放射性廃棄物の処分はより重要性を増した政策課題となった．しかし，

事故によって高まった放射性廃棄物処分に対する社会的認知にも関わらず，最も重要な高レベル

放射性廃棄物の最終処分施設立地についての政策的議論は，これまでのところ実質的にはほぼ進

展がなかった．これは，たとえば 1990～1991 年のフランスで，全国的な反対運動を受けて首相

が処分地選定事業を中止し，1 年間のモラトリアムの間にクリスチャン・バタイユ国会議員によ

る総合調査を行って，抜本的な政策改善を図った例や，韓国において 2003～2004 年に全羅北道

扶安郡で起こった処分施設立地に関わる紛争を踏まえて，イ・ヘチャン国務総理大臣らの主導で

大幅な政策転換を図った例とは対照的である． 

筆者らはこれまでに日本・スイス・フランス・韓国における放射性廃棄物処分施設立地に関わ

る紛争事例を調査・研究し（Komatsuzaki, 2013; 山口ら, 2011; Komatsuzaki, et al., 2010; 西

郷ら, 2010 など），その結果，下図 1 に示すようなステークホルダーの態度形成モデルを構築す

るに至った．高レベル放射性廃棄物処分を実現するためには，まず福島第一原子力発電所事故で

大きく損なわれた専門家や政府に対する信頼を回復し，人々が納得する政策を提示する必要があ

る（社会的意思決定を行う「素地」が醸成される必要がある）．そのためには，社会全体が処分

を「今意思決定・実施すべき政策である」という意識を共有すること，すなわちアジェンダ・セ

ッティング（政策課題設定）が不可欠である．ただし，アジェンダ・セッティングのあり方は国

の制度・文化等のコンテクストを踏まえて検討するべきである． 

そこで，本研究では，処分事業に対する国民･社会の理解促進と信頼性向上をはかる上での前

提条件となるアジェンダ・セッティングについての研究を通じて，社会的意思決定に関わる研究

の効率的な進展に貢献し，処分事業の社会的側面に関する理解を深めることを最終目標とする．

そのために，本研究は（1）高レベル放射性廃棄物処分のためのアジェンダが設定されるための

要因を抽出し，（2）我が国における高レベル放射性廃棄物処分のために有効なアジェンダ・セッ

ティングのあり方を提示することを目的とする． 
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（図 1：放射性廃棄物処分施設/政策受け入れに関わるステークホルダーの態度形成モデル） 

 

平成 26 年度は，既存の様々な分野におけるアジェンダ・セッティング成功事例について政治

過程分析を行い，アジェンダ・セッティングが起こる要因を抽出し，アジェンダ・セッティング

の類型化を試みた．そのために，既往研究のレビューや専門家らへの聞き取り調査，アジェンダ・

セッティングの類型化に関する仮説構築のための予備的社会調査を実施した．平成 27 年度以降

の原子力分野におけるアジェンダ・セッティング事例分析のため，特に有益と考えられる事例（ド

イツ・イギリス）について，予備的現地調査を実施した．このために，特にドイツの原子力政策

に関する政治過程に詳しい国内専門家などに対するインタビュー調査も実施した． 

また，筆者らが平成 22～24 年度に実施したアンケート調査（先述）のデータについて社会心

理学的分析を行い，震災ならびに福島第一原子力発電所事故が高レベル放射性廃棄物処分政策や

原子力政策に対するステークホルダーの態度に与えた影響を分析した．一方で，可能な範囲で以

前の調査におけるパネルデータを維持しつつ，人々の態度形成やアジェンダ・セッティングに関

わる Web アンケート調査を実施した． 

 

III. 研究成果 

1. アジェンダ・セッティングの事例分析と類型化 

1.1. はじめに 

今日のわが国は，エネルギー・ミックスの検討，社会福祉費の増大，財政赤字の拡大等の政策

転換を必要とする問題が解決されないままである．高レベル放射性廃棄物（HLW）処分に関わる

議論はこの一例である．2011 年の東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所事故の影響により，

日本における原子力発電所の一切が停止中である（2015 年 2 月）．しかしながら，以前の発電に

よって生成された放射性廃棄物については，依然として処理する必要がある．2002 年から原子力

発電環境整備機構（NUMO）は処分地を公募しているが，調査に至った自治体はない． 

現在の公募方式のもとで HLW 処分場の誘致が進まないことは，応募すると交付金が下りると

いう構図によって生み出される，感情的な対立が原因である（西郷 2009）．HLW が核でありゴ

ミであることや，想定される時間が非常に長いことが反感を招く要因となっている．さらに，HLW

処分場は反原子力運動のメインターゲットにされている．わが国には原子力発電そのものに反対
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し，発電を止めるために活動している団体・個人が一定存在する．その活動にとってのメインタ

ーゲットが HLW 処分場である．それは，HLW 処分場が立地することによって，原子力発電の

一連のプロセスが完成してしまうからである．原子力発電は今まで廃棄物の処理法がないまま稼

働して「トイレなきマンション」と批判されてきたが，この状態であるからこそ，「原子力発電

を止める」という主張の説得力が増すのである．そのため，活動家は立地検討地域に積極的に入

り，住民に対して「HLW に対する反感」の材料を提供してなるべく激しい反対運動が起こるよ

う促すのである．つまり，HLW 処分場を誘致することによって利益を得る自治体や NUMO と，

害を被る市民や反原子力団体との対立によって，この問題は解決されていない． 

また，企業規模間格差も解決されていない問題である．中小企業問題は中小企業の自助努力の

みでは克服・解決しがたい問題であるため，中小企業政策が必要となる．しかしながら，付加価

値生産性格差や従業員 1 人当たり賃金格差等の経営諸指標によると，企業規模間格差は 2000 年

代に入り拡大傾向にある．もちろん，このような格差は市場競争の結果として生じたものである

が，格差拡大は不公正取引の誘引の可能性も持っている（高田 2003）.そのため企業規模間格差

は是正の検討をするべき問題である． 

中小企業問題が解決されないのは，企業規模間格差が存在しているという認識が不足している

からである．1999 年の中小企業政策審議会答申にて「中小企業従事者についても，実質的な所得

水準，生活水準の向上をもたらしてきた」と指摘して，同年以降の中小企業政策は格差の是正で

はなく創業の促進に重きを置かれるようになる（植田 2004）．しかしながら，格差が是正されて

いるとの認識は所得水準のみに着目したものであり，その是正も十分ではない上に，付加価値生

産性や特別給与，企業内福祉，退職金，教育訓練費等の指標を見ると格差は拡大している（高田 

2010）．つまり，企業規模間格差の問題は，依然としてあるものの問題であると認識されていな

いことから解決されていない． 

以上の 2 つの問題が解決されない要因は，両者とも問題の認識が関係している．前者について

は，利害対立関係にあるアクター間で共通の問題認識を築けていないことから政策転換が行われ

ず解決されない要因であり，後者については，潜在的な問題についてそれが問題であること自体

が認識されていないことから政策転換が行われず解決されない要因である．これらのようにわが

国の社会問題は，解決に向けて取り組むべき課題であると関係するアクターの間において共通に

認識されないから，解決されないものがあると考えられる． 

このような問題を政策転換によって解決するためには，アジェンダ・セッティングが必要であ

る．アジェンダ・セッティングとは，政策過程の始点に位置づけられるステージであり，問題と

代替的解決法が一般大衆やエリートの注目を得る，または失う過程のことである（Birkland 

2007）．先の問題の要因は関係するアクターの間において社会問題が解決に向けて取り組むべき

課題であると認識されないことであり，つまりはアジェンダがセットされていないということで

ある．アジェンダ・セッティングは政策過程の始点に位置づけられるステージであり，アジェン

ダがセットされない限り政策過程は起動しない．そのため，アジェンダ・セッティングは問題を

解決するにあたり不可欠である． 

 

政策過程分析では図 1－1に示されるような，アジェンダ・セッティングにはじまり，政策形成，
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政策決定，政策実施，政策評価，そしてフィードバックへ続くステージモデルを念頭におくこと

がある（小倉 2012）．実際には，政策過程はそのような順序について，その順番通りに進むわけ

ではないかもしれないが，このモデルは現実の過程を理解するためには十分に有用であろう．ア

ジェンダ・セッティングはこのような政策過程の諸段階のうち，始点に位置づけられている． 

 

 

図 2：政策サイクル 

アジェンダとは 

先行研究を概観した Birkland（2007）によれば，アジェンダとは「問題群，原因の理解，シンボ

ル，解決法，およびその他の，一般大衆や政府当局者の注目を得るようになる公共的問題の諸要

素」と定義されている．そしてアジェンダ・セッティングは，「問題と代替的解決法が一般大衆

やエリートの注目を得る，または失う過程」と理解されている． 

また，アジェンダに対しての取り組み方の違いから「システミックアジェンダ」と「制度的アジ

ェンダ」の 2つに分けられる．前者は「政治コミュニティのメンバーによって，公的注目に値す

ると，また既存の政府当局の正当な管轄内に収まる問題を伴うと共通して認識されているあらゆ

るイシューから構成される」（Cobb and Elder 1971）．一方で，後者は「明示的にアクティブか

つ真剣な権威的決定作成者の考察の候補となっているアイテム集合」とされる．また，後者につ

いては「政府行動を必要とする問題があることをリーダーが知っていて，たとえ問題の公式の認

知に過ぎなくとも，なんらかのタイプの反応を行う」ことが求められている．つまり，システミ

ックアジェンダはある状況について問題であると認識されたもので，制度的アジェンダはある状

況についての問題について検討されているものである． 

本研究の究極的な目的は，社会問題を解決するためにアジェンダ・セッティングの方法論を確立

すること，である．すなわち，ある状況について，その問題がどのように制度的アジェンダにな

ったのかが問題になる．イシューが制度的アジェンダになるのは，それに対する政治的対応が必

要であることを権威的な決定作成者が認識したときである．制度的アジェンダは「地方，州，あ

るいは国レベルのあらゆる政府機関の前にあるすべてのアイテム集合」（Cobb and Elder 1971）

から構成されると考えられている．政治リーダーや政党，メディアが主として「制度的門番」と

して挙げてられるが，この点について，より明確にするため「権威的アクター」を制度的観点か
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ら見直す必要がある． 

「所与のイシューについて権威的な決定がなされる制度的な場所」（Baumgartner and Jones 2009）

は「政策の場」と呼ばれている．ここでいう制度とは憲法に規定されるようなフォーマルなルー

ルから歴史的に形成された慣習のようなインフォーマルなルールまで幅広く指している．一方で，

権威的とは，当該アクターによる判断や選択が無視されないことが，制度的に担保されているよ

うな状態を指している（Timmermans 2001）． 

 政策の場は国，地方，あるいは国際的なレベルにわたって複数存在するだろう．また，国レベ

ルにおいても，政策の場は複数存在しうる．たとえば，たばこの問題は，農業関係，健康関係，

財政関係の複数の領域において取り扱われるかもしれないし，そうした領域は立法部門にも行政

部門にも存在しうる．そして，たばこの問題を，農業関係の場が農家の生活，健康関係の場が喫

煙の健康への影響，財政関係の場が税収の観点から関心を向けているように，異なる政策の場に

おいては，関心の対象，あるいは政策イメージは異なって存在している．従って，ある場では通

用しない主張が別の場では受け入れられるということもありうる． 

 政策の場は，慣習を含めたフォーマル，インフォーマルな制度によって規定されるため，その

政策過程上の位置や数は政治システムによって異なる．例えば，わが国の国レベルの場合につい

て，中島（2007），早川・内海・田丸・大山（2004）を参考に一般論的に考えてみたい．まず，

内閣提出法案の立法過程は始点を省庁においている．法案作成を担当するのは官僚である．その

きっかけとなりうるのは，様々な指標の変化，注目を集める出来事の発生，与党や政府内部の政

治家からの支持や要求，産業界等の利益集団からの情報や働きかけ，判決などである．その後，

審議会における検討，省庁内部での調整を経て，原案が作成され，続いて与党および他省庁との

調整，内閣法制局による審査にかけられることになる．これらを経た上で法案は閣議決定され，

国会へと提出される．そして，提出法案は両院での可決を通して法律となる． 

誰が制度的アジェンダの設定を行う権威的なアクターあるいは場であるかという問いを，誰が立

法の契機を与え，政府の課題リストに加える事ができるのかと言い換えると，それは官僚と与党

および政府内部の政治家となる．それには劣るものの，利益集団や審議会などは，それらのアク

ターへの働きかけによってアジェンダ・セッティングに関与することができる．  

以上の検討から，本研究では，制度的アジェンダの設定の定義にある「権威的アクター」として，

官僚や与党および政府内部の政治家を想定している．ある問題について対応が必要であるとこれ

らのアクターが認識して取り上げれば，それは制度的アジェンダと見なされる．さらに，その後

の過程では，官僚や審議会を中心に政策形成が進められ，拒否権を握る与党の事前審査が重要な

障壁を構成している．Immergut（1992）が指摘するように，「政治的決定は単一時点にされる単

一の決定ではない．むしろ，それらは異なる制度的位置にある異なるアクターによってなされる

一連の決定から構成される．簡単にいえば，法制定にはすべての決定点での連続的な賛成票が必

要になる」．この一連の過程を通過することが，政策決定にたどり着くためには必要である． 

 

政策の窓モデル 

先に説明したアジェンダがセットされる過程は Kingdon（1995）によって「政策の窓」モデルが

提唱されている．Kingdon は政策過程に三つの流れがあるとしている．第一は「問題の流れ」，第
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二は「政治の流れ」，第三は「政策の流れ」である． 

第一の「問題の流れ」は，数多くの問題の中から，特定の問題が権威的アクターの関心をひき

つけ，課題として設定される過程である．問題が現れる契機として指標，フォーカシング・イベ

ントと呼ばれる出来事，そしてフィードバック等が挙げられている．例えば出生率や犯罪発生件

数のような指標の悪化，危機や災害，事件や判決といった人々の耳目を集める出来事，そして既

存の制度や政策運営からのフィードバックは，アクターに新たな問題を認識させることがある．

現状の変化が取り組むべき問題を生じさせる．しかし，ある状況を問題と認識するか否かであっ

たり，どのようにその状況を認識したりするかは，アクターによって異なるはずである．言い換

えれば，「状況」と「問題」は異なるものを指している． 

この違いは Kingdon によって以下のように説明される．「あるロビイストが述べたように『も

しあなたの手に 4 本しか指がないならば，それは問題ではない．状況である』．条件は．我々が

それについて何かするべきであると信じるようになれば，問題として定義されるようになる」．

そこで，それぞれのアクターが「観察に持ち込む価値観」が重要になっている．たとえば，社会

内に経済格差が存在し，一定の人々が貧困であると分類されるということに一定の同意は存在し

ている．しかし，貧困は政府によって対処され是正されるべきだと考えるリベラルはそれを問題

として理解する一方で，貧困は政治行動を起こす適切な主題ではないと信じる保守派は社会内の

所得分布を単なる状況だと考えるだろう．つまり，単に「現実」が変化したことで問題が浮上す

るという場合でも，アクターが持つ認識が大きく関係している． 

第二の「政治の流れ」は，議会における与党の交代等といった政治的な出来事が課題設定に影

響を与える過程である．議会の党派的イデオロギー的構成の変化，政権交代，行政内部の職員の

入れ替わりといった出来事は，既存の制度や政策を支えるものとは異なるアイディアを有するア

クターを政策の場へと連れてくることで，新しい問題を浮上させることがある．また，「政治の

流れ」においては，専門家の間で見られるような説得というよりも，取引や交渉によって合意が

形成される，と指摘されている．つまり，政治アクターの説得というよりも，何らかの利益交換

が行われ得るということである． 

第三の「政策の流れ」は，政策代替案が検討される過程である．様々な人々や組織から政策案

は提案される．特に，官僚，シンクタンク，研究者といった人々によって問題が議論されている．

彼らは政策専門家であり，問題が生じる前や課題が設定される以前に，政策提言を行っている．

政策専門家から提案される多くのアイディアのうち生き残る主たる条件は三つある．一つ目は実

現可能性である．二つ目は政策決定集団の意識との整合性である．三つ目は予算等の制約である．

また，国民からの支持が影響することもある． 

以上，三つの流れ，すなわち「問題の流れ」，「政治の流れ」，「政策の流れ」は独立の過程とし

て展開するが，完全に独立しているわけではない．この流れの間には相互の作用もあり，三つの

流れが合流するときに「政策の窓」が開く．問題が認識され，政治的風潮も変化の時期にあり，

解決策がすでに準備されている時期が，政策提言の好機となる．つまり，「政策の窓」が開いた

ときにアジェンダ・セッティングがなされ，問題が解決に向けて取り組まれるようになる． 

「政策の窓」を開くために必要な三つの流れであるが，それぞれ影響をあたえることができる

アクターは異なっている．「問題の流れ」と「政治の流れ」については，首相や大臣，議会の高
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名な議員，メディア等が一般の注目を集める．一方で「政策の流れ」は，先にも述べたように官

僚やシンクタンク，研究者といった政策専門家の影響を強く受ける．  

 

アジェンダ・セッティングの手法 

アジェンダ・セッティング過程においてどの問題や政策案が優位となるかは，様々な要因によ

り左右されうる．その中で，政治アクターが取りうる手法として一般的に論じられているのは，

イシューの描き方やフレーミングによる説得や交渉を通じた利益交換である．フレーミングとは

問題の捉え方や状況の定義の仕方，情報や知識を組織化する認識の仕方のことである．意思決定

において選択肢の記述の仕方が選択に影響をおよぼすとされており，このことはフレーミング効

果と呼ばれている（Tversky and Kerneman 1981）． 

ある特定の社会問題が生起した際には，問題に関する情報を収集，ふるい分けし，問題に対す

る意味付けや評価を行い，自らのポジションを確認して行動が選択される．フレーミングは，ど

のような理由で問題が生じ，どのような行動が問題にとって重要であり，関係者がどのような要

因で関与しているか，今後どのような対応をすべきかを理解するために重要である．権力を持つ

アクターは様々な捉え方ができる曖昧な状況を利用することによって，自らに適した課題フレー

ミングを行うことがある（佐藤 2002) 

 

パラダイムシフト 

アジェンダ・セッティングは政策転換の際に必要となる．それは，既存の問題認識のなかでは

解決できない問題にアプローチするためである．ここでは Hall（1993）を参考に政策転換を 3つ

のパターンに区分したい．第一に，政策目標も政策技術も変わらないまま微調整が行われる場合，

第二に政策目標は大きく変わらないが，新しい政策手段やアプローチが政策エキスパート主導の

下で発展する場合，第三に政策目標そのもののパラダイムシフトが生じる場合である．第三のパ

ターンでは，既存のパラダイムの内部で解決できない事例の増大に伴い，制度内部の権威関係が

何らかの形で変化し，選挙など外部の政治的な圧力やメディアも深く関わる．このモデルでは，

高次元の政策転換は低いレベルの政策転換を内包し，最終段階の秩序転換には政治的言説上の重

大な変化が成功すると想定されている． 

 

アジェンダ・セッティングは「政策の窓」モデルによって説明されうるが，アジェンダ・セッ

ティングの手法は未だ包括的には提示されていない．依然としてフレーミングによって問題の捉

え方や認識の方法に影響をおよぼす手法について論じられるのみである．その手法を使いうるア

クターとして想定されているのは，首相，大臣，高名な議員，メディア等の一部の政治アクター

のみである．しかしながら，政策専門家もアジェンダ・セッティングによる政策転換を図ろうと

している．次章で詳説するが，医師不足は政策専門家によってアジェンダ・セッティングが行わ

れた例である．このアジェンダ・セッティングは既存の手法によっては説明され得ない 

そこで本研究はまず，アジェンダ・セッティングが行われた事例の全体像を把握することを目

的としている．さらに上位の目的として，分類の各項目を検討することにより，政策立案者がア

ジェンダ・セッティングを行う支援に資する示唆を得ることを設定している． 
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1.2.  アジェンダ・セッティングの事例分析 

 本章ではまず，アジェンダ・セッティングが行われた事例の全体像を把握するために，アジェンダ・

セッティングが行われた事例を選定する．そのために，特定の政策領域に限らず日本国内外の事例を

収集した．次に，それぞれの事例についてその政策過程を分析した．その際に必要となる情報は，書

籍など各種文献を中心に，不足した情報についてはその政策領域の研究者や当事者にインタビューを

行い収集した．収集した情報をもとに，政策の概要，背景，政策過程を再構成した．再構成した情報

をもとに，分類を行うにあたって必要な政策過程の特徴を見出すために，主要な過程の可視化を行っ

た．本研究における可視化は，政策転換が必要とされる背景と制作過程に影響を及ぼしたアクション

について因果関係を整理した形で示した． 

 

 対象としたアジェンダ・セッティングの事例は以下の 10 個である． 

①医師不足 

②郵政民営化 

③ゆとり教育 

④アベノミクスの第一の矢である異次元の金融緩和 

⑤ドイツのシュレーダー政権下における脱原発の決定 

⑥ドイツのメルケル政権下における脱原発の再決定 

⑦入管法の 1990 年改正 

⑧定住外国人との共生 

 

 選定した事例の政策過程について必要となる情報は，書籍など各種文献に収集した．また，不足し

た情報についてはその政策領域の研究者や当事者にインタビューを行い収集した．4 つの事例につい

て，合計 6 人にインタビュー調査は行った．一回あたりの時間は 1 時間から 3 時間であった． 

収集した情報をもとに，政策の概要，背景，政策過程を再構成した．再構成した情報をもとに，分

類を行うにあたって必要な政策過程の特徴を見出すため，主要な過程の可視化を行った．本研究にお

ける可視化は，政策転換が必要とされる背景と制作過程に影響を及ぼしたアクションについて因果関

係を整理した形で示した． 

 

医師不足 

医師不足・偏在の概要 

医師不足・偏在問題として挙げられる状況には大きく分けて以下の 5つがある． 

①国家レベルでの医師不足 

②都道府県レベルでの医師偏在 

③都道府県内の二次医療圏レベルでの医師偏在 

④診療科別の医師不足・偏在 

⑤夜間診療や救急医療における医師不足 

以上のような医師不足に関する指摘は，2000 年代後半から始まった． 
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1980 年代以降，厚生労働省は医師数について医師過剰であるとの見解を示しており，2006 年

に至るまでは「医師不足はなく，偏在しているだけである」と見なしていた（厚生労働省医政治

局 2006）．この報告は 1948 年に定められた医師算定法の標準医師数にもとづいており，現状を

適切に表現しているとは言いがたいものだった．しかし，地方のおいて十分な医療が提供できな

くなっており，2007 年 2 月に日本医師会は，医師不足の原因は従来から主張してきた偏在だけで

なく，絶対数の不足も認められるとして，以前からの見解を覆した（日本医師会 2007）．厚生労

働省も 2007 年から，医師不足について絶対数の不足を報告している（『日本医事新報』 2007）． 

それに伴い，2008 年 6 月には厚生労働省は「安心と希望の医療確保ビジョン」を発表した．子の

中では，医学部定員削減が見直され，また，医師養成数を増やす取組が行われている． 

 

医師不足・偏在の背景 

このように，医師不足・偏在が問題として取り沙汰されるようになった背景について，医師数

の絶対的不足と，医師の偏在とに分けて説明していきたい． 

まず，医師の絶対数の不足についてであるが，厚生労働省の医師・歯科医師・薬剤師調査では，

2012 年 12 月 31 日における全国の届出「医師数」は 303,268 人と報告されている．1986 年には，

この数は 191,346 人であり，20 年で医師数は約 1.5 倍に増加したことになる．医師数が増加して

いるが，経済協力開発機構諸国の人口あたり医師数の比較によれば，2006 年の時点で，人口

100,000 人あたりの医師数は，日本は OECD 加盟 30 カ国うち，26 番目であった．同じ報告におい

て，平均の医師数は 310 人とされ，わが国の医師数は OECD 諸国の平均のおよそ 2/3 であった（杉

野 2009）． 

しかしながら，わが国では 1982 年の第二臨時行政調査会の後，長らく医師過剰が報告されて

いた．具体的には，「医療従事者について，将来の需給バランスを見通しつつ，適切な養成に努

める．特に，医師については過剰を招かないよう合理的な医師養成計画を樹立する」と発案して

いる（臨時行政調査会 1982）． 

この臨時行政調査会からの報告により，政府は 1982 年 9 月に，医師の要請計画の再検討およ

び医師抑制策を決めた（二木 2009）．しかし，1948 年に定められた医師算定法の標準医師数にも

とづいており，当時の現状を適切に表現しているとは言いがたいものだった．1980 年代のわが国

の 1000 人あたり医師数は OECD 諸国の平均を下回っており，現在に至るまでその差は広がる一方

である． 

さらに，1984 年から，医学部の定員人数は 7％減少している．これは 1970 年代に，私立新設

医学部の急増および各県一医大構想によって医学部の定員人数が増加し，医師過剰が危惧された

ためである（小川 2008）．わが国では，医学部を卒業し医師国家試験に合格することによって医

籍に登録され，医師として活動することができるようになる．その数が増えすぎた場合に，医師

および病院間での過当競争が生まれることが想定されていた． 

また，医師の絶対数の不足については，少ない医師数でも世界最高水準の医療を実現しており，

しかも医師数が増え続けていることから，「医師数」の不足ではなく，医師数の増加割合を超え

て医師の業務量・負担が急増しているとする見方もある（小松崎 2012）．このような医師に対す

る過剰な負担は，1 ベッドあたりの職員数がきわめて他国に比べて低いことから，問題視されて
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きた．さらに，1990 年代以降病床数はほぼ横ばいであるのに対して，平均在院日数が急激に短縮

されていることからベッドの回転数が増加し，医師の単位時間あたりの業務量が増加していると

推定される．また，救急医療や夜間診療において，医師に対する需要が増加していることも，こ

の「医師不足感」を招いていると考えられる． 

このような医師不足に共通する要因として，急速な高齢化が考えられる．先に示したように，

医師数は 1986 年以降，1.5 倍になっており，人口 1000 人あたりの医療施設従事医師数は全体と

して増加傾向にある．しかしこの指標も 65 歳以上の人口で見ると減少傾向にあり，高齢化に対

して医師の供給が追いついていない現状が指摘されている（森 2008）．救急医療における高齢患

者の増加や，これまで急速に高齢化が進んだ非都市部での医師数減少など，高齢化が医師不足感

に影響を与えていると考えられる． 

 

次に医師の偏在について，まず，2004 年 4 月から実施された新医師臨床研修制度の影響から説

明する．この新制度は①全人的診療能力の修得，②研修に専念できる環境整備，③マッチングシ

ステムの導入の 3点からなっている．（厚生労働省 2002）特に，マッチングが引き金となり医局

による医師の引き上げが発生したことは，日本医師会（2008）の調査から明らかである．また，

同じ調査から派遣中止された施設のうち 44.6％が診療制限を行い，16.5％は閉鎖に追い込まれて

いることが報告されている．これらのデータから，新制度の導入によって，医局からの派遣医師

が引き上げられた結果，残された医師の負担が増加して，地方の総合病院において診療制限・閉

鎖・医師不足が起こったと推定される．さらに，新制度導入により，医師不足が強く主張される

産婦人科において派遣医師数の減少割合が最も大きくなっており，診療科別の偏在も招いている

と推定される． 

別の要因として，医療費抑制政策が挙げられる．この政策が診療報酬の抑制や医学部定員数削

減に影響して，勤務医の過重労働や疲弊を促進したと推定されている．このことから，社会保障

費圧縮政策によって病院の経営が悪化し，医師の流出が起こったと考えられている．さらに，2006

年に「7 対 1 看護配置基準」が導入されたことによって，全国的に看護師の需要が高まり，地方

の中小病院では大きな打撃を受けている（小松崎 2012）． 

また，医療機関の減少も，この問題を招いていると考えられている（池上 2009）．医療費の抑

制傾向はほぼ 20 年間変わっておらず，他国と比べて近年急に格差が広がったわけではないが，

特に産科や産婦人科について医療機関数が減少したことが，産科医の不足感につながっていると

指摘している． 

 

 

医師不足・偏在の因果関係分析 

医師不足・偏在の問題は 2000 年代後半から指摘されるようになったが，この問題の原因が新

医師臨床研修制度であると論じられることが多い．しかし，新制度が直接的に偏在を引き起こし

ているのは初期研修医であり，実働医師数に反映されるまでは 5～10 年かかるはずである．さら

に，現在の実働医師はマッチングとは異なるメカニズムによって分布している． 

むしろ，医師の絶対数の不足や社会保障費の圧縮政策，地方自治体の財政悪化といった要因か
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ら地域医療に対して過度に負担がかかり，それが新制度の導入と医局の弱体化というトリガーに

より，医師の引き上げ→残された医師の負担増→立ち去り型サボタージュという形で，医師の偏

在が認識されるレベルまで増大したと考えられる． 

 

 

図 3：医師不足のアジェンダ・セッティングに関わる因果関係分析図（小松崎 2012） 
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郵政民営化 

郵政民営化の概要 

2005 年 10 月 11 日に衆議院において，14 日に参議院において郵政民営化法案が通過，成立し

た．この政策は，小泉政権が構造改革の本丸として掲げた郵便・簡易保険・郵便貯金の郵政三事

業を民営化することを目的とした政策である．郵政事業を担っていた郵政公社を，民間企業に移

行させることであり，まず．株式会社に衣替えを行いさらにその株式を次第に民間に売却してい

くことを決定した． 

この決定は，諸外国に礼をみないほどの巨額の預金量を誇る郵便貯金と簡易保険を担っている

郵政事業について，民営化を通じて財政投融資の見直しを行うためのものである． 

 

郵政民営化の背景 

大嶽（2006）によると，郵政民営化が初めて論じられたのは，1981 年に発足した第二臨時行政

調査会によってである．しかし，国民が認識しだしたのは 1976 年にヤマト運輸によって始めら

れた宅急便の郵便小包と比べての便利さ，安価さが大きな要因であった．換言すれば，郵便貯金，

簡易保険，郵便事業の 3つの郵政事業の内，郵便事業の民間への開放が，世論の最も強い関心を

集めたということである．この時期，一般の国民にとっては，農村や離島も含めて，全国的なネ

ットワークを持ち，かつ比較的高利率で安定していた「郵貯」，「簡保」は，民間の金融機関より

も便利なものであり，改革を必要とするものとは映っていなかった． 

一方で，政府や実業界にとっては，改革の必要は郵便事業ではなく，郵便貯金の方にあった．

一つは民間銀行に比べてあまりにも大きな預金量が金融機関を脅かしていたことである．93 年秋

に細川内閣時代の第三次行革審が，郵便貯金の肥大化に懸念を表明する答申を行っている．さら

に，政策エリートのレベルにおいては，財政投融資の巨大な無駄の源泉となっている郵貯の使い

道に懸念が生まれていた．これらの資金は，国債の購入に多くが使用されていたが，90 年台の「金

余り」の状況の中で，さして必要もない，あるいはまったくむだな公共投資に振り向けられてい

たのである．それは特殊法人，公益法人等を介してであった． 

さらに，1990 年代，金融問題が重要な争点として浮上してくると，民営化された郵貯は，自由

な金融市場に参入し金融自由化の「総仕上げ」にもつながると主張されるようになった（小泉 

1996）．また他方で，調達面での優位性を失い，運用面でも苦戦を強いられることが予想された

郵貯・簡保事業にとって，350 兆円にのぼる資産規模を維持し続けることが経営の足かせとなる

との見方もあった（田中 2006）． 

だが，世論調査によれば，2005 年 9 月の総選挙の時期を除くと，郵政改革を最も需要な課題と

するものは，多くて国民の数％以下に過ぎなかった（池田 2007）．また，2005 年 1 月小泉内閣が

通常国会に向けて改めて郵政民営化を最大の争点として再浮上させた時期に行われたインター

ネットによる政府の意識調査によれば，10 の政策課題のうち郵政民営化は第 8位を占めたに過ぎ

ない．また，郵政民営化の賛否については「賛成」，「どちらかと言えば賛成」が計 55.1％に達し

ているが．便利な郵便局をなぜ廃止しなければならないのか国民の約半数は納得できないでいた

のである． 
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また政治的な背景として，官邸主導の政策決定過程が導入されたことを説明したい． 

郵政民営化には，官邸主導というそれまでの政府・与党の政策決定過程とは全く異なるプロセ

スが導入された．この官邸主導の実態は，首相が議長を務める経済財政諮問会議が制度的中心を

なしたことと，自民党の政務調査会，総務会による行われる事前審査という慣行を無視する小泉

の強引な手法によるものであった（大嶽 2006）． 

2001 年に小泉内閣が成立すると，小泉は諮問会議を率いる経済財政政策担当相にエコノミスト，

竹中平蔵を選んだ．そして，初の閣議において小泉は竹中の助けを得て自らが経済運営の主導権

を握る決意を表明する．官邸主導のトップダウン方式の経済運営を宣言したのである．そして，

小泉は週一回の諮問会議を最重要会議として位置づけ毎回出席することによって，内外にこの会

議をいかに重視しているか示し，諮問会議に経済政策の「司令塔」として強力な権限を与えた（読

売新聞政治部 2005）． 

また，小泉は人選において常に，与党への根回しもなく彼一人による全くのトップダウンによ

る決断を行っている．道路四公団に関する第三者機関の人選や郵政公社の総裁の人選において首

相主導を貫いている．この組閣を初めとして人事に他人からを出させないという方針を貫くこと

によって，小泉に忠誠を尽くす姿勢を示さなければ，他にどんな有力な人脈があろうと，期待す

るポストにつけないというメッセージを発信し，小泉への求心力を確保していた．このことが，

ときに事前審査性という慣行を無視することができるような強力なリーダーシップにつながっ

たのだ（大嶽 2006）． 

 

郵政民営化の政策過程 

本節は大嶽（2006）を参考に郵政民営化の政策過程を再構成したものである． 

小泉政権発足後，「郵政三事業のあり方について考える懇談会」という首相の私的懇談会が設

置された．しかし，自民党総裁選挙で最大の争点として郵政民営化については，この時期は，こ

の私的懇談会が作られたくらいで，その他の準備はされなかった．2002 年 8 月にこの懇談会の最

終報告が出されたものの，改革案は一本化されず，特殊会社案，郵貯と簡保の民営化案，廃止案

の三案併記であった． 

小泉はその後 2003 年 11 月の総選挙において，選挙公約に郵政事業の「2007 年からの民営化」

を入れるも，2004 年 7 月の参議院選挙が終わるまで，郵政民営化に関する具体的な検討は行わな

かった．それは，2004 年 7 月以降，少なくとも三年以上，国政選挙はなく，改革に専念できるか

らである．そのため，2004 年の通常国会までは郵政民営化法案の提出を控え，また，その具体的

内容について踏み込んだ議論をすることを避けた． 

参院選直後，7月 22 日から，郵政民営化は経済財政諮問会議で審議が開始された．9月 7日の

経済財政諮問会議において，経営形態変更の具体的プロセスまで含めた民営化の基本方針が決定

され，9月 10 日に自民党による事前審査の慣行を無視して，閣議決定された． 

政府と自民党は郵政民営化に関する検討委員会を設置し，1月26日から実質的な協議に入った．

他方，竹中郵政民営化担当相の指示で，郵政民営化準備室に集めた金融庁のスタッフが郵政民営

化関連法案概要を 2 月 15 日までに作成した．この作成は担当省庁である総務省や，財務省に全

く相談なしでであった．それ以降，政府と自民党との協議は進まず，膠着状態に陥った．政府は
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小出しに譲歩を示すも，特定郵便局長の組織，全特と組合は，これらの譲歩案を拒否した． 

調整が進まないことに業を煮やした小泉は，4 月 4 日に自民党の了承を得ない政府案が政府与

党会議にかけられた．27 日に法案が閣議決定され，総務会で国会提出が了承された．5 月 20 日

に衆院本会議で郵政民営化特別委員会の設置が決められ，6 月 28 日には特別委員会を通過した．

こうして 7月 5日に法案が衆議院で採決，可決された．自民党で採決に賛成票を入れなかったの

は 51 名で，法案への反発，反対派小泉の強引な手法への反感が大きな位置を占めていた． 

7 月 13 日，法案が衆議院に回されると，小泉は自民党参議院議員の説得を試みるも，参議院で

は，8 月 8 日，採決，否決された．自民党のうち，22 人が反対した結果であり，小泉は，即日，

臨時閣議で解散を決定した．政府の最重要法案が否決されたことは，内閣不信任であり，「身体

を掛けて国民の審判を仰ぐ」，より具体的には，「郵政民営化に国民が賛成か，反対か聞いてみた

い」というのである． 

6 月下旬の段階で，「本会議で反対票を入れた議員は，総選挙で公認しない．彼らが無所属で当

選してきても，復党させない」と，これまでにない強硬な方針を取ることを決めていた．そのた

め解散と同時に，反対派の出身選挙区には，公募も含め地元に地縁，血縁のない「落下傘候補」，

を対立候補として送り込んだ．この戦術は「刺客」と称されてマスコミの格好の話題となった． 

マスコミはとりわけ朝，昼の芸能ワイドショーが，刺客がどこまで切り込めるかという時代劇イ

メージで有権者の興味を煽り，盛んに報道した．ポピュリズム的な選挙のドラマ化に成功したの

である． 

また，小泉は，郵政民営化という一般有権者には理解の難しい争点である「ハード・イシュー」

を一般国民に緊急の課題としてストレートに受け取られる「イージー・イシュー」に転換するこ

とで，郵政民営化政策を大衆迎合的なポピュリスト的政策に見せることに成功した．問題の重要

性と，世論の無理解との間のギャップを前に，小泉は以下の 4つの議論を展開した． 

①相次ぐスキャンダルを景気に 80 年代以前から登場してきた官僚に対する国民の反感を動員し

て，「郵便局員や郵便局長は公務員として特権・既得権益を享受している」という議論がその一

つである．これについて小泉は，キャッチ・コピーを自ら作り，広報活動に利用した（大下 2005）．

「郵政公務員 27 万人の既得権を守って改革ができるんですか，みなさん」というものであった． 

②小泉はもう一つのキャッチ・コピーとして「自民党をぶっ壊してでも改革をすると，国民のみ

なさんに約息しました．改革を止めるな」というものを作った．これは相次ぐスキャンダルによ

って定着した国民の「政党不信」を小泉支持につなげようとする意図が明確である．プロフェッ

ショナル集団としての政党にはマイナスイメージが付着していることを認識し，小泉自らは政党

から距離をとろうとする戦略である． 

③さらに第三には，郵政改革はすべての構造改革の成功にとっての一里塚であり，これに抵抗す

る勢力は，単なる郵政改革の反対者ではなく，「構造改革」全体の敵対者であるとの論理を展開

した． 

④そして第四には，民主党は背後に労働組合がおり，郵便局員の既得権を守ろうとして，「抵抗

勢力」の一部になってしまった，という議論が付け加わる． 

 

以上のいずれの主張も，ハード・イシューをイージー・イシューに転換する戦術である． 
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これらには，郵政だけを取り上げた争点の単一化がみられる．自民党議員の多くは郵政以外の

ことに何も触れない小泉と執行部の戦術に不安を持った．しかし，実際には，この単一化，スロ

ーガン化こそがこの選挙において，大きな効果を果たしたのである． 

選挙結果は，自民党が 83 人の新人議員も加えて単独過半数を超える 296 議席を獲得した． 

こうして 2005 年 10 月 11 日に民営化の開始時期を半年ずらしただけの郵政民営化法案が衆議

院を通過し，そして 14 日後には参議院でも通過，成立した． 

 

郵政民営化の因果関係分析 

以上の，郵政民営化の背景と政策過程の各論点について，推定される因果関係をもとに，図に

示すような因果関係図を形成した．推定できた因果関係から郵政民営化のアジェンダの「問題の

流れ」がどのような変化をしたのか考察する． 

2005 年 1 月，小泉内閣が通常国会に向けて郵政民営化を再浮上させた時期に行われたインター

ネットによる政府の意識調査によれば，10 の政策課題のうち郵政民営化は第 8位であった．しか

し，2005 年 9 月の総選挙の際は，小泉は郵政民営化を最大かつ唯一の争点としたことによって，

多数の国民の支持を得ている．これは，小泉が彼の主張を一般国民にわかりやすい形で提示した

ことによるものである． 

小泉の主張には，彼が財政の危機，将来の財政破綻を日本政治の最大の問題ととらえていたこ

とが伺える．しかし，財政危機，特に将来予想される危機に，今から対処しようとする小泉の考

えは，一般国民には切実な問題とは受け入れがたい問題であった．そのギャップを埋めるために，

小泉はキャッチ・コピーを用いたり，郵政民営化を構造改革の本丸であると主張したりすること

によって，一般国民が課題をストレートに受け取ることのできるイージー・イシューに転換して

いる．このイージー・イシューへの転換は，巧みな選挙戦略によって劇場化され，より国民に親

しみやすいものになっている． 
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図 4：郵政民営化のアジェンダ・セッティングの因果関係分析図 
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ゆとり教育 

ゆとり教育の概要 

1998 年の学習指導要領改訂によりゆとり教育が発表され，2002 年から施行された．この改訂

は，学習内容の 3割削減や週 5日制というゆとり教育の集大成と言われる大きな改革であり，ゆ

とり教育の集大成である．ゆとり教育は，戦後の詰め込み教育で「荒れた」学校を改善すること，

一人ひとりの能力・適正に応じた教育を進めること，自己教育力を発展させること等を目的とし

ており，1998 年の改訂は改善の基本視点として以下の 4点を掲げている（文部科学省 1998）． 

①豊かな人間性や社会性，国際社会に生きる日本人としての自覚の育成 

②多くの知識を教え込む教育を転換し，子どもたちが自ら学び自ら考える力の育成 

③ゆとりある教育を展開し，基礎・基本の確実な定着と個性を活かす教育の充実 

④各学校が創意工夫して活かした特色ある教育，特色ある学校づくり 

この基本方針の上で行われた施策は，習熟度別学習などに代表される個に応じた教育の強化等

の市場主義につながるような，従来とは異なるものになっている（世取山 2008）． 

 

ゆとり教育の背景 

このような，ゆとり教育が実施される背景として文部省内での教育政策に対する意識の変化を

説明したい． 

1998 年の学習指導要領改訂の一つ前に当たる，1989 年の学習指導要領改訂ではそれ以外の改

訂とは異なり中央教育審議会ではなく，臨時教育審議会の審議が土台となっている．これは，1980

年代初頭において，いじめ，校内暴力，不登校，高等学校中途退学者の増加等が，大きな社会問

題となる中で，中曽根首相は，教育が重要な課題であるという認識を深めるとともに，文部省を

中心とした従来の政策決定プロセスでは，問題の解決につながるような改革を行うことはできな

いと考えた（ジョッパ 2005）．中曽根は戦後の政策形成体制を打破し，教育理念の包括的な議論

を行うことによって未来への展望を開くことを目的とし，1984 年に臨時教育審議会を組織してい

る． 

文部省の影響力を排除し，従来の理念とは異なる改革を目指したが，文部省の抵抗から，メン

バーはその影響を受ける形となり，さらに教育学者が参加しなかったために専門性の低いものと

なった（水原 1992）．その結果，臨時教育審議会は文部省に対して想定していたような力を発揮

することはできず，委員の間の理念の不一致から，教育理念を再構築することよりも実際的な議

論や，実現性の高い問題の議論にとどまることになる． 

この臨時教育審議会の登場は．文部省の意識を大きく変化させることになる．臨時教育審議会

での議論は精力的な上に，そこから出る案は文部省にとって新鮮なものだった．その影響を受け

て，文部省は旧来の政策を守ることではなく，自ら新しい政策を求めるような組織への変革をし

ている．それまでの文部省は事業を着実に実行し，予算を確保することが本分とされていたが，

臨時教育審議会以降は，政策を実現に導く工夫やアイディアを模索する組織に変化していった

（寺脇 2013） 

その後，1989 年の学習指導要領改訂の際は，従来の中央教育審議会での審議に戻り，文部省は

自ら教育改革を主導していく．1970 年代，1980 年代に学校の荒廃が問題とされた際に子どもた
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ちへ「ゆとり」を与えることが重要だと考えた文部省だが，この視点は 1990 年台に入っても変

わらず中心に据えていた．激しい受験競争のもとで，学習内容の削減のみをしても子どもたちが

塾に行くようになるだけであり，真に文部省が掲げるゆとりを実現するためには，社会の受験の

捉え方や受験制度を整え，変革する必要があることは文部省も認識していた（鴻巣 2013）． 

しかし，文部省に対しては外部から強い要求があった．日教組を中心とするリベラル層は学校

完全 5日制，学習内容の削減，総合的な学習の時間を導入することを求めていた．一方で，与党

自民党や財界は財政構造改革の視点から，教育にかかる経費の削減を要求している．財界は他に

もエリートを育成するための教育を行う環境を整備することも求めている（山崎 2008）． 

以上のような状況のもと，文部省は自らの理念を中心として，リベラル層や財界からの要求を

最大限実現することを目指している．「ゆとり」という従来から掲げてきた概念のもとで，リベ

ラル層の求める学校完全 5日制と学習内容の削減により，教育にかかる経費の削減を行った．「生

きる力」という新しい概念を生み出すことによって，総合的な学習の時間を導入することに正当

性がもたらされ，同時に財界が求める自己教育力の向上によるエリート育成を図ることもできた．

関係アクターからの要求を盛り込みながらも，「ゆとり」と「生きる力」という概念は文部省が

生み出したものとしてこれを強調し，主導権の確保も怠らなかった（寺脇 2006）． 

 

ゆとり教育の政策過程 

1989 年の学習指導要領の改訂以降の政策過程を説明したい． 

1989 年に改定された学習指導要領は 1992 年に施行された．しかし，それ以降も従来から指摘

されていた，いじめを中心とした教育の荒廃が問題となっていた．また，1992 年以降段階的に学

校 5日制が導入されていたものの，子どもたちの生活にゆとりは生まれておらず，受験競争も緩

和していないという見方が大半を占めていた．さらに，子どもたちの理科離れ等の勉強嫌いも問

題として取り上げられるようになっていた（柴田 1999）． 

1995 年，与謝野馨文部大臣が中央教育審議会に対して，21 世紀以降のわが国の教育のあり方

について諮問を行っている．その中で，問題意識として国際化，情報化，科学技術の発展，高齢

化，少子化，経済構造の変化等，社会の大きな変化について述べられている．このような変化を

踏まえた上で，上記のいじめ問題，受験競争の過熱化，科学技術離れの対応が必要であるとして

いる（中央教育審議会 1995）． 

このような問題意識のもと，1995 年の中央審議会において新しい学習指導要領の目的を「［ゆ

とり］の中で，子どもたちに［生きる力］を育んでいくこと」（中央教育審議会 1996）と掲げて

いる．1977 年の学習指導要領の改訂の際に初めて登場し，1989 年の学習指導要領改訂では使用

されなくなった「ゆとり」という文言が再び用いられている．この答申の中で学校 5日制の完全

実施が提唱され，総合的な学習時間を導入することも述べられている．1997 年の最終答申におい

ては，大学・高等学校の入学選抜の改善案として推薦入試をさらに推進していくこと等が提唱さ

れている．以上の中央教育審議会での議論のもと，1998 年に学習指導要領は改訂された． 

 

ゆとり教育のアジェンダ・セッティングの因果関係分析 

1989 年の学習指導要領改訂の土台となった臨時教育審議会に影響を受けた文部省は，自ら新し
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い政策を求める組織に変革した．その文部省は 1998 年学習指導要領改訂の際には，1970 年代か

ら提唱し続けてきた「ゆとり」という概念と，新しく「生きる力」という概念を組み合わせるこ

とによって，教育行政に関わる各アクターの要求を達成しながら，自ら主導して大胆な教育改革

を断行した． 

 

異次元の金融緩和 

異次元の金融緩和政策の概要 

2013 年 4 月 3 日，4日の金融政策決定会合において日本銀行は，量・質ともに従来とは次元の

異なる「量的・質的金融緩和」の実施を決定する．この政策は，デフレ脱却を達成するための第

2次安倍政権が掲げる一連の経済政策である，「アベノミクス」の第一の矢である「大胆な金融政

策」である．日本銀行は，消費者物価の前年比上昇率 2％の「物価安定の目標」を，2 年程度の

期間を年頭に置いて，できるだけ早期に実現するとし，このために，マネタリーベースおよび長

期国債・ETF の保有額を 2 年間で 2 倍に拡大し，長期国債買い入れの平均残存期間を 2 倍以上に

延長するなど，量・質ともに次元の違う金融緩和を行うこととした（日本銀行 2013）． 

これらの決定は従来の日銀が採用した金融緩和とは大きく異なるものとなっている．デフレ脱

却へのコミットメントを大幅に強化し，予想実質金利の引き下げにより即時の行動を促すもので

あった．  

 

異次元の金融緩和政策の背景 

このような異次元の金融緩和政策に踏み切るに至った背景について，1970 年代以降の経済環境

の変化をもとに説明したい．1970 年代後半から 80 年代にかけて，日本銀行が戦うべき相手はイ

ンフレであった．日本銀行は物価の上昇に対して，金融引締めを行っていた．それには政治家や

大蔵省，経済界が反対することも多かったが，1970 年代前半の狂乱物価の記憶も新しかったこと

から，物価上昇に対する世論の警戒心も強かった．日本銀行は世論を味方にすることで政治的圧

力に抗し，金融引締めに踏み切ることができた（上川 2005）． 

ところが 1990 年代以降，バブル崩壊による資産価格の急落と，それに伴う長期不況，経済の

グローバル化，さらに労働賃金の低迷が起きていた．その結果として，日本経済は物価が上昇し

にくい状況になり，ついにデフレに陥ることとなる（吉川 2013）．日本銀行は，金融緩和だけで

は景気は回復しないと考えていたし，インフレとバブルの経験から，大規模な金融緩和には積極

的ではなかった．しかし，物価の安定に責任を持つのは日本銀行であるため，徐々に日本銀行に

対し，デフレ脱却策の実施を求める声は高まっていった．さらに，財政赤字の深刻化により，機

動的な財政出動は難しいと考えられ，金融政策による景気刺激を求める声は，ますます高まって

いった． 

これは世界的な傾向であった．世界金融危機以降の欧米諸国は 1990 年台の日本と同様，物価

上昇率が低迷するディスインフレ状況となり，日本のようにデフレに陥るとの懸念が強まった．

これに対し各国は，財政出動と金融緩和で対応する．だが，ヨーロッパ諸国で政府債務危機が深

刻化すると，金融政策への依存が強まった．そうして，世界金融危機以降の先進諸国の中央銀行

は，それぞれ非伝統的な金融政策の実施や新たな政策指標を検討することに，追い込まれたので
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ある（藤井 2013）． 

かつての先進国では，景気が上昇によって失業率が低下し，賃上げが行われ，それが物価の上

昇につながった．このようなインフレ経済のもとでは，物価の上昇こそが経済の安定にとって最

大の脅威であり，中央銀行が政治の反対に屈することなく金融を引き締めることが必要であった．

それを可能にするためには，中央銀行に高い独立性を付与が必要であった．しかしながら，日本

ではバブル崩壊後，欧米諸国でも世界金融危機以降，ディスインフレ経済となり，徐々にインフ

レではなくデフレが大きな脅威となっていった．このため，反インフレ政策を唱える中央銀行に

高い独立性を付与することには，中央銀行としての職務をはたしていないと疑問の声が上がるよ

うになり，リフレ政策の実施を求める声が高まったのである（上川 2014）． 

さらに，別の経済要因としてアメリカの金融政策の影響があげられる．日本経済については

1980 年代以降，内需主導型経済への以降の必要性が説かれていたが，依然として経済成長を輸出

に，雇用を輸出企業に大きく依存している．このため，FRB が利下げを行うことによって必要以

上に円が高騰している状況下では是正すべく，日本銀行に金融緩和を求める政治的圧力が強まる

ことになる．また日本銀行自身も，そのような過度な円高に対しては金融緩和で対抗せざるを得

ないと考えている（田中 2008）．  

一方，日本の株式市場では，1990 年代後半以降，外国人投資家が主たる買い手・売り手になっ

ており，株価を左右する存在になっている（上川 2014）．したがって，海外投資家がどのように

日本の景気の動向を予測しているかによって，株価は上下している．仮に日本銀行が説明するよ

うに，ゼロ金利下の量的緩和に実体経済を良くする効果はないとしても，海外投資家が効果はあ

ると考えている限り，大規模な金融緩和が実施されると株価は上昇する．逆に緩和の規模が足り

ないとみなされると，株価は下落する．このため日本銀行は，株価が下がると金融を緩和せざる

を得なくなるのである． 

安倍首相が，法人税減税や労働規制の緩和といった．大衆からの支持を集めそうにない政策の

実施に熱心なのは，海外投資家が，こうした政策が取られれば景気は良くなると考えているから

であり，実際にこうした政策を実施することによって株価が上昇するのだろう．実際，安倍や菅

義偉官房長官は，株価が政権の支持率に直結していると見て，海外のファンド幹部と会談し，彼

らの日本市場への関心を探っている（朝日新聞 2014 年 5 月 18 日付朝刊）．安部は，グローバル

資本の重要性を認識しているという点で，過去の首相，とりわけ民主党の首相とは大きく異なっ

ている． 

また，政治的な背景として，日本銀行の独立性の変化について説明したい． 

まず，政権交代によって日本銀行の独立性に予期せぬ効果がもたらされている．自民党一党優

位政党として政権を独占していた時代には，政府・与党から日本銀行に圧力が掛けられると，野

党は日本銀行の独立性を尊重し，政府・与党を批判した．世論に強い影響力を持つマスメディア

も，政府・与党には批判的な立場を取り，日本銀行を擁護した．だが，野党時代に日本銀行の独

立性を尊重してきた民主党は，政権に就くと日本銀行に金融を緩和するよう繰り返し圧力をかけ

るようになる．一方で，日本維新の会，みんなの党といった日本銀行に批判的でリフレ政策を主

張する政党が，民主党の凋落にあわせて影響力を強めていく．その結果，日本銀行を擁護する政

治勢力はいなくなり，日本銀行はデフレの責任を一身に負わされ，その独立性は低下していった
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のである（上川 2014）．自民党総裁となった安倍が 2012 年衆議院総選挙の際に，さらに政権奪

取後，その独立性を否定するほど強力な圧力を日本銀行にかけたことに対して，強い抵抗が起き

なかったのは，そのためである． 

日本銀行が独立性を失った第二の政治的理由としては，逆説的ではあるが，1997 年の日本銀行

法改正により日本銀行の法的独立性が向上したことがあげられる（清水 2004）．以前は政治との

調整を政治力のある大蔵省が引き受けてきたのだが，独立性が向上した結果，政治との調整に不

慣れな日本銀行自らが，政治との調整を行わなければならなくなったため，政治からの風当たり

が強まったと考えられる．また，独立性が強化された日本銀行に対して，政府の権限を強める方

向で日本銀行法を再改正するという圧力を政府・与党がかけられるようになったからだとも考え

られる．日本銀行に，独立性という守るものができてしまったため，かえって政府・与党に圧力

をかける手段を与えてしまうことになったのである． 

第三に，より構造的な政治要因としては，日本の議院内閣制が従来のコンセンサス型からウェ

ストミンスター型へ変わりつつあることが挙げられる（待鳥 2012）．ウェストミンスター型の国

では，権限が首相に集中する．中央銀行に政府からの独立性を認めることは，このようなウェス

トミンスターの原則とは相容れないと考えられている．日本では 1990 年代以降，首相の指導力

を強めるために英国を模範として政治制度改革が進められた．1994 年には衆議院の選挙制度が小

選挙区比例代表並立制に変更され，2001 年の中央省庁再編では，内閣官房の強化，内閣府の設置

など，内閣機能の強化がされた（笠 2006）． 

こうした首相への権力集中．言い換えると首相への責任集中が進んだことで，首相が金融政策

への介入を強めることに対し，世論の批判が弱まった可能性がある．事実上，国民が選んだ首相

に権力が集中する仕組みがとられ，首相が指導力を発揮することが望まれているのに，首相は金

融政策に介入してはならないというは，国民感情からすれば奇妙なことに思われるだろう．また

首相からすれば，景気が悪化すれば首相の責任が問われるのに，景気に大きな影響を与える金融

政策に介入できないのは納得いかないということになるだろう（上川 2014）． 

これまで見てきた日本銀行の独立性に影響を与える要因に対して，日本銀行は常に受動的だっ

たわけではない．しかし，総じて言えば日本銀行は金融緩和に消極的で，景気対策に熱心でない

印象を与える結果となった．また，景気が回復すると将来の景気を楽観視して，すぐに金融を引

き締めようとした．このような振る舞いが，日本銀行に対する政治家や世論の不信感が高めるこ

とになり，独立性の剥奪を導いたのである． 

 

異次元の金融緩和政策の政策過程 

本説は上川（2014）を参考に異次元の金融緩和政策について政策過程を再構成したものである． 

2012 年 11 月 16 日に衆議院が解散され，選挙戦が始まると，安倍の発言に注目が集まるように

なる．「政権をとったら日銀と政策強調し，2％，3％のインフレ目標を設定する」，「輪転機をぐ

るぐる回して，無制限にお札を刷る」等の金融緩和に関する発言を，安倍は連日繰り返した．自

民党の選挙公約においても，政府・日本銀行の協定で物価上昇率 2％の目標を設定することや，

日本銀行法改正も含めて政府・日本銀行の連携を強化していくことが明記された．  

民主党は安倍のこうした強硬な姿勢の批判を強めるものの，民主党もこれまで日本銀行に執拗
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に追加緩和を求めており，自民党との違いは不明確で，批判は正論ではあったが，説得力に欠け

ていた．  

選挙結果は，自民党・公明党の圧勝であった．安倍は投開票日の 12 月 16 日に「今月決定会合

がある．我々の主張をどのぐらい理解しているのか」と日本銀行に迫った．12 月 18 日に白川は

自民党本部で安倍と会談する．安倍はその場で，2％のインフレ目標に向け，政策アコードを結

ぶことを検討するように要求した． 

市場も安倍の勝利を歓迎した．12 月 17 日にオセアニア市場では．円相場が一時，一年八ヶ月

ぶりの安値である 84.48 円/ドルとなり，19 日の東京株式市場では日経平均株価が 8 ヶ月ぶりに

1万円台を回復した．野田の衆議院解散表明後，約 1500 円も上昇したのである． 

この結果，日本銀行は，政治だけではなく市場の圧力も受けることになった．個々で日本銀行

が動かなければ，金融緩和を期待した市場が失望し，一気に株安・円高に反転するかもしれなか

った．そうなれば日本銀行への風当たりはますます強くなるだろうからである． 

さらに，ここで安倍に逆らえば，総裁・副総裁にリフレ論者を送り込まれるだけではなく，日

本銀行法の改正にまで追い込まれる危険性があった．日本銀行は安倍の要求を全面的に受け入れ

ざるをいなかった．12 月 20 日の金融政策決定会合で日本銀行は．「資産買入れ等の基金」の増額，

「貸出増加を支援するための資金供給」の詳細の決定，「中長期的な物価安定の目途」について

の検討の指示を行った．2013 年 1 月 22 日安倍内閣の下で初めて開催された金融政策決定会合で

日本銀行は，「物価安定の目標」を導入しその目標値を，自民党の選挙公約通り消費者物価の前

年比上昇率 2％とすることを決めた．また日本銀行は金融緩和を推進し，この物価目標をできる

だけ早期に実現することを目指すとした．白川が，これまで反対してきた物価目標 2％の導入を

受け入れたのは，「日銀法改正を阻止したい一念」によるものとみられる．金融政策決定会合後，

日本銀行と政府は共同声明「デフレ脱却と持続的な経済成長の実現のための政府・日本銀行の政

策連携について」を発表する． 

2 月 5 日白川は任期満了の 4 月 8 日をまたずに 3 月 19 日で辞任する意向を表明する．2 月 28

日，安倍は黒田を総裁候補，岩田規久男を吹く総裁候補として国会に提示する．もう一人の副総

裁候補として，日本銀行は山口の留任と望んだ．しかし安倍は，「正副総裁三人共交代し，人心

を一新したい」として，この提案を受け入れず，日本銀行内からは国際担当理事の中曽宏が上席

の副総裁候補として国会に提示された． 

この人事について 3 月 15 日に参議院本会議で国会からの承認を得る．このとき，みんなの党

が財務省 OB の総裁起用に反対していたため，民主党が反対すれば参議院で黒田総裁は不同意と

なった．だが民主党は，日本銀行法改正を主張する磐田の副総裁就任については不同意としたも

のの，黒田の総裁就任には同意する．党内にはアベノミクスを疑問視する声が強く，黒田への反

対論もあったのだが，「反対して総裁が空白になるのは問題」として，同意と決めた． 

その後，総裁に就任した黒田は，日本銀行職員に「これまで以上に資金量を出す」，「リスクを

恐れず政策を打つ」と命じ，総裁就任後，初めてとなる 4 月 3 日，4 日の金融政策決定会合で日

本銀行は，量・質ともに従来とは次元の異なる「量的・質的金融緩和」の実施を決定する． 
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アジェンダ・セッティングの要因分析 

以上の，異次元の金融緩和政策の背景と政策過程の各論点について，推定される因果関係をも

とに，図に示すような因果関係図を形成した．推定できた因果関係から異次元の金融緩和政策の

アジェンダの「問題の流れ」がどのような変化をしたのか考察する． 

解決すべき問題として円高・デフレ不況に注目が集まった要因として，長期的には，日本の産

業構造が輸出に依存していること，バブル崩壊後のディスインフレ経済からの脱却を図ることが

できずデフレが脅威になったことが挙げられる．そのため，以前にも金融緩和策を日本銀行が実

施することもあった．この長期的なトレンドに合わせて，FRB と ECB が前例のない金融緩和政策

を行ったことによる，戦後最大の円高となったことが，金融緩和政策を求める声の増大につなが

り，異次元の金融緩和という大胆な政策につながったということが考えられる． 
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図 5：異次元の金融緩和政策のアジェンダ・セッティングの因果関係分析図 
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ドイツの脱原発 

ドイツの脱原発の概要 

ドイツでは 1998 年 10 月に誕生した社会民主党（SPD）と 90 年同盟・緑の党（以下，緑の党と

表記）の連合政権が，連立協定に従い，電力業界と脱原発の条件をめぐって交渉を行い，2000 年

6 月に基本合意に達した．その要点は，既存の 20 基の原子炉を一基平均 32 年の運転期間で段階

的に廃止し，また使用済核燃料の英仏への再処理委託を 2005 年 6 月末日までに止め，以後は直

接最終処分に限定することにあった． 

 

ドイツの脱原発の背景 

2000 年 6 月に基本合意に達したドイツにおける脱原発の背景について，シュレーダー政権が樹

立した要因と，1994 年に原子力法改正され核廃棄物の直接処分が認められるようになった要因に

分けて説明していく． 

1998 年に赤緑連立連邦政府であるシュレーダー政権が樹立した直接的な理由としては 16 年に

及ぶコール政権への「飽き」が支配的であるとされている（小野 2014）．しかしながら，新しい

社会運動に起源を有する緑の党が権力の中枢に到達しえた要因の一つとして，ドイツが連邦制を

とっていることが挙げられる．連邦制の下では，州政府や裁判所の第一審，地方の政党や労組の

組織において，中央レベルとは異なる意見が許容される余地が大きい．州議会選挙を始めとして，

国民の意思を示す多数の機会もある．州政府は原子力施設の許認可権限を持つとともに，大手電

力会社の経営にも関与してきたため，州の政治が原発問題にとって重要な焦点にもなった（若

尾・本田 2012）． 

このことは，政党内において異端な意見を主張する人が立ち上がりやすくしている．例えば，

社会 1980 年当時において，社会リベラル政権の研究・技術相を退いたフォルカー・ハウフ（SPD）

はすでに，高速増殖炉に批判的だった．そのころから SPD 内部において原子力エネルギーに批判

的な少数グループがあった．その後 1982 年に野党に転落した SPD は原子力への批判姿勢を強め

ることとなった（坪郷 2013）． 

野党に転落してから 4 年後の 1986 年 4 月にチェルノブイリ原発事故が発生した．翌月，ハン

ブルクでの労働総同盟（DGB）の大会では「できるだけ早期の」脱原発を要求する同義を採択し

た．これはユンクの『原子力帝国』が，フランスのラ・アーグ再処理工場での劣悪な放射線管理

や環境汚染，被曝労働を押しつけられる派遣労働者，原子力施設の武装警備や労働者の厳しい身

元調査に光を当てたことで，原発関係の労働環境が問題視されたことも背景としてあった（本田 

2014）．8 月のニュルンベルクでの SPD 連邦党大会も，10 年以内の脱原子力を要求する決議を採

択した．こうした議論は 1989 年に採択されたベルリン綱領に結実する．この多様な利害関係を

包括する SPD という大政党が脱原発で均衡点を見出し得たのは，チェルノブイリの事故の影響だ

けではない．SPD の場合，伝統的支持基盤である労働組合を無視することはできない．景気低迷

や雇用機会損失につながりかねない脱原発路線へ支持調達として，SPD は早い段階から労働組合

との新しい関係を模索している．1985 年には「労働と環境」特別大会を開催し，十分な環境保護

と技術革新を通じた雇用創出作を打ち出そうとしている（坪郷 1989）． 
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また，国民の意思を示す機会として州議会選挙が多くあり，赤緑連立連邦政府成立以前に州レ

ベルでの連立を経験することは重要であった（小野 2014）．ヘッセン州では，85 年 12 月，緑の

党のヨシュカ・フィッシャーが環境大臣として入閣する．当時，SPD と緑の党の隔たりは大きか

ったが，ハーナウの原子力施設に関して妥協の見通しが生まれたことが，史上初の赤緑連立州政

府の誕生に道を開いた．だが，数カ月後のチェルノブイリ原発事故後，アルケム社の操業許可を

めぐり両党関係は決定的に悪化する．議会は解散され，選挙の結果 CDU と FDP の連立政権が成立

した．このような連立政権での失敗は，連立連邦政府の成立だけでなく，その後の脱原発交渉に

も生かされている．急進的な環境保護運動に端を発する緑の党であるが，こうした経験から 2000

年前後には党内でも現実主義が優勢になりつつあり，交渉を通じたプラグマティックな撤退路線

を確立するようになる（小野 2014）． 

以上のように，SPD が脱原発を決議したことや，SPD と緑の党とが州レベルの連立経験を得る

ことができたことが，赤緑連立連邦政府の成立に寄与している．そして，これら 2つが起こり得

たのはドイツが連邦制であったことが大きく影響している． 

次に 1994 年に原子力法が改正された要因を説明していきたい．この改正は電力業界の要求を

受け，エネルギー関係法規の一括改正案の一部として連邦与党で賛成多数で成立したものである．

それには再生可能エネルギー発電の買取価格の引き上げも含まれている．電力業界が直接処理へ

の選好を高めたのは，再処理にかかるコストが増大したからである．それは 1989 年 4 月に大手

電力企業である VEBA 社がヴァカースドルフ再処理工場の建設を断念し，フランスに委託する再

処理の量を拡大する意向を表明したからである．その結果，核廃棄物の再処理をするための政治

的財政的コストが大幅に高まったのである（本田 2014）． 

以下のヴァッカースドルフ再処理工場に関わる政治過程は本田（2014）に紹介された Rudig

（1994）にもとづいて概説している． 

VEBA がヴァッカースドルフ再処理工場の建設を断念したのはチェルノブイリ原発事故や全国

の反原発運動の積み重ねから政策の執行が遅れたからである．ヴァッカースドルフでの再処理工

場建設計画は 1980 年台に最も紛糾した反原子力闘争である．予定地は州やバイエルン電力（BAG）

が所有しており，州の政治は CSU の一党優位だった．初代連邦原子力相だったフランツ・ヨーゼ

フ・シュトラウス州首相は，再処理工場の建設を強力に推進した．BAG も出資するドイツ再処理

会社 DWK は 1985 年 2 月，正式に建設を決定した．9月州環境省が原子力法にもとづく第 1次部分

認可と即時執行命令を出し，行政裁判所は 12 月に予備工事の着手を始めた． 

炭鉱や鉄鉱山の閉鎖で経済が停滞するヴァッカースドルフ村は建設を歓迎したが，周辺自治体

で強い反対運動が起きた．1984 年 2 月の最初の聴聞会では約 5万 2,000 人文の意義が申し立てら

れた．1985 年 10 月にはミュンヒェンで 5 万人のデモが行われ，全国的な反原発グループも支援

に入った．また敷地占拠が 1985 年 8 月と 12 月に試みられるが警察に排除される．1986 年 3 月末

のデモでは「外部」の若いデモ隊に若干の地元民が加わり，警察と衝突した．チェルノブイリ原

発事故後は 1 万 5,000 人が現地でデモを行い，5 月にはデモ隊の一部が警察と衝突して数千人が

負傷し警察はヘリコプターからガス弾を投下して議論を読んだ．警察は反テロ法を含む法律を総

動員して反対運動を抑えこみにかかった．それでも 1987 年 10 月のデモには 3 万人が参加した． 

1987 年 4 月，バイエルン行政裁判所は第 1次部分設置認可を無効と判断しながらも，敷地での予
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備工事の差し止めは却下し，翌年 1月には地下水汚染対策の不備を理由に土地利用計画を無効と

判断した．しかし，個別部分の工事は続いた．DWK が 1988 年 1 月に原子力施設建設の第 2期部分

の認可を申請すると，国境を接するオーストリアの反原発グループは 41 万人，ドイツの反原発

グループは 47 万人，合計 88 万 1,0000 人の反対署名を集め，州政府に提出した．その聴聞会は 7

月から 8月にかけて 23 日間審議されたが，州政府の判断に変化はなかった（Rudig 1990）． 

しかし，1988 年 10 月バイエルン州首相シュトラウスが死去したことにより，建設計画の強力な

推進力を失う．さらに，電力会社 VEBA は，度重なる反対運動や裁判によって再処理工場の建設

計画が大幅に遅れていることや，シュトラウス首相手動によるバイエルン州の反対派の抑えこみ

が強硬すぎて，原子力政策全体が立ちゆかなくなる恐れがあることから，1989 年 4 月に再処理工

場の建設を断念する（本田 インタビュー）． 

このような状況下で，ドイツの原子力産業の展望は悪化していった．1989 年の 1月にはドイツ

最後となる原発が運転を開始し，原発の建設工事は全くなくなっていた．さらに，いくつかの州

で明確に脱原子力を掲げる SPD 主導の州政権が選出され，原子力法上の安全規制を厳格に適用し，

原子力産業に打撃を与えていた．（小野 2014） 

その後，連邦首相コールは 1992 年 10 月に原子力に関する超党派の合意の可能性を検討するた

め，政党の代表者他の対話をエネルギー業界に提案している，これを受け，VEBA とライン・ヴァ

ストファーレン電力（RWE）はコールに，原子力を長期的なエネルギーの選択肢の 1 つとして残

すことを前提とした上で，直接最終処分を廃棄物処理法として認知することなどを提案する書簡

を送っている．この流れのもとで，1993 年 3 月にエネルギー・コンセンサス部会が開始された．

この部会は参加者間に歩み寄りがなく 10 月に決裂したものの，電力会社の影響を受け，直接最

終処分が認められるようになる（本田 2014）． 

以上のように，エネルギー・原子力分野に対する国民の高い問題意識からなる粘り強い反原子

力運動がヴァッカースドルフ再処理工場ならびに，原子力発電所を建設することのコストを増大

させ，電力会社は直接最終処分や原子力発電所を建設しないという選択を取るようになる．この

ことによって，赤緑連立連邦政府の樹立後に脱原発の交渉を電力会社とする際にアジェンダが原

発の稼働年数のみへと絞られ，合意形成を促進させる要因となっている． 

 

ドイツの脱原発の政策過程 

ドイツにおける 1998 年連邦議会選挙の結果，コール保守リベラル政権からシュレーダー「赤

と緑」の連立政権へと戦後初の与野党が入れ替わる政権交代が行われた．ドイツにおいては，選

挙後，連立の組み合わせを決めた上で，連立する政党間で，各政党のマニフェストを基にして，

任期の 4年間で実施する政権政策に関する連立協定の協議を行う（坪郷 2013）．この段階で，両

政党の政策が異なる場合，妥協案が作られ，場合によっては 1年後に合意をすることを決めるな

ど，政策調整が行われる．つまり，政権発足までに，各政党の選挙綱領から政権政策への作り直

しが行われる．この連立協定の協議は，1 ヶ月から数ヶ月に及ぶ場合もある．連立協定の締結後

に，政権が発足する． 

さて，赤緑連立連邦政府の発足前に，連立政党間で連立協定とともに，政権発足後 100 日で実

現する重点政策を盛り込んだ「100 日プログラム」が締結された．SPD と緑の党によって締結さ
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れた連立協定（SPD und Grune 1998）において，「原発なしの新しい将来性のエネルギー・ミッ

クスへの道」をエネルギー産業と合意の上で選択することと，「脱原発を実現する 3 段階シナリ

オ」が明記されている．まず，連邦原子力法を改正し原発の安全審査強化と放射性廃棄物の発電

所施設内保管を義務付ける．続いて連邦政府は，1年以内に電力会社と協議する．第 3段階では，

損害賠償なき撤退を定めた法律を施工する． 

100 プログラムは政権内の確執もあって挫折したが，その後，連邦政府は漸次的な脱原発の可

能性を探ることとなる．電力業界との交渉は水面下で続けられたが，焦点となったのは撤退完了

までの期間である．難航する話し合いに事態打開の見通しが出てきたのは，99 年 11 月末のこと

である．新しい案では原子炉の操業年数が 30 年とされ，第 1 合の運転終了までに 3 年の猶予期

間が認められる．この「30＋3」案は妥協の限界線だったが，12 月，緑の党はこの案に同意した

（小野 2014）．法廷闘争をちらつかせていた電力業界にも歩み寄りが見えた． 

こうして 2000 年はじめのこと，脱原発交渉が再開された．ノルトライン・ヴェストファーレ

ン州議会選挙で赤緑連立が再選を果たすと，話し合いは加速する．シュレーダー首相は 6 月 14

日に最終案を提示，その夜のうちに合意は成立した．この交渉には，連邦首相，ヴェルナー・ミ

ュラー経済相，ユルゲン・トリッティン環境相，および電力会社数社の責任者が参加した． 

 

ドイツの脱原発のアジェンダ・セッティングの因果関係分析 

以上の，ドイツの脱原発の背景と政策過程の各論点について，推定される因果関係をもとに，

図に示すような因果関係図を形成した．推定できた因果関係からドイツの脱原発の問題の流れが

どのように変化したのか考察する．原子力発電に関わるコストが反対派の運動などによって増大

したことにより電力会社の原子力発電への選好が弱まり，脱原発へとアジェンダが徐々に絞られ

ていったと考えられる． 
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図 6：ドイツの脱原発のアジェンダ・セッティングの因果関係分析図 
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ドイツの脱原発の再決定 

ドイツの脱原発の再決定の概要 

2011年6月6日の閣議において，原子力発電の推進派の政党であったCDU/CDSとFDPからなる，

メルケル連立政権は原子力エネルギー法の改定により，「2022 年までに段階的廃炉」を行うこと

を決定した．最終的に原発の稼働期間の延長を撤回し，古い原発の廃棄と 2022 年までに順次す

べての原発を廃棄する「脱原発の政治的決定」を行った．これは，シュレーダー政権による「脱

原発の政治的決定」に立ち戻ったのであり，再度の「政治的決定」であった． 

このときに，ドイツの「40 年以上にわたる原子力利用についての政党間，市民の間での論争が

終結した」と言われている． 

 

ドイツの脱原発の再決定の背景 

メルケル首相は 2011 年 3 月 11 日に起きた東日本大震災によってもたらされた福島第一原発事

故を受け，迅速対応を行った．これについてフクシマの映像がメルケル首相の脳裏に焼き付いて

いたというエピソードがしばしば紹介される（小野 2014）．だが，いかなる動機にもとづくにせ

よ，政治的な計算があったことも確かだろう．2011 年 3 月の後半に 2つの州議会 選挙が迫って

おり，選挙への影響が懸念されたのである（坪郷 2013）．市民の間には，1986 年のチェルノブイ

リ原発事故の際の放射能汚染が思い出され，市民の動きも活発であった．ドイツ環境保護・自然

保護同盟を始めとする環境団体によって共同で組織された脱原発の大デモンストレーションが，

3月 26 日に 4大都市で開催され，全体で 25 万人が参加した．そして，3月 27 日に行われたバー

デン＝ヴュルテンベルク州の州議会選挙では，緑の党が第 2 党に躍進し，CDU が交代した結果，

緑の党から初めて州首相が生まれ，緑の党と SPD の連立州政府が誕生した． 

このような状況の中で，メルケルは政治家としての鋭い直感力によって，福島事故が座標軸の

変化をもたらし，有権者の感情を大きく動かすことを察知した．だからこそメルケルは，純粋に

市民の健康や財産に対するリスクを減らすためだけではなく，政治的な生き残りのためにも，心

のなかで原子力発電所を廃止することを固く決意していた（坪郷 2013）．メルケルにとって脱原

子力という結論はすでに決まっていたが，首相が独断で決めたと構成の人々から批判されないよ

うに，原子力について厳しい見方を持つ知識人を集めて倫理委員会を作り，急遽，提言書をまと

めさせたのだろう． 

倫理委員会のメンバーは，学識経験者ではあっても原子力やエネルギーの専門家ではなく，特

定の利益を代表するものでもない人たちから構成されていた（小野 2014）．もちろんその提言に

法的拘束力はなく，首相はそれを参考意見として聞き流すこともできたはずである．しかしメル

ケルは脱原発に好意的な世論，メディア，選挙結果などに直面して，所属政党の伝統的経路とは

異なり，この倫理委員会の提言に耳を傾けた．それは，前例踏襲型の行動をとりがちな政策エキ

スパートの影響力を封じ，世論の変化に敏感であろうとしたことの表れである．いわば，政策エ

キスパート間での調整よりも一般公衆を対象にしたコミュニケーション的手法に頼った改革で

ある． 

メルケルがこのような従来の政策形成過程とは異なる手法を利用したのは，1995 年 3 月にコー
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ル政権下で行われたエネルギー・コンセンサス会議の議長を行った経験が生きていると考えられ

る（本田 2014）．このエネルギー・コンセンサス会議は原子力に関する超党派の合意の形成を目

的として連邦首相のコールのもとで開催されたもので，連邦と州・政党・利害関係団体によるコ

ーポラティズム的な交渉の枠組みだった．しかし，それ故に利害対立を乗り越える事ができず，

6 月には決裂している．このことから，利害関係者を極力除いた委員会の提言を重要視したのだ

と推定できる． 

 

ドイツの脱原発の再決定の政策過程 

福島原発事故を受け，メルケル首相は 2011 年 3 月 14 日に原発運転期間延長を凍結し，翌 15

日には旧式炉 7基を 3ヶ月間停止すると発表した．メルケル政権は，環境省内部にある原子炉安

全委員会において国内全ての原子力発電所の安全性を検証することを決定し，またメルケル首相

は，将来的なエネルギー政策の方針を決定することを目的として，原子力発電のリスクを改めて

評価するための委員会である「安全なエネルギー供給のための倫理委員会」を設立する．委員会

の委員には，原子力の専門家は選ばれず，コール保守リベラル政権に環境相を努め，国連環境計

画で活躍したクラウス・テッパーとドイツ学術協会会長のマティーアス・クライナーを共同議長

とした．メンバーは，政治家，宗教家，起業家とともに，リスク社会論を展開してきた社会学者

ウルリッヒ・ビック，環境政治学者ミランダ・シュラーズらにより構成された．この委員会を設

立した理由は，2010 年の「原発稼働期間の延長」を取り消し，シュレーダー政権において既に決

定していた「2021 年までの脱原発」に立ち戻るために新たな根拠を上げる必要があったからであ

る．その際に，「倫理の観点」が持ちだされた（小野 2013）． 

この「安全なエネルギー供給のための倫理委員会」当初から，委員会の議論の公開性・透明性

を明示し，環境団体を含む専門家や多様な団体代表から広範囲なヒアリングを行い，それを公開

した．倫理委員会は 4月 4日から活動を始め，2ヶ月間の集中審議を行い，5月 30 日に最終報告

書を提出した．委員会は「即時の脱原発」も含めて検討し，「10 年以内に核エネルギーの利用か

らの撤退が可能である」ことを提言した．この報告書では以下の 4つの点が指摘されている（坪

郷 2013）． 

①日本のような高度技術国で原発事故が起こったことにより「原発事故というリスクが具体的に

起こりうる」という意味で，リスク認識を変えたこと 

②原発にかわるリスクの少ない技術があること 

③脱原発は産業・経済の競争力を脅かさないように設計可能であること 

④核廃棄物の処理と放射能の影響は何世代にもわたるものであること 

メルケル政権はこの報告書を受けて，政府与党幹部協議で脱原発の基本線を決定した．運転休

止中の原発8基は再稼働させず，残る9基は2015年から2022年にかけて5段階で運転終了する．

すなわち，全原発停止時期は赤緑連立次代の脱原発合意とほぼ同じである．この法案は 6 月 30

日に連邦議会で可決され，7月 8日には連邦参議院でも承認された． 

 

ドイツの脱原発の再決定のアジェンダ・セッティングの因果関係分析 

以上の，ドイツの脱原発の背景と政策過程の各論点について，推定される因果関係をもとに，
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図に示すような因果関係図を形成した．推定できた因果関係からドイツの脱原発の問題の流れが

どのように変化したのか考察する． 

日本という高度技術国でも原発事故が起きたという事実から，原発事故が現実に起こるものと

してリスク認識が変わった．その中で，一度撤回した脱原発路線に立ち直るために新たな根拠を

必要であった．原子力発電のようなシステムリスクにおいて倫理判断力がリスクマネジメントに

必要であるとの認識のもと，「安全なエネルギー供給のための倫理委員会」が設置された． 
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図 7：ドイツの脱原発の再決定のアジェンダ・セッティングの因果関係分析図 
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1990 年入管法改正 

1990 年入管法改正の背景 

日本の政治家の日系人認識は「海外の経済発展や海外と日本との友好関係に貢献している」と

いったように，国家の経済発展に視点を置いたものである．日系人への関心は，日系人労働者の

デカセギ現象が事件として表面化した後，むしろ非熟練労働者導入の代替措置として高まった．

しかしながら，日系人労働者導入の議論は国会など表にはなかなか出てこなかった．そこで，日

系人が労働者として注目されるに至った経緯を時系列で整理し，入管法改訂作業の背後での日系

人をめぐる動きがあったことを確認したい． 

法務省は，1982 年にインドシナ難民受け入れ及び難民条約批准に伴い「出入国管理令」（1951

年制定）を「出入国管理及び難民認定法」へと改定した．これに伴い「出入国管理及び難民認定

法施行規則」も改定され，その第 2条第 1号に「日本人の配偶者又は子」という新たな在留資格

を定めた．それまで「在留資格 4-1-16-3」（法務大臣が特に在留を認める者）という残余カテゴ

リーに入れられていたものを，「在留資格 4-1-16-1」（日本人の配偶者と子）とう独立したカテ

ゴリーに移したのである．このカテゴリーは婚姻や親子といった身分関係にもとづく在留資格で

あるため，在留活動については永住許可同様制限がなく，あらゆる業種で就労が可能である．期

間も最長 3年で延長も可能である（入管協会編 1989） 

日系人のデカセギ就労が開始されると，この在留資格はその重要性を増す．日本国籍保持者は

日本人として就労することができたが，その子や配偶者である日系人にはこの在留資格が適用さ

れた．さらにそれ以外の外国籍の日系人には．前述の「在留資格 4-1-16-3」（法務大臣が特に在

留を認める者）という残余カテゴリーが適用されたが，弾力的運用によって「日本人の配偶者と

子」の拡大解釈として扱われたため，活動に制限のない在留資格が与えられた．また 1985 年に

国籍法が改正され，父母両系血統主義が採用されたことも，日系人にとって重要な問題であった．

この時点で日系人のデカセギ就労の法的基盤の一部はすでに出来上がっていたと言えよう． 

デカセギの日系人労働者が注目を浴びたのは，悪質な斡旋業者発覚の報道によるものであった．

そもそも日系人労働者のデカセギ斡旋を始めたのは，横浜の三協工業と言われている．三協工業

は 1982 年頃から日本人労働者の派遣を始め，1984 年秋ごろから日系人の日本での就労斡旋を始

めたという．1987 年 11 月には労働者派遣事業法違反の容疑で立ち入り調査を受け，1988 年 3 月

には改善の行政指導を受けたが，ブラジル事務所のみ閉鎖し，派遣業は続けていた．そして 1989

年 10 月に摘発を受け，社長ら 2 人が労働者派遣事業法違反で逮捕されると（藤崎 1991），日系

人労働者のデカセギ現象は事件として表面化し，注目を集めることとなった． 

さらに「在留資格 4-1-4」（親族訪問目的の観光ビザ）のまま，資格外就労を行っていた日系

人労働者の存在も問題となっていた．1989年2月には，サンパウロ州の下本八郎州議員が来日し，

日系人への就労ビザ発給を日本政府関係者へ伝えたが「二世といってもブラジル人なので，特別

措置はできない」と外務省幹部に断られている．当時政府関係者は，日系人の就労を制限する姿

勢を示していた（藤崎 1991）．5 月の海外日系人大会では，日系人労働者の処遇改善を訴える要

望書が提出されている．6 月に状況は転換し．出先公館と入国管理局とが業務の一部分担で合意

し，それまで悪評を買っていた現地での査証手続きか簡略化される．これは日系人デカセギ就労
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を黙認するという政策転換と受け止められている（藤崎 1991）．一方日本では 1989 年 12 月に日

系人労働者の組織的雇用を目的として，群馬県大泉町周辺の中小企業 32 社が参加する「群馬県

東毛地区雇用安定促進協議会」が設立され，1990 年 4 月には日系ブラジル人労働者の第 1陣を受

け入れ始めた（酒井・湯本 2001）．入管法改定作業において日系人が労働者として注目される背

後にはこうした動きがあった． 

 

1990 年入管法改正の政策過程 

それでは，改定作業の前後ではどのような議論がなされていたのであろうか．そもそも労働省

は 1967 年の第 1次雇用対策基本計画の閣議口頭了解以来，「外国人労働者は受け入れない」とい

う立場を守り続けてきた．しかしながら，日本には戦後一方的に国籍を剥奪された在日外国人が

すでに定住していただけでなく，外国人労働者を導入する動きが見られた．たとえば 1960 年代

後半から 1970 年代初頭には，東南アジア諸国の女性労働力が「研修」という名目のもと下請け

零細企業に導入され，「准看護婦研修」という名目のもと看護婦も導入されていた．1972 年には

「国際技能開発計画」が開始され一定枠内で研修生を受け入れ始めた．1980 年代諸島には「じゃ

ぱゆきさん」と呼ばれる女性労働者が増加した．1983 年の中曽根首相の「留学生 10 万人計画」

は留学生や就学生を急増させ，彼らはアルバイトとして時間制限付きで非熟練労働に従事してい

た．また専門技術職への就職には「在留資格 4-1-16-3」（法務大臣が特に在留を認めるもの）が

適用されており，事実上外国人労働者は熟練か非熟練かを問わずに導入されていた．  

 

年 月日 アクター 事項 内容 

1967 3/14   第一次雇用対策基本計画閣議決定 

外国人労働者の入国

認めない 

1972   「国際技能開発計画」開始   

1982 1/1   「出入国管理及び難民認定法」施行 

「日本人の配偶者と

子」新設 

1983   「留学生 10 万人計画」   

1984   三協工業による日系人就労斡旋開始   

1985   国籍法改正 父母両系血統主義へ 

    プラザ合意（五カ国蔵相会議） 円高が急激に進行 

    内需拡大路線 

人手不足減少が生じ

る 

  法務省 日韓法的地位協定にかんする日韓当局者接触開始   

1986 12 月 法務省 

「外国人労働者雇用者事業法案（仮称）」の検討

に入る   

1987 2 月 法務省 

外国人労働者に関するプロジェクト・チームの提

言   

  6 月 法務省 財団法人入管協会設立   

  11 月 法務省 「外国人の就労に関する意識調査」実施   
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  外務省 外務省領事移住部に外国人課を新設 

外国人就労問題に着

手 

  12 月 労働省 「外国人労働者問題研究会」発足   

1988 1 月 法務省 入管協会に「外国人労働者問題検討委員会」発足   

  2 月 総理府 「外国人の入国と在留に関する世論調査」実施   

  3 月 法務省 入管法改定着手方針発表   

  労働省 「外国人労働者問題研究会」報告書 雇用許可制度創設案 

  4 月 法務省 入管法第一次骨子案公表 坂中英徳作成 

  5 月 法務省 入管法改正要項発表   

    入管協会「検討委員会」報告書   

  労働省 

「外国人労働者問題に関する調査検討のための懇

談会」発足   

  内閣官房 「外国人労働者問題菅家省庁連絡会議」設置   

  6 月   第六次雇用対策基本計画閣議決定 

専門職外国人の受入

拡大 

  7 月 総理府 「外国人の入国と在留に関する世論調査」報告 受入肯定過半数 

  10/16 労働省 労働基準監督署の臨検監督で外国人労働者の調査   

  11 月 内閣官房 

「外国人労働者問題関係省庁連絡会議」中間とり

まとめ発表   

  労働省 

「外国人労働者問題に関する調査検討のための懇

談会」報告書   

  法務省 入管法改定案まとめる   

1989 1/15   

査証相互免除協定一時停止（パキスタン，バング

ラデシュ）   

  1 月 

公明党，社会

党 「単純労働者」受入賛成表明   

  2 月 

下本サンパ

ウロ州議員 来日   

  3 月 法務省 入管法改定基本方針を発表   

  3/28   法案が閣議通過，政府案として国会に提出される   

  5 月 

海外日系人

大会 日系人労働者処遇改善の要望書   

  6 月   出先公館と入管の業務一部分担 

日系人の現地査証手

続きの簡略化 

  9/8 閣議 外国人労働者問題を協議   

  9/12 閣議 ボートピープルについて閣議了解   

  10 月   三協工業摘発，逮捕   

  内閣官房 「関係省庁連絡会議」改定法案早期審議に合意   
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  11 月 法務省 日系ブラジル人就労の実態調査実施   

  11/17 

衆議院本会

議 入管法改正法案通過   

  12/8 

参議院本会

議 入管法改正法案可決整理値   

  12 月   「外国人労働者問題に関する閣僚懇談会」設置 「単純労働」検討継続

    「群馬県東毛地区雇用安定促進協議会」設立   

  2 月   ブラジルで日系人連邦下院議員が合法化働きかけ   

  4 月 法務省 日系ブラジル人就労の実態調査結果発表 日系人待遇問題なし 

    

「群馬県東毛地区雇用安定促進協議会」第 1陣受

入開始   

  5/24 法務省 告示を提出   

  6/1   改定入管法，告示施行   

表 1：入管法関連事項年表 

 

1985 年のプラザ合意の後に円高に急速に傾き，内需拡大路線で中小企業の人手不足が深刻化す

ると，1986 年以降は男性の外国人労働者が増加し，1987 年頃から「不法就労」が問題視され始

めた．こうした状況の中，法務省と労働省を中心に入管法改定作業の準備が始まり，1986 年頃か

ら 1990 年にかけて大規模な改定作業が行われる． 

法務省は 1986 年 12 月には 2年後の立法化を目指して，雇用者に対する営業停止など罰則を盛

り込んだ特別法「外国人労働者雇用者事業法案（仮称）」の検討に入った．1987 年 2 月には外国

人労働者に関するプロジェクト・チームが提言をまとめ，在留期間 3年の延長なし，家族呼び寄

せなしの単身出稼ぎとして「単純労働者」の導入を考えている．6 月には外郭団体（財）入管協

会を設立，11 月には「外国人の就労に関する意識調査」を行い，1988 年 3 月には入管法改定着

手方針を発表した． 

労働省は 1987 年 12 月に「外国人労働者問題研究会」を発足し，1988 年 3 月には報告書を提出

した．この報告書において，労働省は「雇用許可制度」創設案を提唱したが，この案は外国人の

二重チェックになるという法務省の批判，および在日民族団体や経営者団体の反対を受けた．同

じく 3月には「外国人の就労実態について」という「不法就労」調査を行い，調査対象事業所の

3分の 1が「不法労働者」を雇用していることを明らかにした． 

法務省は1988年 4月に第一次骨子案を，5月に入管法改正要綱案を発表し，在留資格の見直し，

入管審査手続きの迅速化，就労証明書の交付，雇用主罰則規定，「単純労働者」受け入れ慎重論

といった内容を明らかにした．入管協会は 1988 年 1 月に「外国人労働者問題検討委員会」を発

足させ，5月に中間報告を出したが，その内容は法務省の方針と同じである． 

労働省は 1988 年 5 月に「外国人労働者問題に関する調査検討のための懇親会（調査会）」を新

たに発足させた．6月には第 6次雇用対策基本計画（閣議決定）において，「専門技術的な分野や

外国人ならではの分野での外国人労働者」を認め，「単純労働の外国人労働者は受け入れない」

と従来の基本計画を一部訂正し，専門技術者の受け入れ姿勢を示した．10 月には全国の事業所を
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臨検監督する際に，同時に「不法就労」の調査を行った．12 月には懇談会が報告書を出すが，「単

純労働者」の受け入れ反対，専門技術者の受け入れ，研修生受け入れといった内容であり，基本

的に 3 月の報告と同じ内容である．「雇用許可制度」についても再検討を行ったようだが，最終

的にこの案は実現しなかった．労働省は法務省に，労働力の需給調節の権限を譲り渡したと見る

ことができる． 

それ以外の省庁や政党も動きを見せいている．外務省は 1987 年 11 月に，外務省領事移住部に

外国人課を新設して，外国人の就労問題など総合的な検討に着手する方針を固めた．総理府は

1988 年 2 月に「外国人の入国と在留に関する世論調査」を実施，7月に報告を出し，過半数の人

が「単純労働者」受け入れに肯定的であることを示した．内閣官房は 1988 年 5 月に，17 省庁か

らなる「外国人労働者問題関係省庁連絡（調整）会議」を設置して総合的な意見調整を行い，11

月には「中間とりまとめ」を出した．自民党も 1988 年に当政務調査会の中に「外国人労働者問

題特別委員会を設置し，関係課題の検討を行っている．1989 年 1 月には，公明党と社会党が「単

純労働者」を含む外国人労働者の導入賛成を表明している． 

法務省は 1988 年 12 月には入管法改定案をまとめ，1989 年 3 月に基本方針を発表し，出入国管

理基本計画の策定といった方向性を示した．3月 28 日に法案は閣議を経て，同日国会に政府案と

して提出された． 

法案は 6 月と 8 月に 2 回先送りされたが，夏に「偽装難民」が来日したことに勢いを得る．9

月 8日には外国人労働者問題が閣議で協議され，9月 12 日にはボートピープルの審査について閣

議了解がなされる．1989 年 10 月には 17 省庁連絡会議が「外国人労働者に関する日本政府の基本

的方針」を発表し，①専門技術者受け入れ．②単純労働者は慎重に検討，③研修生受け入れ検討

という方針を打ち出した．そして入管法成立後の 12 月に「外国人労働者問題閣僚懇談会」を設

置し，「単純労働者」に関して検討を継続することが外務大臣の発案で決められた．こうしてよ

うやく関係省庁が合意に達すると，その後一気に審議が進む．最終的に付帯決議が付いたものの，

法案はほぼそのままの形で 11 月 17 日に衆議院を通過，12 月 8 日に参議院で可決成立した． 

大きな論争を巻き起こして成立した改定入管法であるが，「不法就労」対策の罰則規定以外，

外国人の就労システムは改定前後を通じて基本的には変わっていない（百瀬・小倉 1992）．変わ

ったと言えるのは，入管法に関連する告示という部分である． 

既に述べたように，この改定入管法は，非熟練労働者の導入を認めないという日本の移民政策

を決定づけると同時に，代替措置として日系人労働者の導入を認める方針を示すものであるとさ

れている．しかしながら厳密に言えば，1989 年 12 月 8 日に可決成立した改定入管法には「日系

人」という用語もそれを指す内容も一切登場しない．日系人を指す内容は，後に発令される告示

において示されている．その告示とは「出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の規定に

もとづき同法別表第二の定住者の項の下欄に掲げる地位に定める件」（平成二年五月二十四日 

法務省告示第百三十二号）である． 

告示とは，政令，症例などと同様に，法律自体で規定できない細部的・技術的事項を行政が定

める行政立法の一種で，行政機関がその意思や事実を広く一般に告示する方式である．（原田 

1994）．この告示は改定入管法成立の約半年後に当たる 1990 年 5 月 24 日に出され，約 1 週間後

の 6月 1日に改定入管法と同時に施行されており，これが日系人優先受け入れの根拠となってい
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る． 

続いて，この告示が何を目的にして作られたか，という点に注目していきたい．そもそも「定

住者」という滞在資格は，インドシナ難民，中国帰国者およびその家族の法的地位を明確化する

目的で創設されたと言われている．南米日系人の法的地位の整備は，当初予定されていなかった

ようである． 

しかしながら自由民主党発行『月刊自由民主』1989 年 11 月号に掲載された，野島年彦の「進

めたい日系人の特別受け入れ」には，日系人が人手不足対策の労働力として注目された理由が，

はっきりと示されている．南米日系人労働者の導入を訴えていたのは，自民党の「外国人労働者

問題特別委員会」の委員長である加藤武徳参議院議員であった．加藤は「一世は日本国籍を持っ

ていて，二世も単純労働でも何でも働いていい資格があるのですが，一世，二世は四十代，五十

代と年配の人が多い．わたしはできれば十代，二十代の日系三世の人たちに来てもらって，働き

ながら進んだ技術を取得してもらいたいと思っているのですが，三世は現地の国籍だけをとって

日本国籍を放棄している人がほとんどなんだそうです．そうすると日系人と言っても入管法上，

他の外国人と同じ扱いにしかできない．つまり仕事や活動面でいろいろ制約されて単純労働にも

つけない．私は，日本国籍を持っていない三世の方々を何らかの方法で特別扱いにし，一世，二

世と同じ資格を与えてやれないものかと，いろいろ検討したんです．できれば今度の入管法改正

案に盛り込めないかと動いてみたんですが，結局思うようにならなかった．今も心残りになった

おり，なんとかならないかと考えているんだがねぇ」と述べている．それを受けて野島は「確か

に日系人の就労者を積極的に受け入れようという案は，当面の人手不足の解消に効果的で，しか

もすぐ取りかかれる．労働開国反対論の大きな理由は．文化，風習の違うアジア人を大量に受け

入れると人種差別など摩擦が起こりやすく，単一民族国家に近い日本の民族構成が崩れてしまう

というものだ．しかし，同じ日系人なら日本語を十分に話せない人がいても，それほど気になる

まい．（中略）外国人労働者の受け入れに反対する人も，日本の風習を身につけた日系人なら特

別扱いにそれほど文句はないだろう」（野島 1989）とまとめている． 

一度はたち消えとなった南米日系人労働者導入案は，改定入管法成立後の告示の制定作業にお

いて現実化する．国会会議録等の資料を時系列で並べると，入管法改定後の半年間に日系人優先

受入政策が具体化されたことがわかる． 

1989 年 10 月 25 日の参議院予算委員会では，谷川寛三議員が三協工業の事件にふれ，初めて南

米日系人労働者に言及した． 

11 月 19 日の参議院外務委員会では，中西珠子議員が同じく三協協業の事件に関して質問し，

労働省の吉免氏はブラジル日系人に関して，「外国人とはやはり全く違うわけでございまして，

もとをたたせば日本人という面がございます」と答弁している．さらに「日本国内での就労のあ

り方のようなものについて検討を進めたいというふうに考えておりまして，実は外務省さんの方

にもブラジル国内の事情等の調査もお願いをしておりまして，そういったものを踏まえて適正化

でいろんな形の方策はとっていきたいというふうに考えております」とブラジル日系人の就労を

認める方向で検討中であることを明らかにしている． 

11 月 30 日の衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会では，宮里議員が南米日系人の入国

手続について質問し，「二世，三世というのは，もともと肉体も魂も日本人と同様」であり「日
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系人の子弟が日本へ入城してくる場合に，ただ不法就労が目的で入ってくるだろうというような

形で入り口を閉めるのではなくて，（中略）これを暖かく迎え入れるということも，この際大事

であろうと思います」と述べている．それに対して法務省の堀口氏は「日系人の就労状況に関す

る実態の把握をさらに進めますとともに，関係省庁とも協議しながら，今後の対応に遺漏なきを

帰してまいりたい」と答えている．また外務省の島内氏も「（親族訪問とは違う）他の目的によ

りわが国に渡航することを希望する日系の方の取り扱いを含めまして，目下法務省と協議してい

るところ」と述べている． 

12 月 5 日には，中南米国会議員連盟と在中南米 18 カ国の大使との懇談会に置いて，外務省の

坂本中南米局長は「長時間議論いたしましたが，結論から申しますと，日系人については，技術

研修，将来の日本と中南米の架け橋になりうる日系人という観点から，もっと健全な受け入れ体

制を考えるべきではないかということになりました」と述べたが，おおっぴらに日系人を優遇す

ることは，非日系人との関係上難しい問題があり，工夫を要すると語ったという（藤崎 1991） 

1990 年 2 月 9 日には，外務大臣官房の久米領事部長がサンパウロを訪れ，日系人の就労問題に

ついて日本政府の見解を初めて明らかにしているが，旧入管法の内容を再確認しただけであり，

日系人労働者の受け入れ問題については本間副領事が「6 月に施工される新しい法律を待たなけ

ればならない」と付け加えた（藤崎 1991）． 

4 月 13 日，法務省入国管理局は『在留日系ブラジル人等の稼働状況に関する実態調査の実施に

ついて』という調査結果（法務省入国管理局 1990）を発表し，日系人は待遇の面で日本人従業

員とほぼ同等の取り扱いを受けており，特に問題がないという結論を導き出した（藤崎 1991）． 

4 月 17 日の参議院外務委員会では，猪木寛至議員がブラジルにおいて日系人当事者から就労状

況改善の陳情を受けたと発言している． 

そして告示の出される 3 日前である 5 月 21 日，参議院予算委員会において中曽根弘文議員か

ら日系二世，三世の就労について「日本の国内では合法なのだと思いますが」と質問が出されて

いる．塚原労働大臣は「無論一世は問題無いですし，二世も問題無いです」と述べた後に，「入

管帆のあれで今度は三世ももしかしたらよくなるかもしれないですけれども」と日系人労働者の

優先受入を認め，「労働省といたしましては，今後とも日系人の就労希望者の増加が予想されま

すので」と日系人労働者の急増を予測していうる．また法務省の股野氏は日系二世，三世につい

て「新たに定住者という在留資格を与えることにいたしまして」と述べ，「就労を含めてわが国

での活動に入管法上の制限を設けない」と明らかにしている．さらに中曽根議員は「一つの地域

の商工会とかそういうような団体がまとまって南米から日系人を受け入れようという動きがあ

るようだが」と付け加えている． 

6 月 1 日，改定入管法と関連する行政立法が施行され，上記の告示も施行される．サンパウロ

領事館では，日系人の優先受入政策について公式発表がなされた（藤崎 1991）．また，入管協会

は『国際人流』1990 年 7 月号で「日系人の Uターン現象を追う」という特集記事を組み，早速広

報に努めている．ただし特集記事の中では，日系人の在留資格の整備は認めても，日系人を労働

者として優先受け入れしたわけではないとしている点に留意しておく必要がある．外務省担当者

は「日系人の方が親族と一定期間暮らせばお金がかかるわけですが，その費用を得るために働く

ことを認めましょうということであって，日系人の就労を促進したりするものではありません」
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と説明し，労働省担当者は「日系人のみにターゲットをしぼって労働者の募集を行うことは，民

族的出自による差別であり，ブラジル等において人種差別を行うものであるといった批判，非難

を生みかねない」と語っている．日系人労働者の優先受入を認めることによって，現地社会にお

いて日本政府が人種差別で批判されること，および日系人労働者が急増した後の影響を考慮して

の発言と思われる． 

入管法改定後，滞日南米人人口はさらに増加する．梶田らのグループが 1998 年 12 月から 1999

年 4 月にかけて行った，入管法改訂作業に携わった法務省担当者らへの聞き取りによると，この

日系人優先受入政策は里帰りを想定したものであり，日系人労働者の急増は政策担当者にとって

「意図せざる結果」であったと語った（梶田 1998）． 

 

入管法の 1990 年改正のアジェンダ・セッティングの因果関係分析 

入管法の 1990 年改正によって，日系人が増えていることは確かである．しかしながら，1990

年に入管法が改正されたのは日系人の入国管理を簡易化することが本来の目的ではない．当時，

国内において問題となっていた不法就労の外国人労働者を排除することが目的であった．つまり，

単純労働者は原則として受け入れないという従来からの方針に変化はなかった．従って，入管法

の 1990 年改正では，法務省が高度人材を受け入れるが単純労働者は慎重に対応するとの方針の

もとで，財界が求めた労働力の確保とブラジルが求めた日系人の受け入れ緩和という要求を達成

するような政策を立案し，実施している 

 

定住外国人との共生 

定住外国人との共生の概要 

わが国では 1988 年の「第 6 次雇用対策基本計画」において外国人労働者を「単純労働者」と

「専門的・技術的労働者」とに分けることで，いわゆる単純労働者に関しては慎重に対応し，一

方で専門的・技術的労働者に関しては受け入れるという方針が提示された．それ以降，単純労働

者としての移民受入ならびに外国人との共生については表立って議論されてこなかった． 

しかし，わが国における外国人の状況はこの方針とは異なっている．2014 年現在，法務省の在

留外国人統計によればわが国の外国人登録者数は 235 万 9,461 人となっており，わが国の総人口

の 1.85％をしめている．また，やや古いが 2010 年の国勢調査によると，15 歳以上の外国人のう

ち労働力人口は 82 万 9 千人となっている．また外国人就業者数は 75 万 9 千人である．この産業

別構成は，製造業 33.6％が突出して多く，職業別構成は生産工程従事者が 32.4％，サービス職

業従事者が 12.2％，専門的・技術的職業従事者が 12.2％となっている．特に，90 年入管法改正

によって急激に増加したブラジル人については，生産工程従事者は 64.5％を占めるこのように，

わが国においては基本的には受け入れないとの方針であったが，製造業等における外国人労働者

は数多く存在し，近年，外国人労働者の受け入れ範囲の拡大を，この分野において求める意見が

経済界を中心に出ている（渡邉 2008）． 

そして，2014 年に入り，外国人労働者の受入に関する議論が各所で巻き起こっている．政府は，

1 月 20 日，「成長戦略進化のための今後の検討方針」を産業競争力会議においてまとめ，わが国

を内側からグローバル化する手段として，「外国人材受入のための司令塔の設置」をするとして



研究報告 6 - 42 
 

いる．さらに，「持続可能な経済成長を達成していくために必要な外国人材活用の在り方につい

て，必要分野・人数等も見据えながら，国民的議論を進める」方針を提示している．また，1 月

24 日の建設分野における外国人材の活用に係る閣僚会議では，建設技能労働者が不足している現

状に関して，オリンピック・パラリンピック関連施設整備対応ならびに震災復興事業のための方

針について，年度内を目処に結論を出すと示された（産業競争力会議 2014）． 

さらに，2月 13 日，安部首相は衆議院予算委員会において，「専門的・技術的分野の外国人は，

経済社会の活性化に資するという観点から積極的に受入れ，技能実 習制度については，技術移

転による国際貢献がさらに促進されるよう制度の充実を検討する」と述べ，外国人と共生するこ

とについて，「我が国の将来の形や国民生活全体に関する課題として，国民的な議論を経た上で

多様な角度から検討する必要がある」と前向きな発言をしている．また，2月 24 日に内閣府が「選

択する未来」委員会の第三回会議資料として「目指すべき日本の未来の姿について」という移民

受け入れを念頭においた人口動態予測を初めて発表した（内閣府 2014）． 

 

定住外国人との共生の背景 

先に述べたように 1988 年の「第 6 次雇用対策基本計画」において，単純労働者の受入を事実

上否定してから，その方針が今日まで引き継がれている．当時の議論は，外国人にわが国の門戸

を開くか，従来通りのままにするかという選択であったが，それからほぼ 10 年後に小渕内閣に

経済企画庁長官として迎えられた堺屋太一は人口減少社会への対策として，外国人移民の受入を

積極的に考慮することを提案している（駒井 2002）．この堺屋の諮問を受けて，経済審議会は 1999

年 7 月に「経済社会のあるべき姿と経済新生の政策方針」を答申し，専門的・技術的分野の外国

人受入の積極化と，留学生の受入拡大や卒業後の就職支援などの促進を謳ったが，いわゆる単純

労働者については十分に対応するとして，従来の姿勢にとどめいている．また，同年 8月，雇用

審議会による「第 9次雇用対策基本計画について –今後の労働市場・働き方の展望と対策の方向」

が閣議決定された．そこでは，少子・高齢化に伴う労働力不足は，外国人労働者ではなく，国内

の女性労働力と高齢者労働力で代替するとされている． 

しかしこれは表面上のことであり，実際としては前章の 90 年入管法改正によって日系人労働

者が増加している．特にブラジル人については，1986 年には 2,135 人と微々たる数であったが，

施行された 1990 年には 56,429 と大きく伸びている．バブル崩壊後も 2007 年までは一貫して右

肩上がりの趨勢を示し，316,967 人まで増えている． 

このように，外国人労働者，特に日系ブラジル人の就労が増加した要因として，当時のブラジ

ル経済の停滞がある．イシ（2006）によれば，わが国の日系ブラジル人出稼ぎ論が，日本とブラ

ジルの二国間関係で説明されがちな点を指摘した上で，「ブラジルから日本への出稼ぎがブーム

化した 1980 年代後半は，既に大勢のブラジル人が複数の欧米先進諸国に向かっていた時期」で

あると述べている．ブラジル経済は 1960 年代末から 1970 年代前半にかけて，GDP 成長率が年平

均 10％を超えていた．しかし第二次石油ショックと対外債務危機から始まった 1980 年代は，一

般に「失われた 10 年」と呼ばれ，81 年と 83 年には GDP がマイナス成長を記録している． 

この経済の停滞は雇用に影響を及ぼすとともに，80 年代末には年率 1000％をこすハイパー・

インフレーションが襲った．そのような状況に際して，ブラジル人の一部は海外脱出を始めた．
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イタリアを足場に欧州に移民するもの，歴史的につながりの深いポルトガルに渡るもの，北米を

目指すもの，そして「定住者」という門戸からわが国に訪れるものである．こうして，ブラジル

は入移民の国から出移民の国に変貌と遂げたのである． 

さらに，1990 年前後は，日本の労働市場が労働力を必要としていたことも，外国人労働者が増

えた要因である．バブル経済とともに，特に輸出製造業において人員不足となっていた．しかし

ながら，バブル崩壊以降も外国人労働者が増えていることから，日本の労働市場が外国人労働者

を需要していた理由はそれだけではない． 

この要因は丹野（1999）の記述から推定できる．丹野（1999）では，業務請負業が日本の産業

社会の中でどのように位置づけられ，そこでは日系ブラジル人がどのような働き方をしているの

かを，日本人の出稼ぎ・季節工・期間工との関係など，実態調査に基づいて検討している．それ

によると，企業が請負業を使用しようとしたことが，日系人労働者の増加を招いたのであり，最

初から日系人労働者を雇用しようとしたのではないのである．このことは，山田氏もインタビュ

ーにおいて主張している．競争関係にある企業が請負業を使用することを理由にして，請負業を

自社でも使用するというような企業が増加したのである．その結果として，日系人労働者を雇う

企業は増加して，多様化していった．日系人労働者の雇用が拡大することによって日系ブラジル

人・日系ペルー人等，日系人それ自体にも多様化と階層性をもたらしているという． 

そもそも，技術や技能を有していない労働者が生産現場で雇用されるようになったのは，製品

がモジュラー化されているからである（渡辺 2006）．国際競争によって強まるコスト削減圧力に

対応する方策の１つとして，企業は雇用の柔軟性を確保するために，製品をモジュラー化してア

ウトソーシングを進める必要があった．製品がモジュラー化されることによって，高い技術・技

能を持たない未熟練労働者や外国人労働者であっても生産現場で雇用できる．仕事になれるまで

の期間が数日というものもあり，業務請負会社の日系人労働者が技術・技能を有していなくても

製造現場で働くことができるのはこのためである． 

このように，製品サイクルが短くなり，製品のモジュラー化が生産技術の熟成により促進させ

られているために，正社員から請負業への代替が進んでいる．請負業が生産現場の労働力の大部

分を担うようになったのは，受け入れ側が雇用の柔軟性を担保することが必要だからである．労

働力が比較的単調な作業に従事する単純労働者と問題発見ならびに解決を担っている正社員に

二極化しているのは，こうした状況から，製品の生産プロセスがシステム化・複雑化・高度化し

ているからである．（中馬 2001）． 

また非典型化の理由としては，将来の下ブレリスクを考慮して正規従業員の雇用を守ること，

労務コストの変動費化や削減も考えられている．（村松 2004）．さらに，自動車産業については

特にジャスト・イン・タイムの生産方式をとっていることが労働力を冗長性担保の道具とするこ

とにつながっている．正確な受注量を把握し受注情報を親会社から再末端の下請けに至るまで共

有することで，生産活動を同期化させるのがジャスト・イン・タイムである．その結果，閑散期

を基準に正社員を用意し，繁忙期との差は非正規雇用で労働力をやりくりすることで，生産活動

を需要と同期させても冗長性を担保できるという戦略がうまれた（丹野 2009）．  

このように日本国内外の労働市場の影響によって，1990 年以降急増し，バブル崩壊後も増加し

続けている外国人労働者は逆に，日本の労働市場に対して少なからぬ影響を与えている．それは
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外国人労働者外の雇用・就業が，国内労働者の雇用・就業行動と異なる傾向にあるからである．

こうした状況は国によっても状況が異なる．たとえば，特定の産業分野に集中する傾向があるこ

とや，欧州ではサービス業にも広がりを見せていることが指摘されている（井口 1997）． 

こうした外国人の雇用・就業が特定の産業に集中していることは日本においても同様である．

特に，日系人労働者の場合は顕著であり，先に述べたようにブラジル人の 6割以上は生産工程従

事者である．このことは，彼らの居住地を限定することにもつながっている．彼らはブラジルか

らわが国に地球を半周してやってくるのだが，その経路は国と国とを結ぶのではなく，わが国の

ある特定の地域と結びついた経路である（丹野 2007）．南米日系人は「保見」という地区名は知

っていても「豊田市」という市名は知らず，「湘南台」という地区名は知っていても「藤沢市」

という市名は知らないのである．このように，外国人労働者はピンポイントに移住してきて，集

住地域を形成している．この集住地域の形成によって，日本人口の 2％に満たない外国人労働者

が下記に述べるような，日本の労働市場に影響を与えていると推定されうる． 

労働者が外国から流入してくることによる影響は，本格的に外国人労働者が流入する 1990 年

以前から検討されている（樋口 1988）．わが国の国内労働者数の減少が，外国人労働者が流入す

ることにより引き起こされることが指摘されている．また，特定の職種や，特定の地域に労働力

としての外国人は集積する傾向があるため，そういった職種や地域においては国内労働者の賃金

が低下し，進展しつつある国際分業流れが滞る可能性も示唆されている． 

前者については，不熟練の外国人労働者と国内の女性パートタイム労働者とが代替的であるこ

とを指摘されている．特に女性パートタイム労働者中でも，製造業部門における生産工として働

いているものがその傾向が強い（三谷 1993）．三谷によると，不熟練外国人労働者の流入がわが

国では 1980 年代後半に至るまでなかったことが，わが国の技能工・生産工程作業者に占める女

性パートタイム労働者の割合の高さを導いている．外国人労働者の流入が始まったことによって，

徐々に労働力の属性が移り変わっていると，示唆されている． 

また渡辺（2006）は，外国人労働者と若年労働者が代替的である可能性を示唆している．若年

労働力が少子高齢化によって減少し，労働力を十分に確保ができていない企業が増加している．

これと同時に，若年者は中小企業において特に定着が悪く，より良好な就業機会を求めて転職を

行っている．このような状況の中で，外国人労働者を雇用していない企業のうち，その理由とし

て若年労働者を採用できていることを挙げているものもあることから，若年労働者と外国人労働

者が代替的であると考えられる． 

後者に関しては，大竹・大日（1993）の推計結果によると，外国人労働者数の 10％の増加は非

正規労働者の賃金を 3～5％低下させることなどが示唆されている．これは，パレートの意味で外

国人労働者が代替性を資本と非正規労働者についてと有しており，つまり，外国人労働者が担っ

ている仕事は非正規労働者が行っているものに近く，資本によって取って代わることが可能なも

のであることが理由である． 

このことは渡辺（2006）や氏に対するインタビューによって裏付けされている．近年，日本人

中心の請負会社と日系人中心の請負会社との競争が激しくなっている．これは，従来のイメージ

とは異なり，日系人労働者は集住地域だけではなく全国に広がりつつあるようにあるからである．

集住地域の日系人請負会社が東北地方の企業立ち上げの際に活用されたり，同じく東北地方の大
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手電機・電子部品工場で活用されたりしているケースがある．これは，従来日本人請負会社を使

っていた企業が日系人請負社員へとシフトし始めたからである．また，請負社員の活用には一次

下請けでは日本人請負社員中心，二次下請けでは日本人請負社員と日系人請負社員が半々，三次

下請け以下では日系人請負社員という「棲み分け」ができていた．しかし，上の事例はいずれも

一次下請けレベルであり，従来の「棲み分け」とは異なる．このような請負会社間の競争によっ

て，日本人と日系人の請負単価の格差が縮小している．その結果，日系人中心の請負会社よりも

日本人中心の請負会社の方が，単価が低い事例もある． 

また，外国人労働者の増加はさらなる外国人労働者の使用を促進している．先にも述べたよう

に，外国人労働者，特に日系人労働者は輸出産業の生産都市において集住地域を形成している．

その結果，その集住地域において外国人労働者が必要不可欠な存在となる．これは，使用者にと

って外国人労働者に「麻薬的な意味合いがある」（インタビュー 丹野）ことによる．それは，日

本人がやりたがらないような残業や土日の出勤にも文句を言わずに対応すること，安価な労働力

であることという，使用者に都合のいい労働力であるからである．そのため一度外国人労働者を

使用するとやめられず，さらに数を増やすことが多いと推定される． 

これら，外国人労働者増加がわが国の労働市場に与えた影響は，二重労働市場の格差および規

模の拡大につながっている．二重労働市場（dual labor market）とは，先進国の労働市場が，

正規雇用の基幹労働力から成る一次的労働市場と，非正規雇用の周辺的な労働力から成る二次的

労働市場に分断される状況を指す．とりわけ，大量生産システムの下では，安定的需要に対して

は社内の基幹的労働力で対応し，季節変動や景気変動による需要の増減に対しては外注化や社外

工の臨時雇用で対応するケースが考えられる． 

先に見たように外国人労働者は，日本人の非正規労働者と競争関係にある．彼らは製造業にお

ける需要の変動の冗長性として雇われ，その仕事は簡易なものが多いため価格が一番の競争力に

なる．そのため外国人労働者の流入によって，外国人労働者と日本人の非正規労働者との間に価

格競争が発生し，非正規労働者の請負単価が下がるため，二重労働市場の格差は拡大する． 

さらに，外国人労働者の増加はさらなる外国人労働者の使用を促進している．これは，同一産

業内に限った話ではない．丹野（2002），丹野氏へのインタビュー，氏へのインタビューによる

と日系人労働者の労働市場は業務請負業という社外工送り出しの制度であり，これを活用する日

本企業は増えている．そのため日系人の職場は多様化し，自動車や電子といった輸出産業から，

コンビニ向けの弁当工場，農協での切り花の箱詰め，漁協でのあさりやしじみの選別，さらには

産業廃棄物処理場へと広がっている．このように，外国人労働者はその職場を多様化させている

ことは，わが国の二重労働市場の規模拡大につながっている． 

外国人労働者の増加のわが国に対する影響は，労働市場に限った話ではなくわが国の外国人行

政にも及んでいる．ピンポイントに移住し外国人労働者は集住地域を形成するため，その地域に

おいて外国人が占める割合が極端に高くなる．例えば，愛知県名古屋市保見ケ丘にある保見団地

では，2005 年には全世帯 1907 戸に対してブラジル人世帯が占める割合は，約 56％に達している

（坂中 2005）．1980 年代後半から同団地では，南米出身者が数多く暮らしており，ブラジル人の

他にもペルー人やボリビア人がいる．そのため，南米人から来た彼らと同団地に住んでいた日本

人との間で，文化的な価値観や言語の相違に端を発して，問題が多く発生していた．それにより，
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両者の間には深い溝が生じていた．1990 年代には日本人住民だけでなく，右翼関係者もとブラジ

ル人と対立関係にあり，1999 年には暴動寸前の騒ぎが起きるなど，両者の関係は悪化していた（中

日新聞 1999 年 6 月 8 日付朝刊）． 

これらの問題は 1990 年の入管法改正が，法の運用による就労制限の撤廃をしたのみであり，

日系人について入管法上の問題としてしか捉えていなかったことが原因である．入管法を超えて, 

日本の法社会全体の秩序として, 外国人である日系人労働者とその家族をどのように位置づけ

るかは曖昧にされたままであった．人が家族として居住するようになれば子どもの教育の問題，

家族の医療の問題, 住宅問題は必ず発生するし, 滞在が長期化しデカセギ就労者の高齢化が始

まれば年金や介護の問題も生じてくる．失業した際の失業保険の対象や失業者に家族がいれば生

活保護の対象にも上ってくる．長期に居住すれば市民としてのニーズが発生するのは当然であっ

たが, これらのニーズに対して権利としてどこまで要求できるのかは極めて曖昧にされたまま

であった．その結果, 日系人が必要とする社会サービスは公的セクターから供給されることはな

かった（丹野 2009）． 

特に日系ブラジル人子弟の教育問題は 2000 年頃から問題として取り上げられるようになった．

わが国にはブラジル政府が認可しているブラジル人学校が存在するものの，多くの外国人学校と

同じようにブラジル人向けのナショナルスクール扱いであり，わが国の学校制度下では，文部科

学省からの各種支援を得ることができない「各種学校」扱いとなっている．それだけでなく，わ

が国の小学校や中学校，高等学校を卒業したという卒業資格を得ることもできない．さらに，ブ

ラジル人学校は公立の学校に比べて学費が高くなっており，学校に子どもを通わせることができ

ない両親もいる（住谷 インタビュー）．その他にも，子どもが学校に通っていないケースとして，

ブラジルの学校と教育方針が異なる日本の学校を両親が嫌うこともある． 

2000 年頃から，こうした学校に通っていない若者の一部が非行にはしることが問題視されるよ

うになった．それにより，自治体レベルでは NPO を活用して教育を提供する機会を増やしたり，

不就学児童生徒の実態について調査を行い，ブラジル人の教員を採用したりというような教育対

策が徐々に進められるようになってきた． 

この教育の例でみられるように，外国人労働者が集住している自治体が外国人住民に関する施

策を行っている．（外国人集住都市会議 2013）それは，行政・生活情報や防災ネットワークの他

言語化，住宅への入居支援といった暮らしやすい地域社会の構築から，社会保険加入促進や雇用

安定化のための体制整備といった労働環境の改善など包括的な対応を目指している．この理由は，

それら外国人集住都市の産業が外国人労働者なくしては既に成り立たなくなっているからであ

る． 

このような定住外国人に対する施策は，さらに日系人を日本に定住させることを念頭に置いて

いる．2014 年 3 月 13 日の参議院内閣委員会において，浜田和幸議員の世界全体で 200 万人以上

いる日系外国人に定着してもらうための課題認識に関する質問に国務大臣の森まさこ議員は「子

どもの教育，就職，地域社会とのコミュニケーションで支障が生ずることなどの課題が指摘され

ている」とし，その課題に政府は「日本語教室の実施，公立学校における受け入れ体制の整備，

日本語コミュニケーション能力の向上等を目的とした就労準備研修，定住外国人の施策ポータル

サイトによるポルトガル語，スペイン語等多言語での国の制度の情報提供等を実施してきた」と，
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これまでの施策を評価し，さらなる日系人の定住を検討している旨の発言をしている． 

このようにわが国の労働市場ならびに外国人施策に影響を与えている 90 年入管法改正による

日系外国人の増加は，さらなる移民受入議論を招いている原因と考えられる．一方で，今日のわ

が国が，少子化が進行するとともに長期間の人口減少期に入っていることも，マクロ的な要因と

して考えられる．出生率が現状のまま推移するとき 2060 年には約 8,700 万人まで減少すると推

定されており（内閣府 2014），人口を 1 億 1,000 万人程度に維持する場合は移民を年 20 万人ず

つ受け入れる必要があると推定されている． 

 

定住外国人との共生に関わる因果関係分析 

定住外国人との共生の議論に影響したとされる論点について，上記背景の議論をもとにリスト

アップし，その上で 90 年入管法改正を中心として各々のイシュー間の因果関係を推定し，図に

示すような因果関係を形成した． 
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図 8：定住外国人との共生のアジェンダ・セッティングの因果関係分析図 
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1.3.  アジェンダ・セッティングの類型化 

分類軸は，縦軸として政策目標のパラダイムシフトが政府内において起きているか否かを，横

軸としてアジェンダ・セッティングを行った主たるアクターが政治アクターであるのか，政策専

門家であるのかを採用した．政策目標は，その政策目標を理念的に枠づけている思考モデルその

ものが転換することによってパラダイムシフトが起こる（Hall 1993）．この政策パラダイムシフ

トは単に政策目標に関する変化ばかりではなく，政策手法，国家の役割，市場のルールまでをも

転換しうるものである．一方で，アジェンダ・セッティングを行った主たるアクターとは，アジ

ェンダ・セッティングを行うことによって政策転換を試み，実際に行った人物のことを指してい

る．その人物が，首相，大臣，高名な議員，メディア等の政治的な影響力を発揮することができ

る場合に政治アクターと判断し，官僚，シンクタンク，研究者等の政策立案に影響力を発揮する

ことが出来る場合に政策アクターと判断した． 

前章で記述したアジェンダ・セッティング事例の分析をもとに，それぞれの事例を分類してい

く． 

 

医師不足 

縦軸である政策目標のパラダイムシフトが政府内において起きているか否かを判別する．医師

不足が言及されるようになったのは，2007年2月の日本医師会による「医療提供体制の国際比較」

が発表されてからである．この中で「日医は偏在が医師不足の主たる原因であると言ってきたが，

それに加え，絶対数も十分ではないことがわかった」として，それまでの方針を転換している．

つまり，長らく医師過剰を報告し医師不足ではないと捉えられていた医療提供体制に対する見方

が転換し，医師数が不足していることを認めている．それに伴い医師養成数増加に向けた取組が

行われていることは，政策手法の変化を示している．以上から，医師過剰の報告から一転して医

師不足に変わったことは政策目標のパラダイムシフトが起きていると判断することができる． 

横軸であるアジェンダ・セッティングを行った主たるアクターを特定する．医師不足のアジェ

ンダ・セッティングの因果関係分析によれば，医師不足・偏在は医師の絶対数の不足や，社会保

障費の圧縮政策，地方自治体の財政悪化等によって地域医療に対して過度に負担がかかっていた

ところ，新医師臨床研修制度と医局崩壊というトリガーによって認識されるレベルまで増大した

推定されている．小松崎（2012）による新医師臨床研修制度を立案した政策専門家へのインタビ

ューによると「医局解体の意図を持っていたこと」や「新制度は従来の傾向に拍車をかける」こ

とが示唆されている．このことから新医師臨床研修制度の政策立案者は，新制度により医師不足

が顕在化するであろうことを予測しながら，医師不足というアジェンダをセットするために，新

制度を設計したと推定される．従って，アジェンダ・セッティングを行った主たるアクターは新

医師臨床制度を立案した政策専門家であると判断する． 

 

郵政民営化 

縦軸である政策目標のパラダイムシフトが政府内において起きているか否かを判別し，アジェ

ンダ・セッティングを行った主たるアクターを特定する．政民営化が初めて論じられたのは 1981
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年に発足した第二臨調によってであるが，2005 年 9 月の総選挙以外では国民は重要視していなか

った．それは，本来の郵政民営化の目的が，国民にとって理解し支持することを受け入れがたい

ハード・イシューだったからである．しかし問題の重要性を理解し郵政民営化を成し遂げようと

した小泉は，問題の重要性と世論の無理解とのギャップを埋めるために，4つの議論を展開した．

いずれの主張も，郵政民営化の目的を国民にとって理解しやすいイージー・イシューへと転換す

るものであった．国民の支持を得て小泉は 2005 年 9 月の総選挙を大勝した．その後の国会にお

ける郵政民営化法案の採決では，選挙前後で構成員が変わっていない参議院において反対多数か

ら賛成多数へと変わり，可決された．つまり，郵政民営化の政策目標がパラダイムシフトによっ

て，支持されやすい政策目標へと転換したのである．したがって，郵政民営化のアジェンダ・セ

ッティングにおいては政策目標のパラダイムシフトが起きていると判断することができる．また，

アジェンダ・セッティングを行った主たるアクターは小泉首相であり，政治アクターであると判

断する． 

 

ゆとり教育 

縦軸である政策目標のパラダイムシフトが起きているか否かを判別し，アジェンダ・セッティ

ングを行った主たるアクターを特定する．1989 年の学習指導要領改訂の土台となった臨時教育審

議会に影響を受けた文部省は，自ら新しい政策を求める組織に変革し，1998 年学習指導要領改訂

の際には，1970 年代から提唱し続けてきた「ゆとり」という概念と，新しく「生きる力」という

概念を組み合わせることによって，アジェンダ・セッティングを行っている．このアジェンダ・

セッティングによって教育行政に関わる各アクターの要求を達成しながら，自ら主導して大胆な

教育改革を断行した．つまり，「ゆとり」というアジェンダは 1970 年代から提唱されていたもの

で，それを政治的な取引により 1998 年に全面に押し出している．その「ゆとり」というアジェ

ンダは，学校の荒廃に対処することを目的としており，その目的は 1970 年代から一貫している．

従って，政策目標のパラダイムシフトは起きているとは言えない．また，アジェンダ・セッティ

ングを行ったのは，自らが提唱した「ゆとり」という概念に各アクターの要望を盛り込んだ文部

省であり，政策専門家である． 

 

アベノミクスの第一の矢である異次元の金融緩和 

縦軸である政策目標のパラダイムシフトが起きているか否かを判別する．解決すべき問題とし

て円高・デフレ不況に注目が集まったのは，日本産業構造が輸出に依存していることや，バブル

崩壊後のディスインフレ経済からの脱却を図ることができずデフレが脅威になったことである．

バブル崩壊後に徐々にデフレの脅威が問題として取り上げられるようになり，金融緩和政策を求

める声があがっていた．それに応じて小規模な金融緩和政策をとることもあったが，依然として

政府は追加の金融緩和政策を要求していた．この長期的なトレンドに合わせて，FRB と ECB が金

融緩和政策を行ったことによる戦後最大の円高による更なるデフレへの危機感と，日本銀行に強

硬な態度をとる安倍政権の誕生によって，異次元の金融緩和政策のアジェンダがセットされた．

以上から，異次元の金融緩和政策は以前から存在した金融緩和という政策目標と変わらず，政府

内において政策パラダイムシフトは起きていない判断できる． 
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また，横軸であるアジェンダ・セッティングを行った主たるアクターは安倍首相である．安倍

は 2012 年 11 月に衆議院が解散されて以降は連日のように大胆な金融緩和策を行うことを宣言し

ていた．その総選挙において勝利したことにより，日本銀行に前例のない金融緩和政策を要求す

ることが可能になっている．したがって，アジェンダ・セッティングを行った主たるアクターは

政治アクターであると判断する． 

 

ドイツのシュレーダー政権下における脱原発の決定 

縦軸である政策目標のパラダイムシフトが起きているか否かを判別する．ドイツ国内における

原子力発電所に関わる問題は，原子力発電に関わるコストの増大によって電力会社の原子力発電

への選好が弱まっていったことで，脱原発へとアジェンダが徐々に絞られていったと考えられる．

原子力発電所の新規建設はなくなり，放射性廃棄物の処理方法も直接処理が選択肢に加わったこ

とで議論が終わった．従って，残る議論が原子力発電所の稼働年数のみとなった．もちろん，直

接的なアジェンダ・セッティングの要因は 1998 年に脱原発を掲げる SPD と緑の党との赤緑連立

州政府が誕生したことだが，16 年続いたコール政権への飽きもあり，国民から積極的に支持され

たとは言いがたい．また，脱原発に関して全党コンセンサスが得られたわけもない．以上から，

政策目標のパラダイムシフトは起きていないと判断する． 

横軸であるアジェンダ・セッティングを行った主たるアクターを特定する．先にも述べたよう

に直接的なアジェンダ・セッティングの要因は脱原発を掲げる SPD と緑の党の赤緑連立州政府が

誕生したことである．従って，アジェンダ・セッティングを行った主たるアクターは政治アクタ

ーであると判断する． 

 

ドイツのメルケル政権下における脱原発の再決定 

縦軸である政策目標のパラダイムシフトが起きているか否かを判別する．日本という高度技術

国で原発事故が起こったことから原発事故が現実に起こりうるものとしてリスク認識が変わっ

ている．さらに，メルケルは一度撤回した脱原発路線に立ち直る新たな根拠として倫理の観点を

持ちだしている．「安全なエネルギー供給のための倫理委員会」は「原子力発電所は，倫理的理

由からリスクの少ないエネルギー供給により置き換えられるべき」であると，倫理的観点という

全く新しい思考モデルから政策転換を主張している．これにより，原子力発電推進派の与党であ

る CDS/CDU，FDP と原子力発電反対派の野党である SPD，緑の党の全党コンセンサスによってシュ

レーダー政権による「脱原発の政治的決定」に立ち戻っている．以上から，ドイツのメルケル政

権下における脱原発の再決定は政府内において政策目標のパラダイムシフトが起きていると判

断することができる． 

横軸であるアジェンダ・セッティングを行った主たるアクターを特定する．政策目標のパラダ

イムシフトを起こした新たな根拠である倫理の観点は，メルケル首相が「安全で確実なエネルギ

ー供給のための倫理委員会」を設置することによって持ちだされている．従って，アジェンダ・

セッティングを行った主たるアクターはメルケル首相であり，政治アクターだと判断する． 
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入管法の 1990 年改正 

縦軸である政策目標のパラダイムシフトが起きているか否かを判別する．入管法の 1990 年改

正によって，日系人が増えていることは確かである．しかしながら，1990 年に入管法が改正され

たのは日系人の入国管理を簡易化することが本来の目的ではない．当時，国内において問題とな

っていた不法就労の外国人労働者を排除することが目的であった．つまり，単純労働者は原則と

して受け入れないという従来からの方針に変化はなかった．外国人の就労システムは改定前後を

通じて基本的に変化はなく，日系人の入国の簡易化も法改正の結果ではなく，法の行政による運

用上の判断によって行われている．以上から，入管法の 1990 年の改正において政策目標のパラ

ダイムシフトは起きていないと判断する． 

横軸であるアジェンダ・セッティングを行った主たるアクターを特定する．1987 年頃に不法就

労が問題となってから，法務省は外郭団体である財団法人入管協会を設立して，「外国人の就労

に関する意識調査」を行っている．外国人の不法就労が問題になっていたとはいえ，当時のわが

国の外国人問題といえば，在日朝鮮人の指紋押捺拒否についてであり，入管法の改正に関わる議

論が表でなされていなく，省庁間の意見調整によって改正の方針が策定されている．従って，ア

ジェンダ・セッティングを行った主たるアクターは法務省内の政策専門家であると判断する． 

 

定住外国人との共生 

縦軸である政策目標のパラダイムシフトが起きているか否かを判別する．日本に定住している

日系外国人の人数は 1990 年の入管法から 10 年経たないうちに 10 倍以上になっている．彼らは

輸出産業の生産都市において集住地域を形成し，保見団地等では世帯数の 50％をしめるため，そ

の地域の産業において必要不可欠な存在になっている．しかしながら，外国人の単純労働者を受

け入れないという方針のため，彼らのための社会サービスが公的セクターから供給されていない

状況が続いた．そのことが 2000 年頃から問題として取り上げられるようになり，2010 年に「日

系定住外国人施策に関する基本方針」を策定し，各種の施策を推進している．外国人の単純労働

者を受け入れないという方針から，そもそも社会サービスが必要であると認識がなかった状況か

ら一変して，彼らに定着してもらうための課題認識が生じている．以上から，定住外国人の共生

についてパラダイムシフトが起きていると判断することができる． 

横軸であるアジェンダ・セッティングを行った主たるアクターを特定する．先に述べたように，

日本に定住している日系外国人は集住地域を形成し，その地域で必要不可欠な存在になっている

からこそ，共生への道が模索されている．このように日系人が流入するきっかけとなったのは

1990 年の入管法改正である．この入管法を改正した人物へのインタビュー調査から入管法改正に

よって，日系ブラジル人が 30 万人程度まで流入することと，移住してきた地域において受け入

れられるだろうことを想定して，この入管法の改正を策定している．従って，アジェンダ・セッ

ティングを行った主たるアクターは入管法の 1990 年改正案を立案した政策専門家であると判断

する． 

 

以上の分析から，アジェンダ・セッティング事例の分類図は図 9のようになる． 
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図 9：アジェンダ・セッティングの類型化と事例の分類 

 

各項目の特徴 

政策目標のパラダイムシフトが政府内において起きているか否かと，アジェンダ・セッティン

グを行った主たるアクターが政治アクターであるのか政策専門家であるのか，によって分類され

た各項目のアジェンダ・セッティング事例を比較し，共通点から各項目の特徴をまとめる． 

 

・パラダイム変化－政治アクター 

郵政民営化とドイツの脱原発の再決定の共通点は，首相がリーダーシップを発揮しフレーミン

グによってパラダイム変化を起こしている点である．郵政民営化においては小泉首相がリーダー

シップを発揮し，郵政民営化を国民にとって理解しやすいイージー・イシューへと転換するフレ

ーミングを行い，パラダイム変化を起こしている．また，ドイツの脱原発の再決定においてはメ

ルケル首相がリーダーシップを発揮し，全く新しい倫理的な観点から原子力発電に関わるリスク

を評価するフレーミングを行い，パラダイム変化を起こしている．このことから，政治アクター

がパラダイム変化を起こすようなアジェンダ・セッティングを試みる際はフレーミングが有効で

あることがわかる．また，小泉とメルケルとの共通点としては，両者とも以前に該当領域を担当

していたことがあげられる．小泉は郵政相を，メルケルはエネルギー・コンセンサス会議の議長

を務めていた．  

また，この項目は政策転換のパラダイムシフトが起こっているので，Hall（1993）の政策転換

パターンのうち第 3のパターンである． 

 

・パラダイム変化－政策専門家 

定住外国人との共生と医師不足の共通点は，政策専門家が潜在的な問題が存在することを認め

た上で，それが顕在化するような政策を立案し実行することによって，その問題を広く認識させ
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ることでアジェンダ・セッティングを行っていることである．定住外国人との共生においては，

外国人が定住するにあたって十分な社会サービスを公的セクターから受けられないという潜在

的な問題があった．入管法の 1990 年改正によって日系人が特定地域で急増することになるが，

先の潜在的な問題から地域住民とのトラブルが発生し，問題が顕在化した．一方で医師不足にお

いては，医師の負担増による医師不足が潜在的な問題であった．新医師臨床研修制度をトリガー

にして，医局の崩壊，医師の引き上げ，医師のさらなる負担増が起こり，医師不足の問題が顕在

化した．このことから，政策専門家は専門とする政策領域に存在する潜在的な問題のアジェン

ダ・セッティングを，政策の立案，実行を通して行いうることが推察される． 

また，この項目は政策目標のパラダイムシフトが起こっているので，Hall（1993）の政策転換

パターンのうち第 3のパターンである． 

 

・パラダイム不変－政治アクター 

異次元の金融緩和とドイツの脱原発の決定の共通点は，国政選挙による政権交代で政治の流れ

を高めた後に，利害対立関係者との利益交換によって政策が決定されている．異次元の金融緩和

においては，解散総選挙の際に安倍は金融緩和政策を行うことを宣言し勝利している．その後，

日本銀行の独立性との交換で，日本銀行に金融緩和政策を行うことを要求している．また，ドイ

ツの脱原発の決定においては，SDP と緑の党は以前から脱原発を掲げていた．選挙に勝ち，赤緑

連立連邦政府が誕生した後に，電力会社との交渉において稼働年数を譲歩することによって，脱

原発を決定している．両者とも，以前から問題は認識されており，求められていた政策であった．

それが，政権交代によって問題・政治の流れが合流し，利益交換を通して政策の合意がなされて

いる． 

この項目は，政策目標のパラダイムシフトは起こっていないが，政策手段が発展しているため

Hall（1993）の政策転換パターンのうち第 2のパターンである． 

 

・パラダイム不変－政策専門家 

ゆとり教育と入管法の 1990 年改正との共通点は，政策専門家が自らの目的に財界や政治家と

いうような外部からの要求を包含させることによって，政策のアジェンダ・セッティングがなさ

れている．ゆとり教育においては，文部省が「ゆとり」と「生きる力」という概念のもとで，リ

ベラル層の求める学習内容の削減や与党自民党が求める教育にかかる経費の削減，財界が求める

エリート育成環境の整備等の要求を達成するような政策を立案し，アクター間の対立を起こすこ

となく実施に至っている．また，入管法の 1990 年改正では，法務省が高度人材を受け入れるが

単純労働者は慎重に対応するとの方針のもとで，財界が求めた労働力の確保とブラジルが求めた

日系人の受け入れ緩和という要求を達成するような政策を立案し，実施している．両者とも，政

策専門家が自らの方針を守りつつ，政策代替案の検討により関係アクターが望むような政策を実

現している． 

この項目は，政策目標のパラダイムシフトは起こっておらず，政策手段が発展しているものと

していないものとがあるため，Hall（1993）の政策転換パターンのうち，第 1のパターンもしく

は第 2のパターンである． 
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各項目の特徴を踏まえた上で，この分類を Hall（1993）の政策転換モデルと比較を行う． 

各項目の特徴の記述において述べたように，それぞれの項目は Hall（1993）の分類と対応関係

にある．それを図示したものが図 3－2 である． 

政策転換モデルと異なるのは，パラダイム変化－政策専門家の領域においてである．Hall は政

策パラダイムシフトを主導するアクターは，官僚や研究者といった政策学習の回路の中で均衡を

模索する国家内部の政策専門家ではなく，政治アクターであるとしている．しかし，先述のよう

にパラダイム変化－政策専門家の領域におけるアジェンダ・セッティング事例は，政策専門家が

政策パラダイムシフトを主導している． 

 

 

図 10：政策転換モデル（Hall 1993）との比較 

 

パラダイム変化－政策専門家の特徴 

この項目の特徴は政策専門家が潜在的な問題を広く認知させるアジェンダ・セッティングによ

り政策目標のパラダイムシフトを起こすことである． 

定住外国人との共生と医師不足の共通点は，政策専門家が潜在的な問題が存在することを認め

た上で，それが顕在化するような政策を立案し実行することによって，その問題を広く認識させ

ることでアジェンダ・セッティングを行っていることである．定住外国人との共生においては，

外国人が定住するにあたって十分な社会サービスを公的セクターから受けられないという潜在

的な問題があった．入管法の 1990 年改正によって日系人が特定地域で急増することになるが，

先の潜在的な問題から地域住民とのトラブルが発生し，問題が顕在化した．一方で医師不足にお

いては，医師の負担増による医師不足が潜在的な問題であった．新医師臨床研修制度をトリガー

にして，医局の崩壊，医師の引き上げ，医師のさらなる負担増が起こり，医師不足の問題が顕在
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化した．このことから，政策専門家は専門とする政策領域に存在する潜在的な問題のアジェン

ダ・セッティングを，政策の立案，実行を通して行いうることが推察される．  

 

政策の影響予測 

定住外国人の共生と医師不足のもう一つの共通点は，政策専門家が政策の影響を予測していた

ことである．定住外国人との共生においては，入管法の 1990 年の改正によって日系ブラジル人

が 30 万人程度流入することは予測されていた．また医師不足においては，新制度によって医局

が崩壊し医師不足が顕在化することは予測されていた． このことから，政策の影響を予測する

ことが可能であれば，潜在的な問題が認知されるような状況を政策の実施によって作ることがで

きるだろう． 

 

上記から，政策の影響を予測することがアジェンダ・セッティングにおいて，有効であること

がわかった．その影響の予測が確かなのか事前に検証することができれば，より効果的なアジェ

ンダ・セッティングが行えると考えられる．予測の検証について，入管法の 1990 年改正から示

唆を得ることができる． 

日系人は入管法の 1990 年改正をきっかけに急増したが，改正前から増加している．彼らは入

管法の 1982 年の改正によって新設された「日本人の配偶者と子」という在留資格を使用して滞

在していた．法務省は 1987 年に「外国人の就労に関する意識調査」を実施して，日系人が受け

入れられていることとさらなるニーズがあることを確認している．1990 年の改正の「定住者」と

いう在留資格はこの「日本人の配偶者と子」という在留資格を拡大したものである． 

このことは，政策立案者は政策の影響を事前に小規模なテストを行うことによって確かめるこ

とが可能であることを示唆している．これにより，政策立案者は，その政策の影響が政策立案者

にとって望ましいアジェンダ・セッティングにつながるかどうかを，確認することができる． 

 

1.4. HLW 処分政策に対する示唆 

 原子力発電を含む電力政策は，環境保護 VS 経済発展，あるいは社会民主主義 VS 新自由主義

といった根本的な価値対立の下で議論される政策であるが，一方で経済界・政府・野党政治家ら

の利害調整の問題でもある．ドイツの事例でも，アジェンダ・セッティングは政治家主導で行わ

れてきた．一方，放射性廃棄物処分は，（原子力発電と切り離して議論されるべきであるが）電

力政策や地域政策（自由 VS 平等）などと関わっており，根本的価値対立を踏まえた政策的議論

を必要とする上，NIMBY が観察されるように，社会全体として見れば問題解決に向けた危機感

は十分といえない．本研究で得た類型化（仮説）に基づけば，放射性廃棄物処分に関するアジェ

ンダ・セッティングは，官僚ないし専門家が，当該政策課題とは離れた領域における小さな政策

による波及効果で起こすことを目指すというオプションが提示される． 

 具体的に「当該政策課題とは離れた領域における小さな政策」とは何か？定住外国人の問題で

いえば，彼らに対して直接社会保障や選挙権等の権利を認めようとするような移民政策は国民の

反対を受けやすいが，入管法の改正という（一見）定住外国人と共生する未来とは関係のなさそ

うな政策が，結果的に外国人の定住を既成事実化し，彼らに対する社会保障に関する政策的議論
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を容易にした．放射性廃棄物処分においても，たとえば地方自治など地域に関わる政策の波及効

果で，処分施設という一種の迷惑施設に対する国民の認識をポジティブに変化させるようなこと

が考えられるのではないか．具体的なアジェンダ・セッティング手法については，本研究では事

例に基づくアナロジーで発想することが念頭に置かれているので，今後のさらなる事例分析を待

って検討する必要があるが，ひとつアイディアを出すとすると，公立病院・診療所の機能連携推

進（病院統合）や，地方交付税の戦略的交付領域設定（たとえば医療等，全体の交付額の実質的

減額とセット），地域における社会的企業家支援などによって，地域の前向きな「まちづくり」（生

き残り）戦略のひとつとして迷惑施設の受け入れによる資金確保をとらえるように変化させるこ

となどがあり得ないだろうか． 

 今後，引き続き原子力発電ならびに放射性廃棄物分野におけるアジェンダ・セッティングの事

例分析を深めて同分野の特異性を明らかにするとともに，仮説的に得たアジェンダ・セッティン

グの類型を用いてアナロジーによるアジェンダ・セッティングのデザイン手法を確立することを

目指す．それにより，上で述べたようなアジェンダ・セッティングの可能性を精緻に検討し，よ

り効果的なプロセスを設計すること，ひいては社会的合意の下で高レベル放射性廃棄物処分が進

むことに貢献することを目標とする． 
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2. HLW 処分に関わる人々の態度についての社会心理学的分析 

2.1.  はじめに 

本研究では，平成 22 年 2 月と平成 23 年 2 月，平成 24 年 2 月に，一般の回答者に対してイン

ターネットを用いたアンケート調査を実施してきた．主な検討内容は，平成 22・23 年調査にお

いては、信頼・公正・フレーミング・感情に焦点を当てた、行政の信頼やリスク認知・ベネフィ

ット認知と高レベル放射性廃棄物処分事業に対する態度（交付金に対する後ろめたさ（平成 22

年調査）および処分場の受け入れ態度）の関係，平成 24 年調査においては、高レベル放射性廃

棄物処分場立地において提案されている複数の政策（1 か所立地，複数立地，中間貯蔵継続）に

対する人々の選好などについてである． 

また，平成 23 年 3 月における東日本大震災を受け，原子力発電に関する事業における行政の

信頼にどのような変化があったのか，その変化の大きさを規定する要因は何であったのか，とい

った点も，震災前後の調査の両方に回答した回答者のデータを用いて検討した． 

さらに，震災から 4 年弱が経過した現在，どのような変化が起こっているのか（たとえばリス

ク認知が漸減している可能性など）を継続的にモニタリングするため，過去と同様の Web アン

ケート調査を実施した． 

 

2.2.  過去のデータの分析：特に震災前後の変化に着目して 

【調査の設計】 

・調査方法：インターネット調査 

・調査期間：2013（平成 25）年月日～月日 

・調査地域：全国 

・平成 23 年度に行われたインターネット調査への回答者 4,000 名のうち、2,495 名をパネル回答者と

して再抽出した。加えて、2,705 名を新たに新規回答者として抽出した。性別（男女）×年齢（五区

分）の割付表は表 2-1 の通りである。 

・行政の信頼に関する質問においては、平成 22 年・平成 23 年回答者は、「国の行政機関」への信頼

に回答する群、「お住まいの都道府県の行政」への信頼について回答する群、そして「お住まいの市区

町村の行政」の信頼について回答する群の 3 群にランダムに割り当てられた。 

 

表 2-1. 2013 年調査回答者の基本的属性 

20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 計
男性 44 89 163 166 167 629
女性 48 117 127 123 94 509
小計 92 206 290 289 261 1138
男性 65 111 175 216 198 765
女性 62 126 125 145 134 592
小計 127 237 300 361 332 1357
男性 209 317 294 289 214 1323
女性 280 330 303 265 204 1382
小計 489 647 597 554 418 2705

708 1090 1187 1204 1011 5200合計

3波すべてに
回答

2波（2012年と
2013年）のみ

に回答

新規回答者
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・原子力発電所関連施設が立地している市郡からも可能な限りサンプリングした。各原発立地地域に

おける回答者数は表 2-2 の通りである。 

 

表 2-2. 各原発立地地域の回答者数 

発電所名 住所 度数 

泊発電所 北海道古宇群 5 

東通原子力発電所 青森県下北郡 6 

女川原子力発電所 宮城県石巻市・牡鹿郡 87 

福島第一・第二原子力発電所 福島県双葉郡 9 

東海第二発電所 茨秋県那珂郡 47 

柏崎刈羽原子力発電所 新潟県柏崎市・刈羽郡 67 

浜岡原子力発電所 静岡県御前崎市 23 

志賀原子力発電所 石川県羽咋郡 17 

敦賀発電所 福井県敦賀郡 70 

大飯発電所・高浜発電所 福井県大飯郡 10 

美浜発電所 福井県三方郡 15 

島根原子力発電所 島根県松江市 177 

伊方発電所 愛媛県西宇和郡 5 

玄海原子力発電所 佐賀県東松浦郡 0 

川内原子力発電所 鹿児島県薩摩川内市 60 

 その他地域 372 

合計  970 
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 高レベル放射性廃棄物処分事業にかかわる質問に回答するために、回答者には、以下の説明文

を提示した後、各質問に回答を行ってもらった。 

 

原子力発電所からは発電に伴って放射性廃棄物が必ず発生しています※。今後の原子力発電政策のあ

り方については不透明なところがあるものの、少なくともこの廃棄物の処理問題は避けて通れません。

※ここでの「廃棄物」とは、原子力発電所から発生している放射能を有するゴミのことです。 

このような原子力発電の利用に伴い発生する高レベル放射性廃棄物は、原子力発電所で使用した燃料

からウラン・プルトニウムを分離・回収した後に残る液状の廃棄物です。 

日本では、地層処分によってこの高レベル放射性廃棄物に対応する方針となっています。地層処分と

は地下 300m を超える深さの地層中に数万年以上の期間閉じ込めるというもので、現時点で最も問題

点が少なく、実現可能な手法として世界各国で採用されている方法です。 

この処分施設立地に向けて、日本では、まず過去の地震等の自然現象に関する文献・資料や、航空写

真などの資料に基づいて調査を行う文献調査、ボーリング調査等を行う概要調査、地下施設における

精密調査という 3 段階のプロセスを経て、最終的に日本全国から 1カ所の自治体（市町村または都区

部）を処分施設立地地域として選定することが法律で定められています。 

最初の文献調査が実施される自治体と都道府県には、地域振興対策費等として、調査期間合計で 20

億円が交付されます。また概要調査に進んだ場合には、調査期間の合計で最大 70 億円が交付されま

す。精密調査、建設、操業に伴う交付金額やその期間については、現在、制度化が進められている状

態です。 

現在は、全国の市町村に対して第一段階となる文献調査に関する公募が実施されている段階です。 

 

 なお、これまでの調査および平成 27 年調査で実施予定の調査における各調査項目（基本属性

にかかる項目は除く）の有無をまとめると以下のようになる。 

 

・調査項目の一覧（平成 27 年調査は予定） 

 

行
政
へ

の
信

頼
 

政
治
・
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報
道
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話
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的
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連
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受
け
入

れ
態

度
 

被
害
の

大
き

さ
・
生
起

確
率

の
見

積
 

原
子
力

発
電

に
つ
い
て

の
評

価
 

科
学
技

術
に

対
す
る
信

頼
 

勉
強
会

へ
の

参
加
意
欲

 

国
内
処

分
の

是
非

 

行
政
へ

の
期

待
 

制
度
に

対
す

る
安
心

 

原
子
力

発
電

増
設
へ
の

賛
否

 

期
待
す

る
エ

ネ
ル
ギ
ー

源
 

原
子
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社
会
性

 

原
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力
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制

委
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23 〇 〇 〇  〇 〇 〇  〇 〇 〇 〇 〇 〇      

24 〇 〇  〇 〇 〇 〇  〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇   

25 〇 〇  〇 〇 〇 〇 〇     〇  〇  〇 〇  

27 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇    〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
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【調査項目・単純集計結果】 

 以下に、調査で測定した項目とその単純集計を示す。行政機関（国・都道府県・市区町村）ご

とに尋ねている場合は、条件ごとで差がみられるかどうか検討している。 

 

〇回答者の属性 

性別 

「あなたの性別をお選びください」 

 

図 2.3 回答者の性別 

 

年齢 

「あなたの年齢をお知らせください」 

 
図 2.3 回答者の年齢 
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職業 

「あなたの現在のお仕事についてお伺いします。あなたは普段どのような仕事をなさっています

か。当てはまるものを一つお選びください。」 

 

図 2.5 回答者の職業 

 

〇行政への信頼※ 

※ここでは、「国の行政機関」への信頼、「お住まいの都道府県の行政」への信頼、「お住まいの

市区町村の行政」への信頼を合算した集計結果を示している。 

 

行政への信頼 

「あなたは行政をどの程度信頼できると思いますか」（1「信頼できる」～4「全く信頼できない」） 

 

図 2.6 行政の信頼 

 

行政の職業倫理 

「公務員としての誇りを持っている」「公務員として市民に対するサービスを心掛けている」「社

会的責任をよく理解している」「現場の問題を速やかに改善・対処できる」「行政として対応すべ

き行為をしないような「現場の不作為」を放置しない」「市民として誠実な職員が働いている」「職

員として安心できる人が働いている」の七項目によって測定した。（1「そう思う」～4「そう思

2639
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学生・生徒
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その他
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わない」） 

 

図 2.7 行政職員の職業倫理 

 

行政の公平性 

「行政は国民を公平に扱っている」「行政はあなたの地域の人たちを公平に扱っている」「行政は

あなたのことを公平に扱っている」（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

 
図 2.8 行政の公平性 

 

担当大臣・首長の能力 

「行政の首長は、職務に関する十分な専門知識を持っている」「行政の首長は、職務に関する十

分な専門的技能を持っている」「行政の首長は、職務に関する十分な政策立案能力を持っている」

※（1「そう思う」～4「そう思わない」） 
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※「国の行政機関」の信頼について尋ねた群には、「各担当大臣は～」と尋ねた。 

 
図 2.9 首長の能力 

 

行政職員の能力 

「行政の職員は、職務に関する十分な専門知識を持っている」「行政の職員は、職務に関する十

分な専門的技能を持っている」「行政の職員は、職務に関する十分な政策立案能力を持っている」

（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

 
図 2.10 行政職員の能力 

 

行政の監視性 

「行政の仕事は法令に従い行われるため、職員の不正は難しい」「行政に対する監視の目の届か

ないところが、たくさんある」「過去に起きた行政上の問題を教訓にして行政が改善されている」

「行政が問題を起こしても、市民の側にはそれを見抜く情報が入手できない」「行政が問題を起

こしても、市民の側にはそれを見抜く能力がない」（1「そう思う」～4「そう思わない」） 
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図 2.11 行政の監視性 

 

行政の透明性 

「財務状況を適切に公表している」「人員削減の状況を適切に公表している」「行政に対する苦情

処理の情報を適切に公開している」「行政の社会的責任の自己点検を適切に公表している」「コン

プライアンス（法令順守）を適切に自己点検している」「問題発生時の情報提供を適切に行って

いる」（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

 

図 2.12 行政の透明性 

 

政治的効力感 

「行政機関での手続きは、あまりにも複雑なので、自分にはよく理解できないことがある」「自

分には行政のすることに対して、それを左右する力はない」「問題や苦情があるときでも、行政
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に行っても無駄だと思う」「行政の問題解決には、市民一人一人が行動を起こすことで、市民の

声を反映させることができる」「行政機関の職員は、大雑把に言って、市民のことを考えていな

いと思う」（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

 

図 2.13 政治的効力感 

 

〇政治・原発報道への注意 

「あなたは普段、政治上の出来事にどれくらい注意を払っていますか。」「あなたは普段、原子力

に関する報道にどれくらい注意を払っていますか。」（1「全く注意を払っていない」～4「いつも

注意を払っている」） 

 

図 2.14 政治・原発報道への注意 

 

〇政治・原発報道についての会話 

「あなたは普段、友人・家族・同僚と政治についてどれくらい話すことがありますか。」「あなた

は普段、友人・家族・同僚と原子力発電についてどれくらい話すことがありますか。」（1「ほと

んどない」～4「頻繁にある」） 
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図 2.15 政治・原発についての会話 

 

〇原発関連用語の知識 

「あなたは、原子力発電に関知ることで言われたり問題にされたりしている次の出来事や事柄に

ついて、どのくらいよく知っていますか」という問いにおいて、「高レベル放射性廃棄物」「使用

済み核燃料」「中間貯蔵」「核燃料プール」「核燃料の再処理」「地層処分」「災害廃棄物（「震災が

れき」など）」について尋ねた。（1「全く知らない」～4「人に説明できる」） 

 

図 2.16 原発関連用語の知識 

 

〇放射性廃棄物である「がれき」・放射性廃棄物処分場および中間貯蔵施設受け入れへの態度 

「仮に、あなたのお住まいの自治体が原発事故の放射性廃棄物である「がれき」の受け入れを表

明した場合、そのことについてどう思いますか。」「仮に、あなたのお住まいの自治体に高レベル

放射性廃棄物の地層処分場が建設されると想定した場合、そのことについてどう思いますか。」
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「仮に、あなたのお住まいの自治体に高レベル放射性廃棄物の中間貯蔵施設が建設されると想定

した場合、そのことについてどう思いますか。」（1「絶対に受け入れたくない」～5「受け入れて

も良い」） 

 

図 2.17 がれき・処分施設受け入れへの態度 

 

〇被害の大きさの見積もり 

「高レベル放射性廃棄物の地層処分場において事故が発生したとしたら、その際に直接的・間接

的に被害を受ける人は何人くらいいると思いますか。」「将来適切な処分方式が考案されるまで高

レベル放射性廃棄物を貯蔵しておく中間貯蔵施設において事故が発生したとしたら、その際に直

接的・間接的に被害を受ける人は何人いると思いますか。」（1「0 人」～7「10 万人以上」） 

 

図 2.18 被害の大きさの見積もり 

 

〇被害の生起確率の見積もり 

「高レベル放射性廃棄物の地層処分場の建設から 20 年以内に、放射能漏れなどの事故が起きる

確率は何％ぐらいであると思いますか。」「高レベル放射性廃棄物の中間貯蔵施設の建設から 20

年以内に、放射能漏れなどの事故が起きる確率は何％ぐらいであると思いますか。」（1「0％」～

11「100％」まで 10％刻みで測定） 

 

図 2.19 被害の生起確率の見積もり 
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〇原子力発電についての評価 

「原子力発電は、他のエネルギーに比べて経済性に優れている」「原子力発電は、他のエネルギ

ーに比べて環境に優しい」「原子力発電は、他のエネルギーに比べて安全性に優れている」（1「そ

う思う」～4「そう思わない」） 

 
図 2.20 原子力発電についての評価 

 

〇科学技術に対する信頼（本年度より実施） 

科学者・技術者・学会等の専門家集団への信頼 

「あなたは、科学者の話は信頼できると思いますか。」「あなたは、技術者の話は信頼できると思

いますか。」「あなたは、学会等の専門家集団は信頼できると思いますか。」（1「信頼できる」～4

「全く信頼できない」） 

 

図 2.21 科学者・技術者・学会等の専門家集団への信頼 

 

科学技術への信頼 

「あなたは、社会の新たな問題はさらなる科学技術の発展によって解決されると思いますか。」（1

「そう思う」～4「全くそう思わない」） 
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図 2.22 科学技術への信頼 

 

日本の科学技術への信頼 

「あなたは、日本の科学技術は諸外国に比べ信頼できると思いますか。」（1「信頼できる」～4「全

く信頼できない」） 

 

図 2.23 日本の科学技術への信頼 

 

専門家による政策決定への信頼 

「あなたは、行政の政策が科学技術の専門家の意見で決まるのは良いことだと思いますか。」（1

「よいことだと思う」～4「よいことだと思わない」） 

 

図 2.24 専門家による政策決定への信頼 

 

〇勉強会への参加意欲 ※本年度より質問せず 

 

〇国内処分の是非 ※本年度より質問せず 

 

〇行政への期待 ※本年度より質問せず 

 

〇制度に対する安心 ※本年度は質問せず（平成 27 年は予定） 

 

〇原子力発電増設への賛否 

「ある人々は日本のエネルギー問題を解決するため原子力発電を増やすべきだと言っています。

あなたはこれに賛成ですか反対ですか。」（1「強く賛成」～4「強く反対」） 
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図 2.25 原子力発電増設への賛否 

 

〇原子力発電政策と高レベル放射性廃棄物処分場問題の関連について 

「原子力発電政策と高レベル放射性廃棄物処分場問題はそれぞれ別個の問題として考えるべき

だ」「脱原発政策が推進されれば、おのずと高レベル放射性廃棄物処分場問題は解決する」「高レ

ベル放射性廃棄物処分場問題を解決するためには、現在の原子力発電政策を維持することが重要

だ」「これまでの原子力発電政策を維持するためには、高レベル放射性廃棄物処分場問題を解決

することが重要だ」（1「そう思わない」～4「そう思う」） 

 
図 2.26 原子力発電増設への賛否 

 

〇原発・地震のリスクの見積もり ※本年度は質問せず（平成 27 年は予定） 

 

〇原子力規制委員会への期待（本年度より実施） 

「新たに発足された原子力規制委員会による原子力発電の規制・監視の厳格化にあなたはどの程

度期待していますか。」（1「とても期待している」～4「全く期待していない」および 5「原子力

規制委員会について知らなかった」） 

 

図 2.27 原子力発電増設への賛否 
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【調査項目・単純集計結果】 

 以下に、平成 23(2011)年の調査（以下、第一波調査）・平成 24(2012)年の調査（以下、第二波

調査）・平成 25(2013)年の調査（以下、第三波調査）の間で比較可能な項目について、平均値に

統計学的に優位な変化があったかどうかを検討した。各波の調査における変化をとらえるため、

ここではパネル回答者のデータのみを使用した。 

 

〇行政への信頼 

 行政への信頼に関する項目群は、全般的な信頼に対する質問のほか、「行政職員の職業倫理」「公

平性」「行政の首長の能力」「行政職員の能力」「監視性」「透明性」「政治的効力感」の 7 つの尺

度でとらえた。 

 2012 年の調査結果を用いた因子分析によって、本調査で測定した「監視性」以外の項目群は、

本研究で想定している行政への信頼の各概念にうまく分類されることがわかった。したがって、

以下では全般的な信頼に対する質問の結果と、「監視性」を（2012 年の調査結果の分析に基づき）

二つに分け、信頼に関する 8 つの尺度に該当する質問への回答についての結果を示す。 

 以下には、各信頼の概念について、「国の行政」「都道府県の行政」「市区町村の行政」のそれ

ぞれの行政レベルの平均値を示す。縦軸が信頼の高さを示すように、「監視性」の第二主成分の

主構成要素および政治的効力感を除き、得点を逆転してある。 

また、2012 年と 2013 年の調査の値、および、参考のため 2011 年の調査と 2012 年の調査の

値に統計学的に有意な差があったかどうかの検定結果を各図とともに示してある。ただし、それ

ぞれ両者の調査に回答した者の平均をとっているため、2012 年の調査についての平均値は一致し

ない。 

 

行政への信頼 

「あなたは行政をどの程度信頼できると思いますか」（1「信頼できる」～4「全く信頼できない」） 

 
図 2.28 行政への信頼の変化 

 

t値/p値 2011-2012
国の行政 |t|(618) = 4.90, p<.001

都道府県の行政 |t|(612) = 5.07, p<.001
市区町村の行政 |t|(617) = 4.94, p<.001

t値/p値 2012-2013
国の行政 |t|(805) = 9.03, p<.001

都道府県の行政 |t|(840) = 5.19, p<.001
市区町村の行政 |t|(845) = 1.39, n.s.
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行政の職業倫理 

「公務員としての誇りを持っている」「公務員として市民に対するサービスを心掛けている」「社

会的責任をよく理解している」「現場の問題を速やかに改善・対処できる」「行政として対応すべ

き行為をしないような「現場の不作為」を放置しない」「市民として誠実な職員が働いている」「職

員として安心できる人が働いている」の七項目によって測定した。（1「そう思う」～4「そう思

わない」） 

 
図 2.29 行政の職業倫理についての認識の変化 

 

行政の公平性 

「行政は国民を公平に扱っている」「行政はあなたの地域の人たちを公平に扱っている」「行政は

あなたのことを公平に扱っている」（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

 

図 2.30 行政の公平性についての認識の変化 

 

t値/p値 2011-2012
国の行政 |t|(618) = 2.29, p<.05

都道府県の行政 |t|(612) = 5.07, p<.001
市区町村の行政 |t|(617) = 4.44, p<.001

t値/p値 2012-2013
国の行政 |t|(805) = 6.55, p<.001

都道府県の行政 |t|(840) = 3.08, p<.01
市区町村の行政 |t|(845) = 1.43, n.s.

t値/p値 2011-2012
国の行政 |t|(618) = 1.71, p<.10

都道府県の行政 |t|(612) = 3.73, p<.001
市区町村の行政 |t|(617) = 3.58, p<.001

t値/p値 2012-2013
国の行政 |t|(805) = 5.19, p<.001

都道府県の行政 |t|(840) = 3.43, p<.001
市区町村の行政 |t|(845) = 2.16, p<.05
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担当大臣・首長の能力 

「行政の首長（各担当大臣）は、職務に関する十分な専門知識を持っている」「行政の首長（各

担当大臣）は、職務に関する十分な専門的技能を持っている」「行政の首長（各担当大臣）は、

職務に関する十分な政策立案能力を持っている」（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

 

図 2.31 担当大臣・首長の能力についての認識の変化 

 

行政職員の能力 

「行政の職員は、職務に関する十分な専門知識を持っている」「行政の職員は、職務に関する十

分な専門的技能を持っている」「行政の職員は、職務に関する十分な政策立案能力を持っている」

（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

 
図 2.32 行政職員の能力についての認識の変化 

 

t値/p値 2011-2012
担当大臣 |t|(618) = 3.89, p<.001

都道府県の首長 |t|(612) = 1.11, n.s.
市区町村の首長 |t|(617) = 2.61, p<.01

t値/p値 2012-2013
担当大臣 |t|(805) = 9.85, p<.001

都道府県の首長 |t|(840) = 0.02, n.s.
市区町村の首長 |t|(845) = 0.91, n.s.

t値/p値 2011-2012
国の職員 |t|(618) = 3.76, p<.001

都道府県の職員 |t|(612) = 1.23, n.s.
市区町村の職員 |t|(617) = 2.01, p<.05

t値/p値 2012-2013
国の職員 |t|(805) = 7.04, p<.001

都道府県の職員 |t|(840) = 2.93, p<.01
市区町村の職員 |t|(845) = 0.77, n.s.
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行政の監視性（第一主成分の主構成要素） 

「行政の仕事は法令に従い行われるため、職員の不正は難しい」「過去に起きた行政上の問題を

教訓にして行政が改善されている」（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

 

図 2.33 行政の監視性についての認識の変化（第一主成分の構成要素） 

 

行政の監視性（第二主成分の主構成要素） 

「行政に対する監視の目の届かないところが、たくさんある」「過去に起きた行政上の問題を教

訓にして行政が改善されている」「行政が問題を起こしても、市民の側にはそれを見抜く情報が

入手できない」「行政が問題を起こしても、市民の側にはそれを見抜く能力がない」（1「そう思

う」～4「そう思わない」） 

 
図 2.34 行政の監視性についての認識の変化（第二主成分の構成要素） 

 

t値/p値 2011-2012
国の行政 |t|(618) = 0.52, n.s.

都道府県の行政 |t|(612) = 4.90, p<.001
市区町村の行政 |t|(617) = 2.62, p<.01

t値/p値 2012-2013
国の行政 |t|(805) = 4.06, p<.001

都道府県の行政 |t|(840) = 3.76, p<.001
市区町村の行政 |t|(845) = 2.04, p<.05

t値/p値 2011-2012
国の行政 |t|(618) = 1.28, n.s.

都道府県の行政 |t|(612) = 1.44, n.s.
市区町村の行政 |t|(617) = 0.20, n.s.

t値/p値 2012-2013
国の行政 |t|(805) = 1.08, n.s.

都道府県の行政 |t|(840) = 2.40, p<.05
市区町村の行政 |t|(845) = 2.85, p<.01
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行政の透明性 

「財務状況を適切に公表している」「人員削減の状況を適切に公表している」「行政に対する苦情

処理の情報を適切に公開している」「行政の社会的責任の自己点検を適切に公表している」「コン

プライアンス（法令順守）を適切に自己点検している」「問題発生時の情報提供を適切に行って

いる」（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

 
図 2.35 行政の透明性についての認識の変化 

 

政治的効力感 

「行政機関での手続きは、あまりにも複雑なので、自分にはよく理解できないことがある」「自

分には行政のすることに対して、それを左右する力はない」「問題や苦情があるときでも、行政

に行っても無駄だと思う」「行政の問題解決には、市民一人一人が行動を起こすことで、市民の

声を反映させることができる（逆転項目）」「行政機関の職員は、大雑把に言って、市民のことを

考えていないと思う」（1「そう思う」～4「そう思わない」） 

 
図 2.36 政治的効力感の変化 

t値/p値 2011-2012
国の行政 |t|(618) = 3.04, p<.01

都道府県の行政 |t|(612) = 0.43, n.s.
市区町村の行政 |t|(617) = 1.39, n.s.

t値/p値 2012-2013
国の行政 |t|(805) = 7.14, p<.001

都道府県の行政 |t|(840) = 4.88, p<.001
市区町村の行政 |t|(845) = 4.21, p<.001

t値/p値 2011-2012
国の行政 |t|(618) = 1.80, p<.10

都道府県の行政 |t|(612) = 1.79, p<.10
市区町村の行政 |t|(617) = 1.68, p<.10

t値/p値 2012-2013
国の行政 |t|(805) = 1.08, n.s.

都道府県の行政 |t|(840) = 4.20, p<.001
市区町村の行政 |t|(845) = 2.57, p<.05
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〇放射性廃棄物処分場受け入れへの態度 

「仮に、あなたのお住まいの自治体に高レベル放射性廃棄物の地層処分場が建設されると想定し

た場合、そのことについてどう思いますか。」（1「絶対に受け入れたくない」～5「受け入れても

良い」） 

 
2011-2012: |t|(1849)=7.90, p<.001 2012-2013: |t|(2494)=21.79, p<.001 

図 2.37 処分場受け入れへの態度の変化 

 

〇被害の大きさの見積もり 

「高レベル放射性廃棄物の地層処分場において事故が発生したとしたら、その際に直接的・間接

的に被害を受ける人は何人くらいいると思いますか。」「将来適切な処分方式が考案されるまで高

レベル放射性廃棄物を貯蔵しておく中間貯蔵施設において事故が発生したとしたら、その際に直

接的・間接的に被害を受ける人は何人いると思いますか。」（1「0 人」～7「10 万人以上」） 

 

2011-2012: |t|(1849)=4.65, p<0.001 2012-2013: |t|(2494)=0.36, n.s. 

図 2.38 被害の大きさの見積もりの変化 
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〇被害の生起確率の見積もり 

「高レベル放射性廃棄物の地層処分場の建設から 20 年以内に、放射能漏れなどの事故が起きる

確率は何％ぐらいであると思いますか。」「高レベル放射性廃棄物の中間貯蔵施設の建設から 20

年以内に、放射能漏れなどの事故が起きる確率は何％ぐらいであると思いますか。」（1「0％」～

11「100％」まで 10％刻みで測定） 

 

2012-2013: |t|(2494)=5.37, p<.001 

図 2.39 被害の生起確率の見積もりの変化 

 

〇原子力発電についての評価 

「原子力発電は、他のエネルギーに比べて経済性に優れている」「原子力発電は、他のエネルギ

ーに比べて環境に優しい」「原子力発電は、他のエネルギーに比べて安全性に優れている」（1「そ

う思う」～4「そう思わない」）※下記のグラフでは指標を逆転させている。 

 

図 2.40 原子力発電についての評価の変化 
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t値/p値 2011-2012
経済性に優れる |t|(1849) = 16.38, p<.001
環境に優しい |t|(1849) = 20.28, p<.01

安全性に優れる |t|(1849) = 23.69, p<.001

t値/p値 2012-2013
国の行政 |t|(2494) = 2.06, p<.05

都道府県の行政 |t|(2494) = 1.62, n.s.
市区町村の行政 |t|(2494) = 2.47, p<.001
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【調査結果の含意と今後の分析の方向性】 

 「行政への信頼に関する項目」については、震災前後の比較において特に国レベルで顕著だっ

た国レベルの行政への信頼の低下も含め、全体的に（復活および）上昇傾向にある。ただし、こ

れらの変動のうち、震災を契機として発生している変動はどの程度のものなのか、（あるいは単

に政権の交代や別の政策の実施状況等によっても形成される一般的な政治や行政に対する認識

によって左右されているにすぎないのか）という点について検討するためには、数年の調査デー

タを基に推論する必要があり、今後のパネルデータ調査の分析結果から明らかにすることになる。 

 原子力関連施設に関するリスクやメリットの認識や、原子力関連施設の受け入れ態度について

は、「行政への信頼に関する項目」に比べれば相対的にほかの要因の影響を受けにくいと考えら

れるため、記述統計の変化から原発事故の影響の変化を読み取ることができると考えられる。 

 原子力関連施設の受け入れ態度については、震災と事故の一年後に見られた有意な上昇から一

転 2013 年には低下し、値としては震災前の水準よりも低くなっている。こうした態度の変化を

理解するうえで、この間に起こった原子力に関する認識の変化に関する結果から、以下に示すよ

うな一つのロジックを仮説的に考えてみることができる。こうしたロジックの検証を、今後 2015

年調査データも踏まえたパネル分析と、より細かい分析を行うことによって明らかにしていく。 

特に興味深いと思われるのは、原子力関連施設の事故リスクや、原子力発電のメリットに関す

る認識における、不均一な変化の傾向である。震災と事故の一年後の調査をその直前の調査結果

と比較した際には、事故リスクに関しては発生した場合の被害の大きさに関して有意な上昇がみ

られ、原子力のメリットに関する認識は、一様に低下する傾向がみられた。こうした均一な原子

力に対して批判的な方向への変化は、今回分析した震災と事故の二年後のデータと、一年後のデ

ータの比較においては必ずしも見られない。例えば、原子力発電のメリットに関する認識につい

ては、その経済性に対する認識は引き続き有意な低下傾向を示している一方で、安全性に対する

認識は、（行政への信頼と同様、）有意な回復傾向を示しているのである。 

原子力関連施設の自己認識に関して、事故の生起確率に関しては、有意な認識の低下があり、

先に述べたように、原子力発電の安全性に対する認識については、震災後の低下から一転、有意

な上昇傾向がみられる。ここから、原子力関連施設の事故リスク、原子力発電のメリットに関す

る認識双方において、震災後より冷静に原子力が捉えられている部分が見て取れる。（この点に

関連して、科学技術や科学技術者に対する信頼がどのように変化しているかが興味深いところで

あり、関連項目を 2015 年の調査に含めて実施する予定である。） 

一方で、事故が起きた時の被害の大きさに関する認識に関しては、震災と事故の一年後の 2012

年に有意な上昇がみられた後、その二年後の 2013 年においても有意な低下はみられない。ここ

で、原子力発電の認識のうちその経済性に対する評価は引き続き有意な低下傾向を示していると

述べたが、こうした被害の大きさに関する認識が事故の後更新され、それが定着したことが、こ

れまで原子力発電のメリットの一つとして考えられてきた経済性の評価の継続的な低下につな

がったものとも考えられる。この点において、生起確率という意味での事故リスクや、原子力発

電の一般的な安全性については「震災・事故後」の影響は小さくなったことは、受け入れ態度に

代表されるような原子力関連施設への認識の回復には結びついていない。 
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2.3.  平成 26 年度末（2015 年 3 月）の調査設計 

 

調査の設計 

本研究では、web アンケートを用いて、一般市民の放射性廃棄物・原子力発電所に対する態度

および行政・科学技術に対する信頼を測定した。本研究では、2011 年 2 月～2013 年 2 月にかけ

て行われた計 3 回の調査の継続調査として、過去の調査参加者への追跡調査が行われた。以下で

は、過去の調査の概要について簡単に説明する。 

 

2011 年調査 

ベースとなる 2011 年調査においては、株式会社クロス・マーケティングが保有する約 170 万

人の Web アンケートモニターの中から、合計で 3,360 名の一般市民の回答を得た。調査の回答

者の基本的属性（性別、年齢層）は以下のとおりであった。 

 

2011 年調査回答者の基本的属性 

20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 計
男性 214 397 508 349 254 1722
女性 315 512 383 258 170 1638
計 529 909 891 607 424 3360  

 

加えて、本調査では原子力発電所関連施設が設置されている地域とそれ以外の地域から半数ず

つ回答者を抽出した。原子力関連施設が設置されている地域の内訳は下記のとおりであった。 

 

2011 年調査における原子力発電所関連施設を有する地域の内訳 

市町村名 人数
北海道古宇郡泊村 8 
青森県下北郡東通村 4 
宮城県牡鹿郡女川町 12 
宮城県石巻市 273 
福島県双葉郡大熊町 23 
福島県双葉郡楢葉町 18 
茨城県那珂郡東海村 122 
新潟県柏崎市 233 
新潟県刈羽郡刈羽村 4 
石川県羽咋郡志賀町 26 
福井県敦賀市 200 
福井県三方郡美浜町 17 
福井県大飯郡高浜町 26 
福井県大飯郡おおい町 27 
静岡県御前崎市 50 
島根県松江市 512 
愛媛県西宇和郡伊方町 9 
佐賀県東松浦郡玄海町 5 
鹿児島県薩摩川内市 111 
合計 1680  
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2012 年調査 

2012 年調査においては、1,850 名の継続回答者と 2,150 名の新規回答者から回答を得た。それ

ぞれの属性は以下のとおりであった。 

 

2012 年調査回答者の基本的属性 

20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 計
男性 79 185 271 228 190 953
女性 120 251 236 171 119 897
小計 199 436 507 399 309 1850
男性 190 184 251 276 260 1161
女性 204 192 175 224 194 989
小計 394 376 426 500 454 2150

593 812 933 899 763 4000

2011年からの
継続回答者

新規回答者

合計  

 

2013 年調査 

2013 年調査においては、2011 年調査と 2012 年調査の両方に回答した回答者（1,138 名）およ

び、2012 年調査のみに回答した回答者（1,357 名）を対象に再度 web アンケート調査を行った。

加えて、新規の回答者として 2,705 名の男女を新たに調査対象とした。2013 年調査の回答者の基

本属性は下記のとおりである。 

 

2013 年調査回答者の基本的属性 

20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 計
男性 44 89 163 166 167 629
女性 48 117 127 123 94 509
小計 92 206 290 289 261 1138
男性 65 111 175 216 198 765
女性 62 126 125 145 134 592
小計 127 237 300 361 332 1357
男性 209 317 294 289 214 1323
女性 280 330 303 265 204 1382
小計 489 647 597 554 418 2705

708 1090 1187 1204 1011 5200合計

3波すべてに
回答

2波（2012年と
2013年）のみ

に回答

新規回答者

 

 

2015 年調査 

本研究においては、2013 年調査の回答者のうち、過去の 3 波の調査全てに回答した方々を優

先的に抽出し、放射性廃棄物、原子力発電所、行政への信頼といった諸種の心理社会的態度を測

定した。本研究は、人々のこれらの心理社会的態度が、震災から 4 年を経てどのように変化して

いるのかを調査することが目的である。 

調査回答者は最大で 1,450 名になるように収集し、3 波全てへの回答者でその人数に満たない

場合には、次いで 2011 年調査への回答者を優先的に追跡し、目標人数に達するように回答者を

募った。本年度調査の質問項目を以下に記載する。 
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行政の信頼と原発の放射性廃棄物に関するアンケート 

平成２７年３月 

 

あいさつ文 

近年、原子力発電所が排出する放射性廃棄物の処分について、国としての対策が検討されて

います。この放射性廃棄物に関する問題は現在、「高レベル放射性廃棄物の地層処分」問題と

呼ばれています。この問題について東京大学では工学部・小松崎講師を中心に、その学術的・

社会的な意味を検討する研究会を進めてまいりました。 

皆様には以前に行政への信頼や当該事業に関する態度・意識についてご意見をいただきまし

たが、その後も原子力発電や放射性廃棄物に関する政治的、社会的状況は変化しつづけていま

す。本年は、そのような状況にともなう人々の態度の変化を捉えるために、以前にご回答いた

だいた方々に再度ご意見をうかがうものとなっております。 

なお、このアンケート調査票への回答にかかる時間はおよそ 30 分です。 

本調査は純粋に学術的なもので、皆様の回答はすべてコンピュータによって統計的に処理さ

れるため、一人一人のご回答を個別に分析するようなことは決してございません。また、皆様

のご回答が外部に漏れたり、その他の目的に使用されたりするようなことは絶対にございませ

ん。 

 

 ご多忙中、はなはだ勝手なお願いをいたしまして、まことに恐縮でございますが、何卒私ど

もの研究の趣旨にご理解をいただき、お力添えいただけますよう重ねてお願い申し上げます。
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【SC1】あなたの性別に○をつけてください。 

１ 男性 ２ 女性  

【SC2_1】あなたの年齢をお答えください。 

 歳 

【SC3_SQ2_1】あなたは現在の地区に合計で何年お住まいですか。 

年くらい 

 

はじめに、国の行政機関への態度についておうかがいいたします 

【問 1】あなたは、国の行政機関はどの程度信頼できると思いますか。あてはまる数字ひとつに

○をつけてください。 

１ 

２ 

信頼できる 

やや信頼できる 

３

４

あまり信頼できない 

全く信頼できない 

 

【問 2】国の行政機関の職員に関する以下の文章について、あなたはどのように思われますか。

あてはまる数字にひとつずつ○をつけてください 
  

そう思う
やや 

そう思う 

あまりそう 

思わない 

そう 

思わない

（１） 公務員としての誇りを持っている ……１…………２…………３…………４ 

（２） 職員として安心できる人が働いている ……１…………２…………３…………４ 

 

【問 3】国の行政機関の公平性について、あなたはどのように思われますか。あてはまる数字に

ひとつずつ○をつけてください。 
  

そう思う
やや 

そう思う 

あまりそう 

思わない 

そう 

思わない

（１） 行政はあなたの地域の人たちを公平に扱っている ……１…………２…………３…………４ 

（２） 行政はあなたのことを公平に扱っている ……１…………２…………３…………４ 
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【問 4】国の行政機関の各大臣や職員の能力・知識について、あなたはどのように思われますか。

あてはまる数字にひとつずつ○をつけてください。 
  

そう思う
やや 

そう思う 

あまりそう 

思わない 

そう 

思わない

（１） 各担当大臣は、職務に関する十分な専門知識を持
っている 

……１…………２…………３…………４ 

（２） 
国の行政機関の職員は、職務に関する十分な専門
知識を持っている 

……１…………２…………３…………４ 

 

【問 5】国の行政機関の不正防止・監視に関する以下の文章について、あなたはどのように思わ

れますか。あてはまる数字にひとつずつ○をつけてください。 
  

そう思う
やや 

そう思う 

あまりそう 

思わない 

そう 

思わない

（１） 
行政に対する監視の目の届かないところが、たく
さんある 

……１…………２…………３…………４ 

（２） 
行政が問題を起こしても、市民の側にはそれを見
抜く 
情報が入手できない 

……１…………２…………３…………４ 

 

【問 6】国の行政機関の透明性について、あなたはどのように思われますか。あてはまる数字に

ひとつずつ○をつけてください。 
  

そう思う
やや 

そう思う 

あまりそう 

思わない 

そう 

思わない

（１） 
行政に対する苦情処理の情報を適切に公開してい
る 

……１…………２…………３…………４ 

（２） 行政の社会的責任の自己点検を適切に公表してい
る 

……１…………２…………３…………４ 

 

【問 7】国の行政機関に関する以下の文章について、あなたはどのように思われますか。あては

まる数字にひとつずつ○をつけてください。 
  

そう思う
やや 

そう思う 

あまりそう 

思わない 

そう 

思わない

（１） 
行政機関での手続きは、あまりに複雑なので、自
分にはよく理解できないことがある 

……１…………２…………３…………４ 

（２） 
自分には行政のすることに対して、それを左右す
る力はない 

……１…………２…………３…………４ 

（３） 問題や苦情があるときでも、行政に言っても無駄
だと思う 

……１…………２…………３…………４ 
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次に、科学技術への態度についておうかがいいたします 

【問 8】あなたは、科学者の話は信頼できると思いますか。あてはまる数字ひとつに○をつけて

ください。 

１ 

２ 

信頼できる 

やや信頼できる 

３

４

あまり信頼できない 

全く信頼できない 

 

【問 9】あなたは、技術者の話は信頼できると思いますか。あてはまる数字ひとつに○をつけて

ください。 

１ 

２ 

信頼できる 

やや信頼できる 

３

４

あまり信頼できない 

全く信頼できない 

 

【問 10】あなたは、学会等の専門家集団は信頼できると思いますか。あてはまる数字ひとつに○

をつけてください。 

１ 

２ 

信頼できる 

やや信頼できる 

３

４

あまり信頼できない 

全く信頼できない 

 

【問 11】あなたは、社会の新たな問題はさらなる科学技術の発展によって解決されると思います

か。あてはまる数字ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

そう思う 

ややそう思う 

３

４

あまりそう思わない 

全くそう思わない 

 

【問 12】あなたは、日本の科学技術は諸外国に比べ信頼できると思いますか。あてはまる数字ひ

とつに○をつけてください。 

１ 

２ 

信頼できる 

やや信頼できる 

３

４

あまり信頼できない 

全く信頼できない 

 

【問 13】あなたは、行政の政策が科学技術の専門家の意見で決まるのはよいことだとおもいます

か。あてはまる数字ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

よいことだと思う 

どちらかといえばよいことだと思う 

３

４

どちらかといえばよいことだと思わない 

よいことだと思わない 
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【問 14】２０１２年に発足された原子力規制委員会による原子力発電の規制・監視の厳格化に、

あなたはどの程度期待していますか。あてはまる数字ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

３ 

とても期待している 

やや期待している 

あまり期待していない 

４

５

全く期待していない 

原子力規制委員会について知らなかった 

 

次に、あなたのふだんの政治や原子力政策への関心についておうかがい

いたします 

【問 16】あなたはふだん、政治上の出来事にどれくらい注意を払っていますか。あてはまる数字

ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

いつも注意を払っている 

時々注意を払っている 

３

４

あまり注意を払っていない 

全く注意を払っていない 

 

【問 17】あなたはふだん、原子力発電に関する報道にどれくらい注意を払っていますか。あては

まる数字ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

いつも注意を払っている 

時々注意を払っている 

３

４

あまり注意を払っていない 

全く注意を払っていない 

 

【問 18】あなたはふだん友人、家族、同僚と政治についてどれくらい話すことがありますか。あ

てはまる数字ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

頻繁にある 

たまにある 

３

４

ごくまれにある 

ほとんどない 

 

【問 19】あなたはふだん友人、家族、同僚と原子力発電についてどれくらい話すことがあります

か。あてはまる数字ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

頻繁にある 

たまにある 

３

４

ごくまれにある 

ほとんどない 
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【問 20】ふだんあなたは何党を支持していますか（ひとつに○）。 

１ 

２ 

３ 

４ 

自民党 

民主党 

公明党 

維新の党 

５ 

６ 

７ 

８ 

共産党 

次世代の党 

社民党 

その他の政党 

９ 支持政党なし 

 

【問 21】 あなたは、原子力発電に関する以下の事柄について、どのくらいよく知っていますか。

あてはまる数字にひとつずつ○をつけてください。 

  人に説明

できる 

よく知って 

いる 

聞いたこと 

はある 

まったく

知らない

（１） 高レベル放射性廃棄物 ……１…………２…………３…………４ 

（２） 使用済み核燃料 ……１…………２…………３…………４ 

（３） 中間貯蔵 ……１…………２…………３…………４ 

（４） 核燃料プール ……１…………２…………３…………４ 

（５） 核燃料の再処理 ……１…………２…………３…………４ 

（６） 地層処分 ……１…………２…………３…………４ 

 

以下の文章を読み、続く設問にお答えください 

原子力発電所からは発電に伴って放射性廃棄物が必ず発生しています。今後の原子力発電政策の

あり方については不透明なところがあるものの、少なくともこの廃棄物の処理問題は避けて通れ

ません。 

このような原子力発電の利用に伴い発生する高レベル放射性廃棄物は、原子力発電所で使用した

燃料からウラン・プルトニウムを分離・回収した後に残る液状の廃棄物です。 

日本では、地層処分によってこの高レベル放射性廃棄物に対応する方針となっています。地層処

分とは地下 300m を超える深さの地層中に数万年以上の期間閉じ込めるというもので、現時点で

最も問題点が少なく、実現可能な手法として世界各国で採用されている方法です。 

この処分施設立地に向けて、日本では、まず過去の地震等の自然現象に関する文献・資料や、航

空写真などの資料に基づいて調査を行う文献調査、ボーリング調査等を行う概要調査、地下施設

における精密調査という 3段階のプロセスを経て、最終的に日本全国から 1カ所の自治体（市町

村または都区部）を処分施設立地地域として選定することが法律で定められています。 

最初の文献調査が実施される自治体と都道府県には、地域振興対策費等として、調査期間合計で

20 億円が交付されます。また概要調査に進んだ場合には、調査期間の合計で最大 70 億円が交付
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されます。精密調査、建設、操業に伴う交付金額やその期間については、現在、制度化が進めら

れている状態です。 

現在は、全国の市町村に対して第一段階となる文献調査に関する公募が実施されている段階で

す。 

 

【問 22】あなたのお住まいの自治体が高レベル放射性廃棄物処分事業の調査に応募すると想定し

た場合、あなたは以下のような感情をどの程度感じますか。あてはまる数字にひとつず

つ○をつけてください。 
  

強く感じる やや感じる 
あまり 

感じない 

全く 

感じない

（１） 不安 ……１…………２…………３…………４ 

（２） 怒り ……１…………２…………３…………４ 

（３） 恐怖 ……１…………２…………３…………４ 

（４） 満足 ……１…………２…………３…………４ 

（５） 希望 ……１…………２…………３…………４ 

 

【問 23】あなたのお住まいの自治体が高レベル放射性廃棄物処分事業の調査に応募すると想定し

た場合、それに伴って交付金を受け取ることは当然のことであると思いますか。あては

まる数字ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

当然である 

どちらかといえば当然である 

３

４

どちらかといえば疑問である 

疑問である 

 

【問 24】高レベル放射性廃棄物処分事業への応募に伴う交付金は、どの程度の範囲までの住人に

支払われるべきだと思いますか。あてはまる数字ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

受け入れ自治体のみ 

隣接する自治体まで 

３

４

受け入れ自治体が所属する都道府県全体 

隣接する他の都道府県の自治体も含むべき 
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【問 25】高レベル放射性廃棄物処分事業への応募に伴う交付金に関する以下の文章について、あ

なたはどのように思われますか。あてはまる数字にひとつずつ○をつけてください。 
  

そう思う
やや 

そう思う 

あまりそう 

思わない 

全くそう

思わない

（１） 応募に伴う交付金によって、自治体が発展する ……１…………２…………３…………４ 

（２） 
応募に伴う交付金によって、住民ひとりひとりの
生活 
が向上する 

……１…………２…………３…………４ 

（３） 
応募に伴う交付金は、地域発展のために適切に 
利用される 

……１…………２…………３…………４ 

 

【問 26】高レベル放射性廃棄物の地層処分場において事故が発生したとしたら、その際に直接

的・間接的に被害を受ける人は何人いると思いますか。あてはまる数字ひとつに○をつ

けてください。 

１ 

２ 

３ 

0 人 

1～9 人 

10～99 人 

４ 

５ 

６ 

100～1000 人未満 

1000～1 万人未満 

1 万～10 万人未満 

７ 10 万人以上 

 

【問 27】高レベル放射性廃棄物の地層処分場の建設から 20 年以内に、放射能漏れなどの事故が

起きる確率は何％ぐらいあると思いますか。あてはまる数字ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

３ 

４ 

0％ 

10％ 

20％ 

30％ 

５ 

６ 

７ 

８ 

40％ 

50％ 

60％ 

70％ 

９ 

10 

11 

80％ 

90％ 

100％ 

 

【問 28】仮に、あなたのお住まいの自治体に高レベル放射性廃棄物の地層処分場が建設されると

想定した場合、そのことについてどう思いますか。あてはまる数字ひとつに○をつけて

ください。 

１ 

２ 

３ 

絶対に受け入れたくない 

どちらかといえば受け入れたくない 

どちらともいえない 

４

５

どちらかといえば受け入れてもよい 

受け入れてもよい 
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【問 29】あなたは、日本で生じた高レベル放射性廃棄物を国内で処分すべきだと思いますか。あ

てはまる数字ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

３ 

国内で処分すべき 

どちらかといえば国内で処分すべき 

どちらともいえない 

４

５

どちらかといえば国外で処分すべき 

国外で処分すべき 

 

【問 30】高レベル放射性廃棄物処分に関して国や自治体が勉強会を開催するとしたら、あなたは

参加したいと思いますか。 

１ 

２ 

３ 

ぜひ参加したい 

どちらかといえば参加したい 

どちらともいえない 

４

５

どちらかといえば参加したくない 

全く参加したくない 

 

【問 31】高レベル放射性廃棄物処分場問題の解決に向けて、あなたは以下の各行政にどの程度期

待していますか。あてはまる数字ひとつに○をつけてください。 
  とても期待

している

やや期待 

している 

あまり期待

していない 

全く期待

していない

（１） 国の行政機関 ……１…………２…………３…………４ 

（２） お住まいの都道府県の行政機関 ……１…………２…………３…………４ 

（３） お住まいの市区町村の行政機関 ……１…………２…………３…………４ 

 

【問 32】高レベル放射性廃棄物の処分が必要な理由として、あなたが考えるものは以下のどれで

すか。あてはまるものすべてに○をつけてください。 

１ 

 

２ 

３ 

原子力エネルギーを活用して経済成長

してきたことに対する責任 

未来の世代に負担を残さないため 

原子力発電所に使用済み核燃料を放置

しないため 

４

５

６

７

８

国際的な責任を果たすため 

交付金による地域活性化のため 

今後も原子力発電を続けていくため 

あてはまるものはない 

高レベル放射性廃棄物の処分は必要ではな

い 

 

次に、原子力発電に対する態度についておうかがいいたします 

【問 33】ある人々は日本のエネルギー問題を解決するため原子力発電を増やすべきだと言ってい

ます。あなたはこれに賛成ですか反対ですか。あてはまる数字ひとつに○をつけてくだ

さい。 
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１ 

２ 

賛成 

どちらかといえば賛成 

３

４

どちらかといえば反対 

反対 

 

【問 34】原子力発電に関する以下の文章について、あなたはどのように思われますか。あてはま

る数字にひとつずつ○をつけてください。 
  

そう思う
やや 

そう思う 

あまりそう 

思わない 

全くそう

思わない

（１） 
原子力発電は、他のエネルギーに比べて経済性に
優れている 

……１…………２…………３…………４ 

（２） 
原子力発電は、他のエネルギーに比べて環境に優
しい 

……１…………２…………３…………４ 

（３） 
原子力発電は、他のエネルギーに比べて安全性に
優れている 

……１…………２…………３…………４ 

 

【問 35】この先 20 年くらいを考えた場合、あなたが一番期待しているエネルギーを次の中から

二つ選んでください。 

１ 

２ 

３ 

火力 

原子力 

潮力（海洋発電） 

４ 

５ 

６ 

風力 

太陽光 

地熱 

７ 

８ 

水力 

特になし 

 

【問 36】原子力発電政策と高レベル放射性廃棄物処分場問題の関連について、あなたはどのよう

に思われますか。あてはまる数字にひとつずつ○をつけてください。 
  

そう思う
やや 

そう思う 

あまりそう 

思わない 

そう 

思わない

（１） 
原子力発電政策と高レベル放射性廃棄物処分場問
題はそれぞれ別個の問題として考えるべきだ 

……１…………２…………３…………４ 

（２） 
脱原発政策が推進されれば、おのずと高レベル放
射性廃棄物処分場問題は解決する 

……１…………２…………３…………４ 

（３） 
高レベル放射性廃棄物処分場問題を解決するため
には、現在の原子力発電政策を維持することが重
要だ 

……１…………２…………３…………４ 

（４） 
これまでの原子力発電政策を維持するためには、
高レベル放射性廃棄物処分場問題を解決すること
が重要だ 

……１…………２…………３…………４ 

 

【問 37】今後、国内の原子力発電所で、再び大規模な事故が起きる可能性はどの程度あると思い

ますか。あてはまる数字ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

可能性は高い 

どちらかというと可能性は高い 

３

４

どちらかというと可能性は低い 

可能性は低い 
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【問 38】今後、国内の原子力発電所で再び大規模な事故が起きたとしたら、あなたやあなたのご

家族が、大規模・広範囲・長期の避難を強いられる可能性はどの程度あると思いますか。

あてはまる数字ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

可能性は高い 

どちらかというと可能性は高い 

３

４

どちらかというと可能性は低い 

可能性は低い 

 

【問 39】あなたのお住まいの地域で、今後数年内に震度６を越えるような大きな地震が起きる可

能性はどの程度あると思いますか。あてはまる数字ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

可能性は高い 

どちらかというと可能性は高い 

３

４

どちらかというと可能性は低い 

可能性は低い 

 

【問 40】今後 20 年以内に、日本は原子力発電を抑制する決定を下すようになると思いますか。 

１．はい  ２．いいえ  ３．わからない 

――それはなぜですか（100 文字以内でお答えください）。 

 

 

 

 

次に、ふだんのご意見についておうかがいいたします 

【問 41】国の諸制度に関する以下の文章について、あなたはどのように思われますか。あてはま

る数字にひとつずつ○をつけてください。 
  

そう思う
やや 

そう思う 

あまりそう 

思わない 

そう 

思わない

（１） 
放射性廃棄物処分事業に関する制度は、制度的枠
組みとしては安心できない。 

……１…………２…………３…………４ 

（２） 年金制度は制度的枠組みとしては安心できない。 ……１…………２…………３…………４ 

（３） 建築確認制度は制度として安心できない。 ……１…………２…………３…………４ 

（４） 輸入食肉検査制度は制度として安心できない。 ……１…………２…………３…………４ 
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【問 42】以下のクイズについて、それぞれあなたが正しいと思う番号ひとつに○をつけてくださ

い。 

※ 下記のクイズは、あまり知られていない事実も含めてお尋ねするものです。わからない場合

にも回答を調べていただく必要はなく、「わからない」とお答えください。 

（ア）日本の首相になれる条件は、以下のうちどれですか。 

１ 

２ 

衆議院議員でなくてはならない 

衆議院議員でなくても国会議員であればなれ

る 

３ 

４ 

国会議員でなくてもなれる 

わからない 

（イ）現在の衆議院の選挙制度の名称は、以下のうちどれですか。 

１ 

２ 

中選挙区制 

小選挙区比例代表並立制 

３

４

小選挙区比例代表併用制 

わからない 

 

【問 43】あなたはふだん、下記のものを見たり読んだりすることがどれくらいありますか。あて

はまる数字にひとつずつ○をつけてください。 

  
よくある

ときどき 

ある 
あまりない 

ほとんど

ない 

（１） 
テレビのニュース番組（ワイドショーや情報バラ
エティ番組は除く） 

……１…………２…………３…………４ 

（２） テレビの討論番組 ……１…………２…………３…………４ 

（３） テレビのワイドショー・情報バラエティ番組 ……１…………２…………３…………４ 

（４） 新聞・雑誌 ……１…………２…………３…………４ 

（５） インターネット ……１…………２…………３…………４ 

 

【問 44】あなたはふだん、下記のものからどれくらい影響を受けていると思いますか。あてはま

る数字にひとつずつ○をつけてください。 

  
かなり影響を

受けている 

何らかの影響

を 

受けている 

あまり影響を 

受けていない 

ほとんど影響

を 

受けていない

（１） 
テレビのニュース番組（ワイドショ
ーや情報バラエティ番組は除く） 

……...１……………..２…………..…３……………４ 

（２） テレビの討論番組 ……...１……………..２…………..…３……………４ 

（３） 
テレビのワイドショー・情報バラエ
ティ番組 

……...１……………..２…………..…３……………４ 

（４） 新聞・雑誌 ……...１……………..２…………..…３……………４ 

（５） インターネット ……...１……………..２…………..…３……………４ 
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【問 45】 私たちの社会生活はいつも平穏というわけではありません。次のような意見について、

あなたはどう思いますか。あてはまる数字にひとつずつ○をつけてください。 
  

強く賛成
どちらかと 

いえば賛成 

どちらかと 

いえば反対 
強く反対

（１） 
近所の人と“いさかい”があったときは、その相
手の意向を汲んであげるのが一番よい 

……１…………２…………３…………４ 

（２） 
職場の同僚たちが反対するのであれば、自分の意
見に固執するべきではない 

……１…………２…………３…………４ 

（３） 
家族のためには、自分の個人的利害は二の次にす
べきだ 

……１…………２…………３…………４ 

（４） 国家や社会のためには、人は個人的利益を犠牲に
して献身する覚悟をすべきだ 

……１…………２…………３…………４ 

 

最後にあなたご自身のことについて、いくつかおうかがいいたします 

 

【問 46】あなたが最後に在籍した、または現在在学中の学校は次のどれですか（○はひとつ）。 

１ 

２ 

３ 

 

４ 

小学校 

中学校（旧制尋常小学校、旧制高等小学校を含む） 

高校（旧制中学校、実業学校、師範学校、女学校を含

む） 

短大・高専、専門学校、旧制高校 

５

６

７

大学 

大学院 

上記にあてはまるものはない 

 

【問 47】あなたは結婚されていますか（○はひとつ）。 

１ 

２ 

３ 

未婚 

結婚しているが子供はいない 

結婚しており一緒に住んでいる子供がいる

４

５

結婚しており子供がいるが独立している

その他 

 

 

 

 

 

 

【問 48】去年（平成 26 年１月～12 月）１年間のお宅の収入はご家族全部あわせると、およそど
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のくらいになりますか。ボーナスや臨時収入を含め、税込みでお答えください（○はひ

とつ）。 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

200 万円未満 

200 万円～300 万円未満 

300 万円～400 万円未満 

400 万円～500 万円未満 

500 万円～600 万円未満 

600 万円～700 万円未満 

700 万円～800 万円未満 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

800 万円～1000 万円未満 

1000 万円～1200 万円未満 

1200 万円～1400 万円未満 

1400 万円～2000 万円未満 

2000 万円以上 

答えたくない 

 

【問 49】あなたの現在のお仕事についておうかがいいたします。あなたはふだんどのような仕事

をなさっていますか。あてはまる数字ひとつに○をつけてください。 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

フルタイムで働いている             

パートタイム・アルバイト    

学生・生徒           

専業主婦      

その他           「３」「４」「５」「６」と回答された方はここで質問は終わりです 

無職                          ありがとうございました 

「１」「２」のいずれかに該当する人は【問 50】にお答えください 

 

【問 50】それでは、あなたの現在のお仕事について、最もその内容に近い数字ひとつに○をつけ

てください。 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

会社団体役員・管理職（会社・団体などの課長以上、管理的公務員など） 

事務職（一般事務系・課長以下、記者、編集者など） 

販売・サービス職（販売員、セールスマン、理容師・美容師、調理師など） 

技能・労務・保安職（職人、工員、自動車運転手、警察官など） 

専門技術職（医師、弁護士、教員、技術者、看護婦） 

自営業主や自由業（商店主、工場主、デザイナー、職業スポーツ選手など） 

農林漁業 

その他（具体的に                        ） 
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長い間のご協力、誠にありがとうございました。 
このアンケートに関して、ご意見、ご批判、ご感想などございましたら、 

この欄にご自由にお書きください。 
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